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前 書 き 

 

農業用用排水路を始めとする農業水利施設は、国民に安定的な食料供給を行うため必要不可欠な農業生

産基盤として、土地改良法（昭和 24年法律第 195号)に基づき、国、都道府県、土地改良区等により整備

されている。平成 21年度末までに整備された農業水利施設は、農業用用排水路が約 40万㎞あり、基幹的

な農業水利施設は、農業用用排水路が約４万 9,000㎞、農業用ダム、頭首工等が約 7,000か所と推計され

ている。農業水利施設は、国や都道府県が整備したものであっても、施設の受益者が同法に基づく委託を

受けること等により管理することが基本とされており、土地改良区がこれら施設の約３分の２を管理して

いる。 

基幹的な農業水利施設は、その約２割が既に標準耐用年数を超過し、老朽化が進行しているとされてい

るが、国や都道府県、施設管理者の財政のひっ迫等により、施設の更新整備が遅延し、将来にわたる安定

的な機能の発揮に支障が生じることが懸念されている。また、農村地域においては、農村の都市化・混住

化や土地改良区の組合員の兼業化・高齢化により、管理作業は一層困難になっているといわれている。さ

らに、平成 23年に発生した東日本大震災で多くの農業水利施設が損壊・流失したことを踏まえ、地震によ

り損壊のおそれのある農業水利施設の改修・整備等も求められている。 

こうしたことを踏まえ、平成 24年３月 30日に閣議決定された新たな「土地改良長期計画」においては、

これまでの全面的な改築・更新に代え、劣化の状況に応じた補修・更新等を計画的に行うことにより、施

設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理や、土地改良区等による管理に加え

地域が主体となった保全管理の推進などに取り組むこととされている。また、同計画の実施に当たっては、

限られた財源の効率的かつ効果的な活用の観点から、真に必要な事業に予算の重点化を図ることなどを踏

まえることとされている。 

なお、当省では、高度経済成長期に整備され、老朽化の進行する社会資本の効率的かつ計画的な維持管

理等の推進に資するため、道路橋、港湾施設等の社会資本を対象に調査を行い、その長寿命化等の取組を

一層推進することについて、関係省に対し勧告してきたところである。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、農業水利施設の効率的かつ効果的な保全管理等を

推進する観点から、同施設の管理の状況、新たな保全管理の取組の実施状況等を調査し、関係行政の改善

に資するために実施したものである。 
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第１ 行政評価・監視の目的等 

 

 

１ 目  的 

この行政評価・監視は、農業水利施設の効率的かつ効果的な保全管理等を推進する観点から、同施

設の管理の状況、新たな保全管理の取組の実施状況等を調査し、関係行政の改善に資するために実施

したものである。 

 

 

２ 対象機関 

⑴ 行政評価・監視対象機関 

農林水産省 

⑵ 関連調査等対象機関 

都道府県(19)、市町村（42）、土地改良区（44）、都道府県土地改良事業団体連合会（20) 

 

 

３ 担当部局 

行 政 評 価 局 

管区行政評価局  ７局（北海道、東北、関東、中部、近畿、中国四国、九州） 

行政評価事務所  13事務所（秋田、山形、千葉、山梨、長野、石川、三重、京都、島根、岡山、

熊本、大分、宮崎） 

 

 

４ 実施時期 

   平成 24年８月～25年９月 
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第２ 行政評価・監視の結果 

１ 農業水利施設の適切かつ効果的なストックマネジメントの推進 

勧          告 説明図表番号 

【制度の概要】 

（ストックマネジメントの導入の背景等） 

 農業用用排水路を始めとする農業水利施設は、国民に安定的な食料の供給を行うため

に必要不可欠な農業生産基盤として、土地改良法（昭和 24年法律第 195号）に基づき、

国、都道府県、土地改良区等により整備されている（以下、国が整備する農業水利施設

を「国営造成施設」と、都道府県が整備する農業水利施設を「県営造成施設」と、土地

改良区等が整備する農業水利施設を「団体営造成施設」という。）。 

平成 21年度末までに整備された農業水利施設は、農業用用排水路が約 40万㎞あり、

計画時の受益面積が 100ha以上（注）の農業水利施設は、農業用用排水路が約４万 9,000

㎞、農業用ダム、頭首工等の点施設とよばれるものが約 7,000 か所と推計されている。 

（注） 以下、「受益面積が 100 ㏊以上」又は「受益面積が 100 ㏊未満」という場合、同様に計画時に

おける受益面積についてのものであり、現在の受益面積についてのものではない。 

 

農林水産省の試算によると、これら農業水利施設のストック全体の資産価値（再建設

費ベース（注））は平成 21年度で 32兆円あり、そのうち受益面積が 100㏊以上のものは

18兆円あるとされている。 

（注） 「再建設費ベース」とは、同じ機能及び構造のものを、現在の一般的な施工水準及び現在価値

をもって再建設する場合の費用により施設を評価したものをいう。以下同じ。 

 

 一方、こうした農業水利施設の多くは、戦後から高度経済成長期にかけて集中的に整

備されており、これまで補修・補強等が進められているものの、受益面積が 100㏊以上

の農業水利施設についてみると、水路の約３割、点施設の約４割が既に標準的な耐用年

数（注）を超過し、その資産価値（再建設費ベース）は約３兆円と試算されている。ま

た、こうした施設の劣化を原因として、突発事故が発生する事態も生じている。 

（注） 「標準的な耐用年数」は施設の区分ごとに異なり、例えば、鉄筋コンクリート製の水路は 40

年、鉄筋コンクリート製の建物は 45年、用排水機（ポンプ及び原動機）は 20年などとされてい

る。なお、再建設費ベースでは、耐用年数を超過しているものは、約２割とされている。 

 

しかし、国や都道府県、施設管理者の財政のひっ迫等により、当該施設の更新整備が

遅延し、その機能の将来にわたる安定的な発揮に支障が生じることが懸念されている。 

 このため、施設機能の診断を行い、その結果に基づき定めた計画に従って必要な補修

等の保全対策を継続的に行うストックマネジメントの取組が重要となっている。 

 こうした中で、前回の「土地改良長期計画」（平成 20年 12月 26日閣議決定）におい

て、「農業用用排水施設のストックマネジメントによる安定的な用水供給機能等の確保」

が政策目標として掲げられ、目指す主な成果として、受益面積が 100㏊以上の農業水利

施設について機能診断済みの割合（再建設費ベース）を、平成 19年度の約２割から 24

年度に約６割とすることが掲げられた。 

 その後、平成 22 年３月 30 日の閣議決定により、「食料・農業・農村基本計画」が改

定され、「リスク管理を行いつつ、施設のライフサイクルコスト（注）を低減し、施設機

能の監視・診断、補修、更新等を機動的かつ確実に行う新しい戦略的な保全管理を推進
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する」とされたこと等を踏まえて、24年３月 30日に「土地改良長期計画」が改定され、

目指す主な成果として、受益面積が100㏊以上の農業水利施設の機能診断済みの割合（再

建設費ベース）を、22 年度の約４割から 28年度に約７割とすることが掲げられている。

なお、農林水産省は、この対象となる農業水利施設について、国営造成施設に限らず、

県営造成施設及び団体営造成施設のうち、受益面積が 100㏊以上のものも含むと解し、

国営造成施設の９割（再建設費ベース）、県営造成施設の５割（同）で機能診断を実施

することを目標としている。 

（注） ライフサイクルコストとは、施設の建設に要する経費に、供用期間中の運転、補修等の管理に

要する経費及び廃棄に要する経費を合計した金額をいう。ただし、実際のコスト比較を行う際は、

施設の機能診断の直後から一定期間（40年間を基本）に発生する機能保全のためのコストを比較

している。 

 

 また、改定後の土地改良長期計画では、目指す主な成果として、国営造成施設のうち

受益面積が 100㏊以上のものについて、機能保全計画の策定率（再建設費ベース）を、

平成 22年度の約４割から 28年度に約８割とすることも掲げられている。 

 なお、改定後の土地改良長期計画では、機能保全計画の策定率については、国営造成

施設についてのみの目標となっており、県営造成施設及び団体営造成施設についての記

載はなく、また、機能保全計画に基づいて行う機能保全対策の実施率についても記載は

なく、いずれについても、農林水産省では、具体的な目標及びその指標を設定していな

い。 

 

（ストックマネジメントの基本的内容） 

 農林水産省では、ストックマネジメントの取組を推進するため、実務に必要となる基

本的事項について、食料・農業・農村政策審議会農村振興分科会農業農村整備部会に置

かれた技術小委員会において検討し、平成 19 年３月に「農業水利施設の機能保全の手

引き」を作成している。 

 当該手引きでは、農業水利施設の機能を保全するための手法は、継続的に行う機能診

断調査と評価を踏まえて、複数の取り得る対策工法の組合せについて比較検討すること

により、適時・的確に、所要の対策を選択して実施することを基本とするとされ、スト

ックマネジメントは、以下の①から④までのプロセスを繰り返しながら継続的に行われ

るものとされている。また、こうしたストックマネジメントの取組に係る情報（施設の

機能診断調査・評価の結果、補修等の対策の実施履歴など）を蓄積して共有することに

より、ストックマネジメントの実施の効率化や技術の向上に資するため、電子化された

データベースを活用するとされている。 

① 施設管理者における日常管理における点検、補修 

② 施設造成者による定期的な機能診断 

③ 機能診断の結果に基づく機能保全計画の作成 

④ 機能保全計画に基づく対策工事の実施 

 

(1) 国営造成施設の適切かつ効果的なストックマネジメントの推進 

【制度の概要】 

農業水利施設は、道路等の一般公共物とは異なり、国営造成施設であっても、こ
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れを利用して直接的な利益を受ける地元が自らの利用実態に応じて管理する方が合

理的であり、かつ適正な管理が行われるという見地から、土地改良法等に基づき、

土地改良区、都道府県、市町村等に譲与されるか、管理の委託がなされている。国

営造成施設の多くは、土地改良区に管理が委託されており、農林水産省が自ら施設

の管理を行うものは、ごく一部となっている。 

しかし、農林水産省では、ストックマネジメントにおいては、財産権者として施

設の保守管理に責任を持つ国が、施設の使用状況や設置された環境によって異なる

老朽化の程度を統一的な判断基準による客観的なデータ分析によって診断し、長寿

命化工法の選定と現場への適用、最終的な全面更新時期を判断する必要があるとし

ている。 

そして、農林水産省では、国営造成施設について、その長寿命化を図り、既存ス

トックの有効活用を実現することが国民経済的視点から不可欠となっているとし

て、国営造成施設のストックマネジメントの取組を推進するため、平成 15年度から

国営造成水利施設保全対策指導事業により、同省自ら国営造成施設の機能診断を実

施し、機能保全計画を作成している。 

 

ア ストックマネジメントの効果的な実施 

【制度の概要】 

国営造成水利施設保全対策指導事業では、機能保全計画に基づく機能保全対策

は、国が自ら行うのではなく施設管理者が行うことを前提としており、農林水産

省は、ⅰ）施設管理者と調整を図りつつ、機能診断を実施し、機能保全計画を作

成する、ⅱ）当該計画に基づく機能保全対策について施設管理者に対する指導・

助言を行う、ⅲ）当該計画を作成したときは、地方農政局長等は、施設管理者か

ら、これに基づく対策工事の内容、実施時期（予定）等を記載した「機能保全実

施方針」の報告を事業実施年度の翌年度の６月末までに受けることとされている。

ただし、当該事業では、報告された機能保全実施方針に沿った機能保全対策が行

われているかどうか等をフォローしていくことにはなっていない。 

 当該事業により作成された機能保全計画に基づき施設管理者等が機能保全対策

を行う場合には、国の補助金・交付金事業として、平成 22年度までは、基幹水利

施設ストックマネジメント事業などにより、23 年度以降は、農山漁村地域整備交

付金の中の事業メニューである水利施設整備事業（基幹水利施設保全型）などに

より、工事費等の経費が助成されることとなっている。 

 

 (ｱ) ストックマネジメントの効果の的確な発現の推進 

【調査結果】 

ストックマネジメントの取組は、施設の日常管理、定期的な機能診断、そ

の結果に基づく機能保全計画の作成、当該計画に基づく機能保全対策の実施

というサイクルで行われることで、施設の長寿命化を図るとともに、ライフ

サイクルコストの低減を図ろうとするものである。したがって、ストックマ

ネジメントの効果が発現するためには、機能保全計画に基づく機能保全対策

が適時適切に実施されることが重要であると考えられる。 
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今回、国営造成水利施設保全対策指導事業により作成された機能保全計画

に基づく施設管理者における取組状況等について調査したところ、以下のよ

うな状況がみられた。 

① 調査した 13 土地改良調査管理事務所（注）が平成 21 年度から 23 年度ま

での間に作成した機能保全計画について、施設管理者からの機能保全実施

方針の報告状況をみると、21年度に作成した機能保全計画 201件のうち 126

件が、22 年度に作成した機能保全計画 173件のうち 131件が、23年度に作

成した機能保全計画 186件のうち 129件が未報告となっていた。 

（注） 北海道開発局における札幌開発建設部及び旭川開発建設部、並びに地方農政局

における北奥羽、西奥羽（本所及び最上川支所）、利根川水系、西北陸、木曽川水

系、淀川水系、南近畿、中国、北部九州（熊本支所）及び南部九州の各土地改良

調査管理事務所の計 13機関。 

 

② 調査した 19 道府県、39土地改良区等において、平成 21年度から 23年度

までの間に、管理する国営造成施設の機能保全計画が作成されているとし

たものは 22 管理者（１道５県、16土地改良区等）で計 119件みられたが、

このうち機能保全実施方針を報告していないものは 13管理者（１道３県、

９土地改良区等）で計 72件となっていた。 

 

③ 調査した 13 土地改良調査管理事務所が作成した機能保全計画のうち、当

該計画上、機能保全対策の時期を平成 21 年度から 23 年度までのいずれか

に示していながら、当該対策が講じられず、対策の時期を経過している例

が 98 施設でみられた。また、そのうち 94 施設については、施設管理者か

ら機能保全実施方針が報告されていないものとなっていた。さらに、当該

98 施設の中には、機能保全計画で示す機能保全対策が講じられず、当該対

策の時期を経過した後、二回目の機能診断及び機能保全計画の作成が行わ

れているものもみられた。 

 なお、調査した 13 土地改良調査管理事務所において、平成 21 年度から

23 年度までの間に、機能保全計画に基づく機能保全対策が実施されたと確

認できたものは、４施設とごく僅かとなっていた。 

 

このように施設管理者から機能保全実施方針の報告がなされず、その間に

機能保全計画で示す時期が経過して、機能保全対策が実施されないままとな

っている例がみられた。 

このことについて、農林水産省は、機能保全計画で取りまとめた最適シナ

リオを実施することが重要ではあるものの、その実施のために必要な予算の

確保や関係者との調整等に時間を要することもあるため、必ずしも当該計画

で示すとおりの時期・工法等の機能保全対策が実施できない場合があるとし

ている。また、その場合であっても、機能保全計画で明らかとなった施設の

劣化要因や劣化予測等を踏まえて、継続的に施設の監視を行い、実際の劣化

の進行状況を適切に見極めた上で、対策工事の実施が最適となるような時点

で対策工事を実施できるよう、当該計画をいかしているとしている。 

 

 

 

表 1-(1)-ｱ-⑧ 

表 1-(1)-ｱ-⑨ 

 

 

 

 
 
 
 

 

表 1-(1)-ｱ-⑩ 

 

 

 

 

 

表 1-(1)-ｱ-⑪ 

表 1-(1)-ｱ-⑫ 

 

 

 

 

 

 

表 1-(1)-ｱ-⑬ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 5 -



しかし、機能保全計画の最適シナリオのとおり機能保全対策を実施するこ

とが難しい場合の対応方策については、「農業水利施設の機能保全の手引き」

には明記されていない。 

 

また、平成 23年度までの機能診断の実施状況について調査したところ、農

林水産省では、施設の劣化による機能低下のリスクの高い標準耐用年数を超

過した施設に限らず、標準耐用年数の半分も経過していない施設の機能診断

を実施したり、土地改良長期計画で保全管理に取り組むとされた基幹的な施

設である受益面積が 100 ㏊以上の施設に限らず、受益者の少ない小規模な施

設も対象に機能診断等を実施していた。このことについて、同省は、施設の

重要度や効率的な業務の実施の観点から、一連の水利体系下にある関連施設

の機能診断等をまとめて実施しているためであるとしている。 

さらに、今回の調査で把握した機能診断等が実施されている受益面積が 100

㏊未満の 70 施設の中には、機能保全計画上の対策時期が平成 23 年度末まで

のものが４施設みられ、いずれもその時期を経過しているが、機能保全対策

が実施されていない状況となっていた。 

農林水産省は、施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図るため

に、ストックマネジメントの取組として、国営造成施設の機能診断等を毎年

少なくとも平均 24億円の国費を投じて実施している。このため、その事業効

果が具体的かつより多く発現するよう、機能低下のリスクの程度、施設の重

要度等を勘案して、機能診断等の実施に当たるべきであると考えられる。 

 

一方、施設管理者では、上記①、②及び③のように、機能保全実施方針の

報告を行わず、機能保全計画で示す機能保全対策を講じていない理由につい

て、ⅰ）当該対策に要する費用の確保が難しい、ⅱ）設備が一応は正常に稼

働している間に補修・整備を行うことは組合員の合意形成が難しい、ⅲ）管

理する地区内の全施設の機能保全計画の作成を待って、地区全体で総合的に

機能保全対策を行うこととしている、ⅳ）機能保全実施方針を報告する必要

性を認識していなかったなどとしている。 

これらについては、従来の「壊れるまで待って造り直す」という事後保全

的な対応よりも、適時に補修等を繰り返す方がトータルでコストの低減が図

られるというストックマネジメントの基本的な理解が関係者に十分に浸透し

ていないことが、原因・背景にあるものと考えられる。 

また、ⅲ）については、現在の機能保全計画が、施設ごとの最適シナリオ

のみを示すものであり、複数の施設を管理する土地改良区等にとっては地区

内の優先順位等の検討に資する情報が不足していることも原因・背景にある

ものと考えられる。 

さらに、現在の仕組みでは、国が機能保全計画を作成する際は、施設管理

者とは調整を図りつつ実施することになっているが、機能保全対策を実施す

る際に費用負担をする地方公共団体とは調整を行う必要がないことも、当該

対策が円滑に進まない原因・背景にあるものと考えられる。 
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表 1-(1)-ｱ-⑥ 

（再掲） 
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（再掲） 
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なお、ⅳ）について施設管理者に対する地方農政局等における対応をみる

と、機能保全実施方針が確実に報告されるよう督促していない状況となって

いた。また、機能保全実施方針は報告されているが、機能保全対策の実施の

見込みがないものもみられた。 

 

(ｲ) ストックマネジメントの取組状況の整理 

【調査結果】 

上記のとおり、国営造成施設については、受益面積が 100 ㏊以上のものに

ついて、平成 28年度までに、再建設費ベースで約９割の施設の機能診断を実

施し、約８割の施設の機能保全計画を作成することを目指すとされている。 

そして、農林水産省では、毎年度行う土地改良長期計画のフォローアップ

の中で機能診断の実施状況及び機能保全計画の作成状況を調査することとし

ている。 

また、農林水産省は、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13年

法律第 86号）に基づく政策評価の取組の中で、施策「農業水利施設の戦略的

な保全管理」の目指すべき姿を「基幹的農業水利施設の老朽化が進む状況に

ある中、我が国の食料生産に不可欠な基本的インフラである農業水利施設の

機能の将来にわたる安定的な発揮に不安が生じている。このため、基幹的農

業水利施設の機能の監視・診断等によるリスク管理を行いつつ、劣化の状況

に応じた補修・更新等を計画的に行うことにより、施設の長寿命化とライフ

サイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理を推進する。」こととし、指標

を「基幹的農業用用排水施設を対象に機能診断を実施」に設定し、土地改良

長期計画と同様、機能診断の実施率を目標値（平成 28年度約７割）としてい

る。 

しかし、機能保全計画に基づく機能保全対策の実施状況については、農林

水産省では取りまとめていない。同省は、機能保全計画に基づく機能保全対

策の実施について、同省及び施設管理者による施設の監視の結果、即時に対

策工事をせずとも対応が可能である場合等もあることから、計画どおりに対

策を実施する場合もあれば、計画どおりには実施しない場合もあり、後者の

場合には、継続的な施設の監視や今後の事業化に向けた調査に、その計画が

活用されているとしている。 

機能診断及び機能保全計画はストックマネジメントの一部分であることか

ら、今後は、ストックマネジメント全体の取組効果等を評価する上で、機能

診断の実施状況及び機能保全計画の作成状況を明らかとすることにとどまら

ず、施設の監視状況等を含むストックマネジメントの取組状況も整理してい

くことが重要であると考えられる。 

 

(ｳ) 国営造成施設に係るストックマネジメントにおける国と地方公共団体等の

役割分担の見直し 

【制度の概要】 

上記のとおり、農林水産省は、ストックマネジメントにおいては、財産権

表 1-(1)-ｱ-⑱ 

表 1-(1)-ｱ-⑲ 

表 1-(1)-ｱ-⑳ 
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者として施設の保守管理に責任を持つ国が、施設の使用状況や設置された環

境によって異なる老朽化の程度を統一的な判断基準による客観的なデータ分

析によって診断し、長寿命化工法の選定と現場への適用、最終的な全面更新

時期を判断する必要があるとしている。 

このため、農林水産省では、平成 23年度に、建設事業を担当する事業所か

らストックマネジメントを担当する土地改良調査管理事務所に 175 人の定員

を振り替えて（うちストックマネジメント担当を 105人増）、対応を強化して

いる。 

一方で、同年度から、農山漁村地域整備交付金等の交付金において、施設

管理者が、国営造成施設について、機能診断の実施から、機能保全計画の作

成、機能保全対策の実施までを行うことができる制度を新たに創設している。 

 

【調査結果】 

国営造成施設に係るストックマネジメントの取組について、農林水産省と

地方公共団体等における実施状況を比較したところ、以下のような状況がみ

られた。 

① 農林水産省は、国営造成施設を対象に機能診断等を実施するため、国営

造成水利施設保全対策指導事業を実施しているが、調査した 13土地改良調

査管理事務所のうち２事務所（西北陸及び北部九州）において、当該事業

により、国営造成施設ではない農業水利施設について、機能診断を実施し

ている例や機能保全計画を作成している例がみられた。 

  

② 調査した 13土地改良調査管理事務所のうち１事務所（西奥羽）において、

国営造成水利施設保全対策指導事業により機能保全計画を作成した国営造

成施設について、別途、地域自主戦略交付金の水利施設整備事業（地域農

業水利施設保全型）により、当該施設の譲与を受けて管理する土地改良区

が機能保全計画を作成している例がみられた。 

 この原因として、当該事務所が作成した機能保全計画が当該土地改良区

の組織内部で適切に共有され利用されていなかったこともあるが、国営造

成水利施設保全対策指導事業は専ら土地改良調査管理事務所と施設管理者

である土地改良区との間で行われる一方、水利施設整備事業の手続は県と

地方農政局との間で行われることから、各関係機関の間で情報の共有が十

分に行われていなかったこともあると考えられる。 

 

③ 調査した 13 土地改良調査管理事務所のうち１事務所（中国）において、

国が国営造成施設の機能保全計画を作成しないため、県が当該施設の機能

保全計画を国の補助を得ずに作成し、国の基幹水利施設ストックマネジメ

ント事業による補助を得て対策工事を実施している例がみられた。 

  

上記のとおり、国営造成施設について、地方公共団体や土地改良区が農林

水産省と同様に機能保全計画を作成することは技術的に可能であることか
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ら、今後、国と地方公共団体等の役割分担の在り方を分かりやすく整理する

ことが重要であると考えられる。 

 

【所見】 
したがって、農林水産省は、国営造成施設のストックマネジメントの効果的な実施

を確保する観点から以下の措置を講ずる必要がある。 

① ストックマネジメントの効果について早期に順次、的確に発現を図ること。この

ために次の措置を講ずること。 

ⅰ）ストックマネジメントの取組の必要性及び有効性について、一層の理解を図る

ため、施設管理者に対し、周知・広報を強化するとともに、施設の機能低下のリ

スクの程度、重要度等を勘案して、機能診断の実施及び機能保全計画の作成を的

確に推進すること。 

 

ⅱ）機能保全計画を作成する際は、当該施設管理者及び機能保全対策を事業化した

場合の費用負担が想定される関係地方公共団体をその作成過程に関与させ、その

意見も踏まえつつ作成すること。 

また、機能保全計画には、当該施設管理者及び関係地方公共団体が事業化を検

討する際の参考となるよう、当該計画に基づき機能保全対策を行うことによる費

用負担上のメリット、地区内の他施設の情報等も加えて、分かりやすく示すこと。 

 

ⅲ）地方農政局内の連携を適切に図りつつ、施設管理者に対して、機能保全計画に

基づく機能保全対策の実施に関する検討状況を定期的に確認し、適期に機能保全

実施方針の報告を受けるとともに、機能保全計画に基づく機能保全対策が実施さ

れるよう支援すること。 

また、これまでに作成した機能保全計画についても機能保全実施方針の報告を

受けるとともに、機能保全計画に基づく機能保全対策が実施されるよう支援する

こと。 

なお、機能保全計画の最適シナリオのとおりに機能保全対策を実施することが

難しい場合の対応方策について、「農業水利施設の機能保全の手引き」に示すこと。 

 

② 施設の監視状況等を含むストックマネジメントの全国的な取組状況について、土

地改良長期計画の見直しの際など適期に整理するとともに、取組の効果等を評価し、

ストックマネジメントの一層の推進を図ること。 

 

③ 国と地方公共団体等の適切な役割分担の観点から、国営造成施設を対象とする事

業において、国営造成施設以外の施設について機能診断等を実施しないこと。 

また、同様の観点から、国営造成施設の機能診断の実施及び機能保全計画の作成

について、国が実施する場合及び地方公共団体等が実施する場合のそれぞれの範囲

を明確化し、事業の重複が生じないようにすること。 
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表１-(1)-ｱ-① 農業水利施設のストックの概要 

① 資産価値の推移 

 昭和 62年（1987 年） 平成 14年（2002 年） 平成 21年（2009 年） 

全体の資産価値 １５兆円 ２５兆円 ３２兆円 

 基幹的水利施設 ７兆円 １４兆円 １８兆円 

その他施設 ８兆円 １１兆円 １４兆円 

（注）１ 農林水産省の資料に基づき当省が作成した。 

   ２ 資産価値は、農業水利施設の「再建設費ベース」により評価算定されている。「再建設費ベース」

とは、同じ機能及び構造のものを、現在の一般的な施工水準及び現在価値をもって再建設する場合の

費用により施設を評価したものをいう。 

    ３ 本表及び②～④の表において「基幹的水利施設」は、計画時の受益面積が 100 ㏊以上の農業水利施

設のことをいう。 

  

② 基幹的水利施設の施設数（平成 19年度末～21年度末） 

調査時点 

（平成） 

点施設計(箇所) 線施設計(km) 

 貯水池 頭首工 水門等 管理設備 機場  水路 集水渠 

21年度末 7,385 1,269 1,956 1,052 233 2,875 49,814 49,745 69 

20年度末 7,356 1,264 1,955 1,050 230 2,857 49,306 49,239 67 

19年度末 7,268 1,237 1,949 1,062 219 2,801 48,570 48,509 61 

（注）１ 農林水産省の各年度の「農業基盤情報基礎調査報告書」に基づき当省が作成した。なお、平成 21 年度末実績

の数値が最新のものである。 

２ 本表の施設区分ごとの内容は次のとおりである。 

区分 説     明 

貯水池  利水のための施設で、コンクリートダム、フィルダム、複合ダム、堤体を有しないため池等

を指す。事業計画上の基幹施設に位置付けられている大規模な調整池はここに含めるものとす

るが、用水路に附帯するいわゆるファームポンドは除く。 

頭首工  水位・流量を調節する可動装置を持たない固定堰、水門等によって水位・流量を調整する可

動堰、固定堰と可動堰の形式を兼ね備えた複合堰、粗朶（そだ）などによって仮設的に利用す

る堰及び自然取水口を指す。 

水門等  堰上げをせず河川からの自然取水が可能な取水用水門、排水をコントロールする排水用水

門、締切堤防（防潮水門を含むもの）を指す。 

 なお、水路、機場に附帯する小規模な小門は除く。 

管理設備  ダム・頭首工・用排水機場等の操作・運転・監視・制御等のために設置されているもので、

複数の施設を管理しているものを指す。 

 なお、施設ごとに附帯する小規模な管理施設は除く。 

機場  電動又は発動機による用排水機を備えた恒久施設で、附帯する調整池及び樋管を含む。なお、

移動式ポンプ及び水路に附帯するパイプライン加圧ポンプ（「水路・集水渠」として整理）は

除く。 

水路  支配面積を１つとする１条の農業用用排水路を指す。 

集水渠  支配面積を１つとする１条の取水用収支渠及び排水用集水渠を指す。 

 

 

 

- 10 -



③ 基幹的水利施設の耐用年数経過率別・残存耐用年数別施設数（平成 19 年度末～21 年度末） 

区分 
調査時点 

（平成） 

点施設計(箇所) 線施設計(km) 

 
貯水池 頭首工 水門等 

管理 

設備 
機場  水路 集水渠 

全体 21 年度末 7,385 1,269 1,956 1,052 233 2,875 49,814 49,745 69 

20 年度末 7,356 1,264 1,955 1,050 230 2,857 49,306 49,239 67 

19 年度末 7,268 1,237 1,949 1,062 219 2,801 48,570 48,509 61 

耐用年数に対する超過率 

 100％以上 21 年度末 3,168 111 468 572 164 1,853 13,863 13,837 26 

20 年度末 3,083 108 446 553 162 1,814 12,828 12,803 24 

19 年度末 3,041 104 442 535 159 1,801 12,033 12,009 24 

50～100％ 21 年度末 2,294 337 961 352 31 613 19,714 19,673 40 

20 年度末 2,281 320 956 364 27 614 19,935 19,901 34 

19 年度末 2,197 296 933 379 25 564 20,361 20,327 34 

０～50％ 21 年度末 1,923 821 527 128 38 409 16,238 16,235 3 

20 年度末 1,992 836 553 133 41 429 16,543 16,534 9 

19 年度末 2,030 837 574 148 35 436 16,175 16,172 3 

残存耐用年数 

 ０年 
21 年度末 

3,168 111 468 572 164 1,853 13,863 13,837 26 

(42.9) (8.7) (23.9) (54.4) (70.4) (64.5) (27.8) (27.8) (37.7) 

 【再建設費】 - - - - - - - - - 

20 年度末 
3,083 

(41.9) 

108 

(8.5) 

446 

(22.8) 

553 

(52.7) 

162 

(70.4) 

1,814 

(63.5) 

12,828 

(26.0) 

12,803 

(26.0) 

24 

(35.8) 

 【再建設費】 12,874 434 1,610 858 620 9,352 17,971 17,909 62 

19 年度末 
3,041 

(41.8) 

104 

(8.4) 

442 

(22.7) 

535 

(50.4) 

159 

(72.6) 

1,801 

(64.3) 

12,033 

(24.8) 

12,009 

(24.8) 

24 

(39.3) 

 【再建設費】 12,257 362 1,639 785 563 8,908 16,811 16,753 58 

１～５年 
21 年度末 

663 16 164 143 21 319 5,499 5,480 19 

(9.0) (1.3) (8.4) (13.6) (9.0) (11.1) (11.0) (11.0) (27.5) 

 【再建設費】 - - - - - - - - - 

20 年度末 
636 

(8.6) 

17 

(1.3) 

158 

(8.1) 

138 

(13.1) 

19 

(8.3) 

304 

(10.6) 

5,697 

(11.6) 

5,695 

(11.6) 

2 

(3.0) 

 【再建設費】 3,727 106 758 170 65 2,628 8,482 8,477 5 

19 年度末 
601 

(8.3) 

18 

(1.5) 

135 

(6.9) 

142 

(13.4) 

17 

(7.8) 

289 

(10.3) 

5,622 

(11.6) 

5,620 

(11.6) 

2 

(3.3) 

 【再建設費】 3,649 107 742 173 61 2,566 8,433 8,429 4 

６～10 年 
21 年度末 

617 12 224 90 28 263 4,648 4,640 8 

(8.4) (0.9) (11.5) (8.6) (12.0) (9.1) (9.3) (9.3) (11.6) 

 【再建設費】 - - - - - - - - - 

20 年度末 
636 

(8.6) 

14 

(1.1) 

207 

(10.6) 

107 

(10.2) 

28 

(12.2) 

280 

(9.8) 

4,482 

(9.1) 

4,458 

(9.1) 

25 

(37.3) 

 【再建設費】 4,456 186 1,144 171 102 2,853 8,366 8,347 19 

19 年度末 
617 

(8.5) 

15 

(1.2) 

208 

(10.7) 

126 

(11.9) 

20 

(9.1) 

248 

(8.9) 

4,517 

(9.3) 

4,505 

(9.3) 

12 

(19.7) 

 【再建設費】 4,817 261 1,561 164 83 2,748 7,856 7,846 10 

11～20 年 
21 年度末 

940 27 400 137 9 367 10,092 10,082 10 

(12.7) (2.1) (20.4) (13.0) (3.9) (12.8) (20.3) (20.3) (14.5) 

 【再建設費】 - - - - - - - - - 

20 年度末 
980 

(13.3) 

24 

(1.9) 

422 

(21.6) 

140 

(13.3) 

10 

(4.3) 

384 

(13.4) 

10,431 

(21.2) 

10,421 

(21.2) 

10 

(14.9) 

 【再建設費】 7,108 258 2,330 537 42 3,941 20,040 19,998 42 

19 年度末 
993 

(13.7) 

22 

(1.8) 

437 

(22.4) 

144 

(13.6) 

11 

(5.0) 

379 

(13.5) 

11,033 

(22.7) 

11,017 

(22.7) 

16 

(26.2) 

 【再建設費】 6,584 231 2,546 325 35 3,447 22,302 22,255 47 

21 年以上 21 年度末 

 

1,997 1,103 700 110 11 73 15,712 15,705 7 

(27.0) (86.9) (35.8) (10.5) (4.7) (2.5) (31.5) (31.6) (10.1) 

 【再建設費】 - - - - - - - - - 

20 年度末 
2,021 

(27.5) 

1,101 

(87.1) 

722 

(36.9) 

112 

(10.7) 

11 

(4.8) 

75 

(2.6) 

15,868 

(32.2) 

15,861 

(32.2) 

7 

(10.4) 

 【再建設費】 53,950 44,946 7,137 755 152 960 41,620 41,589 31 

19 年度末 
2,016 

(27.7) 

1,078 

(87.1) 

727 

(37.3) 

115 

(10.8) 

12 

(5.5) 

84 

(3.0) 

15,364 

(31.6) 

15,357 

(31.7) 

7 

(11.5) 

 【再建設費】 48,278 40,498 6,342 638 148 652 39,515 39,484 31 

(注)１ 農林水産省の各年度の「農業基盤情報基礎調査報告書」に基づき当省が作成した。 

２ ( )内は、全体に対する構成比(％)を表す。少数点第２位を四捨五入して記載してある。 

  ３ 「【再建設費】」欄の数値は、億円単位である。平成 21 年度末時点では取りまとめられていない。 

  ４ 耐用年数は、標準耐用年数（表⑤）による。残存耐用年数は、設置年度又は大改修年度から調査年度に至る

までの年数を標準耐用年数から差し引いたものとなっている。 
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④ 基幹的水利施設の管理者区分別施設数（平成 21年度実績） 

区分 

点施設計(箇所) 線施設計(km) 

 
貯水池 頭首工 水門等 

管理 

設備 
機場  水路 集水渠 

全体 7,385 1,269 1,956 1,052 233 2,875 49,814 49,745 69 

農林水産省 

 

90 25 20 7 10 28 798 798 0 

(1.2) (2.0) (1.0) (0.7) (4.3) (1.0) (1.6) (1.6) (0) 

都道府県 

 

272 96 35 32 21 88 1,062 1,050 12 

(3.7) (7.6) (1.8) (3.0) (9.0) (3.1) (2.1) (2.1) (17.4) 

市町村 

 

1,119 228 113 173 19 586 9,436 9,435 1 

(15.2) (18.0) (5.8) (16.4) (8.2) (20.4) (18.9) (19.0) (1.4) 

土地改良区 

 

5,172 713 1,488 770 159 2,042 35,949 35,893 55 

(70.0) (56.2) (76.1) (73.2) (68.2) (71.0) (72.2) (72.2) (79.7) 

その他 

 

732 207 300 70 24 131 2,570 2,569 1 

(9.9) (16.3) (15.3) (6.7) (10.3) (4.6) (5.2) (5.2) (1.4) 

(注) １ 農林水産省の平成 22 年度の「農業基盤情報基礎調査報告書」に基づき当省が作成した。 

２ ( )内は、全体に対する構成比(％)を表す。少数点第２位を四捨五入して記載してある。 

 

⑤ 標準耐用年数表 

施設区分 構造物区分 標準耐用年数（年） 

貯水池 ダム、ため池 ８０ 

頭首工 コンクリート ５０ 

石積 ４０ 

水門（樋体暗渠を含む） 銅 ３０ 

水

路 

用排水路 鉄筋コンクリート、コンクリートブロック ４０ 

コンクリート二次製品、管路、矢板 ２０～４０ 

練石積 ３０ 

空石積 ２０ 

土水路 １０～２０ 

隧道 巻立 ５０ 

素掘 ４０ 

水路橋 鉄筋コンクリート、鉄骨 ５０ 

暗渠 鉄筋コンクリート ５０ 

サイフォン 鉄筋コンクリート、管路 ５０ 

建物 鉄筋コンクリート ４５ 

鉄骨 ３５ 

木造 ２０ 

用排水機 ポンプ及び原動機を一括 ２０ 

水管理施設 管理制御機械装置及び通信施設を一括 １０ 

干拓 堤防 １００ 

閘門 ５０ 

排水門 ３０ 

地 下 水

利用 

集水暗渠 ヒューム管、コンクリート管、石積 １５ 

井戸 巻立、管 ３０ 

暗渠排水 完全暗渠 １５～３０ 

簡易暗渠 １０～１５ 

かんがい排水事業 

 施設区間が明瞭でない関連

事業の場合のみ使用 

ため池施設を含むもの ５５ 

機械施設を含むもの ２５ 

ため池、機械施設を含まないもの又は明確でないもの ２０～３０ 

スプリンクラー  ５～１０ 

発電施設 水車及び発電機を一括 ２０ 

(注) 本表は、農林水産省の「平成 22 年度農業基盤情報基礎調査報告書（平成 21 年度実績）」から抜粋した。 
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表１-(1)-ｱ-② 農業水利施設のストックマネジメントの流れ 

 

 

(注) 「農業水利施設の機能保全の手引き」（平成 19 年３月食料・農業・農村政策審議会農村振興分科会農業農村整備部

会技術小委員会）から抜粋した。 
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表１-(1)-ｱ-③ 農業水利施設のストックマネジメントの基本的な考え方等 

○ 「農業水利施設の機能保全の手引き」（抜粋） 

２．１ 基本的な考え方 

 農業水利施設の機能を保全するための手法は、継続的に行う機能診断調査と評価を踏まえて、複数

の取りうる対策工法の組合せについて比較検討することにより、適時・的確に、所要の対策を選択し

て実施することを基本とする。 

 

【解説】 

・ 農業水利施設は、新規に建設されてから時間の経過とともに劣化し使用に耐えなくなるか、又は

使用のために過重な維持補修費がかかるようになり、いずれは更新することになる。 

しかし、農業水利施設を構成する施設毎にみると、構造物の劣化は一様でなく、同じ構造の施設

系の中でも、改築する以外に対策がない程に劣化している部分、補修や補強により対処（長寿命化）

できる部分、当面経過を観察しても性能に支障がないと判断される部分が混在し、個々の施設の状

態に応じた適時・的確な対策をとることが効率的である場合がある。 

・ 従来の施設は、改築する以外に手段がない状態に至った段階、又は営農等の環境変化により施設

が必要となる性能を満たさなくなった段階で一括して更新整備が行われることが多かった。今後は、

継続的な施設の機能診断に基づく健全度や劣化の要因等の評価を基礎とし、実施可能な対策を施設

の機能を保全する費用の面から比較検討することによって、より効率的な対策手法を選択して実施

する。 

また、対策の比較検討の単位も、事業地区全体や水路の路線毎などの大くくりではなく、施設の

劣化状態等によってグループ化した施設群毎に行う必要がある。 

・ 体系的な機能診断等の取組により、施設の性能や劣化等の状態が把握され、施設崩壊に至るリス

クや、より経済的で選択可能な対応策が明確にされることで、適切な対策の適時・的確な実施が促

進され、施設の劣化に伴うリスクの軽減も図られる。 

・ このように、ストックマネジメントのねらいは、水利施設の時系列的な状態の把握、想定する複

数の対策シナリオについて劣化等の進行予測を通じて、適切な補修等により構造物の延命化を図る

とともに、補修・更新費用の最小化・平準化を図ることにある。 

 

２．２ ストックマネジメントの実施項目と流れ 

 ストックマネジメントでは、①施設管理者による日常管理における点検、補修、②施設造成者によ

る定期的な機能診断調査と評価、③調査結果に基づく施設分類と劣化予測、効率的な対策工法の比較

検討、④関係機関等の情報共有と役割分担による所要の対策工事の実施、⑤調査・検討の結果や対策

工事に係る情報の蓄積等を、段階的・継続的に実施する。 

 

【解説】 

ストックマネジメントによる機能保全のプロセスは、造成された農業水利施設の施設管理者によ

る日常的な管理、施設の状態を継続的に把握するために施設造成者が定期的に行う機能診断調査、

施設の機能保全のための費用を低減させるための適時・的確な対策の実施について、関係者が連携・

情報共有を図りつつ継続的に実施することである。この際、電子化されたデータベースに調査結果

や対策の実施内容などの情報を蓄積し、整理・分析することを通じ、より高度な機能診断等に反映

させる。 
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２．３ 主な実施項目の内容 

２．３．１ 施設管理者による適切な日常管理 

 施設管理者は、日常の適切な施設の運用と管理により、施設性能の維持に努めなければならない。

また、施設の運用・管理の記録を行うとともに、大きな変状が確認された場合には、施設造成者など

へ変状の状況等の連絡を行うことが必要である。 

 

【解説】 

・ 施設の日常的な運用や管理は、施設に本来期待されている性能の発揮とその維持のために重要な

行為である。また、経年的な施設の劣化や地震等による偶発的な施設の変状を把握する上で重要な

機会である。このため、適切な日常管理が行われなければならない。 

・ 通常の保守管理の範囲で行う軽度の補修等は、施設管理者が行う。また、高度な機能診断が必要

な変状を発見した場合、又は通常の管理を超える規模の対策が必要であると考えられる場合には、

施設造成者に情報提供を行う等の対応が的確になされる必要がある。 

・ 施設管理者は、施設の適切な運用手法や管理技術の向上に努めなければならない。 

・ 施設造成者は、施設管理者と日頃から施設の管理状況等について情報交換を図るように努めなけ

ればならない。 

 

２．３．２ 定期的な機能診断調査と評価 

施設の変状を発見し、最適な対策を適時に検討するため、機能診断調査とその評価を定期的に実施

する。 

 

【解説】 

・ 定期的な機能診断調査と評価を基礎として、複数の対策工法の比較検討を行うことは、ストック

マネジメントの重要な考え方である。 

・ 機能診断調査は、施設管理者が行う日常管理からの情報や、過去の補修履歴などの基礎資料によ

る情報を踏まえ、効率的に実施する。 

・ 機能診断調査は、埋設されたパイプライン等の目視が困難な施設を除き、原則として技術的知見

を持つ技術者が現地踏査による目視を基本として実施する。また、施設の状況によって早急な対策

が必要と判断される場合には、精査を行うなど、段階的な調査等を実施する。 

・ 初回の機能診断で早期の対策の必要がなかった場合であっても、データベースに調査結果の情報

を蓄積するとともに、その後の日常管理に活かすため、施設の劣化原因や状態を踏まえた継続点検

のポイントを施設管理者にわかりやすく引き継ぐことが重要である。 

 

２．３．３ 調査結果に基づく施設の分類と劣化予測、対策工法の比較検討 

機能診断調査の結果に基づき、施設の劣化予測を行うとともに、取りうる対策の選択肢を明確化し

た上で、それぞれの対策工法についてＬＣＣを低減する観点から比較検討を行う。 

 

【解説】  

・ 機能診断調査の結果に基づき、何らかの対策が必要と判断される施設がある場合には、所要の対

策工法を検討するため、施設構造や立地条件を考慮しつつ、施設の劣化状況(健全度）に応じて施設

の分類（グルーピング）を行う。この分類毎に、複数の対策案を比較検討し、より効率的な対策工

法を選定する。 
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・ 対策工法は、施設の構造や劣化状況に応じて技術的に適用可能なものを検討の対象とするが、そ

の際に取りうる対策の選択肢（オプション）を明確にすることが重要である。 

・ 対策工法の比較は、一定の検討期間を定め、その期間中に発生する施設の機能を保全するのため

の費用（建設費、補修費、維持管理費など）が最も経済的となる手法を基本とする。しかしながら、

経済性のみで判断するのではなく、環境への影響や環境修復の可能性、施設管理者や地域住民の意

向等も考慮し、総合的に判断する必要がある。 

・ 劣化が比較的軽度の場合、軽度で安価な対策工事から本格的な対策工事まで、適用可能な対策工

法の選択肢が広い。しかし、劣化が進んだ状態では、適用可能な対策工法の選択肢が小さくなるの

が一般的である。 

・ また、施設の劣化状況が軽度で対策を講じない施設であっても、劣化予測が困難な場合には、変

状の変化について継続監視とする対応もストックマネジメントの重要な視点である。 

・ なお、劣化予測を伴う対策工法の採用に当たっては、劣化予測に含まれる誤差についても考慮す

ることが望ましい。 

 

２．３．４ 施設管理者、施設造成者等の関係者間の情報共有と対策実施の役割分担 

実際の機能保全のための対策を検討・実施しようとする場合、関係する機関が情報を共有するとと

もに、対策の実施時期や工法の選定に当たっては適切な役割分担の基に合意形成を図ることが必要で

ある。 

 

【解説】 

・ 機能診断の調査結果や機能保全のための対策工法の検討経緯については、施設管理者と施設造成

者及び関係機関が情報を共有し、今後の具体的対応について検討することが重要である。 

・ 直ちに何らかの対策が必要ではない場合であっても、施設の状態や対策が必要となる将来の見込

み等について的確な情報を共有することが重要である。 

 

２．３．５ 機能診断調査の結果や検討の経緯、対策工事の履歴に係る情報の蓄積 

中長期の劣化予測や対策工法を検討するに当たり、過去の機能診断の結果や補修工事の履歴等が重

要な情報となる。このため、これを電子化されたデータベースに蓄積し、常に参照できるように整備

することが重要である。 

 

【解説】 

・ ストックマネジメントは劣化の進行を踏まえて、より効率的な対策を比較検討し選択するもので

あるため、施設の設計諸元や診断結果、補修等の履歴、日常的な維持管理の状況等の情報が検討に

当たっての重要な情報となる。このため、これらの情報を収集・蓄積し、一元的に管理することに

より、施設の経年的な情報の的確な把握が可能となる。 

・ 様々な施設の劣化の進行に関するデータの蓄積が図られることにより、施設の劣化予測の精度を

向上させることが出来るなど、ストックマネジメントの実施の効率化や技術の向上が図られる。 

 

 

３．２ 性能の管理 

３．２．１ 基本的考え方 

ストックマネジメントの考え方は、農業水利施設の有する機能に着目し、その性能を最適な手法に

よって一定の範囲に維持することである。この際、どこまでの性能低下を許容するかを明確にするこ

とが必要である。 

 

【解説】 

・ ストックマネジメントは、当該農業水利施設の設置目的を達成するため、着目した性能や総合的
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に評価した健全度指標を一定範囲に維持するために最も合理的な手段を見いだすプロセスである。 

・ 具体的には、図３－３のように、特定の性能を、新設時の水準と、これ以上の性能低下を許容す

ることが出来ない管理水準の間に維持するために取りうる手段のうち、対策の実施時期、対策工法

などが最も経済的になる手段を選択する手法である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図３－３ 性能劣化曲線と管理水準】 

 

・ 管理水準は、性能低下を許容できる限界の性能水準であり、個々の施設における農業面の重要性

や環境への影響、災害リスクなどを総合的に勘案して、これを定める必要がある。 

 

 

 

 

表１-(1)-ｱ-④ 国営造成施設の譲与・管理委託に係る土地改良法の根拠規定 

① 譲与関係 

第 94条の３  農林水産大臣は、政令で定める基幹的な土地改良施設以外の土地改良施設を構成する土地

改良財産たる土地又は工作物その他の物件（中略）を、当該土地改良施設の用途を廃止したときはこれを

無償で国に返還することを条件として、土地改良区、市町村その他農林水産大臣の指定する者（以下この

節において「土地改良区等」という。）に譲与することができる。  

 

② 管理委託関係 

第 94 条の６  農林水産大臣は、土地改良財産（第 94 条第２号に掲げる土地を除く。）を都道府県又は土地

改良区等に管理させることができる。 

２ 国営土地改良事業によつて生じた土地改良財産たる土地改良施設（農林水産省令で定めるものに限

る。）についての前項の規定による管理の委託は、その国営土地改良事業に係る予定管理方法等に従い、

その管理者として定められた者に対し、その管理方法に関する基本的事項として定められたところに準拠し

て管理が行なわれることとなるようにするものとする。  
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表１-(1)-ｱ-⑤ 国営造成水利施設保全対策指導事業の関係規程 

○ 国営造成水利施設保全対策指導事業実施要綱（平成 15年４月１日付け 14農振第 2537号農林水産事

務次官依命通知） 

第１ 趣旨 

国営土地改良事業によりこれまでに造成されたダム、頭首工、用排水機場及び基幹用排水路等の

基幹的な農業水利施設は、国民への安定的な食料供給基盤となる社会資本ストックを形成してきた

ところである。 

こうした農業水利施設は、今後その多くが、順次更新時期を迎えることになるため、その機能の

適切な維持保全と次世代への承継が重要な課題となっており、施設の長寿命化を図り、既存ストッ

クの有効活用を実現することが国民経済的視点から不可欠となっている。 

このため、施設の劣化状況等を調べる機能診断（以下「機能診断」という。）を行い、当該機能診

断に基づき施設の機能を保全するために必要な対策方法等を定めた計画（以下「機能保全計画」と

いう。）の作成等を行う国営造成水利施設保全対策指導事業（以下「事業」という。）を実施し、も

って施設の機能の効率的な保全に資することとする。 

第２ 事業の内容 

事業は、国営土地改良事業により造成されたダム、頭首工、用排水機場及び基幹用排水路等の基

幹的な農業水利施設を対象に、施設を管理する者と調整を図りつつ、次に掲げる事項を行うものと

する。 

なお、国営かんがい排水事業実施要綱（平成元年７月７日付け元構改Ｄ第 532号農林水産事務次

官依命通知）第３の規定により策定される広域基盤整備計画（以下「広域計画」という。）の対象施

設については、原則として、機能保全計画を策定しないものとする。ただし、広域計画の決定（同

計画の変更の決定を含む。）前に必要な機能保全対策工事を行う必要がある場合はこの限りではない。 

１ 機能保全計画の策定等 

(1）施設の現況調査 

(2）施設の機能診断 

(3）構造物の監視 

(4）機能保全計画の策定 

２ 施設管理者に対する指導・助言 

第３ 事業主体 

事業は、地方農政局長等（北海道にあっては国土交通省北海道開発局長、沖縄県にあっては内閣

府沖縄総合事務局長。以下同じ。）が実施するものとする。 

第４ 事業に係る経費 

事業に要する費用は全額国庫負担とする。 

第５ 報告 

１ 地方農政局長等は、事業の実施結果を農林水産省農村振興局長（以下「農村振興局長」という。）

に報告するものとする。 

２ 地方農政局長等は、機能保全計画を策定したときは、事業を実施した施設を管理する者から、

当該施設の機能保全計画に基づく対策工事の実施方針を示した機能保全実施方針の報告を受ける

ものとする。 

３ 地方農政局長等は、２により施設を管理する者から報告を受けたときは、農村振興局長にその

旨報告するものとする。 

第６ 委任 

この要綱に定めるもののほか、事業の実施について必要な事項は、別に農村振興局長が定めると

とろによるものとする。 

 

○ 国営造成水利施設保全対策指導事業実施要領（平成 15年４月１日付け 14農振第 2538号農村振興局

長通知） 

国営造成水利施設保全対策指導事業（以下「事業」という。）の実施に関しては、国営造成水利施設

保全対策指導事業実施要綱（平成 15 年４月１日付け 14 農振第 2537 号農林水産事務次官依命通知。

以下「要綱」という。）によるほか、この要領によるものとする。 

第１ 事業の内容 

１ 要綱第２の１の（4）の「機能保全計画」は、次に掲げる事項について、別紙様式第１号により

作成するものとする。 
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(1）施設現況調査（構造物の環境条件、変状、使用状況等）の概要及び結果 

(2）施設機能診断（劣化度合いの測定等）の概要及び結果 

(3）劣化原因究明のための構造物の監視 

(4）機能保全対策（対策工法、対策時期、概略対策費） 

２ 要綱第２の２の「指導・助言」は次に掲げる事項について実施するものとする。 

(1）施設の機能保全対策の実施に関すること 

(2）施設の整備更新の実施に関すること 

(3）施設の監視に関すること 

３ 機能診断の実施及び機能保全計画の策定に当たっては、あらかじめ施設を管理する者の意見の

聴取等を行い協議調整を図るものとする。 

第２ 報告 

１ 要綱第５の１の報告は、別紙様式第２号により、事業実施年度の翌年度の４月末日までに提出

するものとする。 

２ 要綱第５の２の報告は、別紙様式第３号により、また、要綱第５の３の報告は、別紙様式第４

号により、事業実施年度の翌年度の６月末日までに提出するものとする。 

 

別紙様式第１号 

 

 

 

 

 

 

＜機能保全計画 目次＞ 

１ 施設現況調査 

(1) 施設調書  

(2) 施設管理状況及び課題  

２ 施設機能診断 

(1)  施設機能診断調査  

(2） 施設機能診断評価 

３ 機能保全対策 

(1) 対策工法 

(2) 対策時期 

(3) 機能保全コスト算定 

(4) 施設監視計画 

 

別紙様式第２号 

（略） 

別紙様式第３号 

機 能 保 全 実 施 方 針 

番   号 

年 月 日 

農林水産省地方農政局長 殿 

北海道にあっては国土交通省北海道開発局長 

沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

都道府県知事                  

又は○○市町村長              

又は○○土地改良区理事長等    

施設名 

機能保全計画 

 

平成  年  月 
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下記のとおり機能保全実施方針を作成したので、国営造成水利施設保全対策指導事業実施

要綱第５の２に基づき報告します。 

記 

 

１．施設名 

２．施設の構造及び規模等 

３．機能保全対策の内容 

(1) 機能保全対策の内容 

(2）実施時期（予定） 

４．その他 

 

別紙様式第４号 

（略） 
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表１-(1)-ｱ-⑥ 国営造成水利施設保全対策指導事業の近年の予算額等の推移 

年度 予算額（千円） 実施施設数 １施設当たり予算（千円） 

平成 23 年度 2,501,500 1,021 2,450.0 

    22 年度 2,501,687 1,011 2,474.5 

    21 年度 2,725,723 956 2,851.2 

    20 年度 2,467,692 783 3,151.6 

    19 年度 1,800,000 451 3,991.1 

計 11,996,602 4,222 2,841.4 

 （注） 各年度の「農林水産省年報」を基に当省が作成した。 

 

 

 

表１-(1)-ｱ-⑦ 国営造成施設について都道府県等が事業主体となる事業 

事業期間（平成） 19～22 年度 23 年度～ 

事業名 

基幹水利施設

ストックマネジメ

ント事業 

農山漁村地域

整備交付金 

地域自主戦

略交付金 

（注２） 

戸別所得補償

実施円滑化基

盤整備事業 

特定地域振興

生産基盤整備

事業 

農山漁村地域

整備交付金 

地域自主戦略

交付金 

水利施設整備事業(基幹水利施設保全型） 
水利施設整備事業（地域農業

水利施設保全型） 

対象施設 

国営

造成

施設 

県営

造成

施設 

国営造成施設 

県営造成施設 

国営造成施設 

県営造成施設 

団体営造成施設 

機能診断の実施 なし 
都道

府県 
都道府県 市町村、土地改良区等 

機能保全計画の

作成 
なし 

都道

府県 
都道府県 市町村、土地改良区等 

対策工事の実施 

都道府県 

市町村 

土地改良区等

（注３） 

都道府県 

市町村 

土地改良区等 

都道府県 市町村、土地改良区等 

（注）１ 農林水産省の資料を基に当省が作成した。 

２ 地域自主戦略交付金は、平成 24 年度までの事業である。 

   ３ 基幹水利施設ストックマネジメント事業では、国営造成施設については、機能診断の実施及び機能保全計画の

作成は制度化されていないが、国営造成水利施設保全対策指導事業に従って策定する機能保全計画に基づく対策

工事を実施する場合、及び突発的事故に対する緊急補修工事等を実施する場合には、対策工事を行うことができ

ることとなっている。 

 

 

 

 

 

 

- 21 -



表
１
-
(
1
)
-
ｱ
-
⑧

 
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
等

の
一
覧
 

農
政

局
等
 

土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
等
 

管
轄
区
域
 

 
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
等
に
置

か
れ

る
支

所
等
 

北
海

道
開
発

局
 

札
幌
開
発
建
設
部
 

札
幌

市
、
夕

張
市
、
岩

見
沢

市
、
美

唄
市

、
芦
別
市
、
江
別
市
、
赤
平
市
、
三
笠
市
、
千
歳
市
、
滝
川
市
、
砂
川
市
、
歌
志
内
市
、
深

川
市

、
恵
庭

市
、
北

広
島
市

、
石
狩

市
、

石
狩
振
興
局
及
び
空
知
総
合
振
興
局
管
内
並
び
に
旭
川
開
発
建
設
部
の
管
轄
区
域
の
う
ち
、

石
狩

川
水
系

空
知
川

及
び
雨

竜
川
の

管
理

に
関
す
る
区
域
 

函
館
開
発
建
設
部
 

函
館

市
、
北

斗
市
、

渡
島
総

合
振
興

局
及

び
檜
山
振
興
局
管
内
 

小
樽
開
発
建
設
部
 

小
樽

市
、
後

志
総
合

振
興
局

管
内
 

旭
川
開
発
建
設
部
 

旭
川

市
、
士

別
市
、

名
寄
市

、
富
良

野
市

、
上

川
総
合
振
興
局
管
内
 

室
蘭
開
発
建
設
部
 

室
蘭

市
、
苫

小
牧
市

、
登
別

市
、
伊

達
市

、
胆
振
総
合
振
興
局
及
び
日
高
振
興
局
管
内
 

釧
路
開
発
建
設
部
 

釧
路

市
、
根

室
市
、

釧
路
総

合
振
興

局
及

び
根
室
振
興
局
管
内
 

帯
広
開
発
建
設
部
 

帯
広

市
、
十

勝
総
合

振
興
局

管
内
 

網
走
開
発
建
設
部
 

北
見

市
、
網

走
市
、

紋
別
市

、
オ
ホ

ー
ツ

ク
総
合
振
興
局
管
内
 

留
萌
開
発
建
設
部
 

留
萌

市
、
留

萌
振
興

局
管
内

並
び
に

稚
内

開
発

建
設
部
の
管
轄
区
域
の
う
ち
、
天
塩
川
水
系
天
塩
川
、
雄
信
内
川
及
び
問
寒
別
川
の
管

理
に

関
す
る

区
域
 

稚
内
開
発
建
設
部
 

稚
内

市
、
宗

谷
総
合

振
興
局

管
内
 

東
北
 

北
奥
羽
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
 

北
奥

羽
地
域

（
青
森

県
の
区

域
）
 

北
上
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
 

北
上

地
域
（
岩

手
県
の

区
域
及

び
宮
城
県

の
区

域
（
仙
台
市
、
白
石
市
、
名
取
市
、
角
田
市
、
岩
沼
市
、
刈
田
郡
、
柴
田
郡
、
伊
具
郡

及
び

亘
理
郡

の
区
域

を
除
く

。）
）
 

 
宮
城
支
所
 

西
奥
羽
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
 

西
奥

羽
地
域

（
秋
田

県
及
び

山
形
県

の
区

域
）
 

 
最
上
川
支
所
 

阿
武
隈
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
 

阿
武

隈
地
域
（

宮
城
県

の
区
域
（

仙
台
市

、
白

石
市
、
名
取
市
、
角
田
市
、
岩
沼
市
、
刈
田
郡
、
柴
田
郡
、
伊
具
郡
及
び
亘
理
郡
の
区

域
に

限
る
。
）
及

び
福
島

県
の
区

域
）
 

 
羽
鳥
ダ
ム
管
理
所
 

安
積
疏
水
特
別
監
視
支
所
 

関
東
 

利
根
川
水
系
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
 

利
根

川
水
系

地
域
（

茨
城
県

、
栃
木

県
、

群
馬

県
、
埼
玉
県
、
千
葉
県
及
び
東
京
都
の
区
域
）
 

  

鬼
怒
川
支
所
 

鬼
怒
川
南
部
支
所
 

西
関
東
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
 

西
関

東
地
域

（
神
奈

川
県
、

山
梨
県

、
長

野
県
及
び
静
岡
県
の
区
域
）
 

 
牧
之
原
特
別
監
視
支
所
 

笛
吹
川
沿
岸
支
所
 

伊
那
西
部
支
所
 

北
陸
 

信
濃
川
水
系
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
 

信
濃

川
水
系

地
域
（

新
潟
県

の
区
域

）
 

 
阿
賀
野
川
用
水
支
所
 

西
北
陸
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
 

西
北

陸
地
域

（
富
山

県
、
石

川
県
及

び
福

井
県

の
区
域
）
 

東
海
 

木
曽
川
水
系
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
 

木
曽

川
水
系

地
域
（

岐
阜
県

、
愛
知

県
及

び
三

重
県
の
区
域
を
い
う
。）

 

 
犬
山
頭
首
工
管
理
所
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近
畿
 

淀
川
水
系
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
 

淀
川

水
系
地

域
（
滋

賀
県

、
京

都
府
、
大

阪
府

及
び
兵
庫
県
の
区
域
並
び
に
奈
良
県
の
区
域
（
奈
良
市
の
う
ち
旧
添
上
郡
月
ケ
瀬
村
及

び
旧

山
辺
郡

都
祁
村

、
宇
陀

市
、
山

辺
郡

並
び
に
宇
陀
郡
の
区
域
に
限
る
。）
）
 

   

加
古
川
水
系
広
域
農
業
水
利
施

設
総

合
管

理
所
 

川
代
ダ
ム
管
理
所
 

鴨
川
・
大
川
瀬
ダ
ム
管
理
所
 

糀
屋
ダ
ム
管
理
所
 

南
近
畿
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
 

南
近

畿
地
域
（

奈
良

県
の
区

域
（

奈
良
市

の
う
ち
旧
添
上
郡
月
ケ
瀬
村
及
び
旧
山
辺
郡
都
祁
村
、
宇
陀
市
、
山
辺
郡
並
び
に
宇
陀
郡
の

区
域

を
除
く

。）
及

び
和

歌
山
県

の
区
域

）
 

 
大
迫
ダ
ム
管
理
所
 

津
風
呂
ダ
ム
管
理
所
 

中
国

四
国
 

中
国
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
 

中
国

地
域
（

鳥
取
県

、
島
根

県
、
岡

山
県

、
広

島
県
及
び
山
口
県
の
区
域
を
い
う
。
）
 

四
国
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
 

四
国

地
域
（

徳
島
県

、
香
川

県
、
愛

媛
県

及
び
高
知
県
の
区
域
を
い
う
。
）
 

九
州
 

北
部
九
州
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
 

北
部

九
州
地

域
（
福

岡
県
、

佐
賀
県

、
長

崎
県
、
熊
本
県
及
び
大
分
県
の
区
域
を
い
う
。
）
 

 
熊
本
支
所
 

嘉
瀬
川
上
流
支
所
 

南
部
九
州
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
 

南
部

九
州
地

域
（
宮

崎
県
及

び
鹿
児

島
県

の
区

域
を
い
う
。
）
 

 
鹿
児
島
支
所
 

沖
縄

開
発
局
 

農
林
水
産
部
 

沖
縄

県
 

 
（

注
）
１
 
農
林
水
産
省
組
織
規
則
（
平
成

1
3
年
農
林
水
産
省
令
第
１
号
）
等
に
基
づ
き
当
省
が
作
成
し
た
。
 

 
 
 
 
２
 
網
掛
け
の
土
地
改
良
調
査
管
理
事
務
所
等
が
、

今
回
、
当
省
が
調
査
し
た
機
関
で
あ
る
。
 

３
 
「
管
轄
区
域
」
欄
は
、
支
所
等
で
は
な
い
土
地

改
良
調
査
管
理
事
務
所
等
の
も
の
を
記
載
し
て
あ
る
。
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表１-(1)-ｱ-⑨ 機能保全計画に基づく機能保全実施方針の報告状況 

事務所   平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 

札幌 

（注２） 

「機能保全計画」作成件数 6   (3) 14   (4) 30  (3) 

うち実施方針が未報告のもの 6   (3) 12   (2) 28  (1) 

旭川 

（注２） 

「機能保全計画」作成件数 21   (6) 31   (2) 69  (3) 

うち実施方針が未報告のもの 15   (0) 29   (0) 66  (0) 

北奥羽 
「機能保全計画」作成件数 24       22       0      

うち実施方針が未報告のもの 24       22       0      

西奥羽 

「機能保全計画」作成件数 54       22       0      

うち実施方針が未報告のもの 54       22       0      

西奥羽

（最上

川支所） 

「機能保全計画」作成件数 19       26       0      

うち実施方針が未報告のもの 19       26       0      

利根川

水系（千

葉県内

分） 

「機能保全計画」作成件数 4       2       0      

うち実施方針が未報告のもの 0       0       0      

西北陸 

（石川

県内分） 

「機能保全計画」作成件数 7       0       0      

うち実施方針が未報告のもの 7       0       0      

木曽川

水系（愛

知県内

分） 

「機能保全計画」作成件数 3       0       2      

うち実施方針が未報告のもの（注３） 0       0       0      

南近畿

（奈良

県内分） 

「機能保全計画」作成件数 15       4       6      

うち実施方針が未報告のもの 0       0       0      

淀川水

系（京都

府内分） 

「機能保全計画」作成件数 0       20       35      

うち実施方針が未報告のもの 0       20       35      

中国 

（広島

県内分） 

「機能保全計画」作成件数 0       0       12      

うち実施方針が未報告のもの 0       0       0      

北部九

州（熊本

支所） 

「機能保全計画」作成件数 1       0       0      

うち実施方針が未報告のもの 1       0       0      

南部九

州 

「機能保全計画」作成件数 47       32       32      

うち実施方針が未報告のもの 0       0       0      

計 
「機能保全計画」作成件数 201 (183) 173 (134) 186 (93) 

うち実施方針が未報告のもの 126 (108) 131  (92) 129 (36) 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 札幌開発建設部については、その管内のうち北海道、深川市、新十津川町、当別土地改良区、北海土地改良

区を対象にしたものである。札幌開発建設部及び旭川開発建設部においては、健全度指標（１-(1)-イ-①参照）

がＳ－４又はＳ－５であるときは、機能保全計画に機能保全対策を明記せず、機能保全実施方針の報告も求め

ていない。このため、当該対策が明記された計画に係る件数は、（ ）内に記載した。 

３ 木曽川水系土地改良調査管理事務所の表中の機能保全計画については、機能保全実施方針は報告されていな

いが、同事務所は、これらの機能保全計画を基に地区全体の計画を作成しており、これに対して施設管理者か

ら機能保全実施方針の報告を受けている。 
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表１-(1)-ｱ-⑩ 調査対象とした施設管理者における機能保全実施方針の報告の状況 

調査対象 

平成 21年度～23年度 

未報告の理由等 機能保全 

計画 

 

機能保全実施

方針が未報告

のもの 

北海道 1 1 機能保全計画の内容が機能保全対策を実施することとなって

おらず（健全度がＳ－４）、報告を求められていない。 

北海土地改良区 4 0  

当別土地改良区 3 3 機能保全計画を作成した施設が、広域基盤整備計画調査の調査

地区に所在するため、報告を求められていない。 

宮城県 0 0  

迫川沿岸土地改良区 1 1 国から提出を求められていない。施設が一応は正常に稼働して

いる間に補修・整備を行うことについて組合員の合意形成が難し

い。 

迫川上流土地改良区 0 0  

秋田県 0 0  

秋田県雄物川筋土地改良

区 

3 3 機能保全計画に基づく対策工事を実施する財政的余裕がない

ため、実施方針を報告できない。 

大潟土地改良区 47 47 財政上、対策工事費用の確保が困難な状況にあり、実施時期の

見通しが立たないため、実施方針を報告できない。 

山形県 0 0  

庄内赤川土地改良区 0 0  

米沢平野土地改良区 2 2 国から機能保全計画について説明を受けたが、予算確保や実施

する事業の調整など時間を要しているため、報告できない。 

埼玉県 0 0  

葛西用水土地改良区 0 0  

大里用水土地改良区 0 0  

千葉県 3 0  

千葉県干潟土地改良区 0 0  

両総土地改良区 1 0  

山梨県 0 0  

釜無川右岸土地改良区連

合 

0 0  

笛吹川沿岸土地改良区 0 0  

長野県 0 0  

長野県中信平右岸土地改

良区 

0 0  

中信平土地改良区連合 0 0  

長野平土地改良区 0 0  

愛知県 0 0  

宮田用水土地改良区 5 0  

明治用水土地改良区 0 0  

石川県 4 4 地方農政局において、平成 22 年度から広域基盤整備計画調査

により今後の整備計画を作成することとなったと口頭での説明

を受けたため、実施方針は報告していない。 

加賀三湖土地改良区 0 0  

手取川七ケ用水土地改良

区 

1 1 地方農政局において、平成 22 年度から広域基盤整備計画調査

により今後の整備計画を作成することとなったためであり、方針

の報告は求められていない。 

三重県 0 0  

宮川用水土地改良区 1 0  

中勢用水土地改良区 0 0  

奈良県 0 0  

五條吉野土地改良区 21 0  

大和平野土地改良区 0 0  

京都府 0 0  

巨椋池排水機場管理協議

会 

1 1 施設の一部で機能診断、機能保全計画が未了であるため、それ

が終わってから、実施方針を作成して報告する予定 

巨椋池土地改良区 0 0  
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広島県 0 0  

島根県 1 0  

益田市土地改良区 0 0  

出雲市斐川土地改良区 0 0  

岡山県 5 5 １件は、国が国営事業で平成 25 年度から保全対策を行う予定

であるため、報告していない。残り４件は、複数施設を合わせ、

１地区として方針を検討することが適切であり、全ての施設の機

能診断が終了していないため、報告していない。 

吉井川下流土地改良区 1 1 平成 24 年度に国が施設長寿命化計画を策定し、それに基づき

機能保全計画を見直すと聞いていることから、25 年度に実施方

針を報告する予定 

髙梁川用水土地改良区 1 0  

福岡県 2 2 平成 22年度から 24年度までの間、機能診断、機能保全計画の

作成が行われており、最終年度の機能保全計画を受けてから実施

方針を報告する予定 

筑後川土地改良区 0 0  

三井郡床島堰土地改良区 0 0  

玉名平野土地改良区 0 0  

八代平野北部土地改良区 1 1 関係機関との調整に時間を要しているため実施方針の報告が

遅れている。 

大分県 0 0  

宇佐土地改良区 0 0  

昭和井路土地改良区 0 0  

宮崎県 0 0  

大淀川右岸土地改良区 10 0  

都城土地改良区 0 0  

計 119 72  

（注）１ 当省の調査結果による。 

   ２ 「機能保全計画」欄の件数は、調査対象が管理する国営造成施設の中で平成 21 年度から 23 年度までに機能保全計

画が作成されたとするものの数である。 
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表１-(1)-ｱ-⑪ 機能保全計画に基づく機能保全対策が未実施の施設数 

事務所 該当事例数 

 

機能保全実施方

針が報告されて

いないもの 

機能保全計画上の機能保全対策の時期別施設数 

平成 21年度 22年度 23年度 

札幌 ３ ３ １ １ １ 

北奥羽 ３ ３ － － ３ 

西奥羽（本所） 56 56 26 12 18 

西奥羽（最上川支所） 25 25 １ 11 13 

利根川水系 ０ ０ － － － 

木曽川水系 １ １ １ － － 

南近畿 ４ ０ － ３ ２ 

淀川水系 １ １ － － １ 

中国 ４ ４ ３ １ １ 

北部九州（熊本支所） １ １ － １ － 

計 98 94 32 29 38 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 本表は、機能保全計画上、機能保全対策の時期を平成 21 年度から 23 年度までのいずれかとしていな

がら、当該対策が講じられておらず、その時期を経過している事例の数（施設数）を計上したものであ

る。なお、各事務所の事例の具体的内容は表１-(1)-ア-⑫のとおりである。 

３ 機能保全計画上の機能保全対策の時期の表示が年度によるものか暦年によるものか判然としないもの

もあるため、本表では、全て年度で整理した。 

４ 南近畿土地改良調査管理事務所の４事例のうち１事例及び中国土地改良調査管理事務所の４事例のう

ち１事例については、機能保全計画上の機能保全対策の時期が平成 22 年度及び 23 年度なっているため

両年度に計上していることから、各年度の合計数とは一致しない。 

５ 中国土地改良調査管理事務所では、本表のほか、広島中部台地地区の 11施設について、表１-(1)-ア-

⑫の図表のとおり、機能保全実施方針が提出されないまま機能保全計画上の保全対策時期を経過してい

る事例がみられた。しかし、平成 20年度以前の事例であるため、本表には掲載していない。 
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表１-(1)-ｱ-⑫ 事例の内容 

事務所 事例の概要 

札幌 

（北海道開

発局） 

 札幌開発建設部では、当別土地改良区の管理する施設のうち、平成 21 年度（平成 22 年３月）に

当別太美南２号排水路を対象に、22年度（平成 23年３月）に青山ダム及び太美幹線用水路を対象に、

国営造成水利施設保全対策指導事業により、機能保全計画を作成している。 

 しかし、当別土地改良区は、いずれの施設についても機能保全実施方針を報告していない。 

その後、下表のとおり、機能保全計画において示された最初の機能保全対策の時期が、既に経過

してしまい、当該計画の最適シナリオが崩れており、機能保全計画がいかされていない。 

 なお、当別土地改良区は、これら３施設について、札幌開発建設部から、広域基盤整備計画の「長

寿命化に配慮した更新整備計画」において具体的な対策時期等を決定すると連絡を受けており、当

該計画の策定後に対応を検討するとしている。 

 

 表 機能保全計画における最適シナリオの概要 

施設名 健全度 該当部位 
最適シナリオ 

直近時期 対策工法 その後の周期 

当別太美南２

号排水路 

Ｓ－３ 開水路 供用開始から 32年目 

（平成 21年） 

補修 

（断面変形対策） 

10年 

青山ダム Ｓ－３ 洪水吐 供用開始から 47年目 

（平成 23年） 

補修（表面コンクリ

ート打替） 

30年 

太美幹線用水

路 

Ｓ－２ Ｖ型トラフ 供用開始から７年目 

（平成 22年） 

補強（再布設（杭基

礎）） 

18年 

Ｓ－３ Ｖ型トラフ 供用開始から 10年目 

（平成 25年） 

補強（再布設（杭基

礎）） 

18年 

 （注）１ 「最適シナリオ」欄は、各機能保全計画で最適とされているシナリオによる。「直近時期」欄には、各機能保全

計画の最適シナリオ上の最初の対策時期を記載した。「その後の周期」は、該当部位に対する対策工法を次に講

ずる時期として、最適シナリオに示されている時期である。 
２ 青山ダムの機能保全計画は、内容に不備があり、この計画上、最適とされるシナリオの正確な内容が確認でき

ないため、本表は、同計画の「機能保全コスト比較表」で評価１位とされたシナリオに基づき作成した。 
３ 太美幹線用水路の機能保全計画で最適とされたシナリオでは、健全度Ｓ－２の部位についての直近の対策時期

を「2010年（平成 22年）」と記載しているが、この計画が作成されたのは平成 23年３月であるので、平成 23年

の誤りと思われる。 

 

北奥羽 

（東北農政

局） 

 北奥羽土地改良調査管理事務所が、管轄する青森県内において平成 15 年度から 23 年度までの間

に、国営造成水利施設保全対策指導事業により作成した機能保全計画 70 件のうち、施設管理者から

機能保全実施方針の報告がなされたものは２件となっている。 

 今回、抽出した機能保全計画５件についても機能保全実施方針は報告されておらず、うち３件で

下表のとおり、既に最適シナリオに係る対策時期を経過している。ただし、平成 25 年８月現在、農

林水産省は、県からの地区調査の申請を受けて事業計画を検討するなど、機能保全計画を活用しつ

つ、機能保全対策の実施に向けた取組を進めているとしている。 
 

表 機能保全計画上の機能保全対策の開始年度が既に超過している例 

施設名 最適シナリオの対策開始年度及び内容 

滝井頭首工 平成 23年度から「管理棟 土間コン撤去復旧」 

十三湖揚排水機場 

（機械施設設備） 

平成 23年度から「ポンプ設備交換」、「ゲート設備整備」 

若宮揚水機場 

①土木木構造物 

②ポンプ・電気設備 

 

①平成 23年度から「土木施設の補修」、「機場建屋の防水」 

②平成 23年度から「ポンプ設備の整備」 
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西奥羽（本

所） 

（東北農政

局） 

平成 21 年度及び 22 年度に、西奥羽土地改良調査管理事務所（本所）が機能保全計画を作成した

76 施設のうち、機能保全計画のシナリオ上、23年度末までに何らかの対策工事が予定されていた 56

施設において、これが実施されないままその時期を経過している。 

また、これら 56施設については、施設管理者から東北農政局長に機能保全実施方針は報告されて

いない。ただし、平成 25年８月現在、農林水産省は県からの地区調査の申請を受けて事業計画を検

討するなど、機能保全計画を踏まえた機能保全対策の実施に向けた取組を進めているとしている。 

 なお、同事務所は、機能保全計画作成後に機能診断の結果及び計画内容の説明のため土地改良区

を訪問しており、その際、機能保全実施方針の作成を要請しているとしている。しかし、当該方針

は、同事務所を経由せずに施設管理者から直接、東北農政局に提出されるため、同事務所は、その

報告状況を正確には把握していない。 

 

表 機能保全計画に基づく対策工事の実施状況 

区    分 平成 21年度 平成 22年度 

機能保全計画策定施設数 54     22    

 うち、シナリオにおいて、最初の対策工事の実施時

期が平成 21年度中であった施設数 
26 (0) -    

うち、シナリオにおいて、最初の対策工事の実施時

期が平成 22年度中であった施設数 
11 (0) 1 (0) 

うち、シナリオにおいて、最初の対策工事の実施時

期が平成 23年度中であった施設数 
13 (0) 5 (0) 

合     計 50 (0) 6 (0) 

(注) 括弧内の数字は、シナリオに基づく対策工事が実施された実績である。 

 

西奥羽（最

上川支所） 

（東北農政

局） 

平成 21 年度及び 22 年度に、西奥羽土地改良調査管理事務所（最上川支所）が作成した山形県内

の機能保全計画 45 件について、対策工事の実施状況をみると、このうち 25 件で既に対策工事の実

施時期として示された時期を経過しているが、対策工事は実施されていない。 

また、これら 25施設については、施設管理者から東北農政局長に機能保全実施方針は報告されて

いない。ただし、平成 25年８月現在、農林水産省は国営造成施設機能保全事業による対策を検討す

るため機能保全計画を基に長寿命化検討調査を実施するなど、機能保全計画を活用しているとして

いる。 

なお、同事務所は、機能保全実施方針の報告先が東北農政局となっているため、その報告状況を

正確には把握していないとしている。また、機能保全対策についても、県と東北農政局の間で検討

が進められていることから、その内容・見通しについても正確には把握していないとしている。 

 

これら 25 施設のうち、調査対象とした鶴岡市が管理する国営造成施設（三又ダム、水呑沢頭首工、

幹線用水路）については、平成 21年３月に作成された機能保全計画で、最初の機能保全対策の時期

がいずれも 23年度となっているが、当該対策を講じておらず、既に時期が経過している。このこと

について、同市は、機能保全実施方針については、具体的にいつまで、どのように報告する必要が

あるかについては説明を受けていないとしている。 

 

木曽川水系 

（東海農政

局） 

木曽川水系土地改良調査管理事務所では、平成 19 年度に国営造成水利施設保全対策指導事業によ

り、乙川頭首工（堤体、ゲート設備）の機能診断を行い、機能保全計画を作成（平成 20年３月）し

ている。これによると、扉体については「扉体下部の腐食が著しい。また、変形部がある。」などと

あり、例えば土砂吐ゲート、洪水吐ゲートについては平成 21年度に扉体の更新等の工事を実施する

シナリオが最適となっている。 

しかし、乙川頭首工の施設管理者である愛知県は、この機能保全計画に対し機能保全実施方針を

東海農政局長に報告していない。その理由について、東海農政局では、広域基盤整備計画調査が実

施予定であるためでないかと推測しているにとどまる。 
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一方、愛知県は、平成 20年度以降、基幹水利施設管理事業（国庫補助率 30％）により、乙川頭首

工の一部である魚道ゲートの塗装、開閉機の修繕等を行っているが、機能保全計画に示された機能

保全対策は、当省の実地調査時点（平成 24年８月～11 月）においても実施していない。 

機能保全対策を実施していない点について、愛知県は、ⅰ）漏水等が認められることは事実では

あるが取水自体には問題がないこと、ⅱ）緊急性や重要度の高い施設が他に多数あること、ⅲ）予

算が限られていることなどを理由として挙げている。 

 

南近畿 

（近畿農政

局） 

南近畿土地改良調査管理事務所は、平成 19 年度から 23 年度までの間に、五條市及び五條吉野土

地改良区が管理する 30の国営造成施設について、機能診断を行い、機能保全計画を作成している。 

これら全てについて、施設管理者から近畿農政局長に機能保全実施方針が報告されている。 

機能保全実施方針をみると、下表のとおり、平成 24年までを実施時期とする機能保全対策もある

が、当省の実地調査時点（平成 24年８月～11 月）において、いずれも実施されていない。 

 
表 機能保全実施方針における平成 25年までの機能保全対策 

施設管理者 施設名 機能保全対策の内容及び実施時期 

五條吉野土

地改良区 

ファームポンド５号 応力目地、目地部注入   平成 22年 

止水ゴム交換・調整 平成 23年 

ファームポンド 10号 止水ゴム交換・調整 平成 22年 

ファームポンド 11号 左官工報 平成 22年 

ファームポンド 13号 止水ゴム交換・調整 平成 24年 

ファームポンド 32号 止水ゴム交換・調整 平成 23年 

幹線水路８―１号 橋梁添架（鋼管）内面ライニング 平成 24年 

御山加圧機場 主ポンプの機器の部品取替・補修、軸受

の取替、手動仕切弁の補修、逆止弁の補

修 

平成 25年 

平原加圧機場（1･2号機ポンプ） 主ポンプの機器の部品取替・補修、軸受

の取替、手動仕切弁の補修、逆止弁の補

修、圧力タンクの補修 

平成 25年 

18号揚水機場 軸受の取替、電動・手動仕切弁の補修、

逆止弁の補修 

平成 25年 

19-1号揚水機場 インペラ、主軸の補修、軸受の取替、電

動・手動仕切弁の補修、逆止弁の補修 

平成 25年 

五條市 

（五條吉野

基幹水利施

設管理協議

会） 

１号揚水機場 主ポンプのインペラ、主軸の補修、軸受

の取替、電動・手動仕切弁の補修、逆止

弁の補修 

平成 25年 

16号揚水機場 主ポンプのインペラ、主軸の補修、軸受

の取替、電動・手動仕切弁の補修、逆止

弁の補修 

平成 25年 

（注）１ 五條吉野土地改良区と五條吉野基幹水利施設管理協議会からそれぞれ近畿農政局長宛て

に報告された機能保全実施方針を基に作成した。 

２ 御山加圧機場の受益面積は 0.29 ㏊（受益農家１戸）、平原加圧機場の受益面積は 19.53

㏊である。 

３ 網掛けの事例が、表１-(1)-ア-⑪に計上したものである。 

 

その理由について、五條吉野土地改良区は、機能保全実施方針の近畿農政局への報告に当たって

は、理事長及び副理事長の了承を得ているが、地区内の全施設について機能保全計画の策定が終わ

らなければ、具体的な工事内容や必要な資金の額が確定せず、土地改良区の総会で議決を得ること

ができなかったためとしている。また、南近畿土地改良調査管理事務所が、国営施設機能保全事業

により、平成 23 年度から 25 年度までに施設長寿命化検討調査を行い、26 年度から当該事業による

対策工事が実施される予定にあることも機能保全実施方針に基づく対策工事が未実施である理由の

一つとしている。 
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そして、現在、機能保全計画を基に、国営施設機能保全事業により施設長寿命化計画を策定し、

適切な整備を行っていくために関係者と調整を図りながら事業化に向けた取組を推進しているとし

ている。 

 

淀川水系 

（近畿農政

局） 

淀川水系土地改良調査管理事務所は、平成 23年度までに、丹後西部地区及び丹後東部地区につい

て全施設の機能保全計画を作成しているが、当省の実地調査時点（平成 24 年８月～11月）において、

施設管理者から近畿農政局長に機能保全実施方針は報告されていない。 

同事務所によると、当省の実地調査時点で、丹後西部地区及び丹後東部地区の施設を管理する丹

後土地改良区は、機能保全計画に基づく対策工事の実施予算等を理事会及び総代会に諮っておらず、

同事務所は、機能保全実施方針の報告を督促していない。 

これらの地区の機能保全計画をみると、下表のような機能保全対策が直近の対策として掲げられ

ているが、前述のような状況から、これらの対策は講じられていない。 

なお、平成 25 年４月 10 日付けで丹後土地改良区から近畿農政局長に機能保全実施方針の報告が

なされており、これを踏まえて整備又は更新等の機能保全対策が行われることとされている。 

 
 表 機能保全計画に基づく機能保全対策の内容 

地区名 施設名 対策時期 
対策費 

（現在価値） 
機能保全対策の内容 

丹後西部地

区 

永留７団地ポンプ 2013 年 90 万円 フロートバルブの高規格化 

浦明団地ポンプ 2014 年 156 万円 更新 

丹後東部地

区 

島津４団地貯水池 2011 年 596 万円 漏水補修 

島津４団地ポンプ 2012 年 105 万円 更新 

三津団地深井戸ポンプ 2012 年 63 万円 更新 

三津団地水中ポンプ 2012 年 128 万円 更新 

(注)  網掛けの事例が、表１-(1)-ア-⑪に計上したものである。 

 

中国 

（中国四国

農政局） 

下表１のとおり、広島中部台地地区の 12の国営造成施設（ダム２、揚水機場６（ただし、このう

ち受益面積が 100ha未満のもの４）、幹線水路４）について、平成 15 年度から 19 年度までの間に作

成された機能保全計画について、機能保全実施方針の報告状況をみると、中国四国農政局長に報告

されているものは２施設（目谷ダム、第１揚水機場）に限られている。 

 また、機能保全計画上、機能保全対策が下表２のとおり掲げられていたが、対策工事が行われた

のは目谷ダムだけで、他はいずれも実施されることなく、当該対策の時期を経過している。 

 

表１ 機能保全計画に基づく機能保全実施方針 

区 分 

１回目 ２回目 

今 後 の 機

能 保 全 対

策 実 施 予

定の有無 

機 能 保

全 計 画

策 定 時

期 

機能保全対策の実施状況 
機 能 保

全 計 画

策 定 時

期 

機能保全対策の 

実施（予定）状況 

機能保全実

施方針の報

告の有無 

機 能 保 全

対 策 実 施

の有無 

機 能 保 全

実 施 方 針

の 報 告 の

有無 

機 能 保 全

対 策 実 施

の有無 

目谷ダム H16.3 有り 有り(H18) 

H24.3 

有り 無し 有り 

京丸ダム H20.3 無し 無し 

第１揚水機場 H17.2 有り 無し 

第２揚水機場 

H20.3 無し 無し H24.3 

第３揚水機場 

第４揚水機場 

第５揚水機場 

第６揚水機場 

主幹線水路 

１号幹線水路 

２号幹線水路 

３号幹線水路 
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（注）１回目の「機能保全対策実施の有無」は、２回目の機能保全計画策定までの期間のものについて記載した。 

 

表２ １回目の機能保全計画で実施が予定されていた機能保全対策が実施されず、２回目の機能保全計画の作成が行

われているもの 

区 分 
計画策

定時期 

２回目の機能保全計画の作成（平成 24年３月）までの間に、１回目の機能保全計画で実

施が予定されていた機能保全対策 

目谷ダム 平成 16

年３月 

（17年度） 

〇「水管理施設」：全面更新 

京丸ダム 平成 20

年３月 

（22年度） 

①「電気設備」：全面更新 

②「水管理制御施設」：全面更新 

（23年度） 

〇「管理棟付帯工」：屋根材張替え、漏水対策 

第 １ 揚 水

機場 

平成 17

年２月 

（19年度） 

①「１号・２号吐出弁」：工場持込オーバーホール 

②「１号逆止弁」：工場持込オーバーホール 

③「１号電動機」：現地オーバーホール 

④「高圧受変電設備」：不良機器、寿命超過機器の交換又は更新 

第 ２ 揚 水

機場 

平成 20

年３月 

（20年度） 

①「１号ポンプ」：ケーシングの再塗装、インペラ・ライナーリンク・主軸・軸スリープ・

軸封部の交換（分解整備、同仕様品に交換） 

②「三相かご形誘導電動機」：交換 

③「逆支弁」：交換 

④「補機設備」：真空ポンプ・捕水漕・電磁井の同仕様品交換 

⑤「２号ポンプ」：ケーシングの再塗装、インペラ・ライナーリンク・主軸・パッキン部

スリーブ・軸スリープ・軸受・軸封部の交換（分解整備、同仕様品に交換） 

⑥「補機設備」：真空ポンプ・捕水漕・電磁井の同仕様品交換 

⑦「サブマージドディスクバルブ」：交換 

⑧「柱上気中開閉器」：同仕様品に交換 

⑨「引込受電盤」：同仕様品に交換 

⑩「主ポンプ盤１号」：同仕様品に交換 

⑪「主ポンプ盤２号」：同仕様品に交換 

⑫「補機盤」：同仕様品に交換 

第 ３ 揚 水

機場 

平成 20

年３月 

（20年度） 

①「１号ポンプ」：インペラ・主軸・軸スリープの交換（分解整備、同仕様品に交換） 

②「補機設備」：真空ポンプ・捕水漕・電磁井の同仕様品交 換 

③「２号ポンプ」：ケーシングの再塗装、インペラ・主軸の補修、ライナーリンク・パッ

キン部スリーブ・軸受・軸封部の交換（分解整備、同仕様品に交換） 

④「補機設備」：電磁井同仕様品交換 

⑤「引込開閉器盤」：同仕様品に交換 

⑥「№１揚水ポンプ盤」：同仕様品に交換 

⑦「補機計装盤」：同仕様品に交換 

第 ４ 揚 水

機場 

平成 20

年３月 

（20年度） 

①「建屋」：補修（表面保護工法） 

②「２号ポンプ」：ケーシングの再塗装、インペラ・主軸の補修、ライナーリンク・パッ

キン部スリーブ・軸受・軸封部の交換（分解整備、同仕様品に交換） 

③「引込開閉器盤」：同仕様品に交換 

 

第 ５ 揚 水

機場 

平成 20

年３月 

（20年度） 

①「吸水漕」：補強（パネル接着工法） 

②「３号ポンプ」：ケーシングの再塗装・補修、インペラ・主軸の補修、ライナーリンク・

パッキン部スリーブ・軸受・軸封部の交換（分解整備、同仕様品に交換） 

③「柱上気中開閉器」：同仕様品に交換 

第 ６ 揚 水

機場 

平成 20

年３月 

（20年度） 

①「１号、２号ポンプ」：ケーシングの再塗装、インペラ・主軸の補修、ライナーリンク・

パッキン部スリーブ・軸受・軸封部の交換（分解整備、同仕様品に交換） 

②「引込開閉器盤」：同仕様品に交換 
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（注）１ 機能保全計画（平成 16年３月、17年２月、20年３月中国四国農政局）による。 

２ 目谷ダム以外の施設については、保全対策は実施されていない。 

３ 網掛けの事例が、表１-(1)-ア-⑪に計上したものである。 

 

中国 

（中国四国

農政局） 

益田市土地改良区が管理する益田導水路、益田 1 号幹線水路、高津 1 号導水路及び高津３号導水

路については、中国土地改良調査管理事務所が機能診断を行い、平成 21年３月に機能保全計画を作

成している。これに対して、益田市土地改良区は、益田導水路以外の３施設については、機能保全

計画に基づく機能保全実施方針を中国四国農政局長に報告しておらず、対策工事も行っていない。 

そして、これらの機能保全計画のうち下表のものは、既に当該計画に基づく機能保全対策の時期

を経過している。 

その理由について、同改良区は、これら３施設の機能保全対策の費用確保が難しいためであると

している。 

 

表 機能保全計画における保全シナリオの概要 

施設名 健全度 該当部位 
保全シナリオ 

直近時期 対策工法 その後の周期 

益田１号幹

線水路 

Ｓ－３ 空気弁 供用開始から 22年目 

（平成 21年） 

更新 20年 

高津１号導

水路 

Ｓ－３ 空気弁 供用開始から 27年目 

（平成 21年） 

更新 20年 

高津３号導

水路 

Ｓ－３ 空気弁 供用開始から 22年目 

（平成 21年） 

更新 20年 

 

 

北 部 九 州

（ 熊 本 支

所） 

（九州農政

局） 

北部九州土地改良調査管理事務所（熊本支所）は、国営造成水利施設保全対策指導事業により、

管轄する八代平野地区内の遙拝頭首工について、平成 21 年度（平成 22 年３月）に機能保全計画を

作成しているが（平成 20 年度に一度作成しているが 21 年度に一部見直しをしている。）、遙拝頭首

工を管理する八代平野土地改良区連合は、九州農政局長に機能保全実施方針を報告していない。 

その一方で、同事務所（熊本支所）が作成した遙拝頭首工の機能保全計画では、次のとおり、例

えば直近で、施設機械設備については 2010年（平成 22 年）に、土木構造物については 2014 年（平

成 26 年）に対策を行うことを機能保全シナリオとして挙げている。しかし、前者については、既に

経過しており、後者については、施設管理者がどのように対応するのかという点の報告がないまま

となっている。 

ただし、平成 25 年８月現在、農林水産省は、国営造成施設機能保全事業による対策を検討するた

め機能保全計画を基に長寿命化検討調査を実施するなど、機能保全計画を活用しているとしている。 

 

表  遙拝頭首工の機能保全シナリオ 

概

要 

土木構造物は、ｓ-2相当に劣化した時点で対策を実施するシナリオ２の案が機能保全コストが最小となっ

た。ゲート設備は、きめ細かなメンテナンスを実施することで、延命化を図る。 

水管理・電気設備は、現時点で、部品供給が不可能となっており、故障が発生した場合は、そのまま、機

能不全に陥ることから、早期に更新を行う。 

直近の対策がある施設区分 直近の対策年と対策内容 

土木構造物の取水工 2014年  炭素繊維シート補強工 

ゲート設備（扉体、開閉装置、その他） 2010年  補修 

水管理設備（操作盤、水位計）、電気設備（操作盤） 2010年  更新 

 

 

（注）当省の調査結果による。 
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表１-(1)-ｱ-⑬ 機能保全計画に基づく機能保全対策の実施件数 

事務所 平成 21年度 22年度 23年度 24年度 該当施設 

札幌 ０ ０ １ ０ 萩の山揚水機場 

旭川 ０ ０ ０ ０  

北奥羽 ０ ０ ０ ０  

西奥羽（本所） ０ ０ ０ ０  

利根川水系 ０ ０ ２ ０ 
手賀排水機場 

白山揚水機場送水路 

木曽川水系 １ ０ ０ ０ 日光川河口排水機場 

西北陸 ０ ０ ０ ０  

南近畿 ０ ０ ０ ０  

淀川水系 ０ ０ ０ ０  

中国 ０ ０ ０ ０  

北部九州（熊本支所） ０ ０ ０ ０  

南部九州 ０ ０ ０ ０  

計 １ ０ ３ ０  

（注）１ 当省の調査結果による。 

       ２ 札幌開発建設部については、国営造成施設を管理している北海道、深川市、新十津川町、当別土地改良区及

び北海土地改良区を対象に調査した結果である。 

       ３ 西奥羽土地改良調査管理事務所最上川支所は、調査対象であるが、事務に関与していないため不明と回答し

ていることから、本表には掲載していない。 

       ４ 利根川水系土地改良調査管理事務所分については、千葉県及び埼玉県内分のみの結果である。 

       ５ 木曽川水系土地改良調査管理事務所分については、愛知県内分のみの結果である。 

       ６ 西北陸土地改良調査管理事務所分については、石川県内分のみの結果である。 

       ７ 南近畿土地改良調査管理事務所分については、奈良県分のみの結果である。 

       ８ 淀川水系土地改良調査管理事務所分については、京都府分のみの結果である。 

       ９ 中国土地改良調査管理事務所分については、広島県内分のみの結果である。 

       10 「24年度」欄は、当省の調査開始時点（平成 24年８月）までの結果である。 
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表１-(1)-ｱ-⑮ 受益面積が 100㏊未満の国営造成施設の機能診断を実施している例 
 

事務所 地区（府県） 施設種別 受益面積 実施年度 対策を最初

に行う年度 

南近畿 五 条 吉 野

地区 

（奈良県） 

幹線水路 4-9号（ファームポンド 23号含む。） ４㏊ 平成 

21年度 

H37 

幹線水路 6-4号（ファームポンド 24・25号含む。） 78ha H39 

幹線水路 7-1号（ファームポンド 26号含む。） 43ha 22年度 H41 

幹線水路 7-2号（ファームポンド 27号含む。） 49ha H41 

御山加圧機場 0.29ha 23年度 H25 

平原加圧機場 19.53ha H25 

淀 川 水

系 

丹 後 西

部・東部 

（京都府） 

木子１団地揚水機場 18.2ha 22年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H28 

橋木団地揚水機場 4.3㏊ H27 

小西１団地揚水機場 1.3ha H26 

二箇団地揚水機場 8.4ha H28 

五箇団地揚水機場 12.7ha H28 

内記・矢田団地揚水機場 15.6ha H32 

三坂団地揚水機場 19.6ha H33 

周枳団地揚水機場 2.4ha H30 

中ノ谷・大野・奥大野団地揚水機場 41.8ha H28 

郷１団地揚水機場 10.0ha H28 

郷２団地揚水機場 4.7ha H33 

郷１（生野内）島津５団地揚水機場 7.3ha H33 

郷３・郷４団地揚水機場 13.2ha H28 

島津４団地揚水機場 15.0ha H24 

島津２団地揚水機場 11.0ha H33 

島津３団地揚水機場 4.1ha H33 

掛津団地揚水機場 4.0ha H33 

三津（深井戸）団地揚水機場 
29.3ha 

H24 

三津（水中）団地揚水機場 

高山団地揚水機場 7.2ha H28 

吉永矢畑団地揚水機場 3.1ha H29 

遠下団地揚水機場 1.4ha H33 

上野団地揚水機場 4.5ha H33 

芋野団地揚水機場 9.1ha H33 

堤団地揚水機場 9.9ha H33 

奈具岡団地揚水機場 18.0ha H33 

黒部団地揚水機場 14.0ha H33 

鳥取１団地揚水機場 3.7ha H33 

井辺団地揚水機場 22.6ha H33 

鳥取２・鳥取３団地揚水機場 9.1ha H33 

鴨谷・木橋２団地揚水機場 21.1ha H33 

坂野団地揚水機場 10.0ha H33 

和田野団地揚水機場 21.0ha H33 

郷３・４団地貯水池 13.2ha H40 

五箇団地貯水池 12.7ha 23年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H43 

郷１団地（公庄）貯水池 10.0ha H44 

島津４団地貯水池 15.0ha H23 

俵野団地揚水機場 12.7ha H27 

鹿野１団地揚水機場 8.4ha H31 

浦明団地揚水機場 12.5ha H25 

大井団地揚水機場 8.6ha H31 

壱分団地揚水機場 9.4ha H27 

女布団地揚水機場 7.4ha H32 

永留１・５団地揚水機場 7.9ha H26 

永留２団地揚水機場 15ha H31 

永留６団地（永留側）揚水機場 
21.6ha 

H31 

永留６団地（丸山側）揚水機場 

永留７団地揚水機場 4.8ha H23 

谷団地揚水機場 4.5ha H32 
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新庄１団地揚水機場 9.8ha H27 

栃谷２団地揚水機場 7.3ha H26 

俵野団地貯水池 12.7ha H42 

壱分団地貯水池 9.4ha H41 

栃谷２団地貯水池 7.3ha H41 

中国 広島中部

台地 

（広島県） 

第２揚水機場 81㏊ 19年度 

及び 

23年度 

H24 

第３揚水機場 49㏊ H24 

第４揚水機場 19㏊ H24 

第６揚水機場 ９㏊ H24 

益田 

（島根県） 

第３揚水機場 

不明 

（100ha未満） 

16年度 H18 

横田 

（島根県） 

４号幹線水路 20年度 H47 

笠岡湾干

拓 

（岡山県） 

片島排水機場 22年度 H23 

国繁揚水機場 H30 

勝英 

（岡山県） 

西部水路 18年度 H27 

勝田水路 H25 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 本表は、平成 23年度末現在で国営造成水利施設保全対策指導事業により受益面積が 100㏊未満の国営造成施

設を対象に機能診断を実施し、機能保全計画を作成した例（70施設）について作成した。 

３ 本事業は受益面積の実施要件はない。 

本事業の予算の推移をみると、平成 19年度から 23年度までの間、各年度、平均約 24億円が投じられ、受益

面積が 100㏊未満のものも含む計 4,222施設で機能診断等が行われている。 

４ 平成 23年度までに対策が必要とされた施設は４施設（表中の網かけのもの）であった。また、機能保全計画

に基づく保全対策が実施されたものは、中国土地改良調査管理事務所の勝英地区の２施設にとどまる。 

 

 

  

表１-(1)-ｱ-⑯ 同一地区内の複数施設の機能保全計画を取りまとめている例 

事務所 事例の概要 

木曽川水系  木曽川水系土地改良調査管理事務所は、宮田用水土地改良区が管理する５水路について、平成

21 年度から 23年度までの間に、それぞれ機能保全計画を作成している。 

そして、平成 23 年度には、これらの水路以外の同改良区が管理する施設も含め、同改良区が

管理する地区全体の機能保全計画を取りまとめている。 

通常、機能保全計画は、施設ごとに作成されているが、複数の施設を管理する土地改良区等に

とっては、管理する地区内の他の施設の状況も含めて、対策工事等の検討を行う必要があること

から、このように地区全体の機能保全計画が国により取りまとめられることは、当該土地改良区

等にとっては有益なものと考えられる。 

 

（注）当省の調査結果による。 
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表１-(1)-ｱ-⑰ 地方公共団体等が機能保全計画の作成に関与していない等の例 

事例の概要 

○事例１ 

今回調査した西奥羽土地改良調査管理事務所の管内の秋田県雄物川筋土地改良区及び大潟土地改良区は、同

事務所から、機能診断結果及び機能保全計画の内容については説明を受けたが、対策工事の実施の可否につい

て協議したことも、実施について勧奨を受けたこともないと認識していた。 

また、秋田県は、国営造成施設につき機能保全計画に基づく対策工事を実施することについては、施設造成

者である国が国営事業で実施すべきであるとしており、当省の実地調査時点（平成 24 年８月～11月）におい

て、国営造成施設に係る対策工事の実施主体となる考えを持っていない。同事務所から、国営造成施設につき

機能診断等を実施するに当たり、これまで協議・調整を打診されたこともないと認識していた。 

仮に、同県が実施主体となる場合でも、機能診断から対策工事の実施までを円滑に進めるためには、施設選

定の段階から、地方公共団体及び土地改良区と協議・調整を行い、対策工事の実施についても合意形成を図っ

ておく必要があるとの認識を示している。 

実際にも、同県は、県営造成施設については、施設選定の段階から、施設管理者及び市町村と協議・調整を

図りながら取り組んでおり、機能保全計画を作成している 76 施設のうち対策工事の予定時期が到来している

ものは、全て工事を実施している。 

 

○事例２ 

山形県は、機能保全実施方針の未報告及び機能保全対策の未実施について、国からは機能診断を行うとの連

絡があるだけで、機能保全計画を策定した後のフォローもないとしている。しかし、国営造成施設については、

国が機能保全対策を実施すべきと考えるが、事業の採択要件等から施設管理者が実施しなければならないので

あれば、今後、地元の土地改良区等とも相談しながら、実施を検討していくとしている。 

 

○事例３ 

平成 21年度から 23年度までに、木曽川水系土地改良調査管理事務所が愛知県内の国営造成施設について策

定した機能保全計画は、宮田用水土地改良区が管理する宮田導水路（大江奥村導水路）、新般若幹線水路、大

江幹線水路、二ツ寺支線水路及び奥村幹線水路の５つである。 

そのいずれの計画の策定に当たっても、同事務所は、対策内容、最適シナリオの選定等に当たって、施設管

理者と調整を行っていないとしている。 

施設管理者である宮田用水土地改良区も、機能保全計画の策定に当たり、木曽川水系土地改良調査管理事務

所との調整が行われたことはないとしている。 

 

○事例４ 

広島県は、広島中部台地地区の 12 の国営造成施設について、当該地区の事業完了（平成９年度）から相当

の期間が経過し、機器の老朽化等から施設管理上の問題の発生が危惧されることなどから、施設管理者及び地

元市町（世羅町、三原市）からの要望を踏まえ、25 年度から県営事業で補修工事を行う方針の下、当該補修

工事の前に、既存の機能保全計画の改訂を中国四国農政局に依頼している。 

中国土地改良調査管理事務所は、平成 23 年度に、これら 12 施設の機能診断を行い、機能保全計画を作成（24

年３月）しており、これに対し、施設管理者である広島中部台地土地改良施設管理組合は、この 12 施設の機

能保全対策を平成 25年度以降に行うとする機能保全実施方針を報告している。 

このように、施設管理者及び関係地方公共団体が対策工事を行う用意があるとしている場合には、作成した

機能保全計画が十分に活用され得るものであり、望ましく、当該計画を作成する意義があるものと考える。 

 

（注）当省の調査結果による。 
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表１-(1)-ｱ-⑱ 施設管理者から機能保全実施方針の報告を適切に求めていない例 

地方農政局等 事例の概要 

北海道開発局 北海道開発局は、国営造成水利施設保全対策指導事業により機能保全計画を作成した場合であ

っても、当該施設が、国営造成施設機能保全事業の対象地区又は広域基盤整備計画調査の調査地

区に所在するときは、施設管理者から機能保全実施方針の報告を求めていない。 

また、北海道開発局（札幌開発建設部又は旭川開発建設部）が平成 21年度から 23 年度までに

機能保全計画を策定したものは、348 施設あるが、このうち、施設の健全度がＳ－４又はＳ－５

と評価した 311 施設については、性能の低下予測、対策工法の検討を行わないこととしている。

このため、この 311施設分については、施設管理者から機能保全実施方針の報告を求めていない。 

 

東北 東北農政局管内のうち今回調査対象とした北奥羽土地改良調査管理事務所又は西奥羽土地改

良調査管理事務所が管轄する青森県、秋田県及び山形県の各県内において、平成 15 年度から 23

年度までの間で、国営造成水利施設保全対策指導事業により、機能保全計画を策定していながら、

施設管理者から機能保全実施方針の報告を受けていないものが下表のとおり多数みられた。 

 
表  機能保全計画に基づく機能保全実施方針の報告状況  

県名 

機能保全計画 

作成件数 

機能保全実

施方針報告

件数 

報告率 

（％） 

青森県 70 2 2.9 

秋田県 102 6 5.9 

山形県 53 6 11.3 

 

東北農政局は、平成 21 年度以降、施設管理者から機能保全実施方針の報告を全く受けておら

ず、施設管理者に対して、機能保全実施方針の確実な報告を督促していない。 

また、同局管内では、機能保全実施方針の報告は土地改良調査管理事務所を経由せず、施設管

理者から直接農政局に報告されるており、同事務所は、その報告状況を正確には把握していない。 

 

東海 木曽川水系土地改良調査管理事務所が、平成 23 年度末までに国営造成水利施設保全対策指導

事業により機能保全計画を策定した 46 施設について、機能保全実施方針の報告状況をみると、

報告されているもの 34施設、未報告のもの 12施設となっている。  

このことについて、東海農政局では、機能保全実施方針が報告されていない 12 施設では、表

１のとおり、国営施設機能保全事業、国営農地防災事業、広域基盤整備計画が予定されているた

めであるとしている。 

しかし、表２のとおり、上記 34 施設の中には、国営事業で機能保全対策が行われているもの

もあることから、機能保全実施方針の報告を受ける取扱いが区々となっている。 

 
表１ 機能保全実施方針が未報告の施設とその理由 

施設名 施設管理者 東海農政局による未報告の理由 

尾西排水機場 愛知県 
国営施設機能保全事業（尾張西部地区）

を実施予定のため  
尾西排水路（導水路） 愛知県 

尾西排水路（送水路） 愛知県 

新木津用水路 木津用水土地改良区 国営農地防災事業を実施予定のため 

琴沢調整池 矢作南部土地改良区連合 

広域基盤整備計画を実施予定のため 

八幡調整池 〃 

乙川頭首工 愛知県 

坂崎揚水機場 愛知県 

碧南干拓排水機場 碧南市土地改良区 

岩倉取水工 愛知県 

明治幹線水路（西井筋） 明治用水土地改良区 

北部幹線水路 愛知県 

 

 
表２ 機能保全実施方針が報告された施設の機能保全対策の状況 

項目 施設数 施設名・事業名 

機能保全実施方針報

告施設数 
34 － 
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うち国営事業

が行われてい

るもの 

23 

・国営施設機能保全事業 

（第三頭首工、粟生頭首工、勝賀揚水機場など 21施設） 

・国営施設応急対策事業 

（青蓮寺ダム取水施設、青蓮寺幹線水路） 

（注） 「日光川河口排水機場」及び「排水管理施設（日光）」については、国営施設機能保全事業が

予定されているが、施設管理者である愛知県が平成 21 年度以降実施した事業もあるので、「う

ち国営事業が行われているもの」欄には加えていない。 

 

近畿 

 

淀川水系土地改良調査管理事務所では、平成 15 年度から 23 年度までに管内（滋賀県、京都府、

大阪府、兵庫県及び奈良県の一部）で点施設 78 か所、線施設 50km の機能保全計画を策定してい

る。 

 しかし、近畿農政局では、このうち点施設 73か所(93.6％)、線施設 34km(68％)について、当

省の実地調査時点（平成 24 年８月～11月）で、機能保全実施方針の報告を施設管理者から受け

ていない。 

近畿農政局が機能保全実施方針の報告を受けていない施設のうち、国営日野川農業水利事業で

造成された滋賀県の蔵王ダム及び第１段揚水機場は、平成 16 年度に機能診断が実施され、機能

保全計画が策定されており、平成 24年 10 月末時点で未報告期間が７年４か月間と最長となって

いる。 

 
表 淀川水系土地改良調査管理事務所管内における機能保全実施方針の報告件数 

 点施設（か所） 線施設 

合計 
ダム・ 

貯水池 
頭首工 機場 水門 

管理 

施設 
水路（km） 

機能保全計画

策定済み 

78 

（100） 

10 

（100） 

８ 

（100） 

57 

（100） 

３ 

（100） 

０ 

（－） 

50 

（100） 

 

うち機能保

全実施方針

未報告 

73 

(93.6) 

８ 

（80.0） 

８ 

（100） 

54 

（94.7） 

３ 

（100） 
－ 

34 

（68.0） 

(注) 機能保全計画は平成 15年度から 23年度末までのものであり、機能保全実施方針の報告は

当省の実地調査時点（平成 24年８月～11月）である。（ ）内は構成比（％）である。 

 
国営造成水利施設保全対策指導事業の実施要綱、実施要領によると、機能保全実施方針は、機

能保全計画を作成した年度の翌年度の６月末までに報告することが求められるが、同事務所で

は、施設管理者が管理する地区の全施設について同事業が完了したときに、その年度の翌年度６

月末までにまとめて報告することを認めており、実施要領と異なる運用をしている。 

 

また、当該運用によった場合、平成 23 年度までに全施設の機能保全計画が作成されている丹

後西部地区及び丹後東部地区については、24年６月までに機能保全実施方針が報告されることと

なるが、当省の実地調査時点（平成 24 年８月～11月）においても、施設管理者から機能保全実

施方針の報告はない。 

同事務所によると、当省の実地調査時点で、丹後西部地区及び丹後東部地区の施設を管理する

丹後土地改良区は、機能保全計画に基づく対策工事の実施予算等をいまだに理事会及び総代会に

諮っておらず、また、同事務所は、これまで機能保全実施方針の報告を督促していない。 

ただし、平成 25年４月 10日付けで丹後土地改良区から機能保全実施方針の報告がなされてお

り、これを踏まえて整備、更新等の機能保全対策が行われることとされている。 

なお、近畿農政局では、農林水産省本省の指導がないことを理由として、機能保全実施方針の

報告について計画的に施設管理者に対して指導を行うこととしておらず、担当者が個別に電話等

で適宜照会するとしている。 

 

（注）当省の調査結果による。 
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表１-(1)-ｱ-⑲ 機能保全実施方針は報告されているが報告期限後である等、適切でない例 

ⅰ）報告期限後に機能保全実施方針が報告されている例 

地方農政局等 事例の概要 

北海道開発局 北海道開発局（旭川開発建設部）が平成 21 年度から 23 年度までに機能保全実施方針
の報告を受けた 11 施設のうち４施設については、翌年度の７月に報告を受けている。 

 

関東 千葉県は、下表の施設について、利根川水系土地改良調査管理事務所が作成した機能

保全計画に基づき、機能保全実施方針を関東農政局に報告しているが、報告期限とされ

る事業実施年度の翌年度の６月末までに報告できていない。 

 

  表 千葉県が機能保全実施方針を報告したもの 

施設名 計画策定年月 報告年月日 対策事業 

宗吾揚排水機場 平成 20年３月 平成 22年６月 30日 
国営かんがい排水事
業（印旛沼二期） 

手賀排水機場 平成 22年３月 平成 22年 12月 21日 
基幹水利施設ストッ
クマネジメント事業 

笹川揚水機場 平成 23年２月 平成 24年３月８日 
国営施設機能保全事
業 

白山機場送水路 平成 23年３月 平成 24年３月８日 県営災害復旧事業 

 

このことについて、千葉県は、機能保全実施方針には機能保全対策の内容として、実
施時期を記載することとなっているが、事業化の見通し及び予算の裏付けとして、県で
公表している県全体の計画である総合計画等への事業掲載がなければ、公のものとして
県として実施時期を記載できないことから、報告期限を超過して報告したとしている。
また、平成 19年度から、国への施策要望として、国営造成施設については、国が機能診
断から対策工事まで一貫して実施するよう要望し続けていることも、報告が遅れた要因
であるとしている。 

 

東海 中勢用水土地改良区が管理する中勢用水地区にある施設については、第三頭首工及び

南幹線水路が平成 17 年度に、導水路、北幹線水路及び中幹線水路が 19 年度に、それぞ

れ機能保全計画が作成されているが、同改良区は、平成 24 年６月 27 日付けで機能保全

実施方針を報告している。 

 また、三重県が管理する同地区にある安濃ダムについても平成 20年度に機能保全計画

が作成されているが、同県は、平成 24 年６月 28 日付けで機能保全実施方針を報告して

いる。 

 その理由について、東海農政局は、中勢用水土地改良区及び三重県は機能保全対策の

実施時期及び内容を検討していたが、平成 23 年度に国営施設機能保全事業が実施され、

「施設の長寿命化」対策の内容がようやく決まったため遅れたものであるとし、具体的

な対策事業が定まらなければ機能保全実施方針が報告されないとの認識をもっている。 

 

 （注）当省の調査結果による。 

 

ⅱ）報告期限後に機能保全計画の内容説明を実施している例 

地方農政局 事例の概要 

近畿 機能保全実施方針の報告は、事業実施年度の翌年度の６月末までとされているが、施
設管理者に対する機能保全計画の内容説明が、永留６団地（永留側）揚水機場について
は平成 23 年９月 23 日に、三津（水中）団地揚水機場、内記・矢田団地揚水機場及び中
ノ谷・大野・奥大野団地揚水機場については 24年８月１日に、それぞれ行われている。
このうち、三津（水中）団地揚水機場は、機能診断の結果、主要ポンプの絶縁抵抗値が
「電気設備に関する技術基準を定める省令」（平成９年通商産業省令第 52 号）に定める
使用基準を下回る０ＭΩ（メガオーム）であったため、平成 23 年度に策定された上記計
画において、その残存寿命が０年とされ、24年度中に更新することとされている。 
ただし、上記の平成 24年８月１日に説明を行った事例については、淀川水系土地改良

調査管理事務所は、同年５月末頃までに機能保全計画を施設管理者に提供していたが、
該当地区における対策工事の実施には、京都府及び当該施設のある地元市町村の理解及
び協力が不可欠であるため日程調整の結果、同日に改めて説明を行ったものであるとし
ている。 

 

 （注）当省の調査結果による。 

- 41 -



表１-(1)-ｱ-⑳ 機能保全実施方針は報告されているが機能保全計画で示された機能保全対策の実施の

見込みがない例 

地方農政局 事例の概要 

東海 平成 23年度に、木曽川水系土地改良調査管理事務所が、大江幹線水路、二ツ寺支線水

路と併せて濃尾用水二期地区内の他の施設も含めた機能保全計画を作成した際、これら

の施設を管理する宮田用水土地改良区は、機能保全実施方針を報告する必要性を認識し

ていなかったが、同事務所からの指導があったので、機能保全実施方針を報告（平成 24

年６月 26日付け）している。 

この機能保全計画をみると、下表のとおり、平成 25年度にチェックゲートの補修、計

装操作盤の更新、排水ゲート開閉装置の更新などを行うこととなっている。 

しかし、宮田用水土地改良区は、同事務所から求められたので機能保全実施方針は報

告したが、実施時期を「今後、国営事業等を活用して計画的に対策を実施していく予定」

と記載しており、当省の調査に対しては、機能保全対策を実施することを予定して報告

したものではないとしている。 

また、当省の実地調査時点（平成 24年８月～11月）において、機能保全対策に係る

予算措置を講じておらず、当該対策を実施する予定はない。 

 
表  機能保全計画（平成 24年３月）中、平成 25年度に保全対策を掲げるもの 

施設名 機能保全対策の内容 

奥村幹線 更屋敷チェック工のチェックゲートの補修、計装操作盤の更新等 

新般若幹線 浅井チェック工のチェックゲートの補修、計装操作盤の更新等 

大江幹線 大塚チェック工のチェックゲートの補修、排水ゲート開閉装置の更新、計

装操作盤の更新等 

 

なお、宮田用水土地改良区は、国営造成施設の機能保全対策に当たっては多額の予算

が必要であり、国の補助があるとはいえ、土地改良区で負担できるものではなく、国営

造成施設については国自らが機能保全対策を講じてもらいたいとしている。 

 

中国四国 笠岡市が管理する国営寺間排水機場は、平成 15年度に国営造成水利施設保全対策指導

事業により、機能診断が実施され、予防保全基本計画が策定されている。当該計画では、

予防保全対策時期について「特に、電気設備について･･･（略）･･･早急な対策工法の実

施が必要と判断する。」とされており、概略対策費は約 12 億 4,000万円（うち電気設備

は２億 5,000万円）となっている。 

 これに対して、笠岡市は中国四国農政局長に平成 18 年～19 年度に機能保全対策事業

を要望していく旨の予防保全実施方針を報告しているほか、その後も、同局に対して２

度、電気設備の更新等についての要望を提出しているが、実際には対策工事は行われて

いない。 

笠岡市は寺間排水機場について、平成８年度から当省の実地調査時点（平成 24年８月

～11月）まで主に基幹水利施設管理事業を利用した補修工事（オーバーホール、フラッ

プ弁、ギアカップリングの交換等を実施。毎年の修繕費用は 1,000万円～3,500万円程

度）を実施しているが、予算の関係から抜本的な保全対策事業を行うことができないと

している。 

寺間排水機場については、平成 24年度に再度、機能診断が行われ、機能保全計画が作

成されるが（注）、笠岡市によると次のような状況にあることから、平成 15 年度に作成し

た予防保全基本計画のときと同様、計画を作成しても、これに基づく機能保全対策が行

われない可能性が高く、機能保全計画がいかされないおそれがある。 
（注） 当省の現地調査時点においては未実施。 

 

笠岡市によると、当省の実地調査時点（平成 24年８月～11月）で、再度行う寺間排

水機場の機能診断等について事前協議を行っているものの、実際の費用負担の話まで踏

み込めておらず、今回の機能保全計画の作成後、事業化するには時間がかかるだろうと

している。 

 

（注）当省の調査結果による。 
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表１-(1)-ｱ-㉑ 国営造成施設ではない施設の機能診断を実施している例 

事務所 事例の概要 

西北陸 西北陸土地改良調査管理事務所は、手取川地区の施設について、国営造成水利施設保全対

策指導事業により、平成 20 年度及び 21 年度に機能診断を、21 年度に機能保全計画の作成

を外部委託して実施している。その中で、県営造成施設である宮竹サイホンと七箇用水路に

ついても、平成 21 年度に機能診断を行い、機能保全計画を作成している。 

 

北部九州 北部九州土地改良調査管理事務所は、平成 20 年度に、宇佐土地改良区が管理する広瀬頭

首工について、国営造成水利施設保全対策指導事業により、機能診断を行っている。しかし、

広瀬頭首工は、造成年度が古く（注）、造成者が判然としないところ、九州農政局では、同頭

首工について、国営事業は実施しておらず、農林水産省所管の国有財産ではないとし、土地

改良法上の土地改良財産台帳も作成、保有していないと説明している。 
（注） 当該頭首工を管理する土地改良区によると、慶応元年（1865年）から明治元年（1868年）の間に造成され

たものであろうとのことである。 

 

（注）１ 当省の調査結果による。 

   ２ 北部九州土地改良調査管理事務所については、熊本支所のみ調査したものであるが、この事例は、熊本支所では

なく、調査対象として選定した九州農政局及び宇佐土地改良区に対する調査の中で判明したものである。 
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表１-(1)-ｱ-㉒ 国と施設管理者が同一の国営造成施設についてそれぞれ機能保全計画を作成している例 

事務所 事例の概要 

西奥羽 西奥羽土地改良調査管理事務所は、平成 21年度に、国営造成水利施設保全対策指導事業により、

大潟土地改良区が管理する八郎潟地区の支線排水路 30 路線の道路横断暗渠 122か所について、機能

診断を実施し、22 年３月に機能保全計画を策定し、早急な対策工事が必要な旨を同改良区に説明し

ている。 

 

同改良区では、同事務所から当時の事務局長が機能診断の結果に係る説明を受けており、機能保

全計画の関連資料一式を受領した事実を認めている。しかし、その内容及び資料が同改良区内で共

有されておらず、これに基づく対策工事の可否について検討したことがないとしている。 

このため、同改良区は、既に機能保全計画が作成されていたにもかかわらず、それを認識しない

まま、平成 23 年度に地域自主戦略交付金を活用し支線排水路のうち 25路線の道路横断暗渠 40か所

について機能診断を実施し、平成 24年３月に機能保全計画を策定している。 

 

地域自主戦略交付金を活用して国営造成施設の機能診断及び機能保全計画の作成を行おうとする

場合、秋田県から直接、東北農政局に申請書等が提出され、西奥羽土地改良調査管理事務所との間

で事前の調整を必要としているものではない。このため、大潟土地改良区及び秋田県は、同事務所

に連絡はしておらず、また同事務所も知り得る立場になかったとしている。 

 

また、秋田県は、平成 22年に大潟土地改良区から相談が寄せられた際、国の補助事業により対策

工事を実施するためには、事前に機能診断等を実施する必要があることから、これを勧めたと説明

している。同県は、西奥羽土地改良調査管理事務所が機能診断等を実施しているのであれば、当然、

大潟土地改良区が把握しているとの認識により、同改良区に機能診断等の実施を勧めるに当たって、

西奥羽事務所に実績の有無を確認することはなかったとしている。 

表 西奥羽事務所及び大潟土地改良区が実施した機能診断等の概要 

区 分 西奥羽事務所策定の機能保全計画 大潟改良区策定の機能保全計画 

事業種別 国営造成水利施設保全対策指導事業 
地域自主戦略交付金の水利施設整備事業

(地域農業水利施設保全型) 

実施年度 平成 21年度 平成 23年度 

対象施設 
支線排水路 30路線の 

道路横断暗渠 122か所 

支線排水路 25路線の 

道路横断暗渠 40か所 

実施方法 
外部委託 

(内外エンジニアリング株式会社) 

外部委託 

(秋田県土地改良事業団体連合会) 

実施費用 15,400千円 3,713千円 

機能保全計画 

策定時期 
平成 22年３月 平成 24年３月 

保全対策の内容 

コルゲート管 99か所 

：直ちに更新（全て健全度はＳ－１） 

ヒューム管 23か所 

：５年以内に更新 

コルゲート管 39か所 

：直ちに更新 

ヒューム管１か所 

：直ちに更新 

保全対策費用 約 16億 9,900万円 約 34億 9,600万円 (注１) 

備 考 － 
秋田県が、計画に基づく対策工事を今年度

から実施予定 (注２) 

(注)１ 当該費用には、耐用年数が到来する 40年後に再更新する費用が算入されている。 

２ 当該対策工事は、戦略作物生産拡大関連緊急基盤整備事業により実施される。 
 

（注）当省の調査結果による。 

 

 

 

 

 

- 44 -



表１-(1)-ｱ-㉓ 県が国営造成施設の機能保全計画の作成及び機能保全対策を実施している例 

事務所 事例の概要 

中国 広島県は、国の委託を受けて管理する国営造成施設の三川ダムについて、翌年度に「基

幹水利施設ストックマネジメント事業三川２期地区」を行うべく、平成 19年度に、採択申

請書の作成と併せ、機能保全計画を作成している。これは、国の補助を受けず県単独の事

業として実施している。 

 他方、中国土地改良調査管理事務所は、三川ダムについて国営造成水利施設保全対策指

導事業による機能保全計画を作成していない。 

 そして、広島県は、予定工期を平成 20 年度から 24 年度まで、総事業費３億円を予定す

る「県営基幹水利施設ストックマネジメント事業三川２期地区」を行い、同県が作成した

機能保全計画に基づく機能保全対策として、取水設備、放流設備等の更新、補修を実施し

ている。 

  

（注）当省の調査結果による。 

 

 

 

 

- 45 -



１ 農業水利施設の適切かつ効果的なストックマネジメントの推進 

 ⑴ 国営造成施設の適切かつ効果的なストックマネジメントの推進 

勧          告 説明図表番号 

  イ 適切な機能診断の実施及び機能保全計画の作成の徹底 

【制度の概要】 

(ｱ) 機能診断から機能保全計画の作成までの手順については、「農業水利施設の機能

保全の手引き」によると、おおむね次のとおりとなっている。 

① 機能診断調査 

対象施設の機能全般について全容を把握するとともに、施設の劣化予測や対

策工法の検討に必要な事項について、ⅰ）事前調査、ⅱ）現地踏査及びⅲ）現

地調査の３段階を基本に調査を行う。 

 現地調査では、所要の地点で、近接目視、計測、試験等による定量的な専門

調査が、当該手引きに示された「現地調査（定点調査）票」の様式を用いて行

われる。 

② 機能診断評価 

 劣化予測や対策工法の検討を行うため、機能診断調査の結果明らかとなった

施設状態に基づき、内部要因（部材の劣化など）、外部要因（外力による変形な

ど）及びその他の要因（部材同士のズレなど）それぞれについて変状の程度を

評価し、これを踏まえ総合的に対象施設の健全度について評価を行う。健全度

は、Ｓ－５（対策不要）からＳ－１（要改築）までの指標で表すとされている。 

機能診断評価による施設の健全度の判定は、当該手引きに示された「施設状

態評価表」の様式を用いて行われる。 

③ 性能の劣化予測、対策工法の検討 

機能診断の結果に基づき、施設の性能の劣化予測を行う。予測の結果を踏ま

え、対策の要否、対策工法とその実施時期の組合せ（シナリオ）を検討する。

個々の施設の変状に対して技術的に適用可能な対策は、対策の実施時期と対策

工法の組合せにより様々存在するため、技術的かつ経済的に妥当であると考え

られる対策の組合せを検討シナリオとして複数仮定する。 

④ 機能保全コスト算定 

複数仮定したシナリオごとに、検討対象期間（40 年間を基本）の機能保全に

要する経費の総額から、期間終了時の残存価値を控除した上で、社会的割引率

により現在価値に換算した機能保全コスト（注）を算定する。 

（注） ストックマネジメントは、建設から廃棄までのライフサイクルコストを低減させる取

組であるが、農林水産省では、ⅰ）廃棄を想定するものは多くなく、ライフサイクルを

想定し難いこと、ⅱ）現状の施設性能を今後どのように保全するかを検討するものであ

ることなどから、機能診断の直後から一定期間（40年間を基本）に発生する機能保全の

ためのコストについて、最も経済的な手法を選択することとしている。 

 

⑤ 機能保全計画策定 

複数仮定したシナリオごとの機能保全コストを比較し、その中で最も経済的

なものを最適シナリオとして選択することを基本としながら、土地改良区等の

施設管理者や関係行政機関等の関係者の意向や意見を踏まえるプロセスを経た

 

 

表 1-(1)-ｱ-③

（再掲） 
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上で、機能保全計画として取りまとめる。 

 

また、当該手引きによると、ストックマネジメントの考え方は、農業水利施設

の有する機能に着目し、その性能を最適な手法によって一定の範囲に維持するこ

とであり、その際、どこまでの性能低下を許容するかを明確にすることが必要と

されている（以下、性能低下を許容できる限界の水準のことを「管理水準」とい

う。）。さらに、管理水準は、個々の施設における農業面の重要性や環境への配慮、

災害リスクなどを総合的に勘案して、これを定める必要があるとされている。 

 機能診断の結果及び機能保全計画の内容については、施設管理者に示して十分

に理解を得るとともに、データベースに蓄積して、より高度な機能診断等に反映

することが求められている。 

 

(ｲ) 機能保全計画については、「国営造成水利施設保全対策指導事業実施要領」（平

成 15年４月１日付け 14農振第 2538 号農村振興局長通知）において、ⅰ）施設現

況調査（構造物の環境条件、変状、使用状況等）の概要及び結果、ⅱ）施設機能

診断（劣化度合いの測定等）の概要及び結果、ⅲ）劣化原因究明のための構造物

の監視並びにⅳ）機能保全対策（対策工法、対策時期、概略対策費）について、

別に定める様式により作成するとされている。当該様式では、機能保全対策につ

いては、ⅰ）対策工法、ⅱ）対策時期、ⅲ）機能保全コスト算定及びⅳ）施設監

視計画の別に分けて記載するものとされている。 

 なお、機能保全計画書の様式が農林水産省本省から各地方農政局等に参考とし

て示されたことはあるが、細かい記載要領は定められていない。 

 

【調査結果】 

(ｱ) 機能診断 

国営造成水利施設保全対策指導事業による国営造成施設の機能診断の実施状況

について調査したところ、以下のとおり機能診断結果に疑問があるものがみられ

た。 

 調査した 13土地改良調査管理事務所が平成 20年度から 23年度までに作成した

69件の機能保全計画を抽出し、当該計画に係る機能診断の結果をみたところ、 

ⅰ）水路の現地調査票では、水路背面の空洞化が全体的にあるとされているにも

かかわらず、当該施設の健全性に係る施設状態評価表では、健全度がＳ－５（対

策不要）と評価されている。現地調査が正しいとすれば、健全度はＳ－３（補

修又は補強を要する程度）となり、調査と評価が一致しておらず、いずれの信

頼性にも疑問があるもの 

ⅱ）頭首工の鉄筋の強度を測定した反発度試験の記録によると健全度はＳ－３（補

修又は補強を要する程度）となるはずが、当該施設の健全性に係る施設状態評

価表ではＳ－５（対策不要）と評価されており、試験結果と一致しておらず、

いずれの信頼性にも疑問があるもの 

ⅲ）頭首工の現地調査票では、異常な河床洗掘（注）等の変状はないとされている

にもかかわらず、当該施設の健全性に係る施設状態評価表では、これと異なり、
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（再掲） 
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部分的に変状があるとされ、健全性がＳ－３（補修又は補強を要する程度）と

評価されており、調査と評価が一致しておらず、いずれの信頼性にも疑問があ

るもの 

など、機能診断結果に疑問があるものが計 22件の計画であった。したがって、こ

の結果に基づき作成された機能保全計画の正確性にも疑問がある。 

（注） 流水等により河床の土砂が洗い流されること。 

 

また、機能診断で整理した現地調査の結果や施設状態の評価結果は、農業水利

ストック情報データベースに蓄積されて、次回の機能診断を行う際の基礎資料と

なり、各回の記録の比較を行うことにより、施設の劣化傾向・予測の分析が行わ

れるものである。さらに、当該データベースに多くの施設の各種情報が蓄積され

ることで、これを基にした様々な統計分析や劣化曲線の分析等の精度が増すもの

と考えられている。 

このため、上記のように、現地調査の結果や施設状態の評価結果の正確性に疑

問がある場合には、そもそも機能診断を継続的に実施したとしても、精度の高い

劣化予測等を立てることは困難となり、ひいては機能診断の信頼性を損なうこと

となりかねない。 

 

(ｲ) 機能保全計画 

国営造成水利施設保全対策指導事業による国営造成施設の機能保全計画の作

成状況について調査したところ、以下のような状況がみられた。 

① 調査した 13 土地改良調査管理事務所が平成 20 年度から 23 年度までに作成

した 69 件の機能保全計画を抽出し、当該計画の内容をみたところ、管理水準

について、作業を受託した事業者の作成した結果報告書の中に記載があるもの

等が一部であったが、機能保全計画の中で、管理水準が具体的かつ明確に設定

されているものはなかった。 

 管理水準の設定は、ストックマネジメントの考え方の基本に位置するもので

あることから、機能保全計画を作成する際の作業で明らかにするだけでなく、

施設管理者も理解できるよう、機能保全計画にも適切にこれを明記して、施設

管理者と共有するべきものと考えられる。 

 

② 調査した 13 土地改良調査管理事務所のうち２事務所（札幌及び旭川開発建

設部）では、機能診断の結果、施設の健全度がＳ－５又はＳ－４の場合には、

施設の性能の劣化予測及び対策工法の検討を行っていない。 

    これら２事務所は、その理由について、Ｓ－４は「経過観察」、Ｓ－５は「対

策不要」の意味であり、いずれも、当面、補修等の機能保全対策が不要である

ことから、劣化予測や工法の検討を必要としないためとしている。しかし、施

設の劣化状況が軽度で対策を講じない施設であっても、劣化予測を行い、劣化

予測が困難な場合には、変状の変化について継続監視とする対応もストックマ

ネジメントの重要な視点であることを踏まえると、適切ではないと考えられ

る。 
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③ 上記 69 件の機能保全計画の内容をみたところ、 

ⅰ）機能診断で把握した調査地点の健全度と機能保全計画に記載されている健

全度とが一致していないもの 

ⅱ）一致するはずの機能保全コストの金額や比較するシナリオの内容が記載箇

所で食い違っているもの 

ⅲ）機能保全コストが時間の経過によりどのように変化するかを表すグラフが

不正確なもの 

など、機能保全計画の内容の正確性に疑問があるものが計 44 件の計画であっ

た。 

 

また、上記 69件の機能保全計画のうち 28件で、機能保全計画の冒頭にある

総括表に関して不適切な点がみられた。総括表は、その機能保全計画の内容を

要約しており、これを見ることで計画の内容が理解できるよう作成されている

ものである。それにもかかわらず、不適切な点が多くみられたことは、機能保

全計画の提供を受けた施設管理者がその内容を正しく理解できず、国が作成す

る機能保全計画に対する信頼性を損なうこととなりかねない。 

 ストックマネジメントの取組を効果的に進める上では、施設管理者の理解を

適切に得ることが必要不可欠であることから、機能保全計画については、正確

な内容を分かりやすく施設管理者に提供することが重要であると考えられる。 

 

④ 調査した 13 土地改良調査管理事務所のうち１事務所（利根川水系）におい

て、機能保全計画の全体版ではなく、最適シナリオだけを抜粋し、これと比較

したシナリオ部分を除いた機能保全計画を施設管理者に提供している例がみ

られた。このような事例が生じた原因は不明であるが、ストックマネジメント

の取組を効果的に実施する上では、施設管理者の適切な理解を確保することが

重要であるため、適切な情報提供が必要であると考えられる。 

 

上記(ｱ)及び(ｲ)のような状況がみられた原因としては、農林水産省においては、

ストックマネジメントの取組を一層推進するため、平成 23 年度に土地改良調査管

理事務所に 175人の定員を振り替えて（うちストックマネジメント担当を 105人増）

対応に当たっているものの、機能診断の実施及び機能保全計画の作成の業務の一部

を外部の事業者に委託しており、その業務の過程において適切な指導を十分に実施

できておらず、また、納品前に成果物の確認を確実に行っていないことが考えられ

る。 

また、機能保全計画について、農林水産省では、統一的な様式、記載の要領等を

定めておらず、各作成者の判断に委ねていることも原因と考えられる。 

 

不適切な機能診断結果及び機能保全計画をそのまま施設管理者等が参照するこ

とは適切ではないことから、本調査で指摘したものについて見直すとともに、本調

査の対象としていないものについても点検し、必要に応じて見直すことが必要であ
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ると考えられる。 

 

【所見】 

 したがって、農林水産省は、ストックマネジメントの適切かつ効果的な実施を確保

する観点から、以下の措置を講ずる必要がある。 

① 機能診断における現地調査及び施設状態の評価について、現地調査（定点調査）

票及び施設状態評価表を適期に点検して、その正確性を確保することができるよう

業務の実施方法を見直し、それに即して機能診断業務を適切に行うこと。 

 

② 機能保全計画に対する施設管理者の適切な理解が確保されるよう、各項目の記載

内容を明確にするなど、機能保全計画書の統一的な作成要領を定めること。 

 また、機能保全計画を作成するに当たっては、機能保全計画案について、その内

容を適期に点検して、不正確な内容を改めることができるよう業務の実施方法を見

直し、それに即して機能保全計画の作成業務を適切に行うこと。 

 さらに、作成した機能保全計画を適切に施設管理者に交付すること。 

 

③ 本調査で指摘した機能診断における不適切な例及び機能保全計画における不適切

な例については、適切なものに改めるとともに、施設管理者に対し、正確な機能診

断結果に基づく正確な機能保全計画を再度、提供すること。 

 また、これまで実施された機能診断及びこれまで作成された機能保全計画の一斉

点検を行い、必要に応じて機能保全計画の見直しを行うこと。 

 

 

- 50 -



 

表１-(1)-ｲ-① 健全度指標の概要 

 

 
（注） 「農業水利施設の機能保全の手引き」から抜粋した。 
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事
務

所
名

○
○

事
務

所
地

区
名

施
設

名

１
．

総
括

表
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

２
．

施
設

現
況

調
査

　
（
１

）
施

設
調

書
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

　
（
２

）
施

設
管

理
状

況
及

び
課

題
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

３
．

施
設

機
能

診
断

　
（
１

）
施

設
機

能
診

断
調

査
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

　
（
２

）
施

設
機

能
診

断
評

価
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

４
．

機
能

保
全

対
策

　
（
１

）
対

策
工

法
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

　
（
２

）
対

策
時

期
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

　
（
３

）
機

能
保

全
コ

ス
ト

算
定

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

　
（
４

）
施

設
監

視
計

画
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

＜
機

能
保

全
計

画
　

目
次

＞

○
○

農
政

局
　

国
営

か
ん

排
○

○
地

区
○

○
幹

線
水

路

機
能

保
全

計
画

平
成

○
○

年
○

月

表
１
-
(
1
)
-
ｲ
-
②
 

機
能
保
全
計
画
の

様
式
・
記
載
例
 

                                     

１
．

総
括

表
（
様

式
１

）

受
益

面
積

施
設

管
理

者

着
工

完
成

ｈ
ａ

1
9
7
7

1
9
7
8

4
,2

0
0

構
造

物
１

構
造

物
２

構
造

物
３

設
備

全
体

備
考

1
0
,0

0
0

2
2
,6

5
9

1
2
,1

5
1

6
,5

8
6

6
1
2

1
2
,7

6
3

当
面

必
要

な
対

策

－
－

－
－

－

1
4
5
,4

7
8

1
4
7
,8

9
5

2
0
9
,5

1
8

7
0
7

1
4
8
,6

0
2

将
来

必
要

な
対

策

1
0
,9

3
9

2
1
,0

5
1

2
0
,9

6
1

1
0

2
1
,0

6
1

1
5
7
,1

9
8

1
3
8
,9

9
5

1
9
5
,1

4
3

1
,3

0
9

1
4
0
,3

0
4

Σ
（
①

～
④

）
－

⑤

１ 施 設 現 況 調 査

施
設

現
状

及
び

課
題

（
聞

き
取

り
結

果
）

　
○

○
幹

線
水

路
は

、
供

用
開

始
後

○
○

年
間

が
経

過
し

て
お

り
、

水
路

側
壁

及
び

底
面

の
摩

耗
や

一
部

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
欠

損
、

ひ
び

割
れ

が
確

認
さ

れ
て

い
る

。
特

に
○

○
分

水
工

の
上

流
左

岸
側

壁
、

○
○

落
差

工
の

下
流

3
0
m

付
近

の
側

壁
に

お
い

て
漏

水
が

見
つ

か
っ

て
お

り
、

応
急

措
置

が
図

ら
れ

て
い

る
。

そ
の

他
の

部
分

に
お

い
て

は
、

外
観

に
変

状
は

見
ら

れ
な

い
。

　
本

施
設

に
お

い
て

は
、

毎
年

度
の

通
水

前
に

一
斉

清
掃

に
併

せ
て

目
視

点
検

を
実

施
。

昭
和

○
年

に
災

害
の

た
め

、
N

o
○

～
○

に
つ

い
て

改
築

工
事

が
あ

っ
た

。
昭

和
○

年
に

初
め

て
漏

水
事

故
が

発
生

。
数

年
お

き
に

小
規

模
な

補
修

を
実

施
。

直
近

で
は

、
平

成
○

年
○

月
に

N
o
○

に
お

い
て

漏
水

事
故

に
伴

う
補

修
が

行
わ

れ
て

い
る

。

２ 施 設 機 能 診 断 調 査

事
前

調
査

現
地

踏
査

（
概

査
）

現
地

調
査

（
精

査
）

構
造

等

施
設

名
称

（
施

設
番

号
）

造
成

工
期

国
営

か
ん

排
○

○
地

区
（
工

期
：
1
9
6
7
～

1
9
8
2
）

（
擁

壁
型

）
フ

ル
ー

ム
水

路
、

（
箱

形
・
方

形
）
現

場
打

ち
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
暗

き
ょ

(0
3
0
9
1
0
0
0
2
0
0
0
3
)

○
○

幹
線

水
路

造
成

事
業

○
○

土
地

改
良

区

○
○

に
よ

る
劣

化
が

推
定

さ
れ

る
○

○
～

○
○

区
間

、
○

○
～

○
○

区
間

に
お

い
て

、
原

因
究

明
の

た
め

計
画

的
な

施
設

監
視

を
行

う
も

の
と

す
る

。

４ 機 能 保 全 対 策

性
能

低
下

予
測

と
対

策
工

法
の

検
討

結
果

よ
り

機
能

保
全

対
策

時
期

を
供

用
開

始
か

ら
3
0
年

目
、

3
5
年

目
、

3
7
年

目
、

4
2
年

目
、

5
2
年

目
、

6
0
年

目
に

設
定

し
た

。

施
設

監
視

計
画

機
能

保
全

シ
ナ

リ
オ

毎
に

今
後

４
０

年
間

に
発

生
す

る
機

能
保

全
コ

ス
ト

を
以

下
の

と
お

り
算

定
し

た
。

①
調

査
費

機
能

保
全

コ
ス

ト
、

施
設

の
立

地
条

件
及

び
シ

ナ
リ

オ
毎

に
想

定
さ

れ
る

○
○

○
、

○
○

○
等

を
総

合
的

に
評

価
し

、
構

造
物

２
の

シ
ナ

リ
オ

に
よ

る
機

能
保

全
対

策
を

計
画

し
、

当
面

必
要

な
保

全
対

策
工

事
は

以
下

の
と

お
り

で
あ

る
。

・
打

換
え

工
法

（
測

点
N

o
.3

7
+
2
1
.5

～
N

o
.3

8
＋

6
9
.5

　
L
=
1
4
8
m

）
　

1
2
,1

5
1
千

円
（
参

考
）

機
能

保
全

コ
ス

ト
低

減
率

　
（
1
-
（
1
3
8
,9

9
5
／

1
9
5
,1

4
3
）
）
×

1
0
0
＝

2
8
.8

％
　

※
事

後
保

全
型

の
構

造
物

３
を

従
来

型
と

仮
定

し
て

算
定

。
（
注

）
低

減
率

は
、

管
理

実
績

等
よ

り
従

来
の

管
理

に
近

い
シ

ナ
リ

オ
の

機
能

保
全

コ
ス

ト
と

の
差

額
を

従
来

の
機

能
保

全
コ

ス
ト

で
除

し
て

算
定

す
る

②
事

業
費

③
維

持
管

理
費

機
能

保
全

コ
ス

ト
算

定

健
全

度
評

価
の

結
果

を
基

礎
と

し
、

標
準

の
単

一
劣

化
曲

線
に

基
づ

き
健

全
度

評
価

区
分

毎
に

性
能

低
下

予
測

を
行

っ
た

結
果

、
施

設
機

能
が

喪
失

又
は

著
し

く
低

下
す

る
S
-
1
評

価
と

な
る

ま
で

の
期

間
は

、
○

○
～

○
○

区
間

に
代

表
さ

れ
る

S
-
4
評

価
区

間
に

お
い

て
は

経
過

年
数

○
年

目
（
今

後
○

年
間

）
、

○
○

～
○

○
区

間
に

代
表

さ
れ

る
S
-
3

評
価

区
間

（
全

線
の

○
％

）
に

お
い

て
は

経
過

年
数

○
年

目
（
今

後
○

年
間

）
、

S
-
2
評

価
の

○
○

～
○

○
区

間
（
全

線
の

○
％

）
は

経
過

年
数

○
年

目
（
今

後
○

年
間

）
と

な
っ

た
。

ま
た

、
個

別
に

評
価

し
た

○
○

区
間

に
つ

い
て

は
、

○
○

の
式

に
よ

り
、

経
過

年
数

○
年

目
（
今

後
○

年
間

）
と

し
た

。

劣
化

要
因

健
全

度
評

価

現
地

調
査

の
結

果
、

○
○

～
○

○
区

間
及

び
○

○
～

○
○

区
間

（
全

線
の

○
％

）
に

つ
い

て
は

S
-
4
、

○
○

～
○

○
区

間
に

代
表

さ
れ

る
グ

ル
ー

プ
（
全

線
の

○
％

）
に

つ
い

て
は

S
-
3
、

○
○

～
○

○
区

間
（
全

線
の

○
％

）
は

S
-
2
で

あ
っ

た
。

ま
た

、
個

別
評

価
と

し
た

○
○

区
間

に
つ

い
て

は
、

○
○

を
劣

化
要

因
と

し
て

○
○

の
検

討
を

行
い

、
○

○
と

評
価

し
た

。

規
格

・
規

模

・
施

設
全

線
の

遠
隔

目
視

調
査

(L
=
4
,2

1
5
m

)　
を

実
施

し
、

現
地

調
査

地
点

及
び

調
査

項
目

を
決

定

H
1
.3

5
×

B
2
.6

5
～

2
.3

5
　

　
L
=
2
8
,5

6
0
m

Ｑ
m

ax
=
6
.5

0
m

3
/
s

・
近

接
目

視
　

４
２

地
点

・
簡

易
測

定
調

査
　

一
式

　
（
ひ

び
割

れ
、

材
料

劣
化

及
び

目
地

変
状

４
２

点
、

圧
縮

試
験

(反
発

硬
度

法
)１

４
地

点
、

中
性

化
３

点
）

・
鉄

筋
探

査
　

３
ヶ

所

機
能

保
全

コ
ス

ト

④
更

新
及

び
対

策
費

⑤
残

存
価

値

項
目

３ 施 設 機 能 診 断 評 価

対
策

時
期

対
策

工
法

本
地

域
の

○
○

、
○

○
及

び
近

傍
の

対
策

事
例

を
考

慮
し

、
各

評
価

区
間

、
健

全
度

評
価

に
応

じ
た

対
策

を
選

定
し

た
。

S
-
4
評

価
に

つ
い

て
は

継
続

使
用

、
S
-
3
区

間
の

○
○

を
主

要
な

劣
化

要
因

と
す

る
場

合
は

○
○

を
目

的
と

し
た

○
○

工
法

、
○

○
の

場
合

は
○

○
工

法
、

S
-
2
区

間
の

○
○

は
○

○
の

た
め

○
○

工
法

、
S
-
1
の

○
○

に
お

い
て

は
○

○
工

法
、

そ
の

他
は

○
○

工
法

と
し

た
。

個
別

区
間

の
○

○
に

お
い

て
は

○
○

の
目

的
か

ら
○

○
工

法
と

し
た

。

水
路

構
造

及
び

現
地

調
査

結
果

に
基

づ
き

、
○

○
区

間
に

お
い

て
劣

化
要

因
を

推
定

し
た

。
主

な
劣

化
要

因
と

し
て

、
①

経
過

年
数

3
0
年

間
の

通
水

に
よ

る
磨

耗
・
す

り
へ

り
（
内

部
要

因
）
が

概
ね

全
線

の
側

壁
、

底
面

に
わ

た
り

進
行

②
さ

び
汁

を
伴

う
ひ

び
割

れ
（
N

o
○

○
）
が

発
生

。
○

○
区

間
に

つ
い

て
は

○
○

に
よ

る
影

響
と

想
定

さ
れ

る
こ

と
か

ら
個

別
に

評
価

を
実

施
。

③
軽

微
な

ひ
び

割
れ

が
○

○
区

間
で

発
生

。
現

時
点

に
お

い
て

は
要

因
・
進

行
性

は
確

認
で

き
て

い
な

い
。

性
能

低
下

予
測
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２
．

施
設

現
況

調
査

　
（
１

）
施

設
調

書
（
様

式
２

）

(1
)造

成
事

業
・
地

区
名

称
国

営
か

ん
が

い
排

水
事

業
　

　
○

○
地

区

(2
)事

業
目

的

（
造

成
時

）
（
現

　
況

）

水
田

：
3
,5

0
0

h
a

3
,3

0
0

h
a

畑
：

1
,0

0
0

h
a

1
,1

0
0

h
a

そ
の

他
：

5
0
0

h
a

4
0
0

h
a

小
計

5
,0

0
0

h
a

4
,8

0
0

h
a

(4
)関

係
市

町
村

○
○

市
、

○
○

市
、

○
○

町
、

○
○

町
、

○
○

町
、

○
○

村
（
全

２
市

３
町

１
村

）

(5
)総

事
業

費
4
5
0

億
円

　
　

　
　

　
（

1
9
8
3

年
単

価
）

(6
)施

設
管

理
者

○
○

土
地

改
良

区

(7
)造

成
施

設
工

　
　

種

ダ
ム

○
ヶ

所
○

○
ダ

ム
、

○
○

調
整

池

頭
首

工
○

ヶ
所

○
○

頭
首

工
、

○
○

頭
首

工

水
門

○
ヶ

所
○

○
樋

門

水
管

理
施

設
○

式
○

○
管

理
セ

ン
タ

ー
（
親

局
１

、
子

局
2
3
）

機
場

○
ヶ

所
○

○
用

水
機

場
、

○
○

排
水

機
場

水
路

○
条

○
○

幹
線

水
路

、
○

○
排

水
路

(1
)施

設
名

称
○

○
幹

線
水

路

(2
)造

成
経

緯
（
本

体
工

事
）

昭
和

4
1
年

/
1
9
6
6
年

～
昭

和
4
6
年

/
1
9
7
1
年

（
供

用
開

始
年

）
昭

和
5
1
年

/
1
9
7
6
年

（
経

過
年

数
）

3
0
年

（
2
0
0
6
年

時
点

）

(3
)施

設
受

益
面

積
8
0
0

h
a　

　
～

5
0
0

h
a

(4
)計

画
最

大
通

水
量

○
○

m
3
/
s　

～
○

○
m

3
/
s

(5
)施

設
別

事
業

費
5
3
5
,9

6
0

千
円

(6
)規

模
及

び
主

要
構

造
（
延

長
）
Ｌ
＝

1
1
,5

2
0

ｍ
※

工
種

に
応

じ
て

項
目

を
適

宜
修

正

（
主

要
構

造
）

現
場

打
ち

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

開
水

路
(H

2
.5

×
B

3
.1

)

現
場

打
ち

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

開
水

路
(H

2
.5

×
B

3
.0

)

現
場

打
ち

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

開
水

路
(H

2
.2

×
B

3
.0

)

現
場

打
ち

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

開
水

路
(H

2
.0

×
B

2
.5

)

(7
)そ

の
他

の
諸

元
次

頁
の

施
設

諸
元

台
帳

を
参

照
※

農
業

水
利

ス
ト

ッ
ク

情
報

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

等
の

施
設

諸
元

台
帳

を
添

付

造 成 事 業 地 区 概 要

施
　

　
設

　
　

名
　

　
称

施 設 諸 元

(3
)受

益
面

積
(h

a)

数
　

　
量

（
造

成
事

業
の

事
業

概
要

書
等

よ
り

転
記

）

　
（
２

）
管

理
状

況
及

び
課

題
（
様

式
３

）

※
施

設
を

管
理

す
る

者
か

ら
の

聞
き

取
り

内
容

を
簡

潔
に

記
載

す
る

。

※
施

設
を

管
理

す
る

者
か

ら
の

聞
き

取
り

内
容

を
簡

潔
に

記
載

す
る

。

※
施

設
を

管
理

す
る

者
か

ら
の

聞
き

取
り

内
容

を
簡

潔
に

記
載

す
る

。

※
施

設
を

管
理

す
る

者
か

ら
の

聞
き

取
り

内
容

を
簡

潔
に

記
載

す
る

。

※
施

設
を

管
理

す
る

者
か

ら
の

聞
き

取
り

内
容

を
簡

潔
に

記
載

す
る

。

点
検

整
備

費
施

設
管

理
費

施
設

費
調

査
費

諸
油

脂
費

整
備

補
修

費
電

力
費

管
理

諸
費

事
務

費
計

1
9
8
0

0

1
9
8
1

0

1
9
8
2

0

1
9
8
3

0

1
9
8
4

0

・
・
・
・

0

・
・
・
・

0

・
・
・
・

0

2
0
0
1

0

2
0
0
2

0

2
0
0
3

0

2
0
0
4

0

2
0
0
5

0

2
0
0
6

施
設

の
部

位
規

模
数

量

1
9
8
5

○
○

幹
線

水
路

補
修

工
事

N
o
○

～
○

6
,0

0
0

1
9
9
5

○
○

幹
線

水
路

漏
水

事
故

復
旧

工
事

N
o
○

～
○

1
2
m

年
月

日
整

備
内

容
費

用
（
千

円
）

注
１

）
管

理
費

の
各

項
目

に
つ

い
て

は
、

「
農

業
水

利
ス

ト
ッ

ク
情

報
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
調

査
入

力
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
を

参
照

。

注
２

）
維

持
管

理
費

、
補

修
履

歴
、

点
検

履
歴

の
情

報
は

、
原

則
と

し
て

「
農

業
水

利
ス

ト
ッ

ク
情

報
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
」
か

ら
転

記
す

る
。

会
計

年
度

管
理

費
事

業
種

別

部
分

断
面

補
修

　
一

式
部

分
断

面
補

修

年
度

工
事

件
名

補
　

　
修

　
　

工
　

　
事

　
　

内
　

　
容

目
的

備
考

工
事

費
（
千

円
）

施
工

業
者

事
故

の
復

旧
工

事
開

削
工

法
（
現

路
線

の
付 理
由

工
法

業
者

点
検

区
分

施 設 の 管 理 状 況 及 び 課 題

(1
)管

理
組

織
及

び
体

制
等

(3
)施

設
保

全

事
業

種
別

維 持 管 理 費 補 修 履 歴 点 検 履 歴

(2
)水

利
用

(4
)環

境
配

慮

(5
)そ

の
他

場
所
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３
．

施
設

機
能

診
断

（
１

）
施

設
機

能
診

断
調

査
　

　
１

）
事

前
調

査
（
土

木
構

造
物

、
問

診
結

果
）

（
様

式
４

－
１

）

延
長

又
は

数
量

(m
)

構
造

物
目

地
部

周
辺

地
盤

通
水

性
水

位
の

維
持

○
○

幹
線

水
路

N
O

.2
0
＋

7
7
.3

5
～

N
o
.2

5
+
8
6
.5

0
開

水
路

5
0
9
.1

5
H

1
.3

5
m

×
B

2
.6

5
m

異
常

な
し

異
常

あ
り

①
異

常
な

し
異

常
な

し
異

常
な

し
異

常
な

し

N
o
.2

5
+
8
6
.5

0
～

N
o
.3

7
+
1
6
.5

0
開

水
路

7
9
1
.5

0
H

1
.3

5
m

×
B

2
.4

0
m

異
常

あ
り

④
異

常
な

し
異

常
な

し
異

常
な

し
異

常
な

し
異

常
な

し

N
o
.3

7
+
1
6
.5

0
～

N
o
.3

8
+
6
9
.5

0
開

水
路

1
4
8
.0

0
H

1
.3

5
m

×
B

2
.4

0
m

異
常

あ
り

⑤
異

常
な

し
異

常
な

し
異

常
な

し
異

常
な

し
異

常
な

し

N
o
.3

8
+
6
9
.5

0
～

N
o
.4

0
+
2
0
.0

0
開

水
路

1
4
9
.8

6
H

1
.3

5
m

×
B

2
.4

0
m

異
常

な
し

異
常

な
し

異
常

な
し

異
常

な
し

異
常

な
し

異
常

な
し

N
o
.4

0
+
2
0
.0

0
～

N
o
.4

3
+
3
8
.8

0
開

水
路

2
2
8
.8

0
H

1
.3

5
m

×
B

2
.4

0
m

異
常

あ
り

②
異

常
あ

り
①

異
常

な
し

異
常

あ
り

①
異

常
あ

り
②

異
常

な
し

N
o
.4

3
+
3
8
.8

0
～

N
o
.4

7
+
3
1
.2

0
開

水
路

3
9
2
.4

0
H

1
.3

5
m

×
B

2
.3

5
m

異
常

な
し

異
常

な
し

異
常

な
し

異
常

な
し

異
常

な
し

異
常

な
し

N
o
.4

7
+
3
1
.2

0
～

N
o
.4

8
+
1
4
.7

6
開

水
路

7
1
.9

6
H

1
.3

5
m

×
B

2
.3

5
m

異
常

な
し

異
常

な
し

異
常

な
し

異
常

な
し

異
常

な
し

異
常

な
し

※
調

査
結

果
の

記
載

に
つ

い
て

は
、

「
農

業
水

利
施

設
の

機
能

保
全

の
手

引
き

」
参

考
資

料
編

　
様

式
を

参
照

。

事
前

調
査

結
果

施
設

名
形

式
規

格
・
規

模
環

境
水

理
・
水

利
用

上
の

異
常

構
造

上
の

変
状

区
間

又
は

部
位

　
　

２
）
現

地
踏

査
及

び
現

地
調

査
の

内
容

（
様

式
５

）

調
査

内
容

調
査

数
量

調
査

目
的

・
理

由
等

整
理

番
号

備
考

遠
隔

目
視

目
視

　
L
=
4
,2

1
5
m

概
況

の
把

握
、

計
測

診
断

の
定

点
設

定

近
接

目
視

目
視

４
２

点
現

地
踏

査
に

お
い

て
選

定
し

た
定

点
の

材
料

劣
化

、
変

形
・
歪

み
、

目
地

変
状

、
地

盤
変

形
等

を
把

握
す

る
た

め
標

準
評

価
項

目

簡
易

測
定

調
査

ひ
び

割
れ

４
２

点
現

地
踏

査
に

お
い

て
選

定
し

た
定

点
に

お
け

る
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

ひ
び

割
れ

幅
、

形
状

を
評

価
す

る
た

め
標

準
評

価
項

目

圧
縮

強
度

(反
発

硬
度

法
）

１
４

点
現

地
踏

査
に

お
い

て
選

定
し

た
定

点
の

圧
縮

強
度

を
評

価
す

る
た

め
標

準
評

価
項

目

中
性

化
深

さ
（
簡

便
法

）
３

点
現

地
踏

査
に

お
い

て
選

定
し

た
定

点
の

中
性

化
深

さ
を

評
価

す
る

た
め

標
準

評
価

項
目

（
詳

細
調

査
）

非
破

壊
試

験
鉄

筋
探

査
３

点
鉄

筋
被

り
測

定
（
内

部
要

因
：
中

性
化

）

（
ポ

ン
プ

設
備

）

主
ポ

ン
プ

二
次

調
査

一
式

一
次

診
断

結
果

に
よ

る
（
総

合
評

定
点

1
3
.5

）

減
速

機
二

次
調

査
一

式
一

次
診

断
結

果
に

よ
る

（
総

合
評

定
点

1
0
）

（
ゲ

ー
ト

設
備

）

扉
体

二
次

調
査

一
式

一
次

診
断

結
果

に
よ

る
（
機

能
確

認
1
3
点

）

戸
当

り
二

次
調

査
一

式
一

次
診

断
結

果
に

よ
る

（
状

態
確

認
1
3
点

、
機

能
確

認
1
0
点

）

開
閉

装
置

二
次

調
査

一
式

一
次

診
断

結
果

に
よ

る
（
状

態
確

認
1
3
点

、
機

能
確

認
1
1
点

）

注
）
整

理
番

号
は

、
機

能
診

断
調

査
の

結
果

を
記

録
し

た
調

査
票

の
整

理
番

号
を

す
べ

て
記

載
す

る
。

注
２

）
施

設
状

態
評

価
表

の
評

価
項

目
に

該
当

す
る

調
査

は
、

備
考

に
「
標

準
評

価
項

目
」
と

記
載

す
る

。

機 能 診 断 調 査 の 内 容

調
査

項
目

現 地 踏 査 現 地 調 査
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（
２

）
施

設
機

能
診

断
評

価
　

　
１

）
施

設
健

全
度

と
劣

化
要

因
（
様

式
６

）

経
過

次
回

S
-
5

S
-
4

S
-
3

S
-
2

S
-
1

年
数

診
断

年

N
o
.1

6
+
9
2
.0

0
　

～
N

o
.1

7
+
1
3
.0

1

（
N

o
.1

7
+
0
0
.0

0
　

～
N

o
.1

7
+
1
0
.0

0
)

開
水

路
H

1
.3

5
m

×
B

2
.6

5
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
4

2
1
.0

1
3
0

1
2
0
1
8

N
o
.1

7
+
1
3
.0

1
　

～
N

o
.2

0
+
7
7
.3

5

（
N

o
.1

8
+
1
0
.0

0
　

～
N

o
.1

8
+
2
0
.0

0
)

開
水

路
H

1
.3

5
m

×
B

2
.6

5
m

内
部

要
因

（
ひ

び
割

れ
・
初

期
）

S
-
4

3
6
4
.3

4
3
0

2
2
0
1
8

N
o
.2

0
+
7
7
.3

5
　

～
N

o
.2

5
+
8
6
.5

0

（
N

o
.2

0
+
5
0
.0

0
　

～
N

o
.2

0
+
6
0
.0

0
)

開
水

路
H

1
.3

5
m

×
B

2
.6

5
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
3

5
0
9
.2

3
0

3
2
0
1
3

N
o
.2

5
+
8
6
.5

0
　

～
N

o
.2

5
+
9
0
.1

0

（
N

o
.2

5
+
8
6
.5

0
　

～
N

o
.2

5
+
9
0
.1

0
)

函
渠

H
1
.3

5
m

×
B

2
.6

5
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
4

3
.6

0
3
0

1
2
0
1
8

N
o
.2

5
+
9
0
.1

0
　

～
N

o
.2

9
+
2
5
.0

0

（
N

o
.2

6
+
1
0
.0

0
　

～
N

o
.2

6
+
2
0
.0

0
)

開
水

路
H

1
.3

5
m

×
B

2
.6

5
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
4

3
3
4
.9

0
3
0

1
2
0
1
8

N
o
.2

9
+
2
5
.0

0
　

～
N

o
.3

7
+
1
6
.5

0

（
N

o
.3

0
+
1
0
.0

0
　

～
N

o
.3

0
+
2
0
.0

0
)

開
水

路
H

1
.3

5
m

×
B

2
.4

0
m

内
部

要
因

（
ひ

び
割

れ
・
Ａ

Ｓ
Ｒ

）
S
-
3

7
9
1
.5

3
0

4
2
0
1
3

N
o
.3

7
+
1
6
.5

0
　

～
N

o
.3

7
+
2
1
.5

0

（
N

o
.3

7
+
1
6
.5

0
　

～
N

o
.3

7
+
2
1
.5

0
)

函
渠

H
1
.3

5
m

×
B

2
.6

5
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
4

5
.0

0
3
0

1
2
0
1
8

N
o
.3

7
+
2
1
.5

0
　

～
N

o
.3

8
+
6
9
.5

0

（
N

o
.3

7
+
3
0
.0

0
　

～
N

o
.3

7
+
4
0
.0

0
)

開
水

路
H

1
.3

5
m

×
B

2
.4

0
m

S
-
2

1
4
8

3
0

5
2
0
1
1

N
o
.3

8
+
6
9
.5

0
　

～
N

o
.3

8
+
7
4
.5

0

（
N

o
.3

8
+
6
9
.5

0
　

～
N

o
.3

8
+
7
4
.5

0
)

函
渠

H
1
.3

5
m

×
B

2
.6

5
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
4

5
.0

0
3
0

1
2
0
1
8

N
o
.3

8
+
7
4
.5

0
　

～
N

o
.4

0
+
2
0
.0

0

（
N

o
.3

8
+
8
0
.0

0
　

～
N

o
.3

8
+
9
0
.0

0
)

開
水

路
H

1
.3

5
m

×
B

2
.4

0
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
4

1
4
9
.8

6
3
0

1
2
0
1
8

N
o
.4

0
+
2
0
.0

0
　

～
N

o
.4

1
+
1
0
.0

0

（
N

o
.4

0
+
5
0
.0

0
　

～
N

o
.4

0
+
6
0
.0

0
)

函
渠

H
1
.3

5
m

×
B

2
.4

0
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
4

9
0
.0

0
3
0

1
2
0
1
8

N
o
.4

1
+
1
0
.0

0
　

～
N

o
.4

3
+
3
8
.8

0

（
N

o
.4

1
+
5
0
.0

0
　

～
N

o
.4

2
+
5
0
.0

0
)

開
水

路
H

1
.3

5
m

×
B

2
.4

0
m

内
部

要
因

（
ひ

び
割

れ
・
Ａ

Ｓ
Ｒ

）
S
-
3

2
2
8
.8

3
0

4
2
0
1
3

N
o
.4

3
+
3
8
.8

0
　

～
N

o
.4

7
+
3
1
.2

0

（
N

o
.4

5
+
1
0
.0

0
　

～
N

o
.4

5
+
2
0
.0

0
)

開
水

路
H

1
.3

5
m

×
B

2
.3

5
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
4

3
9
2
.4

0
3
0

1
2
0
1
8

N
o
.4

7
+
3
1
.2

0
　

～
N

o
.4

7
+
4
2
.8

0

（
N

o
.4

7
+
3
1
.2

0
　

～
N

o
.4

7
+
4
2
.8

0
)

函
渠

H
1
.3

5
m

×
B

3
.6

5
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
4

1
1
.6

0
3
0

1
2
0
1
8

N
o
.4

7
+
4
2
.8

0
　

～
N

o
.4

8
+
1
4
.7

6

（
N

o
.4

7
+
7
0
.0

0
　

～
N

o
.4

7
+
8
0
.0

0
)

開
水

路
H

1
.3

5
m

×
B

2
.3

5
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
4

7
1
.9

6
3
0

1
2
0
1
8

N
o
.4

8
+
1
4
.7

6
　

～
N

o
.4

8
+
1
9
.8

6

（
N

o
.4

8
+
1
4
.7

6
　

～
N

o
.4

8
+
1
9
.8

6
)

水
路

橋
H

1
.3

5
m

×
B

2
.3

5
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
4

5
.1

0
3
0

1
2
0
1
8

N
o
.4

8
+
1
9
.8

6
　

～
N

o
.5

5
+
8
0
.2

5

（
N

o
.5

0
+
5
0
.0

0
　

～
N

o
.5

0
+
6
0
.0

0
)

開
水

路
H

1
.3

5
m

×
B

2
.3

5
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
4

7
6
0
.3

9
3
0

1
2
0
1
8

N
o
.5

5
+
8
0
.2

5
　

～
N

o
.5

5
+
8
3
.7

5

（
N

o
.5

5
+
8
0
.2

5
　

～
N

o
.5

5
+
8
3
.7

5
)

函
渠

H
1
.3

5
m

×
B

2
.3

5
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
4

3
.5

0
3
0

1
2
0
1
8

N
o
.5

5
+
8
3
.7

5
　

～
N

o
.5

6
+
4
4
.4

5

（
N

o
.5

5
+
9
0
.0

0
　

～
N

o
.5

6
+
0
0
.0

0
)

開
水

路
H

1
.3

5
m

×
B

2
.3

5
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
3

6
0
.7

3
0

3
2
0
1
3

N
o
.5

6
+
4
4
.4

5
　

～
N

o
.5

6
+
4
9
.5

5

（
N

o
.5

6
+
4
4
.4

5
　

～
N

o
.5

6
+
4
9
.5

5
)

水
路

橋
H

1
.3

5
m

×
B

2
.3

5
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
3

5
.1

3
0

3
2
0
1
3

N
o
.5

6
+
4
9
.5

5
　

～
N

o
.5

7
+
1
3
.0

0

（
N

o
.5

7
+
0
0
.0

0
　

～
N

o
.5

7
+
1
0
.0

0
)

開
水

路
H

1
.3

5
m

×
B

2
.3

5
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
3

6
3
.4

5
3
0

3
2
0
1
3

N
o
.5

7
+
1
3
.0

0
　

～
N

o
.5

7
+
1
6
.5

0

（
N

o
.5

7
+
2
0
.0

0
　

～
N

o
.5

7
+
3
0
.0

0
)

函
渠

H
1
.3

5
m

×
B

2
.3

5
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
4

3
.5

0
3
0

1
2
0
1
8

N
o
.5

7
+
1
6
.5

0
　

～
N

o
.5

9
+
0
2
.8

5

（
N

o
.5

7
+
5
0
.0

0
　

～
N

o
.5

7
+
6
0
.0

0
)

開
水

路
H

1
.3

5
m

×
B

2
.3

5
m

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

S
-
4

1
8
6
.3

5
3
0

1
2
0
1
8

0
2
,4

0
9

1
,6

5
9

1
4
8

0

※
１

）
延

長
は

、
水

路
の

場
合

に
記

載
す

る
。

※
２

）
支

配
的

な
劣

化
要

因
・
機

構
は

、
複

数
あ

る
劣

化
要

因
の

う
ち

主
た

る
も

の
に

つ
い

て
記

載
す

る
。

※
３

）
健

全
度

評
価

は
、

「
農

業
水

利
施

設
の

機
能

保
全

の
手

引
き

」
に

よ
る

「
S

-
5
」
～

「
S

-
1
」
を

基
本

と
し

、
個

別
に

別
の

指
標

を
用

い
て

評
価

し
た

場
合

は
適

宜
評

価
区

分
を

修
正

す
る

と
と

も
に

別
途

解
説

等
を

添
付

す
る

。

○
○

幹
線

水
路

内
部

要
因

（
ひ

び
割

れ
・
中

性
化

）

計
4
,2

1
5

区
間

又
は

部
位

（
調

査
地

点
）

グ
ル

ー
プ

番
号

支
配

的
な

劣
化

等
要

因
・
機

構
※

2
形

式
規

格
・
規

模
健

全
度

※
3

診
断

時

健
全

度
別

延
長

　
m

　
※

1
　

※
3

　
　

２
）
性

能
低

下
予

測
（
様

式
７

－
１

）

延
長

　
※

1
経

過
予

測
方

法
備

考

(m
)

年
数

S
-
4

S
-
3

S
-
2

S
-
1

1
2
,0

4
4
.0

S
-
4

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

3
0

単
一

劣
化

曲
線

4
2

5
2

6
0

2
3
6
4
.3

S
-
4

内
部

要
因

（
ひ

び
割

れ
・
初

期
）

3
0

単
一

劣
化

曲
線

4
2

5
2

6
0

3
6
3
8
.4

S
-
3

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

3
0

単
一

劣
化

曲
線

3
7

4
2

4
1
,0

2
0
.3

S
-
3

内
部

要
因

（
ひ

び
割

れ
・
Ａ

Ｓ
Ｒ

）
3
0

単
一

劣
化

曲
線

3
7

4
2

5
1
4
8
.0

S
-
2

内
部

要
因

（
ひ

び
割

れ
・
中

性
化

）
3
0

単
一

劣
化

曲
線

3
5

※
１

）
延

長
は

、
水

路
の

場
合

に
記

載
す

る
。

※
２

）
健

全
度

評
価

は
、

「
農

業
水

利
施

設
の

機
能

保
全

の
手

引
き

」
に

よ
る

「
S
-
5
」
～

「
S
-
1
」
を

基
本

と
す

る
が

、
個

別
に

評
価

す
る

場
合

な
ど

別
の

指
標

を
用

い
て

い
る

と
き

は
別

途
解

説
を

添
付

す
る

こ
と

。

※
３

）
劣

化
要

因
・
機

構
が

複
数

あ
る

場
合

、
主

た
る

も
の

を
記

載
す

る
。

劣
　

　
化

　
　

予
　

　
測

　
　

参
　

　
　

考
　

　
　

図

健
全

度
評

価
※

2
支

配
的

な
劣

化
等

要
因

・
機

構
　

※
3

グ
ル

ー
プ

番
号

又
は

部
位

機
能

低
下

予
測

（
経

過
年

数
）

S
-
0

S
-
1

S
-
2

S
-
3

S
-
4

S
-
5

0
1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

健全度

経
過

年
数

S
-
4

S
-
3

S
-
2

S
-
4
曲

線

S
-
3
曲

線

S
-
2
曲

線

標
準

曲
線

3
5
年

目3
7
年

目

4
2
年

目

5
2
年

目

6
0
年

目
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４
．

機
能

保
全

対
策

（
１

）
対

策
工

法
　

１
）
土

木
構

造
物

（
様

式
８

－
１

）

対
策

費
耐

用

対
策

名
対

策
工

法
名

対
策

目
的

及
び

概
要

（
円

/
m

）
年

数

S
-
4

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

継
続

使
用

（
無

対
策

）

S
-
4

内
部

要
因

（
ひ

び
割

れ
・
初

期
）

継
続

使
用

（
無

対
策

）

S
-
3

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

対
策

①
表

面
保

護
工

法

磨
耗

し
た

断
面

を
補

う
と

と
も

に
耐

摩
耗

性
を

回
復

す
る

た
め

、
○

○
に

よ
る

表
面

保
護

工
法

4
4
,5

0
0

3
0

S
-
3

内
部

要
因

（
ひ

び
割

れ
・
Ａ

Ｓ
Ｒ

）
対

策
②

表
面

保
護

工
法

劣
化

因
子

を
遮

断
し

耐
久

性
を

確
保

す
る

た
め

、
○

○
に

よ
る

表
面

保
護

工
法

4
4
,5

0
0

3
0

S
-
2

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

対
策

③
打

換
え

工
法

部
材

の
耐

荷
力

を
改

善
し

、
変

形
、

倒
壊

を
予

防
す

る
た

め
、

部
分

打
換

え
工

法
8
2
,1

0
0

4
0

S
-
2

内
部

要
因

（
ひ

び
割

れ
・
中

性
化

）
対

策
④

打
換

え
工

法

部
材

の
耐

荷
力

を
改

善
し

、
変

形
、

倒
壊

を
予

防
す

る
た

め
、

部
分

打
換

え
工

法
8
2
,1

0
0

4
0

S
-
1

内
部

要
因

（
摩

耗
・
す

り
へ

り
）

対
策

⑤
打

換
え

工
法

部
材

の
耐

荷
力

を
改

善
し

、
変

形
、

倒
壊

を
予

防
す

る
た

め
、

部
分

打
換

え
工

法
8
2
,1

0
0

4
0

S
-
1

内
部

要
因

（
ひ

び
割

れ
・
複

合
）

対
策

⑥
打

換
え

工
法

部
材

の
耐

荷
力

を
改

善
し

、
変

形
、

倒
壊

を
予

防
す

る
た

め
、

部
分

打
換

え
工

法
8
2
,1

0
0

4
0

※
１

）
健

全
度

評
価

は
、

「
農

業
水

利
施

設
の

機
能

保
全

の
手

引
き

」
に

よ
る

「
S
-
5
」
～

「
S
-
1
」
を

基
本

と
す

る
が

、
個

別
に

評
価

す
る

場
合

な
ど

別
の

指
標

を
用

い
て

い
る

と
き

は
別

途
解

説
等

を
添

付
す

る
。

健
全

度
評

価
※

１
主

要
な

劣
化

等
要

因
・
機

構
対

策
工

法

（
２

）
対

策
時

期
　

１
）
○

○
幹

線
水

路
機

能
保

全
シ

ナ
リ

オ
（
様

式
９

－
１

）

2
9

3
0

3
1

3
2

3
3

3
4

3
5

3
6

3
7

3
8

3
9

4
0

4
1

4
2

4
3

4
4

4
5

4
6

4
7

4
8

4
9

5
0

5
1

5
2

5
3

5
4

5
5

5
6

5
7

5
8

5
9

6
0

6
1

6
2

6
3

6
4

6
5

6
6

6
7

6
8

6
9

7
0

N
o
.1

6
+
9
2
.0

0
　

～
N

o
.1

7
+
1
3
.0

1
1

←
打

換
え

工
法

（
磨

耗
、

す
り

へ
り

対
策

）

N
o
.1

7
+
1
3
.0

1
　

～
N

o
.2

0
+
7
7
.3

5
2

←
打

換
え

工
法

（
ひ

び
割

れ
、

中
性

化
対

策
）

N
o
.2

0
+
7
7
.3

5
　

～
N

o
.2

5
+
8
6
.5

0
3

←
打

換
え

工
法

（
磨

耗
、

す
り

へ
り

対
策

）

N
o
.2

5
+
8
6
.5

0
　

～
N

o
.2

9
+
2
5
.0

0
1

←
打

換
え

工
法

（
磨

耗
、

す
り

へ
り

対
策

）

N
o
.2

9
+
2
5
.0

0
　

～
N

o
.3

7
+
1
6
.5

0
4

←
打

換
え

工
法

（
ひ

び
割

れ
、

中
性

化
対

策
）

N
o
.3

7
+
1
6
.5

0
　

～
N

o
.3

7
+
2
1
.5

0
1

←
打

換
え

工
法

（
磨

耗
、

す
り

へ
り

対
策

）

N
o
.3

7
+
2
1
.5

0
　

～
N

o
.3

8
+
6
9
.5

0
5

←
打

換
え

工
法

（
ひ

び
割

れ
、

中
性

化
対

策
）

N
o
.3

8
+
6
9
.5

0
　

～
N

o
.4

1
+
1
0
.0

0
1

←
打

換
え

工
法

（
磨

耗
、

す
り

へ
り

対
策

）

N
o
.4

1
+
1
0
.0

0
　

～
N

o
.4

3
+
3
8
.8

0
4

←
打

換
え

工
法

（
ひ

び
割

れ
、

中
性

化
対

策
）

N
o
.4

3
+
3
8
.8

0
　

～
N

o
.5

5
+
8
3
.7

5
1

←
打

換
え

工
法

（
磨

耗
、

す
り

へ
り

対
策

）

N
o
.5

5
+
8
3
.7

5
　

～
N

o
.5

7
+
1
3
.0

0
3

←
打

換
え

工
法

（
磨

耗
、

す
り

へ
り

対
策

）

N
o
.5

7
+
1
3
.0

0
　

～
N

o
.5

9
+
0
2
.8

5
1

←
打

換
え

工
法

（
磨

耗
、

す
り

へ
り

対
策

）

○
○

分
水

工
扉

体
○

ス
テ

ン
レ

ス
製

に
交

換
、

ゴ
ム

交
換

○
ゴ

ム
交

換
○

ゴ
ム

交
換

戸
当

り
○

ス
テ

ン
レ

ス
製

に
交

換

開
閉

機
○

本
体

交
換

（
既

設
仕

様
）

△
再

塗
装

○
ス

イ
ッ

チ
類

交
△

再
塗

装
△

再
塗

装

○
△

分
水

工
扉

体
○

ス
テ

ン
レ

ス
製

に
交

換
、

ゴ
ム

交
換

○
ゴ

ム
交

換
○

ゴ
ム

交
換

戸
当

り
○

ス
テ

ン
レ

ス
製

に
交

換

開
閉

機
○

本
体

交
換

（
既

設
仕

様
）

△
再

塗
装

○
ス

イ
ッ

チ
類

交
△

再
塗

装
△

再
塗

装

区
分

グ
ル

ー
プ

番
号

又
は

部
位

対
策

時
期

（
供

用
経

過
年

数
、

検
討

期
間

　
4
0
　

年
間

）
　

※
○

：
交

換
、

△
：
補

修
区

間
又

は
設

備

土 木 構 造 物 施 設 機 械 設 備

シ
ナ

リ
オ

参
考

図

機
能

保
全

シ
ナ

リ
オ

の
概

要

S
-
1

S
-
2

S
-
3

S
-
4

S
-
5

0
1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

健全度
経

過
年

数

○
○

幹
線

水
路

（
土

木
構

造
物

）

グ
ル

ー
プ

１
及

び
２

グ
ル

ー
プ

３
及

び
４

グ
ル

ー
プ

５
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２

）
土

木
構

造
物

機
能

保
全

シ
ナ

リ
オ

比
較

表
（
○

○
幹

線
水

路
）

（
様

式
９

－
２

）

2
9

3
0

3
1

3
2

3
3

3
4

3
5

3
6

3
7

3
8

3
9

4
0

4
1

4
2

4
3

4
4

4
5

4
6

4
7

4
8

4
9

5
0

5
1

5
2

5
3

5
4

5
5

5
6

5
7

5
8

5
9

6
0

6
1

6
2

6
3

6
4

6
5

6
6

6
7

6
8

6
9

7
0

構
造

物
１

1
S
-
4

←
対

策
①

　
2
 年

2
S
-
4

←
対

策
②

2
 年

3
S
-
3

←
対

策
①

→
←

対
策

①
2
0
 年

4
S
-
3

←
対

策
②

→
←

対
策

②
2
0
 年

5
S
-
2

←
対

策
④

　
→

0
 年

構
造

物
２

1
S
-
4

←
対

策
③

2
2
 年

2
S
-
4

←
対

策
④

2
2
 年

3
S
-
3

←
対

策
③

7
 年

4
S
-
3

←
対

策
④

7
 年

5
S
-
2

←
対

策
④

　
→

0
 年

構
造

物
３

1
S
-
4

←
対

策
③

1
2
 年

2
S
-
4

←
対

策
④

1
2
 年

3
S
-
3

←
対

策
③

1
2
 年

4
S
-
3

←
対

策
④

1
2
 年

5
S
-
2

←
対

策
④

　
→

0
 年

【
保

全
対

策
検

討
経

緯
の

説
明

】

※
１

）
健

全
度

評
価

は
、

「
農

業
水

利
施

設
の

機
能

保
全

の
手

引
き

」
に

よ
る

「
S
-
5
」
～

「
S
-
0
」
を

基
本

と
す

る
が

、
個

別
に

評
価

す
る

場
合

な
ど

別
の

指
標

を
用

い
て

い
る

と
き

は
別

途
解

説
を

添
付

す
る

こ
と

。

シ
ナ

リ
オ

参
考

図

残
耐

用
年

数
シ

ナ
リ

オ
シ

ナ
リ

オ
の

考
え

方

グ
ル

ー
プ

番
号

又
は

部
位

健
全

度
評

価
※

１

健
全

度
指

標
S
-
3
の

段
階

で
、

補
修

対
策

を
講

じ
る

予
防

保
全

的
な

機
能

保
全

シ
ナ

リ
オ

健
全

度
指

標
S
-
2
の

段
階

で
、

補
強

対
策

を
講

じ
る

予
防

保
全

的
な

機
能

保
全

シ
ナ

リ
オ

健
全

度
指

標
S
-
1
が

過
半

を
占

め
る

段
階

で
、

全
面

更
新

を
行

う
事

後
保

全
的

な
機

能
保

全
シ

ナ
リ

オ

対
策

時
期

（
供

用
経

過
年

数
、

検
討

期
間

　
4
0
　

年
間

）

S
-
1

S
-
2

S
-
3

S
-
4

S
-
5

0
1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

健全度

経
過

年
数

構
造

物
１

グ
ル

ー
プ

１
及

び
２

グ
ル

ー
プ

３
及

び
４

グ
ル

ー
プ

５

S
-
1

S
-
2

S
-
3

S
-
4

S
-
5

0
1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

健全度

経
過

年
数

構
造

物
２

グ
ル

ー
プ

１
及

び
２

グ
ル

ー
プ

３
及

び
４

グ
ル

ー
プ

５

S
-
1

S
-
2

S
-
3

S
-
4

S
-
5

0
1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

健全度

経
過

年
数

構
造

物
３

グ
ル

ー
プ

１
及

び
２

グ
ル

ー
プ

３
及

び
４

グ
ル

ー
プ

５

（
３

）
機

能
保

全
コ

ス
ト

算
定

（
様

式
１

０
－

１
）

　
１

）
機

能
保

全
コ

ス
ト

（
○

○
幹

線
水

路
全

体
）

（
単

位
：
千

円
）

対
策

時
期

区
分

数
量

（
ヶ

所
、

m
）

対
策

工
法

保
全

対
策

費
用

現
在

価
値

し
た

対
策

費
用

検
討

期
間

末
の

残
存

価
値

機
能

保
全

コ
ス

ト

3
0
年

目
土

木
構

造
物

N
o
.3

7
+
2
1
.5

0
　

～
N

o
.3

8
+
6
9
.5

0
1
4
8
.0

打
換

え
工

法
（
ひ

び
割

れ
、

中
性

化
対

策
）

1
2
,1

5
1

1
2
,1

5
1

0

3
5
年

目
施

設
機

械
設

備
○

○
分

水
工

扉
体

構
造

材
ス

テ
ン

レ
ス

製
取

り
替

え
2
0
8

1
7
1

0

水
密

部
既

設
仕

様
の

ゴ
ム

交
換

戸
当

り
取

外
し

戸
当

り
ス

テ
ン

レ
ス

製
取

り
替

え
4
6

3
8

0

開
閉

装
置

開
閉

機
本

体
既

設
仕

様
で

取
替

え
3
5
6

2
9
3

0

ス
テ

ム
ナ

ッ
ト

耐
磨

耗
仕

様
で

交
換

1
3
5

1
1
1

0

ス
ピ

ン
ド

ル
既

設
仕

様
で

取
替

え

3
7
年

目
土

木
構

造
物

N
o
.2

0
+
7
7
.3

5
　

～
N

o
.2

5
+
8
6
.5

0
5
0
9
.2

打
換

え
工

法
（
磨

耗
、

す
り

へ
り

対
策

）
4
1
,8

0
5

2
1
,4

6
2

1
,5

2
4

N
o
.5

5
+
8
3
.7

5
　

～
N

o
.5

7
+
1
3
.0

0

N
o
.2

9
+
2
5
.0

0
　

～
N

o
.3

7
+
1
6
.5

0
1
,0

2
0
.3

打
換

え
工

法
（
ひ

び
割

れ
、

中
性

化
対

策
）

8
3
,7

6
7

4
3
,0

0
3

3
,0

5
3

N
o
.4

1
+
1
0
.0

0
　

～
N

o
.4

3
+
3
8
.8

0

4
5
年

目
施

設
機

械
設

備
○

○
分

水
工

開
閉

装
置

再
塗

装
2
3

1
3

0

5
0
年

目
施

設
機

械
設

備
○

○
分

水
工

扉
体

水
密

部
既

設
仕

様
で

ゴ
ム

交
換

7
4

3
4

0

開
閉

装
置

ス
イ

ッ
チ

類
2
1

1
0

0

5
2
年

目
土

木
構

造
物

N
o
.1

6
+
9
2
.0

0
　

～
N

o
.1

7
+
1
3
.0

1
2
,0

4
4
.0

打
換

え
工

法
（
磨

耗
、

す
り

へ
り

対
策

）
1
6
7
,8

1
2

7
0
,8

1
0

1
3
,9

8
1

N
o
.2

5
+
8
6
.5

0
　

～
N

o
.2

9
+
2
5
.0

0

N
o
.3

7
+
1
6
.5

0
　

～
N

o
.3

7
+
2
1
.5

0

N
o
.3

8
+
6
9
.5

0
　

～
N

o
.4

1
+
1
0
.0

0

N
o
.4

3
+
3
8
.8

0
　

～
N

o
.5

5
+
8
3
.7

5

N
o
.5

7
+
1
3
.0

0
　

～
N

o
.5

9
+
0
2
.8

5

N
o
.1

7
+
1
3
.0

1
　

～
N

o
.2

0
+
7
7
.3

5
3
6
4
.3

打
換

え
工

法
（
ひ

び
割

れ
、

中
性

化
対

策
）

2
9
,9

0
9

1
2
,6

2
0

2
,4

9
2

5
5
年

目
施

設
機

械
設

備
○

○
分

水
工

開
閉

装
置

再
塗

装
2
3

9
0

6
5
年

目
施

設
機

械
設

備
○

○
分

水
工

扉
体

水
密

部
既

設
仕

様
で

ゴ
ム

交
換

7
4

1
9

5

開
閉

装
置

ス
イ

ッ
チ

類
2
1

5
2

再
塗

装
2
3

6
2

小
計

3
3
6
,4

4
8

1
6
0
,7

5
3

2
1
,0

6
0

1
3
9
,6

9
3

【
総

合
評

価
】

区
間

又
は

設
備

0

2
0
,0

0
0

4
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0

8
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

1
2
0
,0

0
0

1
4
0
,0

0
0

1
6
0
,0

0
0

0
1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

機能保全コスト

経
過

年
数

千
円
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（
４

）
施

設
監

視
計

画
（
様

式
１

１
）

測
点

、
部

位
等

監
視

内
容

・
項

目
監

視
頻

度
監

視
の

留
意

事
項

監
視

実
施

者
異

常
時

の
措

置
次

回
予

定
診

断
時

期

N
o
3
7
+
2
1
.5

～
N

o
3
8
+
6
9
.5

近
接

目
視

、
ひ

び
割

れ
幅

・
長

さ
年

1
回

ひ
び

割
れ

の
長

さ
方

向
に

変
化

が
見

ら
れ

た
場

合
は

調
管

所
へ

連
絡

す
る

○
○

土
地

改
良

区
○

○
課

○
係

○
○

調
管

所
保

全
対

策
課

へ
連

絡
2
0
1
2
年

N
o
4
0
～

N
o
4
0
+
3
0
.6

目
視

、
目

地
の

開
き

6
ヶ

月
○

○
土

地
改

良
区

○
○

課
○

係
○

○
調

管
所

保
全

対
策

課
へ

連
絡

〃

○
○

水
路

橋
左

岸
側

目
視

、
橋

台
の

不
同

沈
下

2
ヶ

月
○

○
土

地
改

良
区

○
○

課
○

係
○

○
調

管
所

保
全

対
策

課
へ

連
絡

2
0
1
0
年

※
監

視
項

目
、

監
視

の
留

意
事

項
は

具
体

的
な

判
断

基
準

と
そ

の
場

合
の

措
置

に
つ

い
て

記
載

す
る

こ
と

。

                                     

（
様

式
１

０
－

２
）

　
２

）
土

木
構

造
物

機
能

保
全

コ
ス

ト
比

較
表

（
○

○
幹

線
水

路
）

（
単

位
：
千

円
）

シ
ナ

リ
オ

対
策

時
期

グ
ル

ー
プ

番
号

又
は

部
位

数
量

（
ヶ

所
、

m
）

対
策

工
法

保
全

対
策

費
用

現
在

価
値

し
た

対
策

費
用

検
討

期
間

末
の

残
存

価
値

機
能

保
全

コ
ス

ト
評

価
評

価
概

要

構
造

物
１

3
0
年

目
3

5
0
9
.2

対
策

①
2
2
,6

5
9

2
2
,6

5
9

0
2

4
1
,0

2
0
.3

対
策

②
4
5
,4

0
3

4
5
,4

0
3

0

5
1
4
8
.0

対
策

④
1
2
,1

5
1

1
2
,1

5
1

0

4
2
年

目
1

2
,0

4
4
.0

対
策

①
9
0
,9

5
8

5
6
,8

1
2

1
,2

6
3

2
3
6
4
.3

対
策

②
1
6
,2

1
1

1
0
,1

2
6

2
2
5

6
0
年

目
3

5
0
9
.2

対
策

①
2
2
,6

5
9

6
,9

8
6

3
,1

4
6

4
1
,0

2
0
.3

対
策

②
4
5
,4

0
3

1
3
,9

9
9

6
,3

0
5

小
計

2
5
5
,4

4
6

1
6
8
,1

3
7

1
0
,9

3
9

1
5
7
,1

9
7

構
造

物
２

3
0
年

目
5

1
4
8
.0

対
策

④
1
2
,1

5
1

1
2
,1

5
1

0
1

3
7
年

目
3

5
0
9
.2

対
策

③
4
1
,8

0
5

2
1
,4

6
2

1
,5

2
4

4
1
,0

2
0
.3

対
策

④
8
3
,7

6
7

4
3
,0

0
3

3
,0

5
3

5
2
年

目
1

2
,0

4
4
.0

対
策

③
1
6
7
,8

1
2

7
0
,8

1
0

1
3
,9

8
1

2
3
6
4
.3

対
策

④
2
9
,9

0
9

1
2
,6

2
0

2
,4

9
2

小
計

3
3
5
,4

4
4

1
6
0
,0

4
6

2
1
,0

5
1

1
3
8
,9

9
6

構
造

物
３

3
0
年

目
5

1
4
8
.0

対
策

④
1
2
,1

5
1

1
2
,1

5
1

0
3

4
2
年

目
1

2
,0

4
4
.0

対
策

③
1
6
7
,8

1
2

1
0
4
,8

1
6

1
0
,4

8
6

2
3
6
4
.3

対
策

④
2
9
,9

0
9

1
8
,6

8
1

1
,8

6
9

3
5
0
9
.2

対
策

③
4
1
,8

0
5

2
6
,1

1
2

2
,6

1
2

4
1
,0

2
0
.3

対
策

④
8
3
,7

6
7

5
2
,3

2
1

5
,2

3
4

小
計

3
3
5
,4

4
4

2
1
4
,0

8
0

2
0
,2

0
2

1
9
3
,8

7
8

【
総

合
評

価
】

S
-
3
の

グ
ル

ー
プ

が
S
-
1
に

達
し

経
過

年
数

が
4
2
年

の
段

階
で

の
全

線
の

対
策

を
行

う
シ

ナ
リ

オ
で

あ
り

、
機

能
保

全
コ

ス
ト

は
最

大
と

な
る全

グ
ル

ー
プ

に
お

い
て

、
S
-
2
段

階
で

の
対

策
す

る
シ

ナ
リ

オ
で

あ
り

、
機

能
保

全
コ

ス
ト

は
最

小
と

な
る

。

全
グ

ル
ー

プ
に

お
い

て
、

S
-
3
段

階
で

対
応

す
る

シ
ナ

リ
オ

で
あ

り
、

設
定

し
た

シ
ナ

リ
オ

の
な

か
で

リ
ス

ク
は

最
小

と
な

る

0

5
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

1
5
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0

2
5
0
,0

0
0

0
1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

機能保全コスト

経
過

年
数

構
造

物
１

構
造

物
２

構
造

物
３

千
円
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表１-(1)-ｲ-③ 機能診断及び機能保全計画の内容が不適切なもの 

事務所名 

調査した機能診断結果及び機能保全計画数 

 内容が不適切なもの 
（参考） 

い ず れ も

不 適 切 な

もの 

  
機能診断の

内容が不適

切なもの 

機能保全計

画の内容が

不適切なも

の 

 

うち、総括表

が不適切なも

の 

札幌 ５ ４ ３ ３ ３ ２ 

旭川 ５ ３ ２ １ １ １ 

北奥羽 ５ ４ ０ ４ １ ０ 

西奥羽（本所） ５ ５ ５ ５ ２ ５ 

西奥羽（最上川支所） ５ ２ ０ ２ １ ０ 

利根川水系 ８ １ ０ １ １ ０ 

西北陸 ５ ５ ５ ５ ３ ５ 

木曽川水系 ５ ５ ０ ５ ３ ０ 

淀川水系 ５ ０ ０ ０ ０ ０ 

南近畿 ５ ４ ０ ４ １ ０ 

中国 ９ ９ ０ ９ ８ ０ 

北部九州（熊本支所） ２ ２ ２ １ １ １ 

南部九州 ５ ４ ５ ４ ３ ４ 

計 
69 

(100) 

48 

(69.6) 

22 

(31.9) 

44 

(63.8) 

28 

(40.6) 

18 

(26.1) 

（注）１ 本表は、調査した 13土地改良調査管理事務所が平成 20年度から 23年度までに作成した機能保全計画から 69件

を抽出して、調査した結果をまとめたものである。 

２ 総括表とは、機能保全計画の概要（①施設現況調査、②施設機能診断調査、③施設機能診断評価及び④機能保全

対策）を一枚にまとめた表であり、通常、機能保全計画の１ページ目（表紙の次のページ）に掲載されているもの

である。 

３ （ ）内は構成比である。 

４ 参考欄は、機能診断及び機能保全計画のいずれにも不適切な点がみられたものの件数である。 
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表
１
-
(
1
)
-
ｲ
-
④

 
機
能
診
断
の
内
容
に

不
適
切
な
も
の
が
あ
る
例

 

事
務
所
名
 

調
査

対
象

数
 

不
適
切
な

例
（
主

な
も

の
）

 

 
不

適
切

な
も

の
 

施
設
名
 

内
 

 
 

容
 

札
幌
 

５
 

３
 

沼
田

ダ
ム
 

・
 

洪
水

吐
取

付
水

路
の

現
地
調

査
（

定
点

調
査

）
票

で
は

、
①

圧
縮

強
度

試
験

の
結

果
数

値
を

記
載

し
、

②
背

面
土

の
空

洞
化

を
「

全
体
的

」（
施

設
全
体

に
あ

る
）
と
し

て
い
る

が
、
施
設

状
態

評
価

表
で

は
こ

れ
ら

を
記

録
し

て
お

ら
ず

、
調

査
結

果
と

評

価
が
一
致

し
な
い

。
特
に

、
②
に

従
え
ば

、
健
全

度
Ｓ
－

３
と

な
る

の
に

、
Ｓ

―
５

と
評

価
し

て
い

る
。

 

 

旭
川
 

５
 

２
 

山
手

幹
線

用
水

路
 

・
 

区
間
Ｃ

－
2
0
の

施
設
状

態
評

価
表
で

は
、
内
部

要
因
、

外
部

要
因

及
び

そ
の

他
要

因
の

い
ず

れ
も

Ｓ
－

５
と

評
価

し
て

い
る

に
も

か
か

わ
ら

ず
、

総
合

評
価

に
当

た
る

施
設

状
態

評
価

欄
で

は
Ｓ

－
４

と
評

価
し

て
い

る
。

エ
ン

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

ジ
ャ

ッ
ジ

（
技
術
専

門
家
に

よ
る
総

合
判
断

）
で

補
正
し

た
旨
の

注
記

も
な

く
、
Ｓ

－
４

と
評

価
を

変
更

し
て

い
る

理
由

が
不

明
で

あ
る

。

一
方
、
機

能
保
全

計
画
の

方
で
は

、
そ
の
「
３
施

設
機
能

診
断

」
の
「

(2
)
1)

施
設

健
全

度
と

劣
化

要
因

」
に

お
い

て
、
健

全
度

を
Ｓ
－
５

と
評
価

し
て
お

り
、
評

価
と
計

画
が
一

致
し
て

い
な

い
。

 

 

西
奥

羽
 

（
本

所
）
 

５
 

５
 

国
営

Ｍ
１

幹
線

用
水

路
 

・
 

調
査
地

点
「

№
1
3
+5

5～
№
1
3
+
61

」
及
び
「
№

13
+
99

～
№

14
+
9
」
の

現
地

調
査
（

定
点

調
査

）
票

で
は

、
い

ず
れ

も
、
欠

損
・

損
傷
が
局

所
的
に

あ
る
と

さ
れ
て

い
る
の

に
、
施
設
状

態
評

価
表

に
記

録
さ

れ
て

お
ら

ず
、
調

査
結

果
と

評
価

が
一

致
し

な
い

。

現
地
調
査

（
定
点

調
査
）

票
に
従

え
ば
、

外
部
要

因
の
評

価
は

Ｓ
－

３
と

な
る

の
に

、
Ｓ

－
５

と
評

価
し

て
い

る
。

 

 

西
北

陸
 

５
 

５
 

白
山

堰
堤
 

・
 

定
点

８
の

現
地

調
査

（
定

点
調

査
）

票
で

は
、

ひ
び

割
れ

の
変

状
は

な
い

と
し

て
い

る
に

も
か

か
わ

ら
ず

、
施

設
状

態
評

価

表
で
は
Ｓ

－
４
と

評
価
し

て
お
り

、
調
査

結
果
と

評
価
が

一
致

し
て

い
な

い
。

 

 
ま
た

、
圧
縮

強
度
（
鉄
筋

）
に

つ
い
て

、
定

点
８
の

現
地

調
査
（

定
点

調
査

）
票

で
は
「

1
5Ｎ

／
㎜

^2
～

2
1Ｎ

／
㎜

^2
」（

健

全
度

評
価

Ｓ
－
４

に
相

当
）

と
「

1
5
Ｎ

／
㎜
^
2

未
満
」
（
健

全
度

評
価

Ｓ
－

３
に

相
当

）
の

両
方

に
チ

ェ
ッ

ク
が

さ
れ

て
い

る

に
も
か
か

わ
ら
ず

、
施

設
状
態
評

価
表
で

は
、
後
者
（
Ｓ

－
３

相
当

）
の

み
有

り
と

し
て

前
者
（

Ｓ
－

４
相

当
）
を

記
録

せ
ず

、

し
か
も
最

終
評
価

を
Ｓ
－

５
と
評

価
し
て

お
り
、

調
査
結

果
と

評
価

が
一

致
し

て
い

な
い

。
 

 

北
部

九
州
 

（
熊

本
支
所
）
 

２
 

２
 

遙
拝

頭
首

工
 

・
 

定
点

７
（

護
床

工
）

の
現

地
調

査
（

定
点

調
査

）
票

で
は

、
エ

プ
ロ

ン
・

護
床

直
上

下
流

の
異

常
河

床
洗

掘
等

の
変

状
は

な

い
に

も
か

か
わ

ら
ず

、
施

設
状

態
評

価
表

で
は

、
こ

れ
が

「
部

分
的

」
に

あ
る

と
し

て
、

エ
プ

ロ
ン

・
護

床
工

周
辺

河
床

の
変

状
を
Ｓ
－

３
と
評

価
し
て

お
り
、

調
査
結

果
と
評

価
が
一

致
し

て
い

な
い

。
 

 

南
部

九
州
 

５
 

５
 

岩
前

頭
首

工
 

・
 

機
能

保
全

計
画

で
は

現
地

調
査

で
シ

ュ
ミ

ッ
ト

ハ
ン

マ
ー

反
発

度
試

験
及

び
中

性
化

試
験

を
各

１
か

所
で
実

施
し

た
と

さ
れ

て
い
る
が

、
現

地
調
査
（

定
点
調

査
）
票
の
現

地
調
査

の
欄

に
は

、
こ

れ
ら

の
記

載
が

な
い

。
一

方
、
施

設
状

態
評

価
表

で
は

、

反
発
強
度

試
験
の

結
果
は

「
2
1Ｎ

／
㎜

^2
以
上
」
と

さ
れ

、
中

性
化

試
験

に
つ

い
て

は
記

載
が

な
い

状
態

と
な

っ
て

お
り

、
調

査
結
果
と

評
価
と

計
画
の

３
者
が

一
致
し

て
い
な

い
。
 

 

（
注

）
 
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
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表
１
-
(
1
)
-
ｲ
-
⑤
 

機
能
診
断
の
内
容
が
不
適
切
な
例
 

○
 

現
地
調
査
（
定
点
調
査
）
票
と
施
設
状
態
評
価
表
が
一
致
し
て
い
な
い
例

 
～
札
幌
開
発
建
設
部
（
沼
田
ダ
ム
）

の
例
～
 

                          
 （
注
）
１
 
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
 

２
 
「
現
地
調
査
（
定
点
調
査
）
票
」
及
び
「
施
設
状
態
評
価
表
」
は
関
係
部
分
を
抜
粋
し
て
い
る
。
 

 

（
現
地
調
査
（
定
点

調
査
）
票
の
記
載
（
抜
粋
）
）
 

（
施
設
状
態
評
価
表

の
記
載
（
抜
粋
）
）
 

圧
縮
強
度
試
験
の
結
果
が
評
価

に
反
映
さ
れ
て
い
な
い
。
 

（
現

地
調
査
（
定
点
調
査
）
票
の
記
載
（
抜
粋
）
）
 

（
施

設
状
態
評
価
表
の
記
載
（
抜
粋
）
）
 

Ｓ
－

５
 

Ｓ
－

５
 

背
面
土
の
空
洞
化
の
調
査
結
果
が
評
価
に
反
映
さ
れ
て
い

な
い
。
 

⇒
調
査
結
果
に
よ
れ
ば
、
健
全
度
は
Ｓ
－
３
と
な
る
。
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表１-(1)-ｲ-⑥ 管理水準の設定状況 

事務所 管理水準の設定内容 
調査計画数 

 確認数 

札幌 機能診断結果においてＳ－３以下とされた施設は、対策工法検討の中で健
全度に応じた機能保全シナリオを作成しており、それを管理水準としている。
ただし、機能診断作業の委託業者の判断で、「管理水準」に係る項目を作成す
る場合があるが、その場合は、委託業者の判断に委ねている。 

５ ０ 

旭川 機能診断結果においてＳ－３以下とされた施設は、対策工法検討の中で健
全度に応じた機能保全シナリオを作成しており、それを管理水準としている。
ただし、機能診断作業の委託業者の判断で、「管理水準」に係る項目を作成す
る場合があるが、その場合は、委託業者の判断に委ねている。 

５ ０ 

北奥羽 機能診断作業を委託した事業者の作成した結果報告書において、管理水準
の内容及びその設定根拠が記載されている。 

５ ５ 

西奥羽（本
所） 

現地確認を実施し、当該施設の農業面への重要度、復旧工事に要する時間、
災害時のリスク等を総合的に判断した上で、構造物の劣化状況に基づくＳ-
１を管理水準に定め、口頭で委託業者に伝えている。 

５ ０ 

西奥羽（最
上川支所） 

管理水準の設定については、機能診断書及び機能保全計画書では明記して
いない。しかし、委託業者との打合せ時に現地確認等を行い、原則、Ｓ－１
（更新が必要な状態）を「管理水準」とするよう打合せ、確認を行っている。
また、委託業務報告書の中で、管理水準の設定状況を記載することが望まし
いと考えられるので、改善を検討したい。 

５ ０ 

利根川水系 単純に施設の種類によって定めることができるものではないため、統一的
な基準を定めることはできない。土地改良区等の施設管理者に任せているの
が現状である。 

８ ０ 

木曽川水系 調査した５施設中２施設（大江幹線水路、二つ寺支線水路）については、
業務報告書中、管理水準を設定している旨の記述があるが、残り３施設につ
いては、機能診断実施当時には記録はない。ただし、その後、当該３施設に
ついては、地区全体として保全対策時期を検討した際に、管理水準をＳ－２
と設定した。 

５ ２ 

西北陸 Ｓ－１とＳ－２の境界を管理水準として設定しているとしている。しかし、
管理水準の設定内容及びその根拠が記載されたものはない。 

５ ０ 

南近畿 
 
 
 

調査した５施設中、揚水機（ポンプ設備そのもの）については、施設の管
理水準の目安がなく、設定が困難であるため、設定していないとしている。
水路については、明確には設定していないが、対策時期の目安として健全度
のレベルを指標としているとするものもあれば、幹線水路６－１号水路は、
管理水準の設定根拠が業務報告書に記録されており、対応が区々となってい
る。 

５ １ 

淀川水系  調査対象とした５件は、いずれもポンプ設備そのものを対象とする機能保
全計画であり、ポンプについては、管理水準はないとしている。 

５ ０ 

中国  調査対象のうち水路については、機能診断の現地調査結果から「劣化の主
要因を特定できないため事後保全で扱う」とされ、管理水準は設定していな
い。一方、調査対象のうち揚水機場の管理水準については、第１揚水機場に
ついてはＳ－３とし、第２及び第３揚水機場についてはＳ－２としており、
区々となっているが、その理由は不明である。 

９ ３ 

北 部 九 州
（ 熊 本 支
所） 

 Ｓ－２を管理水準として設定している。 ２ ０ 

南部九州  管理水準については、シナリオでＳ－１からＳ－３までの段階到達時での
対策（工事）を検討している。 

５ ０ 

計 69 11 

 （注）１ 当省の調査結果による。 

２ 「調査計画数」欄は、各事務所が平成 21年度から 23年度までの間に国営造成水利施設保全対策指導事業によ

り作成した機能保全計画の中から、今回当省が抽出して調査した件数である。 

３ 「確認数」欄は、調査した機能保全計画に関して管理水準を設定していることが、当省の調査において、文書

（機能保全計画以外のもの）により確認することができたものの数である。 

４ いずれの機能保全計画においても、管理水準が具体的かつ明確に記載されているものはみられず、また、管理

水準を設定することが困難であるとする旨の記載もみられなかった。 
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表
１
-
(
1
)
-
ｲ
-
⑦
 

機
能
保
全
計
画
の
内
容
に

不
適
切
な
も
の
が

あ
る
例
 

事
務
所
名
 

調
査

し
た

機
能

保
全

計
画

数
 

 
 

不
適

切
な

例
（

主
な

も
の

）
 

不
適

切
な

も
の
 

 

施
設
名
 

内
 

 
容

 
う

ち
、

総
括
表

が
不
適

切
な
も

の
（
注
２
）
 

札
幌
 

５
 

３
 

３
 

萩
の
山
揚

水
機
場
 

・
 

土
木

構
造
物

の
機

能
保

全
対

策
の

工
法

と
し

て
、「

ひ
び

割
れ

工
法
（

止
水

注
入

工
法

）
」、
「

ひ

び
割

れ
止

水
工

法
＋
接

着
工

法
（

連
続

繊
維

シ
ー

ト
）」

及
び

「
改

築
」

の
３

パ
タ

ー
ン

を
示

し

て
い
る
が

、
い
ず

れ
も

費
用

1
,6
6
9
千

円
、

耐
用

年
数

1
0
年

と
し

て
お

り
、

合
理

的
な

比
較

と

な
っ
て
い

な
い
。
 

旭
川
 

５
 

１
 

１
 

山
手
幹
線

用
水
路
 

・
 

機
能

診
断
を

行
っ
た

地
点

を
「

測
定

又
は

部
位

」
欄

に
記

載
し

て
い

る
が

、
機

能
診

断
の

現
地

調
査
（
定

点
調
査
）
票
と

施
設

状
態

評
価

表
の

調
査

地
点

が
一

致
し

て
い

な
い

も
の

が
多

数
あ

る
。

そ
の
結
果
、
施
設
の

性
能

低
下

予
測

が
、
誤

っ
た

地
点

を
基

に
し

た
劣

化
予

測
を

示
す

も
の

と
な

っ
て
い
る

。
 

北
奥

羽
 

５
 

４
 

１
 

若
宮
機
場
 

・
 
経
過

年
数

2
3
年
目

に
土

木
補

修
を

行
い

、
以

後
1
0
年

ご
と

に
対

策
を

講
ず

る
と

し
て

4
0
年

間
（

経
過
年

数
6
4
年

目
ま

で
）
に

５
回

対
策

を
講

ず
る

と
い

う
内

容
に

な
っ

て
い

る
。
他

方
で

、

劣
化
予
測

図
に
従

う
と

、
健

全
度

が
Ｓ

－
３

と
な

る
の

は
27

年
目

で
、
以

後
1
0
年

ご
と

に
対

策

を
講
ず
る

と
し
て

40
年

間
（

経
過

年
数

64
年

目
ま

で
）

に
４

回
対

策
を

講
ず

る
内

容
と

な
り

、

ど
ち
ら
が

正
し
い

の
か

判
断

が
つ

か
な

い
も

の
と

な
っ

て
い

る
。

 

西
奥

羽
 

（
本

所
）
 

５
 

５
 

２
 

丸
子
川
頭

首
工
 

・
 

総
括
表

で
は
、
シ

ナ
リ

オ
１

が
最

適
と

し
て

機
能

保
全

コ
ス

ト
を

20
0
,1
02

千
円

と
し

て
い

る

が
、
シ

ナ
リ

オ
１

か
ら

３
を

比
較

検
討

し
て

い
る

部
分

の
記

載
で

は
、

シ
ナ

リ
オ

１
は

10
,
20
2

千
円
と
な

っ
て
お

り
、

大
き

く
金

額
が

異
な

っ
て

い
る

。
 

西
奥

羽
 

（
最

上
川
支
所
）
 

５
 

２
 

１
 

白
川
幹
線

用
水
路
 

・
 
調

査
地

点
「

№
８

＋
5
0

付
近

」
の

施
設

状
態

評
価

表
で

は
、

健
全

度
の
総

合
評

価
は

Ｓ
－

３

と
さ
れ
て

い
る
が
、
機

能
保

全
計

画
で

は
Ｓ

－
４

と
し

て
お

り
、
機

能
診

断
の

結
果

と
一

致
し

て

い
な
い
。
 

利
根

川
水
系
 

８
 

１
 

１
 

白
山
機
場

送
水
路
 

・
 
「
４

(
3)

機
能
保

全
コ

ス
ト

算
定

」
に

お
い

て
、

4
4
年

目
と

6
9
年

目
に

配
水

槽
の

空
気

弁
工

更
新
を
行

う
費
用

を
2
,
73
6
千

円
と

し
、
そ

の
現

在
価

値
額

を
い

ず
れ

も
2
,5
30

千
円

と
し

て
い

る
が
、
時

期
が
異

な
る

の
で

同
額

で
あ

る
こ

と
は

な
く

、
誤

っ
て

い
る

。
こ

の
た

め
、
こ

れ
を

前

提
と
す
る

74
年
目
ま

で
の

機
能

保
全

コ
ス

ト
15
5
,5
72

千
円

も
誤

っ
て

い
る

。
 

西
北

陸
 

５
 

５
 

３
 

白
山
堰
堤
 

・
 
「
４
機

能
保
全

対
策

」
の
「

(
3)
2
) 土

木
構

造
物

機
能

保
全

コ
ス

ト
比

較
表
（

白
山

堰
堤

）
」
で

は
、
シ
ナ
リ

オ
１
か

ら
３

を
比

較
し

て
シ

ナ
リ

オ
２

が
最

適
と

し
、「

(3
)
3)

施
設

機
械

設
備

機
能

保
全
コ
ス

ト
比
較

表
（

白
山

堰
堤

）」
で

は
シ

ナ
リ

オ
１

と
２

を
比

較
し

て
シ

ナ
リ

オ
２

を
最

適

と
し
て
い

る
が

、「
１

総
括

表
」

で
は

、
土

木
構

造
物

も
施

設
機

械
設

備
も

共
に

シ
ナ

リ
オ

１
を

最
適
と
し

て
お
り

、
一

致
し

な
い

。
 

ま
た
、
そ

も
そ
も

 
(3
)
2)

及
び

(
3
)
3)
の

機
能

保
全

コ
ス

ト
比

較
表

と
「

１
総

括
表

」
の

両
者

で
掲
げ
る

機
能
保

全
コ

ス
ト

の
額

は
、

全
て

の
シ

ナ
リ

オ
で

一
致

し
な

い
。
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木
曽

川
水
系
 

５
 

５
 

３
 

大
江
奧
村

導
水
路
 

・
 

ゲ
ー
ト

設
備
に

つ
い

て
、
総

括
表

の
「

機
能

保
全

コ
ス

ト
算

定
」
で

は
、
シ

ナ
リ

オ
１

が
1
2
1,
4
7
6

千
円
、
シ

ナ
リ
オ

２
が

15
6
,0
00

千
円

、
シ

ナ
リ

オ
３

が
11
,
90
1
千

円
の

た
め

、
シ

ナ
リ

オ
３

が
最
安
で

最
適
案

と
す

る
が

、「
４

機
能

保
全

対
策

」
の

「
(
3)

機
能

保
全

コ
ス

ト
算

定
」

で
は

、

シ
ナ
リ
オ

１
が

22
,
47
5
千

円
と

最
安

で
最

適
案

と
さ

れ
、
シ

ナ
リ

オ
２

が
3
5
,7
34

千
円

、
シ

ナ

リ
オ
３
が

2
9,

1
81

千
円

と
な

っ
て

お
り

、
い

ず
れ

の
金

額
も

一
致

し
な

い
。

 

淀
川

水
系
 

５
 

０
 

０
 

－
 

－
 

南
近

畿
 

５
 

４
 

１
 

幹
線
水
路

５
号
 

・
 
「
４
機

能
保
全

対
策

」
の
「

(
3
)機

能
保

全
コ

ス
ト

算
定

」
の

表
中

、
1
3
号

フ
ァ

ー
ム

ポ
ン

ド

の
デ
ィ

ス
ク

バ
ル

ブ
に

つ
い

て
、

2
0

年
目

に
更

新
（

4
,
40
0

千
円

）
と

な
っ

て
い

る
が

、「
(2
)

対
策
時
期

」
の
表
で

は
、
更

新
は

30
年

目
で

、
20

年
目

は
止

水
ゴ

ム
の

交
換
・
点

検
調

整
（

22
8

千
円
）
と

な
っ
て

お
り

、
一

致
し

な
い

。
 

中
国
 

９
 

９
 

８
 

目
谷
ダ
ム
 

・
 

総
括

表
の

「
健

全
度

評
価

」
欄

で
は

、
洪

水
吐
を

Ｓ
－

３
と

評
価

し
た

と
し

て
い

る
が

、「
３

施
設
機
能

診
断
」

で
は

Ｓ
－

４
と

し
て

お
り

、
一

致
し

な
い

。
 

・
 
「

４
機

能
保

全
対

策
」

の
「

(
3
)機

能
保

全
コ

ス
ト

算
定

」
の

部
位

ご
と

の
コ

ス
ト

比
較

表
の

う
ち
、
監

査
廊
建

屋
か

ら
未

更
新

機
器

ま
で

の
1
3
部

位
で

、
シ

ナ
リ

オ
１

の
機

能
保

全
コ

ス
ト

の
グ
ラ
フ

が
正
し

く
描

け
て

い
な

い
。
こ

の
グ

ラ
フ

は
、
施

設
管

理
者

等
が

視
覚

的
に

機
能

保
全

コ
ス
ト
の

程
度
を

理
解

す
る

こ
と

が
で

き
る

有
意

な
情

報
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
正

し
く

描
く

こ
と

が
必
要
で

あ
る
。

 

北
部

九
州
 

（
熊

本
支
所
）
 

２
 

１
 

１
 

遥
拝
頭
首

工
 

・
 

総
括
表

の
「
対
策

時
期

」
欄

で
は

、「
対

策
時

期
を

2
00
9
年

か
ら

５
年

置
き

に
設

定
し

た
」
と

す
る
が

、「
４
機

能
保

全
対

策
」
の
「

(
2)

対
策

時
期

」
の

表
で

は
、
土

木
構

造
物

で
最

も
早

い
対

策
時
期

は
、

2
01

4
年

と
な

っ
て

お
り

、
正

確
な

対
策

時
期

の
判

断
が

つ
か

な
い

も
の

と
な

っ
て

い
る
。
 

南
部

九
州
 

５
 

４
 

３
 

二
反

野
原

揚
水

機

場
 

・
 
「

４
機

能
保

全
対

策
」

の
「

(
1
)対

策
工

法
」

で
は

、
ひ

び
割

れ
に

対
し

「
更

新
」

の
み

を
工

法
に

上
げ

、「
(
2)
対
策

時
期

」
で

は
、

2
03
9

年
に
対

策
（

更
新

）
を

と
る

シ
ナ

リ
オ

と
し

て
い

る
。
し
か
し

、
通
常
、
ひ

び
割

れ
に

対
し

て
は

注
入

工
法

や
被

覆
工

法
な

ど
が

と
ら

れ
る

も
の

で

あ
り
、
そ
の

対
策
を

講
じ

て
施

設
の

劣
化

を
回

復
さ

せ
、
更

新
の

時
期

を
延

長
す

る
こ

と
を

考
え

る
の
で

、
更

新
以

外
の

対
策

を
考

慮
し

な
い

こ
と

は
適

切
で

な
い

。
他

方
で

、
「

１
総

括
表

」
の

「
対
策
工

法
」
欄
で

は
、「
「

表
面

被
覆

工
法

」
を

採
用

し
た

」
と

あ
り

、
一

貫
性

が
と

れ
て

い
な

い
。
 

計
 

6
9 

(
1
00
) 

4
4 

(
6
3.
8
) 

2
8 

(
4
0
.6

) 
－
 

－
 

（
注

）
１
 
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
 

２
 
総
括
表
と
は
、
機
能
保
全
計
画
の
概
要
（
①
施
設

現
況
調
査
、
②
施
設
機
能
診
断
調
査
、
③
施
設
機
能
診
断
評
価
及
び
④
機
能
保
全
対
策
）
を
一
枚
に
ま
と
め
た
表
で
あ
り
、
通
常
、
機
能
保
全
計
画
の
１
ペ

ー
ジ
目
（
表
紙
の
次
の
ペ
ー
ジ
）
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。
 

３
 
（
 
）
内
は
構
成
比
で
あ
る
。
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表
１
-
(
1
)
-
ｲ
-
⑧
 

機
能
保
全
計
画
の
内
容
が
不
適
切
な
例
 

○
 
記
載

内
容
が

ま
ち

ま
ち

で
対

策
工

法
、

対
策

時
期

、
機
能
保

全
コ
ス

ト
の
正

確
性
に

疑
問
が

あ
る
例

 
～
南

部
九
州

土
地

改
良

調
査

管
理

事
務

所
（

二
反

野
原

揚
水

機
場

）
の

例
～

 

             
 

             
         

（
総

括
表
（
抜
粋
）
）
 

（
機
能
保
全
対
策
－
対
策
工
法
－
の
表
（
抜
粋
）
）
 

○
対
策
工
法
が
一
致
し
て
い
な
い
 

○
対
策
時
期
が
一
致
し
て
い
な
い
 

（
総

括
表

－
機

能
保

全
コ
ス
ト
（
千
円
）
部
分
（
抜
粋
））
 

（
対
策
時
期
（
抜
粋
））

 

○
機
能
保
全
コ
ス
ト
が
一
致
し
て
い
な
い
 

（
機
能
保
全
コ
ス
ト
算
定
表
（
抜
粋
）
）
 

（
注
）
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
 

「
揚

水
機
場
」
の
誤
り
 

- 65 -



表１-(1)-ｲ-⑨ 機能診断の結果又は機能保全計画が適切に施設管理者に提供されていない例 

事務所 事例の概要 

利根川水系  利根川水系土地改良調査管理事務所は、平成 19年度（平成 20年３月）に、手賀沼地
区 28 施設について、国営造成水利施設保全対策指導事業及び広域基盤整備計画により
機能診断を実施している。 
そのうち 27施設（国営造成施設 15 施設、県営造成施設 12施設）について、平成 19

年度に広域基盤整備計画の中で機能保全計画を作成している。 
 この国営造成施設 15施設のうち 12施設について、手賀沼土地改良区は、関東農政局
に、機能保全計画に基づく機能保全実施方針を報告している。 
 その 12 施設の中には、当該改良区ではなく千葉県が管理するものが２施設（手賀排
水機場、手賀第２排水機場）及び我孫子市が管理する施設が１施設（湖北集水路）含ま
れており、同県は、平成 19 年度に作成された機能保全計画の提供を受けておらず、当
該計画が作成されていることを知らなかったとしている。 
 

利根川水系 平成 23 年２月に作成された笹川揚水機場の機能保全計画について、当省が調査した
際、千葉県が保有するものと、これを作成した利根川水系土地改良調査管理事務所が保
有するものとは内容が異なっていた。 

当該事務所が保管している機能保全計画は、３つのシナリオを比較検討している計 22
ページのものであるが、千葉県が保管しているものは、最適とされたシナリオ以外のシ
ナリオの部分が付いていない計 14 ページのものとなっており、どのようなシナリオを
比較して、これが最適となったのか施設管理者が理解できないものとなっている。 
 このことについて、当該事務所は、「千葉県に提供したものの一部に記載漏れがあっ
たが、内容に変わりがなく、支障はない。」と説明しているが、一方、千葉県は、一般
的に、国が国営造成施設の機能保全計画を策定した場合、ⅰ）当該施設に係る事業実施
を検討・設計する際に参考にすること、ⅱ）当該計画に基づいて事業を実施することに
なれば千葉県も事業費を負担しなければならないことから、機能保全計画の情報提供は
適切に行われる必要があるとしている。 

 
（注） 当省の調査結果による。 
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⑵  県営造成施設・団体営造成施設の適切かつ効果的なストックマネジメントの推進 

勧          告 説明図表番号 

ア 県営造成施設・団体営造成施設のストックマネジメントの取組の推進 

【制度の概要】 

（ストックマネジメントの取組に関する国の目標設定状況） 

上記のとおり、農業水利施設のストックマネジメントの取組を一層推進するため、

「土地改良長期計画」（平成 24年３月 30日閣議決定）では、目指す主な成果として、

受益面積が 100㏊以上の農業水利施設について機能診断済みの割合（再建設費ベース）

を、平成 22 年度の約４割から 28 年度に約７割とすることが掲げられており、農林水

産省は、この対象には県営造成施設及び団体営造成施設も含まれると解している。な

お、土地改良長期計画では、県営造成施設及び団体営造成施設の機能保全計画の策定

率（再建設費ベース）についての目標は定められていない。 

一方、下記のとおり、農林水産省が県営造成施設及び団体営造成施設のストックマ

ネジメントを推進するために創設している各種事業は、機能保全計画の策定（これに

必要な機能診断を含む。）に要する経費を助成するものとなっている。このため、これ

ら施設の機能保全計画の策定率は、機能診断実施率とほぼ等しくなるものと推定され

る。 

農林水産省では、行政機関が行う政策の評価に関する法律に基づく政策評価の取組

（事前分析表）の中で、施策「農業水利施設の戦略的な保全管理」の達成すべき目標

（測定指標）として、「基幹的農業用用排水施設の機能診断済み割合（再建設費ベース）」

を平成 28 年度までに約７割とし、その設定根拠を、「国営造成施設の９割、県営造成

施設の５割で機能診断を了すること（後略）」としている。ただし、団体営造成施設に

ついては設定していない。 

なお、当該施策の達成すべき目標（測定指標）は、上記の機能診断済み割合のみで、

機能保全計画の策定率や機能保全計画に基づく機能保全対策の実施率などは設定され

ていない。 

 

（県営造成施設のストックマネジメントの取組に関する事業） 

農林水産省は、県営造成施設のストックマネジメントの取組を推進する観点から、

平成 14年度以降、各種助成事業を整備している。 

具体的には、平成 14年度に「農業水利施設保全対策事業」を創設して以降、事業の

組替えを経つつ、25 年度現在、農山漁村地域整備交付金等の事業メニューである水利

施設整備事業の中の「基幹水利施設保全型」等（注）により、取組を推進している。 

（注） 水利施設整備事業の中の「基幹水利施設保全型」は、農山漁村地域整備交付金、地域自主戦

略交付金、戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業及び特定地域振興生産基盤整備事業の事業メ

ニューの一つである。 

以下、項目１(2)において用いる「基幹水利施設保全型」は、これらの事業の前身事業に当た

る「基幹水利施設ストックマネジメント事業」及び「農業水利施設保全対策事業」を含む。 

なお、地域自主戦略交付金は、「日本経済再生に向けた緊急経済対策」（平成 25 年１月 11 日

閣議決定）を踏まえ、平成 25年度に廃止され、各省庁の交付金等に移行することとされている。 

 

基幹水利施設保全型では、都道府県が事業実施主体となり、ⅰ）県営造成施設に関

する機能保全計画の策定（機能保全計画の策定に必要な当該施設の機能診断を含む。）
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及びⅱ）機能保全計画に基づく対策工事の実施について国の助成を受けることが可能

となっている。 

基幹水利施設保全型により機能診断等を行う場合には、都道府県が「基幹的農業水

利施設の機能保全に関する実施方針」（以下「基幹水利施設保全型実施方針」という。）

を策定し、機能保全計画の策定を行おうとする県営造成施設を対象施設として位置付

けなければならない。 

事業実施要領（取扱い）（注）では、基幹水利施設保全型実施方針に、事業実施期間、

対象施設の選定基準、対象施設一覧、事業の進め方等の内容を盛り込むこととされて

いる。また、事業実施要領（運用）（注）では、事業実施期間内に、基幹水利施設保全

型実施方針の対象施設に位置付けられた施設のうち 50％以上について機能保全計画を

策定することとされている。 

（注） 以下、項目１(2)において用いる次の用語の意味は、それぞれ次に掲げるとおりである。 
・ 事業実施要領（運用） 

農山漁村地域整備交付金実施要領（平成 22 年４月１日付け 21 生蓄第 2045 号・21 農振第

2454号・21林整計第 336号・21水港第 2724号農林水産省生産局長、農村振興局長、林野庁

長官、水産庁長官通知） 要領別紙（番号４ 水利施設整備事業に係る運用）等 

・ 事業実施要領（取扱い） 

農山漁村地域整備交付金実施要領 要領別紙（番号５ 水利施設整備事業に係る取扱い）

等 

 

（団体営造成施設のストックマネジメントの取組に関する事業） 

農林水産省は、団体営造成施設のストックマネジメントの取組を推進する観点から、

平成 20年度以降、各種助成事業を整備している。 

具体的には、平成 20 年度に「地域農業水利施設ストックマネジメント事業」を創設

した後、23 年度以降は、農山漁村地域整備交付金及び地域自主戦略交付金の事業メニ

ューである水利施設整備事業の中の「地域農業水利施設保全型」（注）により、取組を推

進している。 

地域農業水利施設保全型では、ⅰ）団体営造成施設等に関する機能保全計画の作成

（機能保全計画の作成に必要な当該施設の機能診断を含む。）及びⅱ）機能保全計画に

基づく対策工事の実施について、国の助成を受けることが可能となっている。 

地域農業水利施設保全型により機能診断等を行う場合には、都道府県が「地域農業

水利施設保全対策実施方針」（以下「地域農業水利施設保全型実施方針」という。）を

策定し、事業対象とする団体営造成施設を対象施設として位置付けなければならない。 

事業実施要領（取扱い）では、地域農業水利施設保全型実施方針に、対象期間、対

象施設の選定に当たっての基本的考え方、対象施設一覧、事後保全に関する実施方針

等の内容を盛り込むこととされている。 

（注） 水利施設整備事業の中の「地域農業水利施設保全型」は、農山漁村地域整備交付金及び地域

自主戦略交付金の事業メニューの一つである。 

以下、項目１(2)において用いる「地域農業水利施設保全型」は、これらの事業の前身事業に

当たる「地域農業水利施設ストックマネジメント事業」を含む。 

 

【調査結果】 

(ｱ) ストックマネジメントの取組方針策定の一層の支援 

都道府県における基幹水利施設保全型実施方針及び地域農業水利施設保全型実施

方針の平成 24年８月現在の策定状況を調査したところ、以下のような状況となって
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おり、ストックマネジメントの取組が低調となっている都道府県がみられた。 

 

  ａ 県営造成施設のストックマネジメントの取組方針 

① 調査対象とした 19 道府県（注）のうち、基幹水利施設保全型実施方針を策定

しておらず、受益面積が 100 ㏊以上の県営造成施設の機能診断及び機能保全計

画策定の取組を一切行っていないものが１県（広島県）みられた。 

   同県は、その理由について、県営造成施設のストックマネジメントについて

は、施設管理者である市町や土地改良区の要望に基づき実施されるものであり、

県として実施すべき施設はないと考えているためとしている。 

しかし、同県内には、受益面積が 100㏊以上の県営造成施設 34施設のうち耐

用年数を超過しているものが 10 施設みられることなどから、ストックマネジメ

ントの取組を行うことが必要であると考えられる。 

（注） 北海道、宮城県、秋田県、山形県、埼玉県、千葉県、山梨県、長野県、愛知県、石川

県、三重県、奈良県、京都府、広島県、島根県、岡山県、福岡県、大分県及び宮崎県の

計 19道府県。以下「調査した 19道府県」という。 

 

② 調査した 19 道府県のうち、基幹水利施設保全型実施方針を策定している 18

道府県について、その内容を調査したところ、次のような状況がみられた。 

ⅰ）基幹水利施設保全型実施方針の対象施設数が少なく、施設数ベースで、平

成 28年度までには、県内に所在する受益面積が 100㏊以上の県営造成施設の

５割に満たないとみられるものが 10 道県（北海道、宮城県、秋田県、埼玉県、

千葉県、山梨県、愛知県、三重県、奈良県及び岡山県）あった。 

このうち、２割にも満たないとみられるものが５道県（北海道、千葉県、

山梨県、愛知県及び岡山県）あった。 

ⅱ）基幹水利施設保全型実施方針どおりに進捗していないものが３道府県（北

海道、京都府及び宮崎県）あった。このうち、基幹水利施設保全型実施方針

で定めた目標が達成されておらず、また、その対象施設のうち 50％以上につ

いて機能保全計画を策定するという事業実施要領（運用）で定められた目標

が達成されていないもの（北海道）があった。 

 

これらの道府県は、上記①及び②の理由として、ⅰ）ストックマネジメントの

取組について施設管理者の理解が十分でないため、ⅱ）機能診断等を行う対象施

設の選定に必要な情報の収集や整理に時間を要したため、ⅲ）予算的な制約があ

るためなどを挙げている。 

 

③ 基幹水利施設保全型実施方針を策定している 18道府県では、その策定に当た

り、施設管理者に対して、事業実施に係る要望や管理する施設の状況について

の確認や調整を行っているとしている。 

   また、対象施設の選定基準としては、ⅰ）施設の耐用年数や経過年数、ⅱ）

受益面積、ⅲ）施設管理者や関係市町村の意向などを挙げているものが多くあ

り、その他各道府県の実情に合わせて、必要な基準を設けている状況となって

いた。 
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   さらに 18 道府県の中には、機能診断等を行う対象施設の選定に当たって、優

先度に客観性を持たせるため、次のような独自の取組を行っている例がみられ

た。 

  ⅰ）独自に「施設評価客観基準調書」を作成し、診断している例 

    秋田県では、施設管理者と県担当者が連携・協力して当該調書に基づく診

断を実施し、当該診断により算出された施設評価点に基づいて対象施設を選

定している。 

このような取組の結果、適時に機能保全対策が実施されており、下記ウ①

のような事例（注）は生じていない。 

  ⅱ）独自に「農業水利施設管理マニュアル」を作成している例 

    千葉県では、下記ウ①のような事例（注）が生じているなど、施設管理者に

おけるストックマネジメントの考え方の理解が十分でない状況がみられるこ

となどから、当該マニュアルに基づいて施設管理者自らによる点検・一次診

断の実施を推進する取組を試行的に始めている。今後、当該点検の結果に基

づいて対象施設の選定に反映させていく予定であるとしている。 

（注） 機能保全計画で予定されている対策時期を経過しているにもかかわらず、機能保全

計画に基づく対策工事（機能保全対策）が実施されていない事例 

 

    これらの取組は、機能診断等を行う対象施設の選定に当たって優先度に客観性

を持たせるだけでなく、ストックマネジメントについての理解が必ずしも十分で

ない施設管理者に対しても、管理する施設を対象施設とする必要性や妥当性を客

観的に説明することができ、機能診断等の実施の推進にも資するものと考えられ

る。 

 

  ｂ 団体営造成施設のストックマネジメントの取組方針 

① 調査した 19道府県のうち、地域農業水利施設保全型実施方針を策定しておら

ず、団体営造成施設の機能診断及び機能保全計画策定の取組を一切行っていな

いものが９府県（宮城県、愛知県、石川県、奈良県、京都府、島根県、岡山県、

福岡県及び宮崎県）みられた。 

しかし、これら９府県のいずれにおいても、県内に耐用年数を超過している

受益面積が 100 ㏊以上の団体営造成施設があり、特に、宮城県や愛知県では、

耐用年数を超過している点施設の割合が６割を超えているにもかかわらず、取

組が行われていなかった。 

地域農業水利施設保全型実施方針を策定していない９府県では、その理由に

ついて、ⅰ）土地改良区や市町村等の施設管理者からの要望がないため、ⅱ）

県営造成施設の機能診断及び機能保全計画策定の取組を優先しているためなど

を挙げている。 

 

② 調査した 19 道府県のうち、地域農業水利施設保全型実施方針を策定している

10 道県（北海道、秋田県、山形県、埼玉県、千葉県、山梨県、長野県、三重県、

広島県及び大分県）についてその内容を調査したところ、次のような状況がみ

表１-(2)-ｱ-⑥ 
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られた。 

  ⅰ）対象施設には、受益面積が 100㏊以上の団体営造成施設は含まれておらず、

受益面積が 100 ㏊以上の団体営造成施設の機能診断及び機能保全計画策定の

取組を一切行っていないものが７道県（北海道、山形県、山梨県、長野県、

三重県、広島県及び大分県）あった。  

    また、これら７道県内に所在する受益面積が 100 ㏊以上の団体営造成施設

323 施設のうち耐用年数を超過しているものは計 144施設あった。 

ⅱ）対象施設数が少なく、施設数ベースで、平成 28年度までには、県内に所在

する受益面積が 100 ㏊以上の団体営造成施設の１割にも満たないとみられる

ものが３県（秋田県、埼玉県及び千葉県）あった。 

 

これらの道県は、その理由について、上記ａ①及び②と同様に、施設管理者

の理解が十分でないことなどを挙げている。 

 

  ｃ ストックマネジメントの取組の推進に関して国に求める支援 

  調査した地方公共団体、土地改良区及び都道府県土地改良事業団体連合会（以

下「地方連合会」という。）は、ストックマネジメントの取組の推進に関し、国に

対する意見・要望や国に求める支援として、次のようなものを挙げており、この

中には、ストックマネジメントの考え方が十分に浸透してはいないことがうかが

われる内容のものもみられた。 

① 十分に稼働している施設に対して費用負担をしてまで補修等を行うことにつ

いて、土地改良区の組合員の合意を得ることが難しいことから、国においても

説明会を開催するなどにより合意形成について支援を行ってほしい。 

② ストックマネジメントに関する事業の啓発、研修会への補助、研修会の開催

等を引き続き行ってほしい。 

③ ストックマネジメントに関する事業における地元負担の割合を引き下げてほ

しい。 

 

(ｲ) 土地改良長期計画等に定める目標の進捗状況 

農林水産省は、毎年度、土地改良長期計画に掲げられた成果指標や事業量につい

て実績把握調査を行い、各都道府県における受益面積が 100 ㏊以上の県営造成施設

及び団体営造成施設の機能診断実施実績を把握している。 

これによると、県営造成施設については、機能診断を実施したものの割合（再建

設費ベース）は、平成 22 年度末時点で 28％、23年度末時点で 32％となっており、

その実績が１割に満たないものが約３割の都道府県でみられた。また、団体営造成

施設については、機能診断を実施したものの割合（再建設費ベース）は、平成 22年

度末時点で 10％、23年度末時点で 12％となっており、その実績が１割に満たないも

のが約６割の都道府県でみられた。 

また、調査した 19道府県内では、受益面積が 100㏊以上の団体営造成施設 809施

設のうち耐用年数を超過している施設が計 389 施設みられた。しかし、機能診断の

実施及び機能保全計画の策定が行われているのは計７施設（注）にとどまっていた。 
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（注） 頭首工等の点施設に加え、水路等の線施設についても１路線１施設として計上した数を合

計したもの。 

 

イ 適切な機能診断の実施及び機能保全計画の策定の徹底 

【制度の概要】 

県営造成施設の機能診断については、国営造成施設と同様、上記の「農業水利施設

の機能保全の手引き」に即して実施されている。 

機能保全計画については、基幹水利施設保全型の事業実施要領（取扱い）において、

機能保全計画には、ⅰ）施設現況調査（構造物の環境条件、変状、施設状況等）の概

要及び結果、ⅱ）施設機能診断（劣化度合いの測定等）の概要及び結果、ⅲ）劣化原

因究明のための構造物の監視並びにⅳ）機能保全対策（対策工法、対策時期、対策概

略費）の事項について定めることとされている。 

また、事業実施要領（取扱い）の別記様式において、機能保全計画の目次は、①施

設現況調書（ⅰ事業の状況、ⅱ施設管理状況及び課題）、②施設機能診断（ⅰ施設機能

診断調査、ⅱ施設機能診断評価）、③対策工事（ⅰ対策工法、ⅱ対策時期、ⅲ機能保全

コスト算定、ⅳ施設機能監視計画）とすることとされている。 

 

【調査結果】 

平成 23年度末までに県営造成施設の機能保全計画を策定している 17道府県（注）に

ついて、機能診断結果及び機能保全計画の内容を調査したところ、以下のとおり、機

能診断結果及び機能保全計画の内容に疑問があるなど不適切な状況がみられた。 

（注） 北海道、宮城県、秋田県、山形県、埼玉県、千葉県、長野県、愛知県、石川県、三重県、奈

良県、京都府、島根県、岡山県、福岡県、大分県及び宮崎県の計 17 道府県。以下「調査した

17道府県」という。 

なお、これら 17 道府県内に所在する受益面積が 100 ㏊以上の県営造成施設のうち、平成 23

年度末時点で、機能診断が実施されているものは 806 施設、機能保全計画が策定されているも

のは 758 施設となっている。これらは、頭首工等の点施設に加え、水路等の線施設についても

１路線１施設として計上した数を合計したものである。 

 

(ｱ) 機能診断 

調査した 17 道府県が平成 19 年度から 23 年度までに策定した 84 件の機能保全計

画を抽出し、当該計画に係る機能診断結果をみたところ、 

ⅰ）頭首工の堰柱について、現地調査票では、欠損・損傷が部分的にみられるとさ

れていながら、当該箇所の健全性に係る施設状態評価表では、健全度がＳ－４（要

観察の段階）と評価されている。現地調査が正しいとすれば、本来、健全度はＳ

－３（補修又は補強を要する段階）となるはずであり、調査と評価が一致してお

らず、いずれの信頼性にも疑問があるもの 

ⅱ）水路について、現地調査票では、変形はみられないとされていることから、こ

れが正しいとすれば、本来、健全度はＳ－５（対策不要）となるはずであるが、

当該箇所の健全性に係る施設状態評価表では、柵板（矢板）のずれ・欠損が部分

的にみられるとして、健全度がＳ－３（補修又は補強を要する段階）と評価され

ており、調査と評価が一致しておらず、いずれの信頼性にも疑問があるもの 

ⅲ）揚水機場について、現地調査票では、建屋の目地の変状及び防水材の変状はみ

られないとされていることから、これが正しいとすれば、本来、健全度はＳ－５
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（対策不要）となるはずである。しかし、当該箇所の健全性に係る施設状態評価

表では、建屋の目地の開きは局所的、防水材の捲り・剥離は局所的、漏水跡・滲

出し・滴水がみられるとして、健全度がＳ－３（補修又は補強を要する段階）と

評価されており、調査と評価が一致しておらず、いずれの信頼性にも疑問がある

もの 

など、機能診断結果に疑問があるものが 12道府県（北海道、宮城県、秋田県、山形

県、千葉県、愛知県、三重県、京都府、島根県、福岡県、大分県及び宮崎県）にお

いて 47計画あった。したがって、この結果に基づき策定された機能保全計画の正確

性にも疑問がある。 

 

また、機能診断で整理した現地調査の結果や施設状態の評価結果は、次回の機能

診断を実施する際の基礎資料となり、各回の記録の比較を行うことにより、より精

度の高い施設の劣化傾向・予測の分析が行われるものである。 

このため、上記のように、現地調査の結果や施設状態の評価結果の正確性に疑問

がある場合には、そもそも機能診断を継続的に実施したとしても、精度の高い劣化

予測等を立てることは困難となり、ひいては機能診断の信頼性を損なうことになり

かねない。 

 

(ｲ) 機能保全計画 

調査した 17 道府県が平成 19 年度から 23 年度までに策定した 84 件の機能保全計

画を抽出し、当該計画の内容について調査したところ、次のような状況がみられた。 

① 施設の管理水準の設定状況についてみたところ、機能保全計画策定業務を受託

した事業者が作成した結果報告書の中に記載があるもの等は一部であったが、機

能保全計画の中で、管理水準が具体的かつ明確に設定されているものはなかった。 

施設の管理水準の設定は、ストックマネジメントの考え方の基本に位置するも

のであることから、機能保全計画を策定する際の作業で明らかにするだけでなく、

施設管理者も理解できるよう、機能保全計画にも適切にこれを明記して、施設管

理者と共有すべきものと考えられる。 

 

② 調査した 17 道府県が策定した上記 84件の機能保全計画の内容をみたところ、 

ⅰ）現地調査の結果に基づき評価した施設の健全度と機能保全計画に記載されて

いる健全度とが一致していないもの 

ⅱ）施設全体の機能保全コストの算定・比較が行われておらず、また、どのシナ

リオを選択したのかも不明となっているため、機能保全計画を見ても、対策工

事の工法、対策時期等が不明となっているもの 

ⅲ）事業実施要領（取扱い）で定められている「県営事業の状況」及び「施設管

理状況及び課題」に相当する内容が盛り込まれていないもの 

ⅳ）機能保全コストを現在価値化する際の計算に誤りがあるため、機能保全コス

ト算定結果に誤りがあるもの 

など、機能保全計画の内容の正確性に疑問があるものが 13道府県（北海道、宮城

県、秋田県、山形県、埼玉県、千葉県、愛知県、石川県、三重県、奈良県、京都
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府、大分県及び宮崎県）の 52計画であった。 

 

また、機能保全計画の冒頭に掲載されている総括表の内容に不適切な点がある

ものが、上記 84 計画のうち、５府県（山形県、千葉県、愛知県、奈良県及び京都

府）の９計画であった。総括表は、その機能保全計画の内容を要約しており、こ

れを見ることで計画の内容が理解できるよう作成されているにもかかわらず、不

適切な点がみられたことは、機能保全計画の提供を受けた施設管理者が、その内

容について誤った理解や不十分な理解をしてしまうことになりかねない。 

ストックマネジメントの取組を効果的に進める上では、施設管理者の理解を得

ることが必要不可欠であることから、機能保全計画について正確な内容を分かり

やすく施設管理者に提供することが重要であると考えられる。 

 

③ 基幹水利施設保全型の事業実施要領（取扱い）において、機能保全計画に盛り

込むこととされている施設機能監視計画の作成状況について調査したところ、 

ⅰ）施設機能監視計画が作成されていないものが６県（宮城県、山形県、岡山県、

福岡県、大分県及び宮崎県）において 14計画 

ⅱ）施設機能監視計画において、当該施設に係る今後の監視頻度、監視の留意事

項、異常時の措置、次回予定診断時期等が記載されておらず、その内容が不十

分なものが 13道府県（北海道、秋田県、山形県、埼玉県、千葉県、長野県、石

川県、三重県、奈良県、京都府、島根県、福岡県及び宮崎県）において 42計画 

あるなど、施設機能監視計画が不適切となっているものが 17 道府県の 56 計画で

あった。 

このように、劣化原因究明のための構造物の監視について記載されている施設

機能監視計画が不適切な内容となっていることにより、当該施設に係る今後の監

視頻度、監視の留意事項、異常時の措置、次回予定診断時期等が不明となり、機

能診断等の結果を施設管理者による日常管理に効果的にいかすことができない状

況となっている。 

 

上記の原因としては、機能診断の実施業務及び機能保全計画の策定業務を都道府

県自らが実施しているのはごく一部であり、大半が地方連合会等に外部発注を行っ

ているが、その業務の過程において適切な指導を十分に実施できておらず、納品前

に成果物の内容について十分な確認を行っていないことが考えられる。また、国に

おいて、機能保全計画について、統一的な様式、記載の要領等を定めておらず、各

策定者の判断に委ねていることも原因と考えられる。 

このため、国は、これまでの事業の実績を踏まえ、「農業水利施設の機能保全の手

引き」等の各種マニュアルの充実や機能保全計画の策定事例の提供などを行うこと

により、機能診断の実施及び機能保全計画の策定において、留意すべき点を示すこ

とや参考となる技術的情報を提供するなどといった支援を行う必要がある。 

 

(ｳ) 機能診断の実施及び機能保全計画策定の取組に関して国に求める支援 

調査した 19 道府県は、機能診断の実施及び機能保全計画策定の取組に関し、国に
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対する意見・要望や国に求める支援として、次のようなものなどを挙げている。 

① 国が策定したマニュアルや手引きが示されているが、機能保全計画の策定事例

を盛り込むなど、より分かりやすいものにしてほしい。 

② 国において、発注に係る特記仕様書や施工管理基準（出来型管理・品質管理）

について、参考となる手引きを示してほしい。 

 

ウ 機能保全対策の適時適切な実施の推進 

【制度の概要】 

機能保全計画に基づく機能保全対策の実施については、基幹水利施設保全型の事業

実施要領（運用）において、ⅰ）既存施設を有効利用すると認められる場合であって、

施設機能の向上を主な目的としないものであること、ⅱ）機能診断に基づく機能保全

計画が策定されていることが事業の採択要件とされている。 

 

【調査結果】 

平成24年８月現在の県営造成施設の機能保全対策の実施状況について調査したとこ

ろ、以下のとおり、不適切な状況がみられた。 

① 調査した 19道府県のうち、機能保全計画で予定されている対策時期を経過してい

るにもかかわらず、機能保全対策が実施されていないものが９府県（山形県、千葉

県、長野県、愛知県、京都府、島根県、福岡県、大分県及び宮崎県）において 139

施設みられた。これら 139 施設に係る機能診断及び機能保全計画策定に要した費用

は２億 6,764 万円となっている。 

また、施設管理者等の関係者と合意形成を行っているとしているものの、対策時

期を経過しているのに実際に機能保全対策が実施されていないものが一部みられ

た。 

機能保全計画で予定されている対策時期を経過しているにもかかわらず、機能保

全対策が実施されていないものがみられた９府県は、その理由について、ⅰ）不具

合発生により、対策時期を前倒しした施設との施工順位を入れ替えたため、ⅱ）機

能保全計画策定時に検討を行っていなかった環境調査を実施する必要が生じたた

め、ⅲ）施設管理者の財政的な制約があるためなどの事情を挙げている。 

しかし、これら９府県の中には、ⅰ）策定された機能保全計画で示されている対

策工法やシナリオについて、機能保全対策を実施する施設管理者が合意していない

内容を取りまとめているもの、ⅱ）機能保全対策の事業採択に当たっては、効果算

定、土地改良法に定める手続等のために機能保全計画策定後、必ず２年程度の期間

が必要であることから、そもそも機能保全計画どおりに機能保全対策を実施できな

いとしているものなどがみられた。 

 

② 調査した 19 道府県のうち、機能保全計画で算定されているコストと異なる費用に

より機能保全対策が実施されているものなどが９道府県（北海道、秋田県、山形県、

長野県、愛知県、京都府、岡山県、福岡県及び大分県）において 23施設みられた。 

また、これら 23施設のうち、機能保全計画で算定されているコストを上回る費用

を要したものが７道府県（北海道、秋田県、山形県、京都府、岡山県、福岡県及び
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大分県）において 13 施設みられた。 

これら７道府県では、その理由について、ⅰ）機能保全対策の実施段階における

詳細調査の結果、対策費用に変更が生じたため、ⅱ）施設の不具合発生により、対

策時期を前倒ししたため、ⅲ）施設管理者の財政的な制約により、対策時期を後ろ

倒ししたためなどの事情を挙げている。 

しかし、その中には、機能保全計画策定段階では施設の受益者としか調整を行っ

ていなかったために、機能保全対策の実施段階になって初めて施設周辺の地域住民

との調整を行った結果、仮設計画に変更が生じ、機能保全計画の想定より多くの費

用による機能保全対策が実施されたものがみられた。 

 

上記の事例を踏まえ、機能保全計画の策定時、また、施設の監視期間を通じて、

施設管理者や関係市町村等との連絡調整を着実に行っておくことが円滑な機能保全

対策の実施につながるものと考えられる。 

 

【所見】 

  したがって、農林水産省は、県営造成施設及び団体営造成施設のストックマネジメ

ントの適切かつ効果的な推進を図る観点から、以下の措置を講ずる必要がある。なお、

その際、地方公共団体の自主性・自立性が確保されるように配慮すること。 

① 地方公共団体及び土地改良区に対して、ストックマネジメントの取組の必要性及

び有効性について、説明会や研修等を積極的に開催して周知するとともに、先進的

な取組事例を示すなど、ストックマネジメントの取組の推進が図られるよう必要な

支援を行うこと。 

 

② 都道府県に対して、適切な機能診断の実施及び機能保全計画の策定が図られるよ

う、指導・助言するとともに、これまでの各種事業の実績や当省の調査結果を踏ま

え、「農業水利施設の機能保全の手引き」等の各種マニュアルの充実、機能保全計画

の策定事例の提供などの必要な支援を行うこと。 

  また、都道府県に対して、当省の調査で指摘した機能診断における不適切な例及

び機能保全計画における不適切な例については、適切なものに改めるとともに、正

確な機能診断結果に基づく正確な機能保全計画を再度、施設管理者に提供するよう

指導・助言すること。 

さらに、都道府県に対して、これまで実施した機能診断及び機能保全計画の総点

検及び必要な見直しを行うことについて、指導・助言すること。 

 

③ 機能保全計画の策定時、また、施設の監視期間を通じて、当該施設管理者や機能

保全対策を事業化した場合の費用負担が想定される関係市町村などとの調整を行う

ことを「農業水利施設の機能保全の手引き」において明確化するなど、都道府県に

対して、必要な支援を行いつつ、機能保全計画及び施設の監視結果を踏まえた機能

保全対策の適時かつ円滑な実施が図られるよう、指導・助言すること。 

 また、都道府県に対して、調整に際し関係者の意向を十分尊重するよう指導・助

言すること。 

 

 

 

 

 

表１-(2)-ｳ-⑤ 

 

 

 

 

- 76 -



表１-(2)-ｱ-① 水利施設整備事業のうち基幹水利施設保全型及び地域農業水利施設保全型に係る要綱等

（農山漁村地域整備交付金の例）（抜粋） 

○ 農山漁村地域整備交付金実施要綱（平成 22年４月１日付け 21農振第 2453号農林水産事務次官依命通知）
（抜粋） 
第２ 農山漁村地域整備交付金の対象 

  １ 交付対象事業 
(1) 本交付金は、農山漁村地域整備計画（以下「整備計画」という。）に基づく交付対象事業（以下「交

付対象事業」という。）の実施に要する経費に充てるため、この要綱に定めるところに従い国が交付
する。 

(2) 交付対象事業は、別紙１に掲げる事業とする。 
２ 事業実施主体及び要件 
(1) 事業実施主体 

交付対象事業を実施する者（以下「事業実施主体」という。）は、都道府県、市町村、農林漁業団
体等であって、交付対象事業毎に農林水産省農村振興局長、生産局長、林野庁長官及び水産庁長官
（以下「農村振興局長等」という。）が別に定めるものとする。 

(2) 要件 
ア 沖縄県において実施するものを除く。 
イ 別紙１の２の効果促進事業については、整備計画ごとに、交付対象事業の全体事業費に占める

当該事業の総事業費の割合が 20/100を目途とする。 
ウ イのほか、交付対象事業の実施要件は、農村振興局長等が別に定めるものとする。 

  ３ （略） 
 
 別紙１ 交付対象事業 

１ 基幹事業 
(1) 農業農村基盤整備事業 

知事が、地域における農業の振興方向、戦略作物（麦、大豆、飼料作物、米粉用米、飼料用米、
稲発酵粗飼料用稲、そば、なたね及び加工用米をいう。）の生産や耕地利用率等に係る営農目標、生
産基盤整備の内容、営農支援の体制等を定めた営農目標推進整備計画を作成して行う以下の事業 

    ア （略） 
    イ 水利施設整備事業 
    ウ～エ （略） 

(2)～(4) （略） 
  ２ （略） 
 
○ 農山漁村地域整備交付金実施要領（平成 22年４月１日付け 21生畜第 2045号・21農振第 2454号・21林

整計第 336 号・21 水港第 2724 号農林水産省生産局長、農村振興局長、林野庁長官、水産庁長官通知）（抜
粋） 
第２ 交付対象事業毎の事業実施主体及び要件 

１ 交付対象事業 
要綱第２の２の(1)及び(2)の農村振興局長等が別に定める交付対象事業毎の事業実施主体及び実施

要件等については別紙１から別紙 13までに定めるものとする。 
 
○ 農山漁村地域整備交付金実施要領 要領別紙（番号４ 水利施設整備事業に係る運用）（抜粋） 

第１ 事業の内容等 
１ 本事業の事業実施主体は、次に掲げるものとする。 
(1) 都道府県とする。 
(2) 別表の区分の欄の２の事業の事業種類の欄の(2)及び(3)の事業については市町村に、区分の欄の
２の事業の事業種類の欄の(1)のイの事業については、市町村、土地改良区又は農業協同組合のいず
れかに、２の(7)のイ及びウに定める事業については、市町村又は事業対象である施設を管理する者
のいずれかにすることができるものとする。 

(3) ２の(8)に定める事業を実施する場合にあっては、(1)及び(2)に関わらず、市町村又は事業対象で
ある施設を管理する者、２の(9)に定める事業を実施する場合にあっては、市町村、土地改良区、農
業協同組合その他の団体であって都道府県知事が適当と認める者とするものとする。 

２ 本事業は、以下に定めるものについて実施するものとする。 
 (1)～(6) （略） 
(7) 基幹水利施設保全型 
ア 国営土地改良事業により造成された農業用用排水施設等（以下「国営造成施設」という。）及び、

都道府県営土地改良事業により造成された農業用用排水施設等（以下「都道府県営造成施設 」と
いう。）に関する機能保全計画の策定（機能保全計画作成に必要な当該施設の機能診断を含む。） 

イ 国営造成施設及び 都道府県営造成施設において機能保全計画等に基づく対策工事の実施 
ウ （略） 
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   (8) 地域農業水利施設保全型 
ア 団体営事業等で造成された農業用用排水施設等（以下「団体営造成施設等」という。）に関する

機能保全計画の作成（機能保全計画作成に必要な当該施設の機能診断を含む。） 
イ 団体営造成施設等に係る機能保全計画等に基づく対策工事の実施 
ウ （略） 

(9) （略） 
第２ 事業の実施要件 

  １～６ （略） 
  ７ 基幹水利施設保全型の実施に当たっては、以下の要件を満たすこと。 

(1) 既設施設を有効活用すると認められる場合であって、施設機能の向上を主な目的としないものであ
ること。 

(2) 知事が、第１の２の(7)のアに掲げる機能保全計画の策定を行おうとする都道府県営造成施設を選
定しているとともに、その 50％以上につき、当該計画の策定に関する実施方針を策定していること。 

(3) 第１の２の(7)のイについては、機能診断に基づく機能保全計画等が策定されていること。 
(4) 第１の２の(7)のイについて、令第 50 条第１項第１号の２に掲げる都道府県営事業として実施する
場合にあっては、「農林水産大臣が当該施設の機能、規模等を勘案して定める基準」に該当するもの
として、地域の農業用用排水施設の体系において重要な機能を担う施設であって、末端支配面積がお
おむね 100ヘクタール以上のもの（田以外の農用地を受益地とするものについては、末端支配面積が
おおむね 20 ヘクタール以上のもの）であること。 

(5) （略） 
８ 地域農業水利施設保全型の実施に当たっては、以下の要件を満たすこと。 
(1) 施設機能の向上を主な目的としないこと。 
(2) 第１の２の(8)の事業の対象となる団体営造成施設等は、都道府県が作成する実施方針に位置付け
られたものとする。ただし、第２の７の(2)により知事が選定した施設は本事業の対象外とする。 

(3) 第１の２の(8)のアの事業を実施するときは、末端支配面積が 100ヘクタール以上の施設であって、
施設状況を鑑み、予防的な対策が有効と見込まれるものであること。 

(4) 第１の２の(8)のイの事業を実施するときは、受益面積が 100ヘクタール以上（第１の２の(8)のア
の事業を実施していない場合であって、農村振興局長が別に定めるところにより機能保全計画を作成
した場合にあっては、10ヘクタール以上）であること。 

(5) （略） 
９ （略） 

第３・４ （略） 
第５ 事業の達成状況報告 

  １・２ （略） 
３ 知事は、基幹水利施設保全型において、第１の２の(7)のア、イの事業のうち令第 50 条第１項第１

号の２に掲げる都道府県営事業として実施しない場合及びウの事業を実施する場合にあっては、本事
業の事業実施結果を地方農政局長等に報告するものとする。 

４ 事業実施主体は、地域農業水利施設保全型において、各年度毎に本事業の実施結果を知事に報告す
るものとする。また、報告を受けた知事は、速やかに地方農政局長等にその旨報告するものとする。 

第６ （略） 
第７ 助成 

国は、本事業に要する経費のうち別記に掲げる費用につき、別に定めるところにより、予算の範囲
内において補助するものとする。 

第８ （略） 
 

別記 
１ 工事費 
ア 純工事費（請負工事にあっては、工事費とする。） 
イ 測量設計費 
ウ 用地費及び補償費 
エ 船舶機械器具費 
オ 全体実施設計費 
カ 換地費 

２ 調査及び計画作成費(実施計画策定型に限る。) 
３ 促進費等 
４ 効果促進事業費 

 
○ 農山漁村地域整備交付金実施要領 要領別紙（番号５ 水利施設整備事業に係る取扱い）（抜粋） 
第１ 事業の内容 

  １～10 （略） 
  11 運用第１の２の(7)のアの「機能保全計画」は、別記様式第１号により次に掲げる事項を定めるもの

とする。 
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(1) 施設現況調査（構造物の環境条件、変状、施設状況等）の概要及び結果 
(2) 施設機能診断（劣化度合いの測定等）の概要及び結果 
(3) 劣化原因究明のための構造物の監視 
(4) 機能保全対策（対策工法、対策時期、対策概略費） 

12 運用第１の２の(7)のイの「機能保全計画等」とは、アに基づいて策定する機能保全計画、戸別所得
補償実施円滑化基盤整備事業実施要領（平成 23年４月１日付け 22農振第 2200号農林水産省農村振興
局長通知）別紙４の基幹水利施設保全型、特定地域振興生産基盤整備事業実施要領（平成 23年４月１
日付け 22 農振 2243 号農林水産省農村振興局長通知）別紙４の基幹水利施設保全型、地域自主戦略交
付金交付要綱（平成 23 年４月１日付け 22農振第 2185 号農林水産省農村振興局長通知。以下「地域自
主戦略交付金交付要綱」という。）別紙９の基幹水利施設保全型、東日本大震災復興交付金交付要綱（農
林水産省）（平成 24 年１月 16 日付け 23予 635 号農林水産大臣決定）及び東日本大震災復興交付金（復
興交付金基金）交付要綱（農林水産省）（平成 24 年１月 16 日付け 23 予 636 号農林水産大臣決定）の
別添１－４の基幹水利施設保全型又は国営造成水利施設保全対策指導事業実施要綱（平成 15 年４月 1
日付け 14農振第 2527 号農林水産事務次官依命通知）に従って策定する機能保全計画をいう。 

13 （略） 
14 運用第１の２の(8)のアの「機能保全計画」は、別記様式第１号により次に掲げる事項を定めるもの

とする。 
(1) 施設現況調査（構造物の環境条件、変状、施設状況等）の概要及び結果 
(2) 施設機能診断（劣化度合いの測定等）の概要及び結果 
(3) 劣化原因究明のための構造物の監視 
(4) 機能保全対策（対策工法、対策時期、対策概略費）の概要 

15 運用第１の２の(8)のイの「機能保全計画等」とは、アに基づいて策定する機能保全計画、第２の７
の(3)に基づいて策定する機能保全計画、地域自主戦略交付金交付要綱別紙９の地域農業水利施設保全
型又は東日本大震災復興交付金交付要綱（農林水産省）（平成 24 年１月 16 日付け 23 予 635 号農林水
産大臣決定）及び東日本大震災復興交付金（復興交付金基金）交付要綱（農林水産省）（平成 24 年１
月 16 日付け 23 予 636 号農林水産大臣決定）の別添１－４の基幹水利施設保全型に従って策定する機
能保全計画をいう。 

16 事業の実施に当たっては、農地地図情報の利活用を図ること等により、本事業の効率的かつ効果的
な推進に努めるものとする。 

第２ 事業の実施要件 
  １～５ （略） 
  ６ 運用第１の２の(7)の基幹水利施設保全型 

(1) 運用第２の７の(2)の「実施方針」については、別記様式第２号によるものとする。 
(2) 実施方針は、策定後５年以内に見直しを行うものとする。 

７ 運用第１の２の(8)の地域農業水利施設保全型 
(1) 運用第２の８の(2)の実施方針は、必要に応じて都道府県土地改良事業団体連合会の知見を活かし
つつ、別記様式第３号により作成するものとする。 

(2) 実施方針は、毎年度更新を行い、計画的な事業実施に努めるものとする。 
(3) 運用第１の２の(8)のイの事業は、運用第１の２の(8)のアの事業を実施していない場合であっても
実施できることとするが、その場合の機能保全計画（運用第２の８の(4)の「機能保全計画」）の作成
は、別記様式第４号により作成するものとする。 

第３・第４ （略） 
第５ 事業の達成状況報告 

１・２ （略） 
３ 運用第５の３の事業実施結果の報告は、事業実施年度の翌年度の６月末日までに、別記様式第 22号

により行うものとする。 
４ 運用第５の４の事業実施結果の報告は、事業実施年度の翌年度の６月末日までに、別記様式 23号に
より行うものとする。 

第６ （略） 
第７ その他 

１・２ （略） 
３ 事業の実施にあたっては、都道府県は、可能な限り事業費単価の低減に努めるものとする。 
４ 集積促進事業及び運用第１の２の(7)から(9)の事業については、土地改良法（昭和 24 年法律第 195

号）による土地改良事業以外の事業として実施できるものとしているので留意されたい。 
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別記様式第１号 

 

 地区名 地区 

 
機能保全計画 

 
 

平成  年  月 
○○県、○○市、○○町、○○村 

 

 
＜機能保全計画 目次＞ 

 
  １．施設現況調書 
   (1) 事業の状況 
    ①完了地区、②実施中の地区 
   (2) 施設管理状況及び課題 
  ２．施設機能診断 
   (1) 施設機能診断調査 
   (2) 施設機能診断評価 
  ３．対策工事 
   (1) 対策工法 
   (2) 対策時期 
   (3) 機能保全コスト算定 
   (4) 施設機能監視計画 
 
 
 

別記様式第２号 
○○県 基幹的農業水利施設の機能保全に関する実施方針 

 
  １．事業実施期間 Ｈ○○年度～Ｈ○○年度 
 
  ２．対象施設 
   (1) 選定の基準、根拠 
 
 
   (2) 対象施設一覧 ※１ 

地区名 ※２ 施設名 造成年度 種類 ※３ 規模 ※４ 水路延長 ※５ 管理主体 備考 

        

        

        

     ※１：必要に応じて項目数を増減させること。 
     ※２：地区とは、事業申請を行う（予定の）地区等 
     ※３：種類とは、ダム、頭首工、用水機場、排水機場、樋門、水路又はその他施設 
     ※４：規模とは、ダムは貯水量（千㎥）、頭首工は取水量（㎥／ｓ）、用水機場及び排水機場は揚

水量（㎥／ｓ）、樋門及び水路は通水量（㎥／ｓ） 
     ※５：水路延長とは、水路の場合は延長（㎞）、水路以外は空欄 
 
   (3) 施設数計 

種類 
ダム 頭首工 用水機場 排水機場 樋門 水路 その他 計 

施設数 

延 長 

個所 

 

個所 

 

個所 

 

個所 

 

個所 

 

個所 

㎞ 

個所 

 

個所 

㎞ 

 
  ３．事業の進め方 
    ※地区設定の方法、年度計画、方針策定後５年間の計画策定の推進目標（最低でも 50％とする）等

について記載すること。 
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別記様式第３号 

○○県 地域農業水利施設保全対策実施方針 
 
  １．対象期間 Ｈ○○年度～Ｈ○○年度（５年間） 
 
  ２．対象施設 
   (1) 選定にあたっての基本的考え方 
 
   (2) 機能保全計画策定施設一覧 

施設名 所在地 造成 

年度 

受益 

面積 

種類 規模 対象 

延長 

管理主体 実施主体 実施

年度 

          

          

 
   (3) 対象工事施設一覧 

施設名 所在地 造成 

年度 

種類 規模 対象 

延長 

実施主体 実施 

年度 

対策工事の概要 

         

         

     注１：種類とは、頭首工、用水機場、排水機場、樋門、水路又はその他施設 
     注２：規模とは、頭首工は取水量（㎥／ｓ）、用水機場及び排水機場は揚水量（㎥／ｓ）、樋門及

び水路は通水量（㎥／ｓ） 
     注３：水路延長とは、水路の場合は延長（㎞）、水路以外は空欄 
 
   (4) 施設数計 

種類 
頭首工 用水機場 排水機場 樋門 水路 その他 計 

（施設数） 個所 個所 個所 個所 個所(㎞) 個所 個所 

Ｈ○○年度        

Ｈ○○年度        

Ｈ○○年度        

Ｈ○○年度        

Ｈ○○年度        

実施済み        

 
  ３．事後保全に関する実施方針 
   (1) 対象とする施設 
 
 
   (2) 事後保全の必要が生じた際の調整方針 
 
 
 
 

別記様式第 22号 （略） 
別記様式第 23号 （略） 

（注）下線は当省が付した。 
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表１-(2)-ｱ-② 基幹水利施設保全型実施方針を策定していないもの 

都道府県名 内容 

広島県 広島県は、基幹水利施設保全型実施方針を策定しておらず、受益面積が 100 ㏊以上の県営造

成施設の機能診断及び機能保全計画策定の取組を一切行っていない。 

同県は、その理由について、県営造成施設のストックマネジメントについては、管理主体で

ある市町や土地改良区の判断により実施されるものであり、県として実施すべき施設はないと

考えているためとしている。 

 

なお、同県では、農山漁村地域整備交付金等の事業メニューである水利施設整備事業の中の

地域農業水利施設保全型実施方針を策定している（注２）。しかし、当該方針の対象施設に位置

付けられている県営造成施設はいずれも受益面積が 100 ㏊未満の施設であり、100 ㏊以上の県

営造成施設の機能診断及び機能保全計画策定の取組は行われていない。 

また、同県では、国の助成事業を活用せずに県独自で県営造成施設の機能診断及び機能保全

計画策定の取組を行うこともしていない。 

 

しかし、同県内には、受益面積が 100 ㏊以上の県営造成施設のうち耐用年数を超過している

点施設が 10 施設、線施設が 58 ㎞みられるなど、施設の老朽化が進行しており、ストックマネ

ジメントの取組が必要な状況となっている。 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 基幹水利施設保全型実施方針において対象施設に位置付けられていない県営造成施設であれば、地域農業水利施

設保全型により機能診断等の事業を行うことも制度上可能となっている。なお、その際には、都道府県が策定する

地域農業水利施設保全型実施方針に当該施設が位置付けられていなければならない。 

 

 

 

表１-(2)-ｱ-③ 基幹水利施設保全型実施方針の対象施設に位置付けている県営造成施設数が少なく、県内

に所在する受益面積が 100㏊以上の県営造成施設の５割に満たないとみられるもの 

都道府県名 内容 

北海道 北海道内に所在する道営造成施設のうち受益面積が 100㏊以上の点施設は 194施設であるが、

北海道が平成 24年１月に策定した基幹水利施設保全型実施方針（事業実施期間：平成 24年度

から 28年度）をみると、対象施設に位置付けられている受益面積 100㏊以上の点施設は 15 施

設（7.7％）となっている。 

これに、平成 23年度末までに機能診断を実施した受益面積が 100㏊以上の点施設 13 施設を

加えても 28 施設（14.4％）にとどまっており、28年度までに２割にも満たないとみられる。 

宮城県 宮城県内に所在する県営造成施設のうち受益面積が 100㏊以上の点施設は 339施設であるが、

宮城県が平成 20年度に策定した基幹水利施設保全型実施方針（平成 22 年度見直し、事業実施

期間：20 年度から 24年度）をみると、対象施設に位置付けられている受益面積が 100㏊以上

の点施設は 64施設（18.9％）となっている。 

このため、平成 25 年度以降も同程度の施設数を対象施設に位置付けたとしても、28年度ま

でに５割に満たないとみられる。 

秋田県 秋田県内に所在する県営造成施設のうち受益面積が 100 ㏊以上の施設は 636施設であるが、

秋田県が平成 23年度に策定した基幹水利施設保全型実施方針（事業実施期間：平成 23年度か

ら 27 年度）をみると、対象施設に位置付けられている受益面積が 100㏊以上の施設は 71施設

（11.2％）となっている。 

これに、平成 23年度末までに機能診断を実施した受益面積 100㏊以上の施設 75 施設を加え

ても 146 施設（23.0％）にとどまっており、28年度までに５割に満たないとみられる。 

埼玉県 埼玉県内に所在する県営造成施設のうち受益面積が 100 ㏊以上の施設は 196施設であるが、

埼玉県が策定した基幹水利施設保全型実施方針（事業実施期間：平成 21 年度から 25 年度）を

みると、対象施設に位置付けられている受益面積が 100 ㏊以上の施設は 41施設（20.9％）とな

っている。 

また、平成 23年度末までの実績でみると、機能診断を実施済みの施設は対象施設 41 施設中
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12 施設となっており、事業実施期間内に対象施設に位置付けた施設全ての機能診断が実施され

てはいない。 

このため、平成 26 年度以降も同程度の施設数を対象施設に位置付けたとしても、28年度ま

でに５割に満たないとみられる。 

千葉県 千葉県内に所在する受益面積が 100 ㏊以上の施設は 632 施設であるが、千葉県が平成 19年度

に策定した基幹水利施設保全型実施方針（平成 22年度見直し、事業実施期間：平成 20年度か

ら 24 年度）をみると、対象施設に位置付けられている受益面積が 100㏊以上の施設は 51施設

（8.1％）となっている。 

また、平成 23年度末までの実績でみると、機能診断を実施済みの施設は対象施設 51 施設中

33 施設となっており、事業実施期間内に対象施設に位置付けた施設全ての機能診断が実施され

てはいない。 

このため、平成 25 年度以降も同程度の施設数を対象施設に位置付けたとしても、28年度ま

でに２割にも満たないとみられる。 

山梨県  山梨県内に所在する県営造成施設のうち受益面積が 100㏊以上の施設は 26 施設である。しか

し、山梨県が平成 24年度に策定した基幹水利施設保全型実施方針（事業実施期間：平成 24 年

度から 34年度）をみると、対象施設に位置付けられている受益面積が 100㏊以上の施設は２施

設（7.7％）にとどまっており、28 年度までに２割にも満たないとみられる。 

愛知県 愛知県内に所在する県営造成施設のうち受益面積が 100 ㏊以上の施設は 328施設であるが、

愛知県が平成 24年度に策定した基幹水利施設保全型実施方針（事業実施期間：平成 24年度か

ら 28 年度）をみると、対象施設に位置付けられている受益面積が 100㏊以上の施設は 18施設

（5.5％）となっている。 

これに、平成 23年度末までに機能診断を実施した受益面積が 100㏊以上の施設 11 施設を加

えても 29施設（8.8％）にとどまっており、28年度までに２割にも満たないとみられる。 

三重県 三重県内に所在する県営造成施設のうち受益面積が 100 ㏊以上の施設は 259施設であるが、

三重県が平成 23年度に策定した基幹水利施設保全型実施方針（事業実施期間：平成 23年度か

ら 27 年度）をみると、対象施設に位置付けられている受益面積が 100㏊以上の施設は 42施設

（16.2％）となっている。 

これに、平成 23年度末までに機能診断を実施した受益面積が 100㏊以上の施設 13 施設を加

えても 55施設（21.2％）にとどまっており、28 年度までに５割に満たないとみられる。 

奈良県 奈良県内に所在する県営造成施設のうち受益面積が 100 ㏊以上の施設は 20施設であるが、奈

良県が平成 20年度に策定した基幹水利施設保全型実施方針（事業実施期間：平成 20 年度から

24 年度）をみると、対象施設に位置付けられている受益面積が 100㏊以上の施設は４施設

（20.0％）となっている。 

このため、平成 25 年度以降も同程度の施設数を対象施設に位置付けたとしても、28年度ま

でに５割に満たないとみられる。 

岡山県 岡山県内に所在する県営造成施設のうち受益面積が 100 ㏊以上の施設は 242施設であるが、

岡山県が平成 20年２月に策定した基幹水利施設保全型実施方針（平成 22年度見直し、事業実

施期間：20年度から 25年度）をみると、対象施設に位置付けられている受益面積が 100 ㏊以

上の施設は 12施設（5.0％）となっている。 

 このため、平成 26年度以降も同程度の施設数を対象施設に位置付けたとしても、28年度ま

でに２割にも満たないとみられる。 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 各道県内に所在する施設数については、各道県が把握している施設数を記載した。 

３ 「点施設」とは、貯水池、頭首工、機場等をいう。 
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表１-(2)-ｱ-④ 基幹水利施設保全型実施方針で定めた目標が達成されておらず、また、当該方針の対象施

設のうち 50％以上について機能保全計画を策定するという事業実施要領（運用）で定めら

れた目標が達成されていないもの 

都道府県名 内容 

北海道 北海道が、平成 19年 10月に策定し、23 年４月に見直した基幹水利施設保全型実施方針（事

業実施期間：平成 19年度から 23年度）では、96施設が対象施設に位置付けられており、「３．

事業の進め方」において、「平成 23 年度末までに約 59％の施設について計画策定を目指す」と

されている。 

しかし、平成 23年度末時点の実績をみると、機能保全計画を策定した施設は 32施設（33.3％）

にとどまっており、当該方針どおりに進捗していない。 

また、事業実施要領（運用）では、当該方針の対象施設に位置付けられた施設のうち 50％以

上の施設について機能保全計画を策定することとされているにもかかわらず、その目標が達成

されていない。 

（注）当省の調査結果による。 

 

表１-(2)-ｱ-⑤ ストックマネジメントの取組が低調となっている主な理由 

ⅰ）ストックマネジメントの取組について施設管理者の理解が十分でないため 

内容 

・ 機能診断の実施に当たっては、施設管理者から要望が上がってきた施設について、対象施設に位置付けるか

検討を行っているが、施設の通常使用に問題がなければ要望を上げてこない施設管理者もいるため 

・ ストックマネジメントの取組について、施設管理者の理解が十分でない地域において、地元の負担の調整が

遅れるなどしており、事業の着手が遅れているため 

・ 施設管理者や関係市町村の中には、機能診断の実施、機能保全計画の策定、機能保全対策の実施というスト

ックマネジメントの手順を負担に感じており、これらの取組を行う意向を持っていないものがあるため 

（注）当省の調査結果による。 

 

ⅱ）機能診断等を行う対象施設の選定に必要な情報の収集や整理に時間を要したため 

内容 

・ 機能診断等を行う対象施設の選定に必要な情報の収集や整理に時間がかかったことにより、対象施設の精査

に相当の時間を要したため 

（注）当省の調査結果による。 

 

ⅲ）予算的な制約のため 

内容 

・ 機能診断の実施及び機能保全計画の策定を進めたとしても、これに基づく対策工事（機能保全対策）の実施

に係る予算確保が難しいため 

・ 施設管理者や関係市町村の財政的な事情によるため 

・ 農業水利施設の整備率が低く、ストックマネジメントの取組よりも施設の整備の方が優先順位が高いので、

機能診断の実施及び機能保全計画の策定に係る予算の確保が難しいため。また、当該業務に従事する担当職員

が少なく、十分なマンパワーを投入できなかったため 

（注）当省の調査結果による。  
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表１-(2)-ｱ-⑥ 機能診断等を行う対象施設の選定に当たって、優先度に客観性を持たせるために県独自の

取組を行っている例 

ⅰ）独自に「施設評価客観基準調書」を作成し、診断している例 

都道府県名 内容 

秋田県 秋田県では、施設管理者と県担当者が連携・協力して、施設評価客観基準調書を用いて事前

診断を実施し、この結果算出される施設評価点に基づき、機能診断等を行う対象施設を選定し

ている。 

事前診断の評価項目は、①残存耐用年数（20 点）、②機能状況（40点）、③受益面積（20点）、

④公共性（５点）、⑤維持管理状況（10点）及び⑥施設管理者意見（５点）としている。 

これらの評点の合計値が、100点満点中 60 点未満のものを「詳細診断の対象としない施設」

（区分Ⅰ）、60 点以上 75 点未満のものを「詳細診断が必要な施設」（区分Ⅱ）、75点以上のもの

を「緊急に詳細診断が必要な施設」（区分Ⅲ）に区分している。 

 

表 施設評価客観基準調書の概要（水路の例） 

評価項目 評価方法 

１．残存耐用年数 

 

配点 20点 

各工種の標準耐用年数による評価。 

【単一工種の場合】 

20点×（経過年数／標準耐用年数）＝評点 

※ 経過年数が標準耐用年数を超過した場合は満点とする。 

２．機能状況 

 

配点 40点 

県振興局農林部農村整備課職員及び施設管理者が行う目視を主体とした現

地調査による評価。 

【用・排水路（コンクリート構造物）】 

対象施設の代表的区間を（500ｍ程度）を現地調査し、以下の項目の有無で

評価する。 

 ①躯体の傾斜、変形、崩壊 

 ②不同沈下 

 ③目地部の異常（欠損、段差、漏水痕跡） 

 ④骨材の露出 

 ⑤鉄筋の露出 

 ⑥部材の劣化（中性化、凍害、塩害、ＡＳＲによるひび割れ） 

40点×（該当項目数／６）＝評点 

３．受益面積 

 

配点 20点 

受益面積による施設重要度の評価。 

【用・排水路、揚・排水機、頭首工等】 

20点×（受益面積／200㏊）＝評点 

※１ 基準値の 200㏊は県営かんがい排水事業の要件 

※２ 受益面積が 200㏊を超える場合は満点とする。 

４．公共性 

 

配点５点 

多面的機能による施設重要度の評価。 

【用・排水路、揚水機、頭首工、ため池】 

以下の項目の有無で評価する。 

 ①防火用水 

 ②消流雪用水 

 ③生態系保全、遊水施設用水 

 ④洪水防止（農用地以外の洪水受入） 

５点×（該当項目数／４）＝評点 

５．維持管理状況 

 

配点 10点 

県振興局農林部農村整備課職員が施設管理者からの聞き取り及び現地確認

により評価。 

以下の該当する項目で評価する。 

・ 定期的な点検及び補修・整備を実施しているほか、施設更新補修のた

めの資金積み立てを行っている。（10点） 

・ 定期的な点検及び補修・整備を実施している。（５点） 

・ 上記以外の場合（０点） 

６．施設管理者意見 県振興局農林部農村整備課職員が施設管理者からの聞き取りにより評価。 
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配点５点 

以下の該当する項目で評価する。 

・ 全面的な改修又は補修・補強が必要（５点） 

・ 部分的な補修・補強が必要（３点） 

・ 軽微な補修が必要（１点） 

・ 定期的保守点検で十分（０点） 

（注）秋田県の提出資料に基づき当省が作成した。 

 

（注）当省の調査結果による。 

 

ⅱ）独自に「農業水利施設管理マニュアル」を作成している例 

都道府県名 内容 

千葉県  千葉県土地改良施設維持管理協議会（注）（以下、本表において「協議会」という。）は、ス

トックマネジメントの考え方に基づく各種事業制度は、あくまでも、日常管理を適正に行った

上で施設老朽化に対処するものであるとの考え方に基づき、施設管理者による主体的な管理（点

検・補修等）の推進を図るとともに、千葉県及び地方連合会が県内施設の管理状況を統一的に

把握し、適切な技術指導等を実施するために、平成 23 年３月、「農業水利施設管理マニュアル」

を作成している。 

（注） 平成 19年度に基幹水利施設ストックマネジメント事業が、20年度に地域農業水利施設ストックマ

ネジメント事業が創設されたことを契機として、県内の農業水利施設の適正な維持管理の推進を図

るため、平成 21年３月に、千葉県耕地課、千葉県農業事務所及び千葉県土地改良事業団体連合会か

ら構成される千葉県土地改良施設維持管理協議会が設立された。 

 

 同マニュアルでは、施設管理者が管理している施設の劣化状況等を把握し、機能診断を行う

対象施設を選定する際の判断材料とすることを目的として、「点検・一次診断」を実施すること、

また、必要に応じて「合同診断」実施することしている。 

 

(1) 点検・一次診断 

点検・一次診断では、施設管理者自らが、毎年３～４月に、対象施設を構成する設備ごと

の調査票を用いて、次の流れで、視覚や聴覚等の五感調査、機器操作や施設の運転状況等の

点検・診断を実施する。 

① 「部材の調査項目」の判定 

部材の現状に該当するものについて、チェックを入れる。 

（例：揚水ポンプのケーシングであれば、さびの状況について、◎「健全」（0点）、○

「1/4 以下の部分的なさびあり」（５点）、△「1/2以下の部分的なさびあり」（10 点）、

×「全体的なさび」（10点）から、該当するものにチェック） 

 

② 「部材」の評価 

部材の評価は、調査項目の判定結果を基に「良好」「普通」「不良」の評価を行う。 

（例：揚水ポンプのケーシングであれば、運転音、ひび割れ、さびの状況の３つの調査

項目について、良好（全て◎）、普通（△及び×がない）、不良（△又は×がある）から、

該当するものを選択） 

 

③ 「補修必要性」の評価 

補修必要性の評価は、次の計算式により算定する。点数が高いほど、補修の必要性が高

いことを示す。 

（評点／最大評点）×100＝補修必要性の評価（％） 

 

④ 「更新必要性」の評価 

更新必要性の評価方法は、次の計算式により算定する。点数が高いほど、更新の必要性

が高いことを示す。 

（部材評価における「不良」の数／部材評価項目数）×100＝更新必要性の評価（％） 
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⑤ 「施設評価」 

施設補修等の必要性について、施設管理者が判定を行う。判定区分は以下を標準とする

が、特記事項を勘案し施設管理者が総合判断する。 

ＡＡ（全面更新が必要）･･････更新必要性＞80％、かつ、補修必要性＞80％ 

Ａ（部分的更新が必要）･･････更新必要性＞60％、かつ、補修必要性＞60％ 

Ｂ（補修対策が必要）････････補修必要性＞40％ 

Ｃ（維持管理内で対応可能）･･補修必要性＞20％ 

Ｄ（対策不要）･･････････････補修必要性≦20％ 

 

(2) 合同診断 

施設管理者による点検・一次診断の結果及び合同診断の実施について施設管理者の意向を

踏まえ、協議会（出先部会）及び地方連合会が合同診断の必要性を判断し、必要と認めた施

設について、逐次、県農業事務所又は地方連合会と施設管理者が合同でさらに詳細な診断を

実施する。 

 

表 点検・診断の標準的実施フロー 

２月 協議会 

３～４月 点検・一次診断 

（施設管理者が実施） 

６月 点検・一次診断結果取りまとめ 

（施設管理者から県農業事務所に提出） 

マニュアル改訂要望等の聞き取り 

６～10月 合同診断 

（点検・一次診断の結果、より詳細な診断が必要とされた場合、国営又は県営で受益

面積 100㏊以上の施設は県農業事務所が実施、それ以外の施設は地方連合会が実施） 

11月 ＜出先部会＞ 

合同診断結果及びマニュアル改訂要望等の取りまとめ、管理状況の把握 

11～12月 協議会で現状分析、今後の点検行動計画及びマニュアル改定案の検討 

 （注）千葉県の提出資料に基づき当省が作成した。 

 

なお、本取組は、平成 24年３、４月に初めて 200㏊以上の土地改良区 55団体が管理する約

150施設に対象を絞って実施されるなど、まだ試行段階にある。このため、協議会では取組を

実施した土地改良区に対するアンケートの結果を踏まえ、調査票等を改善するなどしていきた

いとしている。 

今後、実施を依頼する土地改良区、施設の範囲を順次広げていき、最終的には県内の全施設

を対象に実施したいと考えているとしている。 

 

（注）当省の調査結果による。 
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表１-(2)-ｱ-⑧ 地域農業水利施設保全型実施方針の対象施設に位置付けて計画的に取り組むとしている

施設数が少ないもの 

ⅰ）実施方針の対象施設に受益面積が 100㏊以上の団体営造成施設が含まれていないもの 

都道府県名 内容 

北海道  北海道内に所在する受益面積が 100㏊以上の団体営造成施設は 271 施設（注２）であるが、北

海道が平成 21 年８月に策定した地域農業水利施設保全型実施方針（直近の見直しは平成 24 年

９月、事業実施期間：21 年度から 25 年度）の対象施設には、受益面積が 100 ㏊以上の団体営

造成施設は一切含まれておらず、機能診断及び機能保全計画策定の取組が行われていない。 

山形県 山形県内に所在する団体営造成施設のうち受益面積が 100 ㏊以上の点施設は 53 施設（注３）

であるが、山形県が平成 21 年度に策定した地域農業水利施設保全型実施方針（直近の見直しは

平成 23年、事業実施期間：23年度から 27年度）の対象施設には、受益面積が 100㏊以上の団

体営造成施設は一切含まれておらず、機能診断及び機能保全計画策定の取組が行われていない。 

山梨県 山梨県内に所在する団体営造成施設のうち受益面積が 100㏊以上の点施設は７施設（注３）で

あるが、山梨県が平成 21年３月に策定した地域農業水利施設保全型実施方針（事業実施期間：

平成 21 年度から 24 年度）の対象施設には、受益面積が 100 ㏊以上の団体営造成施設は一切含

まれておらず、機能診断及び機能保全計画策定の取組が行われていない。 

長野県 長野県内に所在する受益面積が 100 ㏊以上の団体営造成施設は 161施設（注４）であるが、長

野県が平成 24 年度に策定した地域農業水利施設保全型実施方針（事業実施期間：平成 24 年度

から 28年度）の対象施設には、受益面積が 100 ㏊以上の団体造成施設は一切含まれておらず、

機能診断及び機能保全計画策定の取組が行われていない。 

三重県 三重県内に所在する団体造成施設のうち受益面積が 100 ㏊以上の点施設は 35 施設（注３）で

あるが、三重県が平成 22年度に策定した地域農業水利施設保全型実施方針（事業実施期間：平

成 22 年度から 26 年度）の対象施設には、受益面積が 100 ㏊以上の団体造成施設は一切含まれ

ておらず、機能診断及び機能保全計画策定の取組が行われていない。 

広島県 広島県内に所在する団体造成施設のうち受益面積が 100 ㏊以上の点施設は８施設（注３）であ

るが、広島県が平成 22 年度に策定した地域農業水利施設保全型実施方針（事業実施期間：平成

23 年度から 27 年度）の対象施設には、受益面積が 100 ㏊以上の団体造成施設は一切含まれて

おらず、機能診断及び機能保全計画策定の取組が行われていない。 

大分県 大分県内に所在する団体造成施設のうち受益面積が 100 ㏊以上の点施設は 34 施設（注３）で

あるが、大分県が平成 22年２月に策定した地域農業水利施設保全型実施方針（直近の見直しは

平成 24年２月、事業実施期間：平成 22年度から 28年度）の対象施設には、受益面積が 100㏊

以上の団体造成施設は一切含まれておらず、機能診断及び機能保全計画策定の取組が行われて

いない。 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 北海道が把握している施設数である。 

３ 国が実施した農業基盤情報基礎調査の結果（平成 21年３月 31日時点）による。「点施設」とは、貯水池、頭首工、

機場等をいう。 

４ 長野県が把握している施設数である。 

 

ⅱ）実施方針の対象施設に位置付けて計画的に取り組むとしている施設数が少なく、平成 28年度までに

県内に所在する受益面積が 100㏊以上の団体営造成施設の１割に満たないとみられるもの 

都道府県名 内容 

秋田県 秋田県内に所在する団体営造成施設のうち受益面積が 100 ㏊以上の点施設は 71 施設（注２）

であるが、秋田県が平成 21 年度に策定した実施方針（直近の見直しは平成 23 年８月、事業実

施期間：21 年度から 25 年度）をみると、対象施設に位置付けられている団体営造成施設のう

ち受益面積が 100㏊以上の点施設は３施設（4.2％）にとどまっている。 

このため、平成 26 年度以降も同程度の施設数を対象施設に位置付けたとしても、28 年度ま

でに１割にも満たないとみられる。 

埼玉県 埼玉県内に所在する団体営造成施設のうち受益面積が 100 ㏊以上の点施設は 77 施設（注２）

であるが、埼玉県が平成 24年度に策定した実施方針（事業実施期間：平成 24年度から 28年度）

をみると、対象施設に位置付けられている受益面積が 100 ㏊以上の団体営造成施設は２施設
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（2.6％）となっている。 

これに、平成 23 年度末までに機能診断を実施した受益面積が 100㏊以上の団体営施設２施設

を加えても４施設（5.2％）にとどまっており、28年度までに１割にも満たない。 

千葉県 千葉県内に所在する団体営造成施設のうち受益面積が 100 ㏊以上の点施設は 54 施設（注２）

であるが、千葉県が平成 22年度に策定した実施方針（事業実施期間：平成 22年度から 26年度）

をみると、対象施設に位置付けられている受益面積が 100 ㏊以上の団体営造成施設は２施設

（3.7％）となっている。 

このため、平成 27 年度以降も同程度の施設数を対象施設に位置付けたとしても、28 年度ま

でに１割にも満たないとみられる。 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 国が実施した農業基盤情報基礎調査の結果（平成 21年３月 31日時点）による。「点施設」とは、貯水池、頭首工、

機場等をいう。 

 

 

表１-(2)-ｱ-⑨ 調査した 19道府県内に所在する受益面積が 100㏊以上の団体営造成施

設の機能診断及び機能保全計画策定施設数（平成 23年度末時点） 

                              （単位：施設）  

都道府県名 機能診断実施施設数 機能保全計画策定施設数 

北海道 0 0 

宮城県 0 0 

秋田県 3 3 

山形県 0 0 

埼玉県 2 2 

千葉県 2 2 

山梨県 0 0 

長野県 0 0 

愛知県 0 0 

石川県 0 0 

三重県 0 0 

奈良県 0 0 

京都府 0 0 

広島県 0 0 

島根県 0 0 

岡山県 0 0 

福岡県 0 0 

大分県 0 0 

宮崎県 0 0 

計 7 7 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 「機能診断実施施設数」及び「機能保全計画策定施設数」には、頭首工等の点施設に加え、

水路等の線施設を１路線１施設として計上した数を合計した数を記載した。 
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表１-(2)-ｲ-① 調査した 19道府県内に所在する受益面積が 100㏊以上の県営造成施設の機能診断及び機

能保全計画策定施設数（平成 23年度末時点） 

（単位：施設）  

都道府県名 県営造成施設数 機能診断実施施設数 機能保全計画策定施設数 

北海道 194 （注２） 32 （13）  32 （13）  

宮城県 339 （注２） 52 （47）  43 （36）  

秋田県 636 71 71 

山形県 856 243 243 

埼玉県 196 12 12 

千葉県 632 34 32 

山梨県 26 0 0 

長野県 296 75 72 

愛知県 328 11 11 

石川県 不明 （注２） 77 48 

三重県 259 13 13 

奈良県 20 2 2 

京都府 26 （注２） 9 （ 5）  9 （ 5）  

広島県 67 0 0 

島根県 83 （注２） 3 （ 3）  3 （ 3）  

岡山県 242 3 3 

福岡県 85 （注２） 10 （ 9）  10 （ 9）  

大分県 不明 （注２） 145（注４）   140（注４）    

宮崎県 308 14 14 

計 
－ 

＜4,593＞  
806（777）  

＜555＞       
758（727） 

＜539＞     

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 「県営造成施設数」には、各道府県が回答した施設数を記載した。 

なお、石川県及び大分県は、県営造成施設数について不明と回答しているため、「不明」と記載した。北海道、

宮城県、京都府、島根県及び福岡県の県営造成施設数については、線施設について１路線１施設での計上が困難で

あると回答しているため、点施設数のみを記載している。 

３ 北海道、宮城県、京都府、島根県及び福岡県については、機能診断実施施設数及び機能保全計画策定施設数欄に

おける（ ）内に点施設数を内数として記載した。また、計欄における（ ）内には、これら５道府県の点施設数

の合計と残りの 14県の機能診断実施施設数及び機能保全計画策定施設数の合計を記載した。 

４ 大分県は、機能診断実施施設数及び機能保全計画策定施設数には、県営造成施設以外の造成主体が明確でない施

設も含まれるとしている。 

５ 計欄の＜ ＞内には、県営造成施設数について不明としている２県を除いた 17道府県（北海道、宮城県、京都府、

島根県及び福岡県については点施設数）の合計数を記載した。 
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表１-(2)-ｲ-② 機能診断及び機能保全計画の内容が不適切なもの 

（単位：計画、％）  

道府県名 

調査した機能診断結果及び機能保全計画数 

 内容が不適切なもの （参考） 

  
機能診断の内

容が不適切な

もの 

機能保全計画

の内容が不適

切なもの 

 

いずれも不適

切なもの 
  うち、総括表

が不適切なも

の 

北海道 5  5  5  2  0  1  

宮城県 5  5  1  5  0  1  

秋田県 5  5  5  1  0  1  

山形県 5  5  4  5  3  4  

埼玉県 5  2  0  2  0  0  

千葉県 6  6  6  6  1  6  

長野県 5  0  0  0  0  0  

愛知県 5  5  2  5  1  2  

石川県 2  2  0  2  0  0  

三重県 5  5  4  5  0  4  

奈良県 3  3  0  3  3  0  

京都府 6  6  3  6  1  3  

島根県 5  2  2  0  0  0  

岡山県 5  0  0  0  0  0  

福岡県 7  7  7  0  0  0  

大分県 5  5  5  5  0  5  

宮崎県 5  5  3  5  0  5  

計 
84  

（100） 

68  

（81.0） 

47  

（56.0） 

52  

（61.9） 

9  

（10.7） 

32  

（38.1） 

（注）１ 本表は、調査した 19道府県が平成 19年度から 23年度までに策定した機能保全計画から 84件を抽出して、調査

した結果をまとめたものである。なお、山梨県及び広島県は、機能保全計画の策定実績がなく、調査していないた

め、本表には計上していない。 

２ 総括表とは、機能保全計画の概要（①施設現況調査、②施設機能診断調査、③施設機能診断評価及び④機能保全

対策）を一枚にまとめた表であり、通常、機能保全計画の１ページ目（表紙の次のページ）に掲載されているもの

である。 

３ （ ）内は構成比である。 

４ 参考欄は、機能診断及び機能保全計画のいずれにも不適切な点がみられたものの件数である。 
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表
１

-
(
2
)
-
ｲ
-
③
 

機
能
診
断
の
内
容

に
不
適
切
な
も
の
が
あ
る
例
 

（
単

位
：

計
画

、
％

）
 

道
府

県
名
 

調
査

し
た

機
能

診
断

結
果
数
 

 
不

適
切

な
例

（
主
な

も
の
）
 

不
適

切
な
も
の
 

施
設

名
 

内
 

容
 

北
海

道
 

5
 

 
 

 
5
 

 
 

吉
野

頭
首

工
 

・
 

堰
柱

Ｐ
２

に
つ

い
て

、
現

地
調

査
（

定
点

調
査
）
票

で
は
、
「

欠
損
・

損
傷
」

欄
の
「

局
所
的

」
に
チ

ェ
ッ
ク

が
入
っ

て
い
る

が
、

施
設

状
態

評
価

表
で

は
、

該
当

箇
所

に
チ

ェ
ッ

ク
が
入
っ
て
お

ら
ず
、
誤
っ
て

い
る
。
 

 
 

ま
た

、
調

査
票

に
基

づ
け

ば
、「

欠
損
・
損

傷
」
の
変
状

別
評
価

、「
外
部
要
因
」
の

主
要
因
別
評

価
及
び
総
合
評

価
は
い
ず
れ

も
Ｓ

－
３

と
な

る
。
し

か
し

、
施

設
状

態
評

価
表

で
は

、
変
状
別
評
価
は

Ｓ
－
５
、
主
要

因
別
評
価
及
び
総

合
評
価
は
い
ず

れ
も

Ｓ
－

４
と

誤
っ

た
判

定
と

な
っ

て
い

る
。
 

宮
城

県
 

5
 

 
 

 
1
 

 
 

船
越

揚
水

機
場

 

・
 
施

設
状

態
評

価
表

で
は

、
「

目
地

の
開

き
」

欄
の

「
局

所
的
」
、
「
防

水
材
の

捲
り
・

剥
離
」

欄
の

「
局
所

的
」
及

び
「
漏
水
の

状
況

」
欄

の
「

漏
水

跡
、
滲

出
し

、
滴

水
」
に

チ
ェ
ッ
ク

が
入
っ
て
い
る

が
、
現
地

調
査
（

定
点
調
査
）
票
で
は

、
該
当
箇
所

に

チ
ェ

ッ
ク

が
入

っ
て

お
ら

ず
、

誤
っ

て
い

る
。
 

ま
た

、
調

査
票

に
基

づ
け

ば
、「

建
屋

」
の

変
状

別
評
価

及
び
「
そ
の

他
の
要
因
」
の
主

要
因
別
評
価

は
い
ず
れ
も
Ｓ

－
５
と

な
る

が
、

評
価

表
で

は
、

変
状

別
評

価
及

び
主

要
因

別
評
価
は
い
ず

れ
も
Ｓ
－
４
と

誤
っ
た
判
定
と

な
っ
て
い
る
。
 

さ
ら

に
、

こ
れ

に
基

づ
け

ば
、

総
合

評
価

は
Ｓ

－
４

と
な

る
が

、
評

価
表

で
は

、
評

価
区

分
の

チ
ェ

ッ
ク

が
誤

っ
て

い
る

た

め
、

総
合

評
価

は
Ｓ

－
３

と
誤

っ
た

判
定

と
な

っ
て

い
る
。
 

秋
田

県
 

5
 

 
 

 
5
 

 
 

鵜
川

揚
水

機
場

 

・
 

現
地

調
査
（

定
点

調
査

）
票

で
は

、「
目

地
の

開
き
」
欄
の
「
局
所

的
」
及
び
「
目
地
か
ら

の
漏
水
の

状
況
」
欄
の
「
滲
出
し

、

漏
水

跡
、
滴

水
」
に

チ
ェ

ッ
ク

が
入

っ
て

い
る

が
、
施
設
状
態

評
価
表
で

は
、
該
当
箇
所
に
チ
ェ

ッ
ク
が
入

っ
て
お
ら
ず
、
誤
っ

て
い

る
。
 

ま
た

、
調

査
票

に
基

づ
け

ば
、
「

付
帯

施
設

」
の

変
状

別
評

価
、
「

そ
の

他
の

要
因

」
の

主
要

因
別

評
価

及
び

総
合

評
価

は
い

ず
れ

も
Ｓ

－
４

と
な

る
。

 

し
か

し
、

評
価

表
で

は
、

評
価

区
分

の
チ

ェ
ッ

ク
が

誤
っ

て
い

る
た

め
、

変
状

別
評

価
、

主
要

因
別

評
価

及
び

総
合

評
価

は

い
ず

れ
も

Ｓ
－

３
と

誤
っ

た
判

定
と

な
っ

て
い

る
。
 

山
形

県
 

5
 

 
 

 
4
 

 
 

東
郷

堰
幹

線
用

水
路

 
・

 
現

地
踏

査
票

が
作

成
さ

れ
て

お
ら

ず
、

ど
の

よ
う
に
調
査
定
点

を
選
定
し
た
の

か
不
明
と
な
っ

て
い
る
。
 

千
葉

県
 

6
 

 
 

 
6
 

 
 

仁
玉

川
１

号
排

水
路

 

・
 

施
設

状
態

評
価

表
で

は
、
「

水
路

の
変

形
」

の
「

柵
渠

、
矢
板

水
路
」

欄
の
「

柵
板
（

矢
板
）

の
ズ
レ

・
欠
損

が
部
分

的
」
に

チ
ェ

ッ
ク

が
入

っ
て

い
る

が
、

現
地

調
査

（
定

点
調

査
）
票
で
は
、

該
当
箇
所
に
チ

ェ
ッ
ク
が
入
っ

て
お
ら
ず
、
誤

っ
て
い
る
。
 

 
ま

た
、

調
査

票
に

基
づ

け
ば

、
「

水
路

の
変

形
」

の
変

状
別

評
価

、
「

外
部

要
因

」
の

主
要

因
別

評
価

及
び

総
合

評
価

は
い

ず

れ
も

Ｓ
－

５
と

な
る

が
、

評
価

表
で

は
、

評
価

区
分

の
チ

ェ
ッ

ク
が

誤
っ

て
い

る
た

め
、

変
状

別
評

価
、

主
要

因
別

評
価

及
び

総
合

評
価

は
い

ず
れ

も
Ｓ

－
３

と
誤

っ
た

判
定

と
な

っ
て
い
る
。

 

愛
知

県
 

5
 
 

 
 

2
 

 
 

荒
井

排
水

機
場

 

・
 

現
地

調
査
（

定
点

調
査

）
票

で
は

、
①
「

材
料

劣
化
」
の
「
浮
き
」
欄
の
「
全

体
的
」
と
、
②
「
防
水

材
の
変
状
」
の
「
防
水

材
の

剥
離

」
欄

の
「

全
体

的
」
の

２
か

所
に

チ
ェ

ッ
ク

が
入
っ
て
い
る

こ
と
か
ら
、
施
設
状
態

評
価
表
で

も
、
こ
れ
ら
２
か
所
に

該
当

す
る

箇
所

に
チ

ェ
ッ

ク
が

入
る

べ
き

と
こ

ろ
、「

防
水
材

の
剥
離
」
欄
の
「
全
体

的
」
に
し
か
チ
ェ

ッ
ク
が
入
っ
て

い
な
い
。 

三
重

県
 

5
 

 
 

 
4
 

 
 

立
梅

用
水

路
、

立
梅

井
堰

 

・
 

機
能

診
断

結
果

で
は

、「
目

地
変

状
」
は
「

特
に
み

う
け
ら
れ
な
い

」
と
さ
れ

て
お
り

、
こ
れ
に
基
づ

け
ば
、「

そ
の
他

の
要
因

（
目

地
変

状
）
」

の
主

要
因

別
評

価
は

Ｓ
－

５
と

な
る

が
、
施
設
健
全

度
評
価
で
は
、

Ｓ
－
４
と
誤
っ

た
判
定
と
な
っ

て
い
る
。
 

・
 

機
能

診
断

結
果

で
は

、「
欠

損
損

傷
」

は
「

局
所

的
に
側
壁
に
欠

損
が
あ
る
」
と

さ
れ
て
い
る
。
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し
か

し
、

施
設

健
全

度
評

価
で

は
、「

コ
メ

ン
ト
」

欄
に
「
欠
損
の
変

状
が
全
体
的
に

み
う
れ
ら
れ
、
さ

ら
な
る
進
行
が

考
え

ら
れ

る
た

め
、

す
ぐ

さ
ま

補
修

が
必

要
で

あ
る

」
と

誤
っ
た
記
載
と

な
っ
て
い
る
。
 

京
都

府
 

6
 

 
 

 
3
 

 
 

上
桂

川
統

合
堰

 
・
 

施
設

状
態

評
価

表
の
「

そ
の

他
の

要
因

」
欄

に
お

い
て
最
も
低
い
健

全
度
の
変
状
別

評
価
は
Ｓ
－
４

で
あ
る
た
め
、
主
要
因
別

評
価

は
Ｓ

－
４

と
な

る
が

、
評

価
表

で
は

、
Ｓ

－
３

と
誤
っ
た
判
定

と
な
っ
て
い
る

。
 

島
根

県
 

5
 
 

 
 

2
 

 
 

九
景

排
水

機
場

 

・
 

施
設

状
態

評
価

表
の

主
要

因
別

評
価

に
お

い
て
最

も
低
い
健
全
度

は
Ｓ
－
２
で
あ

っ
た
が
、
エ
ン
ジ

ニ
ア
リ
ン
グ
ジ

ャ
ッ
ジ
に

よ
り

総
合

評
価

を
Ｓ

－
３

に
補

正
し

た
と

し
て

い
る

も
の
の
、
同
表
に

は
そ
の
旨
の
記

載
が
な
く
、
ど
の

よ
う
な
判
断
に

基
づ
い

て
補

正
が

行
わ

れ
た

の
か

不
明

と
な

っ
て

い
る

。
 

福
岡

県
 

7
 
 

 
 

7
 

 
 

長
栄

排
水

機
場

 

・
 

現
地

調
査
（

定
点

調
査

）
票

で
は

、「
背

面
土

の
空

洞
化
」
及
び
「
周
辺
地
盤

の
陥
没
ひ
び

割
れ

」
欄
は

、
い
ず
れ
も
「
な
し
」

と
記

載
さ

れ
て

お
り

、「
抜

け
上

が
り

（
目

視
）
」
欄
は
、
チ
ェ

ッ
ク
が

入
っ
て
い
な
い

。
 

し
か

し
、

施
設

状
態

評
価

表
で

は
、「

背
面

土
の
空
洞
化
」
欄
の
「
局
所

的
」
、「

周
辺
地

盤
の
陥
没
・
ひ

び
割
れ
」
欄
の
「

全

体
的

」
及

び
「

抜
け

上
が

り
（

埋
設

構
造

物
）
」

欄
の
「

20
㎝
未
満
」

に
チ
ェ
ッ
ク
が

入
っ
て
お
り
、

誤
っ
て
い
る
。
 

ま
た

、
調

査
票

に
基

づ
け

ば
、
「

地
盤

地
形

」
の

変
状

別
評

価
、
「

外
部

要
因

」
の

主
要

因
別

評
価

及
び

総
合

評
価

は
、

い
ず

れ
も

Ｓ
－

５
と

な
る

が
、

評
価

表
で

は
、

い
ず

れ
も

Ｓ
－
３
と
誤
っ

た
判
定
に
な
っ

て
い
る
。
 

大
分

県
 

5
 
 

 
 

5
 

 
 

若
宮

第
２

幹
線

 

・
 

施
設

状
態

評
価

表
で

は
、「

摩
耗
・
す

り
へ

り
」
欄
の
「
全
体
的
」
に
チ
ェ
ッ
ク
が

入
っ
て
い
る
が

、
現
地
調
査
（

定
点
調
査

）

票
で

は
、

該
当

箇
所

に
チ

ェ
ッ

ク
が

入
っ

て
お

ら
ず

、
誤
っ
て
い
る

。
 

ま
た

、
現

地
調

査
（

定
点

調
査

）
票

に
基

づ
け

ば
、
「

ひ
び

割
れ

以
外

の
劣

化
」

の
変

状
別

評
価

、
「

内
部

要
因

」
の

主
要

因

別
評

価
及

び
総

合
評

価
は

い
ず

れ
も

Ｓ
－

５
と

な
る

が
、

評
価

表
で

は
、

評
価

区
分

の
チ

ェ
ッ

ク
が

誤
っ

て
い

る
た

め
、

変
状

別
評

価
、

主
要

因
別

評
価

及
び

総
合

評
価

は
い

ず
れ

も
Ｓ
－
４
と
誤

っ
た
判
定
と
な

っ
て
い
る
。
 

宮
崎

県
 

5
 

 
 

 
3
 

 
 

松
永

頭
首

工
 

・
 

複
数

の
箇

所
の

現
地

調
査

結
果

を
一

つ
の

現
地
踏

査
票
に
ま
と
め

て
し
ま
っ
て
い

る
た
め
、
箇
所
ご

と
の
現
地
調
査

結
果
が
不

明
と

な
っ

て
い

る
。

 

計
 

8
4（

注
２
）
 

（
1
00
）

 
  

4
7
 

 
 

（
5
6.
0）

  
－

 
－
 

（
注
）
１
 
当
省
の
調
査

結
果
に
よ
る
。
 

２
 
「
調
査
し
た
機
能
診
断
結
果
数
」
の
計
欄
に
は
、
本
表
に
記
載
し
て
い
る

6
4
計
画
の
ほ
か
、
埼
玉
県
、
長
野
県
、
石
川
県
、

奈
良
県
及
び
岡
山
県
が
策
定
し
た
機
能
保
全
計
画
の
う
ち
当
省
が
調
査
し
た
計

2
0

計
画
の
合
計
数
を
記
載
し
た
。
 

３
 
（
 
）
内
は
構
成
比
で
あ
る
。
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表
１

-
(
2
)
-
ｲ
-
④
 

機
能
診
断
の
内
容
が
不
適
切
な
例
 

○
 
現
地

調
査
（

定
点
調

査
）

票
と

施
設

状
態

評
価

表
が

一
致
し

て
お
ら

ず
、
施

設
の
健

全
度
評

価
が
誤

っ
て
い

る
例
 

～
福

岡
県

（
長

栄
排

水
機

場
）

の
例

～
 

 【
現
地

調
査
（
定

点
調

査
）

票
の

記
載

（
抜

粋
）】

 

       【
施
設

状
態
評
価

表
の
記

載
（

抜
粋

）
】

 

               （
注
）
１
 
当
省
の
調
査

結
果
に
よ
る
。
 

２
 
「
現
地
調
査
（
定
点
調
査
）
票
」
及
び
「
施
設
状
態
評
価
表
」
は
関
係
す
る
部
分
を
抜
粋
し
て
い
る
。
 

両
者

が
一

致
し

て
お

ら
ず

、
施

設
の

健
全

度
評

価
が

誤
っ

た
も

の
と

な
っ

て
い

る
。

 

い
ず
れ
の
項
目
に
も
チ
ェ
ッ
ク
が
な
い
。
 

（
「
背
面
土
の
空
洞
化
」
及
び
「
周
辺
地
盤
の
陥
没
・
ひ
び
割
れ
」

は
「
※
な
し
」
と
記
載

、「
抜
上
が
り
（
目
視

）」
に
は
チ
ェ
ッ

ク
が
入
っ
て
い
な
い

。）
 

 

こ
れ
に
基
づ
け
ば
、
施
設
状
態
評
価
表
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
「
無
」

（
Ｓ
－
５
の
評
価
区
分
）
に
チ
ェ
ッ
ク
が
入
る
こ
と
と
な
る
。
 

現
地
調
査
（
定
点
調
査
）
票
と
は
異
な
る
評
価
区
分
に
チ
ェ
ッ
ク
が
入
っ
て
い
る
。
 

（
「
背
面
土
の
空
洞
化
」
は
「
局
所
的

」、
「
周
辺
地
盤
の
陥
没
・
ひ
び
割
れ
」
は
「
全
体
的

」、
「
抜
け
上
が
り
（
埋
設
構
造
物

）」
は
「
20

㎝
未
満

」）
 

 

こ
の
結
果

、「
変
状
別
評
価
」
、「

主
要
因
別
評
価
」
及
び
「
総
合
評
価
」
は
、
い
ず
れ
も
「
Ｓ
－
３
」
と
誤
っ
た
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
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表１-(2)-ｲ-⑤ 都道府県における施設の管理水準の設定状況 

都道府県名 施設の管理水準の設定状況 

北海道 
原則、Ｓ－３以下の場合に対策を実施することとしており、また、機能保全計画における「余

寿命推定」及び「老朽度評価」をもって、施設の管理水準としている。 

宮城県 管理水準を設定していない。 

秋田県 

管理水準を設定する必要があることは認識しているが、施設種別及び構造に応じて、これを数

値化するなど具体的に設定することが技術的に困難なため、管理水準を設定していない。 

このため、秋田県では管理水準を設定するに当たっては、国から施設種別及び構造に応じた技

術的情報が提供される必要があるとしている。 

山形県 

機能保全計画等で記載はしていないが、業務委託先（山形県土地改良事業団体連合会）と相談

し、基本的にＳ－１で設定している。しかし、管理水準の設定内容及びその根拠が記載されたも

のはない。 

埼玉県 管理水準を設定しているとしているものの、その内容は明らかでない。 

千葉県 
管理水準を定量的に定めることが困難であり、管理している土地改良区の判断に任せていると

して、客観的な管理水準を設定していない。 

長野県 
劣化段階ごとにシナリオを作成、比較し、最適シナリオを採用しているため、管理水準を設定

していない。 

愛知県 
いずれの施設についてもＳ－２を管理水準としているとしている。しかし、管理水準の設定内

容及びその根拠が記載されたものはない。 

石川県 
抽出した２計画に盛り込まれている 21 施設（注２）については、平成 22 年度に行われた技術

検討委員会において管理レベルをＳ－２に正式に設定している。 

三重県 

管理水準は、個々の施設における農業面の重要性や環境への影響、災害リスクなどを総合的に

勘案して、施設単位で定めるものであり、一律ではなく、また設定内容及びその根拠が記載され

たものはない。 

奈良県 

抽出した３計画に盛り込まれている３施設については、当該機能保全計画に添付されている書

類において、Ｓ－１よりも下のレベルを管理水準としているものとみられるが、どのような根

拠・方法で設定しているか等についての記載はみられず、明らかでない。 

京都府 

抽出した６計画のうち２計画に盛り込まれている施設（①吹前揚水機場及び②川西揚水機場）

については、ポンプのため管理水準を設定していない。 

その他３計画に盛り込まれている施設（①上桂川統合堰、②新庄頭首工及び③蓼島頭首工）に

ついては、施設機械であることから、性能管理の限界値であるＳ－３を管理水準として設定して

いる。 

残りの１計画に盛り込まれている施設については、機能診断及び機能保全計画策定業務を受託

した事業者の作成した結果報告書において、管理水準の内容及びその設定根拠が記載されてい

る。 

島根県 

個々の施設によって状態が異なるため、施設の管理水準を一律に設定することは困難であると

して、農業面の重要性や環境への影響、災害リスクなどを総合的に勘案して、農業水利施設機能

総合診断士が判断している。なお、抽出した揚排水機場施設は、明記していないが、農業水利施

設機能総合診断士が判断し、健全度Ｓ－１を管理水準としている。 

岡山県 管理水準を設定しているとしているものの、その内容は明らかでない。 

福岡県 
一次診断・簡易二次診断の点数による健全度評価、総合評価や施設状態評価表等の総合評価に

より判断しており、管理水準は設定していない。 

大分県 管理水準を設定していない。 

宮崎県 

抽出した５計画のうち２計画に盛り込まれている２施設（①松永頭首工及び②新開排水機場）

については、機能診断及び機能保全計画策定業務を受託した事業者の作成した結果報告書におい

て、管理水準の内容及びその設定根拠が記載されている。 

その他２計画に盛り込まれている２施設（①高田原水路及び②東郷幹線水路）については、管

理水準の設定の考え方などの記載はあるが、その内容が明らかでない。 

残りの１計画に盛り込まれている施設については、管理水準の内容だけでなく、その設定の考

え方についても明らかでない。 
（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 21施設の内訳は次のとおり。 
①梯川右岸排水機場、②梯川右岸第２排水機場、③宗座排水機場、④得橋排水機場、⑤河田排水機場、⑥富樫用水、
⑦林口川、⑧１号支線、⑨郷用水 2-1号支線、⑩郷用水 2-2号支線、⑪郷用水 2-3号支線、⑫郷用水 2-4号支線、
⑬中村用水 3-1号支線、⑭中村用水 3-4号支線、⑮中村用水 3-5号支線、⑯山島用水 4-5号支線、⑰山島用水 4-8
号支線、⑱大慶寺５号支線、⑲大慶寺 5-3号支線、⑳中島用水６号支線及び㉑新砂川用水 7-3号支線  
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表
１

-
(
2
)
-
ｲ
-
⑥
 

機
能
保
全
計
画
の
内
容

に
不
適
切
な

も
の
が
あ
る

例
 

（
単

位
：

計
画

、
％

）
 

道
府
県
名
 

調
査
し

た
機

能

保
全

計
画

数
 

 
 

不
適

切
な

例
（

主
な

も
の

）
 

不
適

切
な

も
の

 

 

施
設
名
 

内
 

容
 

う
ち
、

総
括
表

が
不
適

切
な
も

の
（
注
２
）
 

北
海
道
 

5
 
 

 
2
 
 

 
0
 
 

７
丁

目
揚

水

機
幹
線
水

路
 

・
 
２

(2
)施

設
機
能

診
断
評
価

の
「

１
）

施
設

機
能

診
断

結
果

に
基

づ
く

老
朽

度
評

価
」

及
び

「
２

）

施
設

機
能

診
断

調
査

に
基

づ
く

余
寿

命
推

定
」

の
記

載
と

、
施

設
状

態
評

価
表

の
記

載
が

一
致

し
な

い
。
 

宮
城
県
 

5
 
 

 
5
 
 

 
0
 
 

田
尻

排
水

機

場
 

・
 
１

(2
)施

設
管
理

状
況
及
び

課
題

の
「

点
検

履
歴

」
欄

及
び
「

補
修

履
歴

調
書

」
欄

が
記

入
さ

れ
て

い
な
い
。
 

秋
田
県
 

5
 
 

 
1
 
 

 
0
 
 

稲
庭

１
号

幹

線
用
水
路
 

・
 
３

(
1)

施
設
機

能
診
断

調
査

の
２

）
現

地
踏

査
及

び
現

地
調

査
の

内
容

の
「

整
理

番
号

」
欄

が
記

入

さ
れ
て
お

ら
ず
、

今
後
の

照
合

に
支

障
を

来
す

お
そ

れ
が

あ
る

。
 

山
形
県
 

5
 
 

 
5
 
 

 
3
 
 

淞
郷

堰
二

段

西
揚
水
機

場
、

淞
郷

堰
三

段

揚
水
機
場
 

・
 

機
能

保
全

コ
ス

ト
算

定
結

果
に

誤
り

が
あ

る
た

め
、

１
総

括
表

の
機

能
保

全
コ

ス
ト

も
誤

っ
て

い

る
。
 

・
 
「
２

(
2)

施
設
管

理
状
況

及
び

課
題

」
、「

３
(
1)

施
設

機
能

診
断

調
査

」
及

び
「
３

(
2)
施

設
機

能
診

断
評
価
」

が
作
成

さ
れ
て

お
ら

ず
、

不
適

切
な

も
の

と
な

っ
て

い
る

。
 

埼
玉
県
 

5
 
 

 
2
 
 

 
0
 
 

円
良
田
湖
 

・
 

２
(
2
)施

設
機
能
診

断
評
価

の
「

１
）
施

設
健

全
度

と
劣

化
要

因
」
及

び
４

機
能

保
全

対
策

の
「

(
4
)

施
設

監
視

計
画

」
の

い
ず

れ
に

お
い

て
も

、
次

回
予

定
診

断
時

期
が

記
載

さ
れ

て
お

ら
ず

、
適

切
な

定
期
的
な

診
断
が

行
わ
れ

な
い

お
そ

れ
が

あ
る

。
 

千
葉
県
 

6
 
 

 
6
 
 

 
1
 
 

西
広
堰
（
西
広

頭
首
工
）
 

・
 

１
総

括
表

の
「

機
能

保
全

コ
ス

ト
算

定
」

の
「

事
業

費
」

欄
が

記
入

さ
れ

て
お

ら
ず

、
同

表
だ

け

で
は
当
面

必
要
な

対
策
費

が
不

明
と

な
っ

て
い

る
。

 

・
 

２
(
2
)施

設
機
能
診

断
評

価
の
「

１
）
施

設
健

全
度

と
劣

化
要

因
」
及

び
４

機
能

保
全

対
策

の
「

(
4
)

施
設

監
視

計
画

」
の

い
ず

れ
に

お
い

て
も

、
次

回
予

定
診

断
時

期
が

記
載

さ
れ

て
お

ら
ず

、
適

切
な

定
期
的
な

診
断
が

行
わ
れ

な
い

お
そ

れ
が

あ
る

。
 

愛
知
県
 

5
 
 

 
5
 
 

 
1
 
 

吉
良

揚
水

機

場
 

・
 

１
総

括
表

の
「

機
能

保
全

コ
ス

ト
算

定
」

に
記

載
さ

れ
て

い
る

計
算

に
誤

り
が

あ
る

た
め

、
４

機

能
保
全
対

策
の
「

(
3)

機
能

保
全

コ
ス

ト
算

定
」

に
記

載
さ

れ
て

い
る

コ
ス

ト
と

一
致

し
て

い
な

い
。
 

石
川
県
 

2
 
 

 
2
 
 

 
0
 
 

手
取

川
左

岸

地
区

（
注
３
）
 

・
 
１

(1
)県

営
事
業

の
概
要

に
受

益
面

積
が

記
入

さ
れ

て
い

な
い

。
 

・
 

１
(2
)施

設
管
理

状
況
及

び
課

題
に

お
い

て
、
維

持
管

理
費

、
補

修
履

歴
及

び
点

検
履

歴
が

記
載

さ

れ
て
い
な

い
。
 

三
重
県
 

5
 
 

 
5
 
 

 
0
 
 

新
井
用
水

路
 

・
 
維
持

管
理
費

、
補
修

履
歴

及
び

点
検

履
歴

に
つ

い
て

記
載

さ
れ

て
い

な
い

。
 

奈
良
県
 

3
 
 

 
3
 
 

 
3
 
 

南
部

幹
線

水

路
 

・
 

１
総

括
表

の
「

機
能

保
全

コ
ス

ト
算

定
」

の
「

事
業

費
」

欄
が

記
入

さ
れ

て
お

ら
ず

、
同

表
だ

け

で
は
当
面

必
要
な

対
策
費

が
不

明
と

な
っ

て
い

る
。

 

・
 
２

(2
)管

理
状
況

及
び
課

題
の

「
点

検
履

歴
」

欄
が

記
入

さ
れ

て
い

な
い

。
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・
 
３

(
1)

施
設
機

能
診
断

調
査

の
２

）
現

地
踏

査
及

び
現

地
調

査
の

内
容

の
「

整
理

番
号

」
欄

が
記

入

さ
れ
て
お

ら
ず
、

今
後
の

照
合

に
支

障
を

来
す

お
そ

れ
が

あ
る

。
 

京
都
府
 

6
 
 

 
6
 
 

 
1
 
 

川
西

揚
水

機

場
 

・
 
２

(1
)施

設
調
書

の
地
区
の

受
益

面
積

（
造

成
時

）
が

記
載

さ
れ

て
い

な
い

。
 

大
分
県
 

5
 
 

 
5
 
 

 
0
 
 

導
水
路
・
取
水

口
 

・
 

事
業
実

施
要
領

で
定
め

ら
れ

て
い

る
「

１
施

設
現

況
調

書
」
の
「

(
1)

県
営

事
業

の
状

況
」
及

び
「

(
2
)

施
設
管
理

状
況
及

び
課
題

」
に

相
当

す
る

事
項

が
確

認
で

き
ず

、
不

適
切

な
内

容
と

な
っ

て
い

る
。

 

・
 

施
設

（
導

水
路

）
全

体
の

機
能

保
全

コ
ス

ト
の

算
定

・
比

較
が

行
わ

れ
て

お
ら

ず
、

最
適

シ
ナ

リ

オ
も

不
明

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

最
終

的
に

選
定

さ
れ

た
対

策
工

事
の

工
法

、
対

策
時

期
等

が
不

明
と

な
っ
て
い

る
。
 

宮
崎
県
 

5
 
 

 
5
 
 

 
0
 
 

高
田
原
水

路
 

・
 
２

(1
)県

営
事
業

の
状
況
（

施
設

調
書

）
に

地
区

の
受

益
面

積
（

現
況

）
が

記
入

さ
れ

て
い

な
い

。
 

・
 
２

(2
)管

理
状
況

及
び
課

題
の

「
補

修
履

歴
」

欄
及

び
「

点
検

履
歴

」
欄

が
記

入
さ

れ
て

い
な

い
。
 

計
 

8
4 （

注
４
）
 

（
1
00
）

 
  

5
2
  

 

(
6
1
.9
) 

9
 
 

（
1
0.

7）
 

－
 

－
 

（
注
）
１
 
当
省
の
調
査

結
果
に
よ
る
。
 

２
 
総
括
表
と
は
、
機
能
保
全
計
画
の
概
要
（
①
施
設
現
況
調
査
、
②
施
設
機
能
診
断
調
査
、
③
施
設
機
能
診
断
評
価
及
び
④
機
能
保
全
対
策
）
を
一
枚
に
ま
と
め
た
表
で
あ
り
、
通
常
、
機
能
保
全
計
画
の
１
ペ
ー

ジ
目
（
表
紙
の
次
の
ペ
ー
ジ
）
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。
 

３
 
梯
川
右
岸
排
水
機
場
、
梯
川
右
岸
第
２
排
水
機
場
、
宗
座
排
水
機
場
、
得
橋
排
水
機
場
及
び
河
田
排
水
機
場
に
係
る
機
能
保
全
計
画
。
 

４
 
「
調
査
し
た
機
能
保
全
計
画
数
」
の
計
欄
に
は
、
本
表
に
記
載
し
て
い
る

6
2
計
画
の
ほ
か
、
長
野
県
、
島
根
県
、
岡
山
県
及

び
福
岡
県
が
策
定
し
た
機
能
保
全
計
画
の
う
ち
当
省
が
調
査
し
た
計

2
2
計
画
の
合

計
数
を
記
載
し
た
。
 

５
 
（
 
）
内
は
構
成
比
で
あ
る
。
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表
１

-
(
2
)
-
ｲ
-
⑦
 

機
能
保
全
計
画
の
内
容
が
不
適
切
な
例
 

○
 
機
能

保
全
コ

ス
ト
算

定
が

誤
っ

て
い

る
例

 
～

愛
知

県
（
吉

良
揚
水

機
場
）

の
例
～
 

 【
１
．

総
括
表
の

記
載

（
抜

粋
）
】

 

        【
４
．

機
能
保
全

対
策

の
(
3)
機

能
保

全
コ

ス
ト

算
定

の
記
載
（

抜
粋

）】
 

             （
注
）
１
 
当
省
の
調
査

結
果
に
よ
る
。
 

２
 
「
１
．
総
括
表
」
及
び
「
４
．
機
能
保
全
対
策
の

(3
)機

能
保
全
コ
ス
ト
算
定
」
は
関
係
す
る
部
分
を
抜
粋
し
て
い
る
。
 

１
．

総
括

表
の

機
能

保
全

コ
ス

ト
の

計
算

に
誤

り
 

 （
誤

っ
て

、
工

事
雑

費
（
「

②
事

業
費

（
そ

の
他

経
費

含
む

）
」
3
1
,9
16

千
円

を
計

上
）

 

 正
し

い
機

能
保

全
コ

ス
ト

は
、

3
6
6
,0
4
5
千

円
 

１
．

総
括

表
に

記
載

さ
れ

て
い

る
計

算

に
誤

り
が

あ
る

た
め

、
 

４
．

機
能

保
全

対
策

に
記

載
さ

れ
て

い

る
コ

ス
ト

と
一

致
し

て
い

な
い

。
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表
１

-
(
2
)
-
ｲ
-
⑧
 

施
設
機
能
監
視
計
画
が
作
成
さ
れ
て
い
な
い
も
の
、
施
設
機
能
監
視
計
画
が
作
成
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
内
容
が
不
十
分
な
も
の
 

（
単

位
：

計
画

、
％
）

  

道
府
県
名
 

調
査

し
た

機
能

保
全

計
画

数
 

 施
設

機
能

監
視

計
画

が
作

成
さ

れ
て

い
な

い
も

の
 

施
設
機

能
監
視

計
画
が

作
成
さ

れ
て
い
る

も
の
 

 内
容

が
不

十
分

な
も
の
 

内
容

が
不

十
分

な
例

（
主

な
も

の
）

 

北
海
道
 

5
 

 
0
 

 
5
 
 

5
  

・
 
監
視

の
留
意

事
項
、

異
常

時
の

措
置

及
び

次
回

予
定

診
断

時
期

が
記

載
さ

れ
て

い
な

い
。
 

宮
城
県
 

5
 

 
2
 

 
3
 
 

0
  

－
 

秋
田
県
 

5
 

 
0
 

 
5
 
 

5
  

・
 
監
視

の
留
意

事
項
が

記
載

さ
れ

て
い

な
い

。
 

山
形
県
 

5
 

 
2
 

 
3
 
 

1
  

・
 
施
設

の
一
部

に
つ
い

て
施

設
機

能
監

視
計

画
に

相
当

す
る

記
載

が
な

い
。

 

埼
玉
県
 

5
 

 
0
 

 
5
 
 

2
  

・
 
監
視

の
留
意

事
項
及

び
異

常
時

の
措

置
が

記
載

さ
れ

て
い

な
い

。
 

千
葉
県
 

6
 

 
0
 

 
6
 
 

1
  

・
 
次
回

予
定
診

断
時
期

が
記

載
さ

れ
て

い
な

い
。

 

長
野
県
 

5
 

 
0
 

 
5
 
 

5
  

・
 
異
常

時
の
措

置
及
び

次
回

予
定

診
断

時
期

が
記

載
さ

れ
て

い
な

い
。

 

愛
知
県
 

5
 

 
0
 

 
5
 
 

0
  

－
 

石
川
県
 

2
 

 
0
 

 
2
 
 

2
  

・
 
監
視

の
留
意

事
項
、

異
常

時
の

措
置

及
び

次
回

予
定

診
断

時
期

が
記

載
さ

れ
て

い
な

い
。
 

三
重
県
 

5
 

 
0
 

 
5
 
 

5
  

・
 
異
常

時
の
措

置
及
び

次
回

予
定

診
断

時
期

が
記

載
さ

れ
て

い
な

い
。

 

奈
良
県
 

3
 

 
0
 

 
3
 
 

1
  

・
 
次
回

予
定
診

断
時
期

が
記

載
さ

れ
て

い
な

い
。

 

京
都
府
 

6
 

 
0
 

 
6
 
 

6
  

・
 
監
視

の
留
意

事
項
及

び
次

回
予

定
診

断
時

期
が

記
載

さ
れ

て
い

な
い

。
 

島
根
県
 

5
 

 
0
 

 
5
 
 

5
  

－
 

岡
山
県
 

5
 

 
4
 

 
1
 
 

0
  

－
 

福
岡
県
 

7
 

 
2
 

 
5
 
 

5
  

・
 
異
常

時
の
措

置
が
記

載
さ

れ
て

い
な

い
。

 

大
分
県
 

5
 

 
3
 

 
2
 
 

0
  

－
 

宮
崎
県
 

5
 

 
1
 

 
4
 
 

4
  

・
 
監
視

の
留
意

事
項
及

び
次

回
予

定
診

断
時

期
が

記
載

さ
れ

て
い

な
い

。
 

計
 

8
4
 
 

（
1
00
）

 

 

1
4
 
 

（
1
6.

7）
 

 

7
0
 
 

（
8
3.

3）
 

＜
1
00

＞
 

4
7
  

（
5
6.
0）

 

＜
6
7.

1＞
 

－
 

（
注
）
１
 
当
省
の
調
査

結
果
に
よ
る
。
 

２
 
（
 
）
内
は
、
調
査
し
た
機
能
保
全
計
画
数
を

1
00

と
し
た
場
合
の
構
成
比
、
＜
 
＞
内
は
、
施
設
機
能
監
視
計
画
が
作
成
さ
れ
て
い
る
機
能
保
全
計
画
数
を

1
00

と
し
た
場
合
の
構
成
比
で
あ
る
。
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表１-(2)-ｳ-① 機能保全計画に盛り込まれているシナリオで予定されている対策時期を経過しているに

もかかわらず、機能保全対策が未実施となっているもの 

（単位：施設、千円） 

都道府県名 

対策未実施

施設 

（注２） 

左記の施設の機能診断

及び機能保全計画策定

に要した費用（千円） 

（注３） 

機能保全対策が未実施となっている原因・理由 

山形県 41  9,602  

・ 市町村及び改良区の事業費負担の関係上、対策工事が

必要な施設を全て実施することはできないため（施設管

理者との調整により施設に優先順位を付けて対策工事

を実施する施設を選定している。） 

千葉県 8  34,356  
・ 当時診断した他施設より緊急度が低かったため 

・ 実施事業の検討や地元調整を行っているため 

長野県 2  428  ・ 施設管理者の財政的理由のため 

愛知県 1  2,442  

・ 機能保全計画を策定中（平成 19年度）、豊田市が受益

地に大規模な開発計画を立案、一部着手し、今後は市が

総合的な排水計画を立てることとなったため（機能保全

計画は策定したものの、事業は取りやめることとなっ

た。） 

京都府 4  18,872  
・ 負担金の準備、環境調査の期間等を勘案した結果 

・ 負担金調整のため 

島根県 12  19,500  

・ 限られた予算の中で対策実施箇所の選択と集中を図る

ため 

・ 対策工事の事業採択に当たり、効果算定、土地改良法

に定める手続等のため、機能保全計画策定後、必ず２年

程度の期間が必要なこと 

福岡県 4  3,257  

・ 不具合発生による前倒し更新を行った施設との施工順

位の入替えのため 

・ 市負担金の平準化により施工順位の見直しのため 

大分県 37  165,281  
・ 管理する他の施設も含め今後一定程度期間の中で実施

するべく事業化に向けて改良区と協議中 

宮崎県 30  13,902  ・ 対策工事に向け、地元調整中 

計 139  267,640  － 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 「対策未実施施設」には、次のものを計上した。 

ⅰ 機能保全計画に盛り込まれている対策時期を経過しているにもかかわらず、平成 24年８月１日現在、機能保全

対策が未実施となっている施設 

ⅱ 機能保全計画に盛り込まれているシナリオで予定されている対策時期が平成 24年又は平成 24年度となってい

るにもかかわらず、平成 24年８月１日現在、24年度内に機能保全対策を実施する予定とはなっていない施設 

３ 複数の施設に係る機能診断及び機能保全計画策定業務を一括して外部発注しており、１施設当たりの費用が明確

でないものについては、費用を施設数で按分して計上した。 
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表１-(2)-ｳ-② 機能保全計画の策定に当たり、施設管理者等の関係者と合意形成を行っているとしている

ものの、機能保全計画で予定されている対策時期を経過しているにもかかわらず、機能保全

対策が未実施となっている例 

都道府県名 内容 

千葉県  千葉県は、機能保全計画に基づく対策工事の実施に係る施設管理者等の関係者との合意形

成について、次のとおり説明している。 

事業を実施するに当たり、地元との調整は非常に重要であることから、機能診断前に土地

改良区に対して、調査実施の日程調整はもちろんのこと、負担する事業費についても、予想

される事業費として必ず伝えている。 

さらに、機能保全計画の素案ができた段階で、土地改良区等の関係者による検討会を実施

しており、次のような調整を行っている。 

ⅰ）土地改良区等から、機能保全計画（素案）にある対策時期では、事業費が準備できない

との意見があれば、他の補修事業で一旦応急処置をしてからストックマネジメント事業実

施を検討するなど、事情によって対策時期を変更する。 

ⅱ）機能保全計画（素案）にある機能保全対策の内容では施設管理者の要望を満たせない場

合には、対策時期や対策工法を見直し、他の内容の対策を選定するといったことも考えら

れる。 

 

 しかし、次表のとおり、機能保全計画で予定されている対策時期を経過しているにもかか

わらず、機能保全対策が実施されていないものがみられるなど、このような関係者との調整

の取組は十分なものとなっていない。 

 

 表 機能保全計画で予定されている対策時期を経過しているにもかかわらず、機能保全対

策が実施されていないもの 

施設名 

機能保全計画で予定さ

れている機能保全対策

実施時期 

機能保全対策が未実施となっている原因・理由 

大室水田線 平成 22年 当時診断した他施設より緊急度が低かったため 

野毛平 1号加圧機場 平成 22年 当時診断した他施設より緊急度が低かったため 

弥富川 平成 24年 実施事業の検討や地元調整を行っているため 

下総加圧機場 平成 22年 当時診断した他施設より緊急度が低かったため 

大倉排水機場 平成 21年 実施事業の検討や地元調整を行っているため 

東部用水路 平成 22年 実施事業の検討や地元調整を行っているため 

清水堰 平成 22年 実施事業の検討や地元調整を行っているため 

勝浦ダム 平成 24～27年 実施事業の検討や地元調整を行っているため 

（注） 機能保全計画のシナリオで予定されている対策工事実施時期が平成 24年となっているものの、

24年度内に機能保全対策を実施する予定となっていない施設を含む。 

 

（注）当省の調査結果による。 
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表１-(2)-ｳ-③ 機能保全計画で予定されている対策時期を経過しているにもかかわらず、機能保全対策が

未実施となっている例 

都道府県名 内容 

京都府  京都府が平成 23 年度末までに機能保全計画を策定した施設のうち、次表のとおり、機能保

全計画で予定されている対策時期を経過しているにもかかわらず、機能保全対策が未実施と

なっているものが４施設（注１）みられた。 

 また、これら４施設に係る機能診断及び機能保全計画策定に要した費用は 18,872 千円（注

２）となっている。 

（注）１ 機能保全計画に盛り込まれているシナリオで予定されている対策工事実施時期が平成 24年又

は平成 24 年度となっているにもかかわらず、24 年度内に機能保全対策を実施する予定となっ

ていない施設を含む。 

２ 複数の施設に係る機能診断実施及び機能保全計画策定業務を一括して外部発注契約してお

り、１施設当たりの費用が明確でないものについては、費用を施設数で按分して計上した。 

 

表 機能保全対策未実施の施設名とその理由 

施設名 
シナリオで予定されている

対策実施時期 

機能保全対策が未実施となっている原

因・理由 

新庄頭首工 平成 22年度 
負担金の準備、環境調査の期間等を勘案

し、平成 25～27年の施行とした。 

上桂川統合堰 平成 22年度 
負担金の準備、環境調査の期間等を勘案

し、平成 26～28年の施行とした。 

巨椋池用水Ⅰ（吹前揚水

機場） 
平成 24年度 負担金調整のため 

巨椋池用水Ⅱ（パイプラ

イン・水管橋） 
平成 24年度 負担金調整のため 

 

(1) 京都府の意見 

京都府は、機能保全計画に基づく機能保全対策に関する施設管理者等の関係者との合意

形成について、「想定のシナリオと事業費比較については、施設管理者（主に土地改良区）

の役員レベルには相談しながら作成しているが、実際に工事費の一部を負担する各々の受

益者に対しては、工事実施時の協議関係、仮設計画、補償交渉等の後に、詳細説明する場

合もある。」としている。 

 

(2) 施設管理者の意見 

① 上桂川用水土地改良区連合 

 上桂川統合堰を管理する上桂川用水土地改良区連合は、機能保全計画では対策時期が

平成 22年度とされているにもかかわらず、26年度から機能保全対策を実施する予定とし

ている。その理由について、次のとおり説明している。 

ⅰ）京都府から、機能保全対策の実施は、上流にある蓼島統合堰及び新庄頭首工を優先

して実施すると説明されたため 

ⅱ）同連合の管理する施設の区域内は、環境調査の必要性があるため 

 

 ② 巨椋池土地改良区 

 巨椋池用水Ⅰ工区及びⅡ工区に係る施設を管理している巨椋池土地改良区は、機能保

全計画では対策時期が平成 24 年度からとなっているにもかかわらず、同計画に基づく機

能保全対策案を理事会に諮っておらず、実施の予定が立っていないとしている。その理

由について、次のとおり説明している。 

ⅰ）巨椋池用水Ⅰ工区の機能保全計画は、これまでの維持管理の実績から考えると必ず

しも更新、補修を要するとは考えられないメーカー推奨の耐用年数に応じて更新、補

修を行う計画となっており、多額の費用を要するシナリオとなっていること 

ⅱ）巨椋池用水Ⅱ工区の機能保全計画は、パイプラインの内部等を確認する２次調査ま

で実施した上での計画策定を京都府に要望していたが、予算の関係から１次調査（目

視調査等）までの実施となったため、施設の老朽箇所等が具体的に把握されず、パイ
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プラインの各部位について、メーカーが定める標準耐用年数を勘案し、平成 24年度か

ら 29年度までの６年間で順次全面更新していくという多額の費用を要する計画となっ

ていること 

同区では、平成 23年度予算は、一般会計約１億８千万円、施設管理積立金 3,220 万円

であることから、現在の機能保全計画どおりに巨椋池用水Ⅰ工区及びⅡ工区に係る施設

の対策工事を実施した場合、他の施設の故障等への対応が困難になるほか、組合員に対

する多額の特別徴収を要することとなり、理事会等の了承を得られる内容ではないとし

ている。 

そのため、同区では、巨椋池用水Ⅰ工区に係る施設については、機能保全計画を契機

とした濃密な維持管理を実施、巨椋池用水Ⅱ工区に係る施設については、全面更新によ

らずに既存施設の有効活用をしていくためにも、機能診断を再度実施し、２次調査を行

った上で長寿命化の方策を検討したいとしており、京都府に対して機能診断（２次調査）

の実施及び機能保全計画の再策定を要望している。 

また、同区では、機能保全対策実施のため、まず、必要事業費の節減のための維持管

理での対応とともに、事業費負担金の捻出手法や他施設の維持管理や運営費との調整な

ど全体的な運営管理を検討すべきとしている。 

（注）当省の調査結果による。 
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表
１

-
(
2
)
-
ｳ
-
④
 

機
能
保
全
計
画

で
算
定
さ
れ
て
い
る
コ
ス
ト
と
異
な
る
費
用
に
よ
り
機
能
保
全
対
策
が
実
施
さ
れ
て

い
る
も
の
等
 

（
単

位
：

千
円

）
 

都
道

府
県
名
 

施
設

名
 

機
能

保
全

計
画

で
予

定
さ

れ
て

い
る

機
能

保
全

対
策

の
内

容
 

実
 

 
績
 

実
施

時
期
 

内
容

 
費

用
 
(千

円
) 

実
施

時
期
 

内
容
 

費
用

 
(千

円
) 

北
海

道
 

７
丁

目
揚
水
機
幹
線
 

平
成

20
～

23
年

 
開

水
路

全
面

改
修

 

サ
イ

フ
ォ

ン
吐

口
補

修
 

9
0
,0
0
0 

 
平

成
20
～

23
年
 

開
水

路
全
面
改
修
 

サ
イ

フ
ォ
ン
吐
口
補

修
 

1
0
6,
4
10
 

 

 

中
樹

林
第
５
揚
水
機

場
 

下
記

内
容
は
、
最

適
シ

ナ
リ

オ
で

は
な

い
シ

ナ
リ

オ
②

に
記

載
さ

れ
て

い
る

内
容
 

平
成

24
年
 

ポ
ン

プ
・

電
動

機
の

部
分

的
な

分
解

整
備
 

5
,
04
0 

 

 
平
成

23
年
 

ポ
ン

プ
・

電
動

機
全

体
の

分
解

整
備

 
4
,
17
5 

 

秋
田

県
 

強
首

揚
水
機
場
 

平
成

22
～

23
年

 
揚

水
機

補
修

 
1
0
2,
0
00
 

 
平

成
22
～

23
年
 

揚
水

機
補
修
 

1
0
6,
4
10
 

 

山
形

県
 

熊
出

幹
線
用
水
路
 

平
成

21
年
度

 
１

～
３

区
間

更
新

 

４
区

間
補

強
 

3
,
79
1 

 
平

成
21

年
度
 

１
～

４
区
間
更
新
 

4
,
20
0 

 

 
松
岡

幹
線
用
水
路
 

平
成

22
年

度
 

部
分

補
修

（
3
0
メ

ー
ト

ル
）

 
1
8
,0
9
4 

 
平

成
21

年
度
 

部
分

補
修
（
4
4
メ
ー
ト

ル
）
 

1
8
,5
0
6 

 

 
機

能
保

全
計

画
に

は
記

載
な

し
 

平
成

23
年
度
 

土
砂

吐
ゲ
ー
ト
補
修
 

2
,
09
0 

 

長
野

県
 

下
堰
 

平
成

24
年
 

張
コ

ン
ク

リ
ー

ト
水

路
工

 
8
0
,4
5
6 

 
平

成
23

年
 

張
コ

ン
ク
リ
ー
ト
水

路
工
 

6
4
,9
5
4 

 

 
塩

田
平

管
水

路
（

北
の

入
池

支
線
２
区
）
 

平
成

23
年
 

パ
イ

プ
ラ

イ
ン

更
生

 
1
9
,8
0
0 

 
平

成
22

年
 

送
水

管
交
換
 

1
,
05
0 

 

愛
知

県
 

衣
浦

排
水
機
場
 

平
成

24
年
度

 
ポ

ン
プ

オ
ー

バ
ー

ホ
ー

ル
等

 
4
8
,3
0
0 

 
平

成
23
～

24
年
度
 

ポ
ン

プ
オ
ー
バ
ー
ホ

ー
ル
等
 

4
0
,4
7
8 

 

京
都

府
 

蓼
島

頭
首
工
 

平
成

22
年
度

 
ゲ

ー
ト

の
補

修
・

修
繕

 
5
4
,5
0
0 

 
平

成
22
～

24
年
度
 

ゲ
ー

ト
の
補
修
・
修

繕
 

1
1
0,
0
00
 

 

岡
山

県
 

北
房

ダ
ム
 

平
成

23
年
度

 
バ

ル
ブ

更
新

 
4
3
,2
0
0 

 
平

成
23

年
度
 

バ
ル

ブ
補
修
 

1
3
,8
5
0 

 

 
香
々

美
ダ
ム
 

平
成

22
年

度
 

責
任

放
流

バ
ル

ブ
補

修
 

9
,
63
0 

 
平

成
23

年
度
 

責
任

放
流
バ
ル
ブ
更

新
 

2
6
,8
8
0 

 

福
岡

県
 

Ｐ
－

１
（
荒
木
）
 

平
成

21
年
度

 
ポ

ン
プ

施
設

更
新

、
上

屋
補

修
 

1
4
,3
3
2 

 
平

成
21

年
度
 

ポ
ン

プ
施
設
更
新
、

上
屋
補
修
 

1
4
,6
0
3 

 

 
Ｐ
－

７
（
荒
木
）
 

平
成

21
年

度
 

ポ
ン

プ
施

設
更

新
、

上
屋

補
修

 
1
2
,7
6
7 

 
平

成
22

年
度
 

ポ
ン

プ
施
設
更
新
、

上
屋
補
修
 

1
0
,9
9
3 

 

 
Ｐ
－

８
（
荒
木
）
 

平
成

21
年

度
 

ポ
ン

プ
施

設
更

新
、

上
屋

補
修

 
8
,
79
8 

 
平

成
21

年
度
 

ポ
ン

プ
施
設
更
新
、

上
屋
補
修
 

1
0
,7
1
5 

 

 
Ｐ
－

９
（
荒
木
）
 

平
成

21
年

度
 

ポ
ン

プ
施

設
更

新
、

上
屋

補
修

 
1
2
,7
5
7 

 
平

成
22

年
度
 

ポ
ン

プ
施
設
更
新
、

上
屋
補
修
 

1
0
,9
1
5 

 

 
Ｐ
－

1
1（

荒
木
）
 

平
成

23
年
度

 
ポ

ン
プ

施
設

更
新

、
上

屋
補

修
 

5
,
44
9 

 
平

成
22

年
度
 

ポ
ン

プ
施
設
更
新
、

上
屋
補
修
 

3
,
69
0 

 

 
三
根

西
Ｐ
－
１
（
城

島
） 

平
成

21
年

度
 

ポ
ン

プ
施

設
更

新
、

上
屋

補
修

 
1
4
,3
1
1 

 
平

成
21

年
度
 

ポ
ン

プ
施
設
更
新
、

上
屋
補
修
 

1
4
,3
6
9 
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城

島
中

部
Ｐ

－
２

（
城

島
）
 

平
成

24
年

度
 

ポ
ン

プ
施

設
更

新
、

上
屋

補
修

 
1
0
,0
1
7 

 
平

成
23

年
度
 

ポ
ン

プ
施
設
更
新
、

上
屋
補
修
 

7
,
82
2 

 

 
城

島
南

部
Ｐ

－
1
1
（

城

島
）
 

平
成

21
年
度

 
ポ

ン
プ

施
設

更
新

、
上

屋
補

修
 

1
2
,1
2
7 

 
平

成
22

年
度
 

ポ
ン

プ
施
設
更
新
、

上
屋
補
修
 

1
0
,1
5
8 

 

 
下

田
・

芦
塚

加
圧

ポ
ン

プ
（

城
島
）
 

平
成

22
年

度
 

ポ
ン

プ
施

設
更

新
 

1
6
,6
4
2 

 
平

成
22

年
度
 

ポ
ン

プ
施
設
更
新
 

1
9
,9
0
8 

 

 
Ｐ
－

８
（
三
潴
）
 

平
成

22
年

度
 

ポ
ン

プ
施

設
更

新
 

9
,
90
0 

 
平

成
23

年
度
 

ポ
ン

プ
施
設
更
新
 

9
,
63
2 

 

 
Ｐ
－

９
（
三
猪
）
 

平
成

22
年

度
 

ポ
ン

プ
施

設
更

新
 

5
,
30
0 

 
平

成
23

年
度
 

ポ
ン

プ
施
設
更
新
 

5
,
27
3 

 

 
Ｐ
－

2
2（

三
猪
）
 

平
成

22
年
度

 
ポ

ン
プ

施
設

更
新

 
1
2
,2
0
0 

 
平

成
23

年
度
 

ポ
ン

プ
施
設
更
新
 

1
3
,2
8
5 

 

大
分

県
 

昭
和

宮
三
幹
線
 

平
成

21
年
度

 
頭

首
工

補
修

 
3
,
34
2 

 
平

成
21
～

22
年
度
 

頭
首

工
補
修
 

1
0
,0
0
0 

 

（
注
）
１
 
当
省
の
調
査

結
果
に
よ
る
。
 

２
 
平
成

2
3
年

度
末
ま
で
に
機
能
保
全
計
画
策
定
済
み
の
施
設
の
う
ち
、
平
成

2
4
年
８
月
１
日
現
在
、
機
能
保
全
計
画
の
内
容
と
異
な
る
機
能
保
全
対
策
が
実
施
さ
れ
て
い
る
も
の
を
記
載
し
た
。
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表１-(2)-ｳ-⑤ 機能保全計画で算定されているコストと異なる費用により機能保全対策が実施されてい

る例 

都道府県名 内容 

京都府  京都府が平成 23 年度末までに機能保全計画策定した７施設のうち、平成 24年８月１日現在、

機能保全計画で算定されているコストと異なる費用により機能保全対策を実施されているもの

が、次表のとおりみられた。 

 

表 機能保全計画で算定されているコストと異なる費用による機能保全対策の実施状況 

施設名 

機能保全計画の内容 実績 
計画と実績が異なった

原因・理由 実施時期 内容 
費用 

（千円） 
実施時期 内容 

費用 

（千円） 

蓼 島 頭

首工 

平成 22年

度 

ゲートの補

修・修繕 
54,500 

平成 22～

24年度 

ゲートの補

修・修繕 
110,000 

土木工事（仮設工事等）

に関する詳細な現場調

査に基づく工事計画の

変更等 

 

京都府は、頭首工はその性質上、工事の影響を直接受ける施設周辺の地域と施設の受益地と

が一致していないが、機能保全計画策定段階では、対策工事について、受益者との調整しか行

っておらず、施設周辺の地域住民との調整を行っていなかったためとしている。 

そのため、同府では、平成 22 年度に、実際に工事に使用する図面作成や見積り等を行う実施

設計に着手した際に初めて地域の住民と機能保全対策に係る調整を実施したところ、次の３点

の地域独自の事情が判明したため、機能保全対策の実施時期が延長となり、対策費用も増加し

たとしている。 

① 非出水期（10月～５月）に工事を実施する必要があり、１年度当たりの工事実施が可能な

期間が短くなった結果、工事実施期間を延長する必要が生じたこと 

② 工事実施期間が延長となったことによって、仮設道路の供用期間が延長され、維持修繕等

に係る費用が増加したこと 

③ 工事用の仮設道路として想定していた箇所は、地域住民が、木の伐採等を行わないと取り

決めていた箇所であったため、仮設道路を想定箇所より遠回りとなる別のルートに変更する

必要が生じ、仮設道路設置に係る費用が膨らんだこと 

 

 京都府では、今後、機能保全計画を策定する際、施設の所在地域の住民との調整も踏まえて

実施したいとしている。 

（注）当省の調査結果による。 
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 ⑶  農業水利ストック情報データベースの適切な活用 

勧          告 説明図表番号 

【制度の概要】 

上記のとおり、農業水利施設のストックマネジメントにおいては、施設の劣化予測

や対策工法を検討するために、過去の機能診断の結果や補修工事の履歴等が必要とな

ることから、これらの情報をデータベースに蓄積し、これを機能保全計画の作成等に

活用することとされている。「農業水利施設の機能保全の手引き」では、「構造物諸元、

日常・定期・臨時等の経年的な点検・検査結果、劣化予測結果、補修履歴等に関する

データベースを整備するとともに、これらを随時容易に更新、検索、編集できる支援

システムの構築が重要である。」とされている。 

このため、農林水産省は、平成 16年度から 18年度までに約１億円の経費を掛けて、

国営造成施設及び国営附帯県営造成施設を対象として、農業水利ストック情報データ

ベースを開発し（開発と並行してデータの収集・登録も実施）、19年度から本格的に運

用を開始している（19年度から 23年度までの運用経費は約 9,000万円）。 

当該データベースは、農林水産省のみならず地方公共団体や土地改良区等において

も利用できるよう開発されており、各利用者はインターネット経由でデータベースに

アクセスし、あらかじめ同省から付与されるＩＤとパスワードでログインして利用す

ることができる。ただし、利用できる情報の範囲、閲覧、入力等の利用方法の種類は、

利用者ごとに異なっている。 

また、当該データベースには、次表の情報を始めとして、適切な機能診断及び機能

保全計画の作成を支援するための情報を適切に登録することが必要となっている。 

表 農業水利ストック情報データベースの主な登録情報 

区分 主な内容 

施設基本情報 施設名称 構造・規格・寸法 建設費 造成年度 図面 

維持管理情報 管理体制 観測計測履歴 施設操作履歴 事業費 

補修等履歴情報 補修工事名 施工年月 補修補強工法 点検整備内容 

機能診断情報 調査位置 調査年月 劣化因子別測定 主劣化要因 

 

農業水利ストック情報データベースは、受益面積が 100 ㏊以上の農業水利施設を対

象としており、国営造成施設については、農林水産省が整備・運用している「長期計

画システム」から上記の開発期間中にデータの移行が行われ、国営附帯県営造成施設

については、上記の開発期間中に「基幹水利施設等補足調査データ」から 2,500 件程

度の施設数のデータの移行が行われている。当該データベース運用開始後は、国営造

成施設については農林水産省の職員が、国営附帯県営造成施設については都道府県の

職員が、データの編集権限を与えられ、データの追加、削除又は変更を行うこととな

っている。 

 

【調査結果】 

農業水利ストック情報データベースの運用状況について調査したところ、以下のよ

うな状況がみられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１-(3)-① 
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① 農業水利ストック情報データベースへの情報の入力については、専ら土地改良調

査管理事務所等、農林水産省の職員によって行われている。その入力内容について

は、ⅰ）そもそも登録されていない国営造成施設がある、ⅱ）点検・補修履歴や機

能診断の結果、機能保全計画など、ストックマネジメントを推進していく上で欠か

せない情報に漏れや誤りがある、ⅲ）施設に関する基本情報においても誤りがある

など、不適切な実態がみられた。 

 また、ⅰ）農業水利ストック情報データベースの入力情報が不十分なため機能保

全計画が適切に作成されていない例、ⅱ）機能診断の結果情報について機能診断を

実施した当時のものから変更された内容がデータベースに登録されており、その理

由が不明な例がみられた。 

 このような事例がみられた原因としては、人為的な作業ミスによるものが大半と

考えられる。しかし、一般にデータベースに情報が一旦入力されると、その後の業

務はその内容が正しいとの前提で進められ、誤りが補正される機会は余りないこと

から、データベースへの情報の適切な入力と入力された情報の適切な修正を行うこ

とが重要であると考えられる。 

 なお、当省の調査においてみられた上記の事例については、本調査期間中に、農

林水産省において、いずれも点検して正しい情報を入力するなど、改善に取り組ん

でいるところである。 

 

② 農業水利ストック情報データベースについては、地方公共団体や土地改良区等に

おいても利用できるよう開発されたが、これを利用するために必要となるＩＤ及び

パスワードが付与されているものは、調査した 19 道府県のうち 13 道県、調査した

42 市町から国営造成施設を管理していない 17 市町を除く 25市町のうち８市町、調

査した 41 土地改良区から国営造成施設を管理していない４土地改良区を除く 37 土

地改良区のうち 15土地改良区となっている。 

ＩＤ及びパスワードが付与されている地方公共団体及び土地改良区における利用

実績をみると、積極的に活用している例はなく、ほとんど利用されていなかった。

これら道府県等では、利用していない主な理由として、ⅰ）農業水利ストック情報

データベースがあることは知っていたが詳しい内容は分からないため、ⅱ）当該デ

ータベースに入力されている農業水利施設の範囲が、当省の実地調査時点（平成 24

年８月～11 月）において、受益面積が 100㏊以上の国営造成施設及び国営附帯県営

造成施設となっており、それ以外の県営造成施設は入力対象となっておらず、閲覧

できる施設の範囲が限られているため、ⅲ）閲覧できる施設の範囲が自ら管理する

ものに限られており、他で管理されている施設の補修情報等を参考に閲覧すること

ができないためなどを挙げている。 

  このため、地方公共団体や土地改良区も利用者となり得るシステムを開発してい

ながら、これらを支援するためのせっかくのシステムがほとんど活用されていない

状況にある。 

一方、調査対象機関からは、現在の紙の記録を農業水利ストック情報データベー

スに移管してデータの消失防止等を図りたいなど、当該データベースの活用に関す

る要望も聴かれた。 

表１-(3)-② 

表１-(3)-③ 

 

 

 

 

表１-(3)-④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１-(3)-⑤ 

 

 

 

 

 

表１-(3)-⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１-(3)-⑦ 

表１-(3)-⑧ 
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なお、調査した 19道府県のうち２府県を除き、農業水利ストック情報データベー

スと同等の機能をもったデータベースを構築しているところはなかった。 

 

【所見】 

したがって、農林水産省は、農業水利ストック情報データベースを適切に活用し、

農業水利施設の適切かつ効果的なストックマネジメントの推進を図る観点から、以下

の措置を講ずる必要がある。 

① 国営造成施設については、農業水利ストック情報データベースに適切に情報の入

力及び修正を行うとともに、これを担保するため、定期的に入力及び修正の状況を

点検する仕組みを設け、入力及び修正の状況をフォローアップすること。 

 

② 地方公共団体や土地改良区における利用ニーズの把握を行い、利用者の要望を適

切に整理した上で、データベースの改良その他の措置をとること。 

また、データベース化による効果を示した事例を提供するなど、利用促進に向け

た取組を行うこと。 
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表１-(3)-① 農業水利ストック情報データベースの開発時における想定利用者 

○「平成 18年度 農業水利ストック情報データベース構築業務 特別仕様書」（抜粋） 
 第２章 業務要件 
  第２－７条（利用環境） 
   (1) 利用者 
      ストックＤＢシステムの利用者は、以下を想定している。 

利用者 主な利用目的 

①保全対策センター 全国分のデータの検索・集計とシステム全体の統括管理 

②農林水産本省 全国分データの検索・集計 

③地方農政局／土地改良技術

事務所 

管内分データの検索・集計 

④土地改良調査管理事務所 国営造成施設にかかる施設基本情報の更新、ＬＣＣ関係情

報の登録 

⑤国営事業（務）所 国営造成施設にかかる施設基本情報の追加・更新、ＬＣＣ

関係情報の登録 

⑤都道府県／土地改良事業団

体連合会 

都道府県営造成施設にかかる施設基本情報の更新、ＬＣＣ

関係情報の登録 

⑥市町村／土地改良区 登録情報の閲覧 

 

   (3) システム環境 

      ストックＤＢシステムのハードウェア環境は、以下のとおりである。 

Webサーバ １台 

アプリケーション兼データベースサーバ １台 

運用管理端末 １台 

 
 第３章 作業内容 
  第３－３条（作業要件） 
   (7) 都道府県営造成施設にかかるデータ移行 
      別途貸与する期間水利施設等補足調査データから国営附帯都道府県営造成施設にかかるデ

ータ（別紙２に示すもの）をストックＤＢシステムに移行する。 
      なお、データ移行の対象となる施設数は、2,500件程度を想定している。 
 

（注）１ 表中の利用者欄の番号は、原本のとおりである。 

２ 表中の「ＬＣＣ」とは、ライフサイクルコストの略である。本仕様書では、「ＬＣＣ関係情報」を維持管理情報、

補修等履歴情報及び機能診断情報と定義している。 
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表１-(3)-② 農業水利ストック情報データベースの入力内容の不適切な事例数 
（単位：施設数） 

調査担当機関名 

施設その

ものの入

力漏れ 

施設基本情報

に誤り、漏れが

あるもの 

維持管理情

報に漏れが

あるもの 

補修等履歴

情報に漏れ

があるもの 

機能診断情

報に漏れが

あるもの 

その他 

北海道管区 － 18（注６） － － － － 

東北管区 － 19（注７） 20（注９） 20（注９） － － 

秋田事務所 １ － － － － － 

山形事務所 １ － － １ － － 

関東管区 － － － － １ － 

千葉事務所 － － － － １ － 

中部管区 － ３ － － － － 
三重事務所 － ８（注８） － － － － 
京都事務所 － － － － １ ２（注 10） 

中国四国管区 － ５ ９ ８ ３ － 

九州管区 ３ － － － － － 
熊本事務所 １ 12（注６） － － － － 
宮崎事務所 － ４（注６） ２ － ４ － 

計 ６ 69 31 29 10 ２ 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 「施設基本情報」とは、施設名称、構造・規格・寸法、建設費（事業費）、造成（着工）年度、受益

面積をいう。 

３ 「維持管理情報」とは、管理体制、観測計測履歴、施設操作履歴、事業費をいう。 

４ 「補修等履歴情報」とは、補修工事名、施工年月日、補修補強工法、点検整備内容をいう。 

５ 「機能診断情報」とは、機能診断調査の結果、評価結果、機能保全計画をいう。 

６ 農林水産省が土地改良法第 94条の５の規定に基づき整備する土地改良財産台帳の情報と比較した結

果によるもの。 

７ このうち７施設は、農業基盤情報基礎調査の「基幹水利施設の整備状況」で把握されている情報と

比較した結果によるもの。また、このうち 17施設は、土地改良財産台帳の情報と比較した結果による

もの。事例のうち５施設は、両方に該当する。 

８ 管理受託者が土地改良法施行令（昭和 24 年政令第 295 号）第 62 条の規定に基づき作成・保有する

管理台帳の情報と比較した結果によるもの。 

９ 平成 21年度まで情報が入力されているもの等、一応、情報が入力されているものもあるが、東北農

政局によると、東日本大震災の対応等を優先せざるを得ないため、データ入力ができていないとのこ

とである。 

10 供用廃止された２施設が供用中としてデータベースに記録されているもの。 

11 農林水産省は、震災対応業務等で実施できていないものを除き、今回の調査で判明した事例につい

ては、いずれも点検して正しい情報を入力するなど、改善に取り組んでいる。 
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表１-(3)-③ 農業水利ストック情報データベースへの情報の入力が不十分・不正確なため機能保全計画

が適切に作成されていない例 

事務所 事例の概要 

中国 中国土地改良調査管理事務所が平成 23 年度（平成 24年３月）に作成した広島中部台地地区の

機能保全計画（12施設に関する計画９件）をみると、農業水利ストック情報データベース自体に

維持管理情報など必要な情報が入力されていないため、直近に行われた補修又は点検の履歴が記

入できていない（上記 12施設のうち８施設で未記入）。 

上記９件の機能保全計画は、平成 24 年３月に作成されたものであるが、それより前の平成 19

年度以前に、いずれの施設も一度、機能保全計画が作成されており、これを見直して、24 年３月

に再度、作成されている。補修履歴欄及び点検履歴欄で記入漏れとなっている情報は、平成 20

年度以後の情報であり、それが農業水利ストック情報データベースに入力されていなかったもの

である。 

このため、農業水利ストック情報データベースには、随時、補修履歴や点検履歴などの情報が

登録され、適切に情報のアップデートが図られることが求められる。 

淀川 淀川水系土地改良調査管理事務所は、巨椋池排水機場管理協議会が管理する巨椋池排水機場の

機能保全計画を作成（平成 24 年３月）するに当たり、農業水利ストック情報データベースに入

力された当該排水機場の情報を用いたとしている。 

 

しかし、巨椋池排水機場に関する農業水利ストック情報データベースの入力情報をみると、巨

椋池排水機場の供用が開始された平成 19 年度から「工法別情報」に係る工法別工事費、予定耐

用年数等の項目が全く入力されていない。 

このため、平成 24 年３月に淀川水系土地改良調査管理事務所が策定した巨椋池排水機場の機

能保全計画をみると、農業水利ストック情報データベースを参照して記載する同計画の維持管理

費及び補修履歴情報の工事費等を記載していない。 

 

また、補修記録について機能保全計画に記載はあるが、その内容と、巨椋池排水機場管理協議

会が保管している平成 23 年１月末までの補修記録とを比べると、下表のとおり７つの補修履歴

について実施年度が異なっており、農業水利ストック情報データベースの情報が不正確であるこ

とに起因して、機能保全計画の記載が誤っている事態が生じている。 

 

工事件名 
協議会が保管する補修 

履歴（年度） 

機能保全計画上 

の記載（年度） 

配管取り替え工事 2009 2007 

７号カメラ照明用電波取替工事 2009 2008 

２号カメラ動作調整工事 2009 2008 

MOドライブ交換工事 2009 2008 

電源装置バッテリー、ファン整備工事 2009 2008 

Ⅰ－0ユニット点検整備工事 2009 2008 

２号カメラ画像伝達装置修繕工事 2009 2008 
 

（注）当省の調査結果による。 
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表１-(3)-④ 機能診断の結果情報が変更されてデータベースに登録されている例 

施設名 内容 

宮竹サイホン 

（宮竹用水土地

改良区） 

＜石川県＞ 

※当施設は県営

造成施設であ

る。 

 機能診断の実施当時、定点５の現地調査（定点調査）票では、「漏水の影響が周辺に及んでいな

い」とし、この結果を基に、施設状態評価表では、漏水の変状をＳ－５としている。 

 一方、農業水利ストック情報データベースに登録されている同じ定点の現地調査（定点調査）票

をみると、「漏水の影響が周辺に及んでいる」と変わっている。そして、同じ定点の施設状態評価

表では、漏水の変状をＳ－４と変更している。 

 このように訂正してデータベースに登録している理由は不明である。 

 

杖川頭首工 

（石川県） 

＜石川県＞ 

 

 機能診断の実施当時、定点６と定点７では反発強度を検査しており、それぞれの現地調査（定点

調査）票に、それぞれの結果が記載されている。 

 一方、農業水利ストック情報データベースに登録されている同じ定点の現地調査（定点調査）票

をみると、定点６のものに、定点６と定点７の２か所の反発強度結果が記載されている。これによ

り、反発強度の平均値が、定点６のみだと 23.5 となるが、定点７も含めることで 18.35 に下がっ

ている。定点６の施設状態評価表をみると、機能診断の実施当時は、評価がＳ－５であるのに、同

データベースに登録されているものではＳ－４に変わっている。他方、定点７の現地調査（定点調

査）票にも、定点７の反発強度結果は記載されていることから、定点７の反発強度結果が二つの定

点調査票で使われている。 

 このように訂正してデータベースに登録している理由は不明である。 

 

加賀三湖導水路 

（加賀三湖土地

改良区） 

＜石川県＞ 

 定点５（２号調整水槽下流 40 バレル目）の現地調査（定点調査）票は、機能診断の実施当時の

ものと、農業水利ストック情報データベースに登録されているものとは同じ内容であるのに、施設

状態評価表の評価項目のうち、管内面の状態（ひび割れ（FRPM））が、Ｓ－５からＳ－４に変わっ

ている。ひび割れは、定点調査票上、0.0mmであるので、評価はＳ－５となるのが正しいはずであ

る。 

 このように訂正してデータベースに登録している理由は不明である。 

 

白山 E

しろやま

A堰堤 

（七箇用水土地

改良区） 

＜石川県＞ 

 機能診断の実施当時の定点８の現地調査（定点調査）票では、圧縮強度について、測定結果

「12.912.9Ｎ／㎜^2」とし、平均値は「15Ｎ／㎜^2～21Ｎ／㎜^2」と「15Ｎ／㎜^2 未満」の両方

にチェックしており、施設状態評価表では後者（Ｓ－３相当）を反映して評価をＳ－５としている。 

一方、農業水利ストック情報データベースに登録されている同じ定点８の現地調査（定点調査）

票では、圧縮強度について、機能診断の実施当時のものと同じく、測定結果は「12.9Ｎ／㎜^2」と

なっているが、平均値は「15Ｎ／㎜^2～21Ｎ／㎜^2」にチェックがされており、これに合わせるよ

うに施設状態評価表では、Ｓ－４と評価している。 

このように訂正してデータベースに登録している理由は不明である。 

 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ （ ）内は、機能保全計画上、施設管理者とされているものを表す。 

３ ＜ ＞内は、施設の所在県を表す。 
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表
１
-
(
3
)
-
⑤
 
農
業

水
利
ス
ト
ッ
ク
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
利
用
の
た
め
の
Ｉ
Ｄ
及
び
パ
ス
ワ
ー
ド
の
付
与
状
況
等
 

調
査
担
当
機
関
名
 

Ｉ
Ｄ
及
び
パ
ス
ワ
ー
ド
の
付
与
状
況
、
デ
ー
タ
ベ

ー
ス
の
利
用
状
況
 

調
査
対
象
道
府
県
 

調
査
対
象
市
町
 

調
査
対
象
土
地
改
良
区
 

調
査
対
象
 

付
与

あ
り
 

 
付
与

な
し
 

調
査
対
象
 

付
与

あ
り
 

 
付
与

な
し

 

 
調
査

対
象
 

付
与

あ
り
 

 
付
与

な
し
 

 

利
用
実
績
 

利
用
実
績
 

国
営
管
理

な
し
 

利
用
実
績
 

国
営
管

理
な
し
 

北
海
道
管
区
 

北
海
道
 

１
 

な
し
 

０
 

２
 

０
 

－
 

２
 

０
 

２
 

０
 

－
 

２
 

０
 

東
北
管
区
 

宮
城
県
 

１
 

な
し
 

０
 

２
 

２
 

な
し
 

０
 

０
 

２
 

２
 

な
し
 

０
 

０
 

秋
田
事
務
所
 

秋
田
県
 

１
 

な
し
 

０
 

２
 

０
 

－
 

２
 

０
 

２
 

２
 

 
０
 

０
 

山
形
事
務
所
 

山
形
県
 

０
 

－
 

１
 

２
 

０
 

－
 

２
 

１
 

２
 

２
 

利
用
頻
度
低
い
 

０
 

０
 

関
東
管
区
 

埼
玉
県
 

０
 

－
 

１
 

２
 

０
 

－
 

２
 

１
 

２
 

０
 

な
し
 

２
 

０
 

千
葉
事
務
所
 

千
葉
県
 

１
 

な
し
 

０
 

２
 

０
 

－
 

２
 

２
 

２
 

０
 

－
 

２
 

０
 

長
野
事
務
所
 

長
野
県
 

１
 

な
し
 

０
 

２
 

不
明
 

－
 

１
 

１
 

３
 

不
明
 

－
 

１
 

０
 

山
梨
事
務
所
 

山
梨
県
 

０
 

－
 

１
 

２
 

０
 

－
 

２
 

２
 

２
 

０
 

－
 

２
 

０
 

中
部
管
区
 

愛
知
県
 

１
 

な
し
 

０
 

２
 

０
 

－
 

２
 

０
 

２
 

０
 

－
 

２
 

０
 

石
川
事
務
所
 

石
川
県
 

１
 

あ
り
 

０
 

２
 

０
 

－
 

２
 

０
 

２
 

０
 

－
 

２
 

０
 

三
重
事
務
所
 

三
重
県
 

０
 

－
 

１
 

２
 

０
 

－
 

２
 

２
 

２
 

０
 

－
 

２
 

０
 

近
畿
管
区
 

奈
良
県
 

０
 

－
 

１
 

２
 

０
 

－
 

２
 

１
 

２
 

０
 

－
 

２
 

０
 

京
都
事
務
所
 

京
都
府
 

０
 

－
 

１
 

３
 

０
 

－
 

３
 

２
 

２
 

０
 

－
 

２
 

１
 

中
国
四
国
管
区
 

広
島
県
 

１
 

な
し
 

０
 

３
 

１
 

利
用
頻
度
は
低
い
 

２
 

１
 

２
 

０
 

－
 

２
 

２
 

岡
山
事
務
所
 

岡
山
県
 

１
 

な
し
 

０
 

２
 

１
 

な
し
 

１
 

１
 

２
 

２
 

な
し
 

０
 

０
 

島
根
事
務
所
 

島
根
県
 

１
 

利
用
頻
度
は
低
い
 

０
 

２
 

２
 

利
用
頻
度
は
低
い
 

０
 

０
 

２
 

１
 

利
用
頻
度
は
低
い
 

１
 

０
 

九
州
管
区
 

福
岡
県
 

１
 

な
し
 

０
 

２
 

０
 

－
 

２
 

０
 

２
 

１
 

な
し
 

１
 

０
 

熊
本
事
務
所
 

－
 

－
 

－
 

－
 

２
 

０
 

－
 

２
 

２
 

２
 

２
 

な
し
 

０
 

０
 

大
分
事
務
所
 

大
分
県
 

１
 

な
し
 

０
 

２
 

１
 

な
し
 

１
 

１
 

２
 

１
 

な
し
 

１
 

１
 

宮
崎
事
務
所
 

宮
崎
県
 

１
 

な
し
 

０
 

２
 

１
 

な
し
 

１
 

０
 

２
 

２
 

な
し
 

２
 

０
 

計
 

1
9 

1
3 

－
 

６
 

4
2 

８
 

－
 

3
3 

1
7 

4
1 

1
5 

－
 

2
6 

４
 

（
注

）
１
 
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
 

２
 
長
野
県
は
、
Ｉ
Ｄ
及
び
パ
ス
ワ
ー
ド
の
付
与
を
受
け
た
が
、
独
自
の
施
設
台
帳
を
持
っ
て
い
る
と
し
て
、
後
に
返
納
し
て
お
り
、
利
用
し
て
い
な
い
。
 

３
 
石
川
県
は
、
突
発
的
事
故
が
発
生
し
た
場
合
等
に
お
い
て
当
該
施
設
の
諸
元
情
報
等
を
確
認
す
る
た
め
に
閲
覧
す
る
こ
と
は
あ
る
が
、
こ
れ
以
外
は
あ
ま
り
活
用
し
て
い
な
い
と
し
て
い
る
。
 

４
 
熊
本
県
に
つ
い
て
は
、
平
成

2
4
年
７
月
北
部
九
州
豪
雨
に
よ
る
被
害
対
応
の
た
め
、
当
省
の
調
査
を
実
施
し
て
い
な
い
。
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表１-(3)-⑥ 農業水利ストック情報データベースを利用しない主な理由 

調査対象 データベースを利用しない理由 

北海道  道営分は北海道が入力することとなるが、必要な情報は地区概要書等により把握して

いることから、改めて入力し、利用する必要がないため。 

 

迫川上流土地改

良区 

（宮城県） 

 データベースがあることは知っていたが、当土地改良区が管理する施設については、

国営造成施設を含めて施設管理台帳を整備しているため、データベースを利用したこと

はない。 

 

愛知県 農業水利ストック情報データベースは、データ入力の作業負担が大きく、また、農業

水利施設の稼働実績、重要度、地元の更新要望等の維持管理上重要な情報が、データベ

ースの入力項目になっていないため。 

また、国営事業を中心にデータが整理されているが、国営附帯事業で造成した県営造

成施設のみを入力しても、当県にとってはあまり意味がないため。 

 

宮田用水土地改

良区 

（愛知県） 

当土地改良区では、国営造成施設である用水路 65.9㎞及び付随する管理設備等のほか

に、県営造成施設である用水路 248.8 ㎞と水門 14か所等も管理しているため、県営造成

施設のデータが入力されていない農業水利ストック情報データベースでは県営造成施設

の情報が得られず、管理する全施設の半数分を把握できるにすぎないため。 

 

広島県 自らが管理している農業水利施設しか農業水利ストック情報データベースを閲覧でき

ないのであれば意味がないため。例えば、建築時期や規模等が類似している他施設の補

修等の情報を閲覧できれば、詳細は当該管理受託者に照会すればよく、ストックマネジ

メント上で参考にできる。 

 

吉井川下流土地

改良区 

（岡山県） 

施設情報が詳細に入力されていないため。土地改良区も土地改良調査管理事務所と同

等の権限で閲覧ができるようにしてほしい。また、施設情報を詳細に入力してほしい。 

 

八代平野北部土

地改良区 

（熊本県） 

農業水利ストック情報データベースについては、平成 19年頃に説明を受けたが、施設

を管理する上で特に必要性を感じなかったため。また、今後の利用についても、特に考

えていない。 

 

（注）１ 当省の調査結果による。 

   ２ 農業水利ストック情報データベースの開発時に、国営附帯県営造成施設のデータが農林水産省により登録されてい

る。 
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表１-(3)-⑦ 農業水利ストック情報データベースに関する要望の例 

調査対象 内容 

巨椋池排水機場

管理協議会 

 巨椋池排水機場管理協議会では、データベースを利用するためのＩＤ及びパスワード

を承知していないとしているが、現在の紙の記録簿からデータベース化することによっ

て消失防止や保管スペースの確保問題を解消したいとの要望を有している。 

 

安曇野市  安曇野市担当者は、当省の実地調査時点（平成 24年８月～11月）において、データベ

ースの存在を認識していなかった。しかし、人事異動で水利施設等を把握する担当者が

変わるため、当該データベースの利用によって管内の水利施設の状況が把握できれば業

務にいかすことが可能と考えられるため、国に対し、情報提供を要望したいとしている。 

 

広島県  広島県では、管理台帳への記入と農業水利ストック情報データベース入力用の情報提

供とが重複しているので、データベースに入力すれば管理台帳が作成できるようにして

ほしいとしている。 

 

（注）当省の調査結果による。 

 

 

 

表１-(3)-⑧ 国の農業水利ストック情報データベースと同様のデータベースの開発例 

調査対象 内容 

京都府  京都府では、府内には大規模な農業水利施設が少なく、府及び京都府土地改良事業団

体連合会が把握している府営農業水利施設について、その諸元情報、機能診断の情報（診

断カルテ）、図面等を登載する「京都府基幹水利施設データベース（仮称）」の開発を進

めている。 

 

岡山県  岡山県では、平成 20 年度に県営造成施設の適正な管理と更新を行い、施設の長寿命化

を図るため、「基幹水利施設等ストックマネジメントシステム」を開発し、21年度から運

用を開始している。 

 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 本表は、国の農業水利ストック情報データベースと同様に、施設の諸元情報に加えて、施設の診断の結果なども登

載しているものについて作成した。 
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⑷ ストックマネジメントの推進に係る基礎データの一層の正確性の確保 

勧          告 説明図表番号 

ア 農業基盤情報基礎調査の一層の正確性の確保 

【制度の概要】 

農林水産省は、各種の農業農村整備事業等に係る事業実績及び農地、基幹的農業水

利施設（農業用用排水のための利用等に供される施設であって、その受益面積が 100ha

以上のものをいう。以下この項目において同じ。）、農業用ため池等の整備状況につい

て、毎年度、一元的かつ体系的に把握するとともに、農業農村整備事業等の実施が地

域の農業構造等に与える影響について分析を行うことにより、土地改良長期計画の作

成及び農業農村整備事業等の効率的かつ効果的な実施に資する「農業基盤情報基礎調

査」を実施している。 

農業基盤情報基礎調査により、基幹的農業水利施設については、施設別の施設諸元、

管理団体、建設年度、建設事業費、受益面積等が把握され、データが更新・整備され

ており、施設種類別の数や耐用年数の経過状況、再建設費等のデータがストックマネ

ジメント推進上の基礎データとして活用されている。 

なお、当該調査は、昭和 40 年度から実施されてきた農用地建設業務統計調査及び農

業生産基盤の整備状況に関する各種調査を再編統合し、総合的な調査として平成 16年

度から実施されてきた農業基盤整備基礎調査に引き続き、20 年度から毎年度実施され

ているものである。 

 

【調査結果】 

  平成 21 年度の農業基盤情報基礎調査による基幹的農業水利施設の把握状況につい

て、８地方農政局等（注１）を調査したところ、６地方農政局等（北海道開発局、東北、

関東、近畿、中国四国及び九州）において、以下のとおり、基幹的農業水利施設の把

握漏れなどがみられた（注２）。 

（注１） 今回、北海道開発局並びに東北、関東、北陸、東海、近畿、中国四国及び九州の各地方農

政局を対象として調査を実施した。 

（注２） 平成 20年度実績に係る 21年度の農業基盤情報基礎調査は、本調査に着手した時点で公表

可能な最新のものであった。 

  

① 受益面積が 100ha 以上の施設が基幹的農業水利施設として把握漏れとなっている

ものが、５地方農政局等（北海道開発局、東北、関東、中国四国及び九州）におい

て 23施設みられた。また、受益面積が 100ha未満の施設が誤って基幹的農業水利施

設として把握されているものが、２地方農政局（近畿及び九州）において６施設み

られた。 

 

② 建設事業費などの施設諸元のデータが誤っているものが、４地方農政局（東北、

関東、中国四国及び九州）において９施設みられた。 

 

上記のような事態が生じている原因については、それぞれ該当データの整備又は更

新時に根拠とした資料・情報が散逸していることなどから、データの正確性がチェッ

クされていなかったことが考えられる。 

 

 

表１-(4)-ｱ-① 
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イ 農業水利施設に係る突発的事故の発生状況調査の一層の正確性の確保 

【制度の概要】 

農林水産省では、農業水利施設の経年変化に伴って発生する突発的事故の発生状況

を把握するため、平成５年度から毎年度「農業水利施設に係る突発的事故の発生状況

調査」を実施している。 

当該調査の対象は、国営造成施設、県営造成施設又は団体営造成施設で発生した事

故とされており、その事故の範囲は、自然災害に起因する事故を除いたもの（ただし、

施設の経年的な劣化を背景として、自然災害がきっかけとなった事故は含まれる。）と

されている。 

  農林水産省は、当該調査の集計結果に基づき、農業水利施設の突発的事故の件数は

増加傾向にあり、中でも、施設の経年的な劣化及び局部的な劣化が事故原因の大半を

占めているとしている。また、同省では、これをストックマネジメントの取組が求め

られていることの背景に挙げているほか、集計結果は土地改良長期計画など政策の企

画立案や「食料・農業・農村白書」などで活用している。 

 

【調査結果】 

平成 21 年度から 23 年度までの「農業水利施設に係る突発的事故の発生状況調査」

の実施状況について、８地方農政局等を調査したところ、４地方農政局（関東、東海、

中国四国及び九州）において、調査の対象となる事故の定義が「自然災害に起因する

事故を除いたもの」と幅広く、明確でないことなどから、以下のような状況がみられ

た。 

① 国営造成施設について、経年変化による事故であることが明確であるものなど、

「突発的事故」であるにもかかわらず未報告となっているものが、４地方農政局（関

東、東海、中国四国及び九州）において９件みられた。 

 

② 「突発的事故」に該当するかどうかの判断が難しいことから、突発的事故の発生

の誘因を「その他自然現象」として報告された事故について、農林水産省本省で精

査したところ、施設の機能低下に起因するため集計すべき「突発的事故」に該当す

ると判断されたものが１地方農政局（九州）において１件みられた。 

 

上記のとおり、未報告のため集計から漏れているものがある一方、農林水産省本省

では報告のあったもの全てについて改めて集計すべき突発的事故であるかどうかの判

断を行っていることを踏まえ、データの一層の正確性を確保するため、集計に必要な

情報が確実に報告されるよう、当該調査の報告のルールを明確化するなど、施設管理

者から必要かつ十分な報告がなされるよう改善する必要があると考えられる。 

 

【所見】 

 したがって、農林水産省は、ストックマネジメントの推進に係る基礎データについ

て、一層の正確性の確保を図る観点から、以下の措置を講ずる必要がある。 

① 農業基盤情報基礎調査が土地改良長期計画の作成や農業農村整備事業等の効率的
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表１-(4)-ｲ-② 

 

 

 

表１-(4)-ｲ-③ 
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かつ効果的な実施に資するものであるという重要性に鑑み、データのチェック体制

の見直しを図ること。 

 

② 農業水利施設に係る突発的事故の発生状況調査の結果は、土地改良長期計画など

政策の企画立案などに利用されているという重要性に鑑み、調査の対象となる事故

の報告についてのルールを明確化するなど、適切に調査が実施されるよう見直しを

行うこと。 
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表１-(4)-ｱ-① 農業基盤情報基礎調査に係る規程（抜粋） 

○ 「基幹水利施設保全管理対策実施要綱」（平成 23年４月１日付け 22農振第 2207 号 農林水産事務次

官） 

第１ 目的及び趣旨 

１ 良好な営農条件を備えた農地や農業用水等を確保するための農業生産基盤の保全管理・整備は、

我が国の農業生産力を支える重要な役割を担うものであることから、これをより効果的・効率的に

実施することが求められており、全国の保全管理・整備状況を的確に把握しつつ、整備が当該地域

の農業構造に与える影響等を解析して、新たな展開を図るための基礎資料を作成する必要がある 。 

２ また、特に基幹的水利施設については、リスク管理を行いつつ、施設のライフサイクルコストを

低減し、施設機能の監視・診断、補修、更新等を機動的かつ確実に行う新しい戦略的な保全管理を

推進することが求められているところであり、このためには、①施設管理者による適切な日常管理、

②施設の状況に応じた定期的な施設機能診断、③地区全体において最適な工法選定等を行う機能保

全計画の策定、④適時適切な対策工事の実施を段階的・継続的に行うストックマネジメントの取組

が不可欠である。 

３ このため、基幹水利施設保全管理対策（以下「本対策」）により、農業生産基盤の保全管理・整

備状況の的確な把握・解析を行うとともに、ストックマネジメントの取組の各段階における円滑な

推進に必要な技術指針等の整備や体制整備を一体的に行うものである。 

第２ 対策の内容 

１ 本対策は、次に掲げる調査及び対策の実施を通じて、農業生産基盤の保全管理・整備状況の把握・

解析や、ストックマネジメントの取組を推進する上で必要となる体制整備等を図るものとする。 

（１） 農業基盤情報基礎調査 

（２）～（４）（略） 

２ 農業基盤情報基礎調査は、農業農村整備事業の進捗に伴う基幹的水利施設や農地の整備状況等を

的確に把握するとともに、多様な立地条件に応じた整備計画の策定に資する類型資料を作成するも

のとする。 

３～５ （略） 

第３ 対策の実施主体 

本対策の実施主体は、第２の１の（１）から（３）まで については国 、第２の１の（４）につ

いては、都道府県とする。 

（以下略） 

 

○ 「基幹水利施設保全管理対策実施要領」（平成 23 年４月１日付け 22 農振第 2208号 生産局長、経営

局長、農村振興局長） 

 第１ 趣旨 

基幹水利施設保全管理対策実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22農振第 2207号農林水産事務次官

依命通知。以下「要綱」という。）に定める基幹水利施設保全管理対策（以下「本対策」という。）

の実施の運用については、要綱によるほか、この実施要領によるものとする。 

 第２ 対策の内容 

１ 要綱第２の１の（１）の内容は、別紙１によるものとする 。 

２～４ （略） 

第３～４ （略） 
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要領別紙１（農業基盤情報基礎調査に係る運用） 

 第１ 趣旨 

各種の農業農村整備事業等に係る事業実績及び農地、基幹的農業水利施設、農業用ため池等の整

備状況について、毎年度、一元的かつ体系的に把握するとともに、農業農村整備事業等の実施が地

域の農業構造等に与える影響について分析を行うことにより、土地改良長期計画の作成及び農業農

村整備事業等の効率的かつ効果的な実施に資するものである 。 

第２  内容 

１ 農業基盤整備状況調査 

（１） 調査対象事業 

この調査は、次に掲げる事業を対象事業とする。 

① 農業農村整備事業 

② 災害復旧事業のうち農業施設災害関連事業 

③ ①及び②以外の国が補助する事業のうち農業生産基盤の整備を行うもの 

④ 都道府県又は市町村が国の補助を受けずに行い、又は補助する事業(以下「地方単独事

業」という。）のうち農業生産基盤の整備を行うもの 

⑤ 土地改良区、農業者等が国、都道府県若しくは市町村の直接又は間接の補助を受けずに

農林漁業金融公庫の融資により行う事業(以下「融資単独事業」という。）のうち農業生産

基盤の整備を行うもの 

（２） 事業費、事業量等の把握 

① 国が行い又は補助する事業 

国が行い又は補助する事業（（１）の①から③までの事業）については、調査実施年度  

の前年度（以下「調査対象年度」という。）における事業地区別の事業費、事業量等を把握

するとともに、調査実施年度内に調査結果を取りまとめるものとする。 

② 地方単独事業等 

地方単独事業及び融資単独事業については、調査対象年度における事業費、事業量等を

把握するとともに、調査実施年度内に調査結果を取りまとめるものとする。 

（３） 農業生産基盤の整備状況の把握 

この調査は、調査対象年度に整備を実施した事業地区における農地、基幹的農業水利施設及

び農業用ため池の整備状況等（調査対象年度の年度末時点）を把握するとともに、調査実施年

度内に調査結果を取りまとめるものとする。 

① 農地の整備状況 

調査対象年度において整備を実施した事業地区における地目、土地利用計画区分及び整

備状況を同一とする農地の領域ごとに、農地の整備状況及び整備面積を把握するとともに

農地全体の整備面積に反映する。あわせて調査対象年度における農地のかい廃の状況も当

該整備面積に反映する。 

② 基幹的農業水利施設の整備状況 

調査対象年度において整備を実施した基幹的農業水利施設（農業用用排水のための利用

等に供される施設であって、その受益農地面積が 100ha 以上のもの）を対象に、各施設別

の施設諸元、管理団体、建設年度、建設費、受益面積等を把握する。 

③ 水利系統の状況 
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調査対象年度において整備を実施した基幹的農業水利施設について、水利系統（河川等

に接続する取排水口を起点とする一連の基幹的農業水利施設の受益農地の範囲）の状況を

把握する。 

④ 農業用ため池の整備状況 

かんがい用水を貯留することを目的に築造された農業用ため池のうち受益農地面積 が

２ha 以上のものを対象とし、調査対象年度において整備を実施した農業用ため池について、

施設諸元、受益面積等を把握する。 

（４） 調査地図の作成 

この調査は、調査対象年度において整備を実施した事業地区における地目、土地利用計画区

分及び整備状況を同一とする農地の領域ごとの農地界、基幹的農業水利施設の位置、水利系統

及び農業用ため池の位置を２万５千分の１の地形図に示す。 

２ 農業基盤情報管理調査 

この調査は、１の調査結果その他農業農村整備事業等の実施が地域の農業構造等に与える影響の

分析に必要な情報について、地理情報システムを活用して地理空間情報の更新及び管理を行う。 

３ 農業基盤情報解析調査 

この調査は、２の調査結果等を活用し、農業農村整備事業等の実施が地域の農業構造等に与える

影響について分析を行うとともに、調査実施年度ごとに調査結果を取りまとめるものとする。 

第３ 実施主体等 

１ 農業基盤整備状況調査 

（１） この調査は、第２の１の（１）に掲げる調査対象事業のうち独立行政法人水資源機構又は独

立行政法人森林総合研究所（以下「機構等」という。）が事業実施主体であるものにあっては

農村振興局、機構等以外の者が事業実施主体であるものにあっては地方農政局等（北海道にあ

っては国土交通省北海道開発局、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局。以下同じ。）を実

施主体とし、都道府県、市町村等の協力を得て実施する。 

（２） この調査の実施に当たって、地方農政局等は、調査方法及び調査結果について都道府県、市

町村等と密接な連絡調整を図るものとする。 

（３） 農村振興局及び地方農政局等は、本調査の実施に当たって必要がある場合は、その調査の一

部を都道府県等に委託することができるものとする。 

２ 農業基盤情報管理調査 

農村振興局及び地方農政局等を実施主体とする。 

３ 農業基盤情報解析調査 

（１） 農村振興局を実施主体とする。 

（２） 農村振興局は、調査の実施に当たり必要な事項について、研究機関等に委託することができ

るものとする。 

第４ 調査結果の報告 

地方農政局等が調査実施主体となる調査について、地方農政局等は調査結果を取りまとめの上、

毎年度の調査結果を調査年度の３月末日までに農村振興局に報告するものとする。 

第５ 実施期間 

この調査の実施期間は、平成 23年度から平成 24 年度までとする。 

要領別紙２～４ （略） 

（注）下線は当省が付した。 
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表１-(4)-ｱ-② 農業基盤情報基礎調査の入力内容に不備があった事例数   

（単位：施設数） 

地方農政局等 
基幹的農業水利施設 

の把握漏れ 
基幹的農業水利施設 

ではない施設の把握誤り 
施設諸元の誤り等 

北海道開発局 1 - - 

東北 1 - 1 

関東 13 - 1 

北陸 - - - 

東海 - - - 

近畿 - 1 - 

中国四国 2 - 5 

九州 6 5 2 

計 23 6 9 

（注）１ 当省の調査結果による。 

   ２ この表の事例の詳細については、以下の表１-(4)-ｱ-③から表１-(4)-ｱ-⑤のとおりである。 

 

表１-(4)-ｱ-③ 基幹的農業水利施設の把握漏れの事例 

地方農政局等 事例の概要 

北海道開発局 北海道内に所在する国営造成施設の鷹泊ダムは、昭和 26年度に竣工され、平成 18年

４月 1 日から、北海道が国から委託を受けて管理をしているものである。しかし、土地

改良財産台帳と農業基盤情報基礎調査を比較したところ、当該基礎調査の「基幹水利施

設の整備状況」の把握から漏れていた。 

 

施設区分 施設名 施設情報区分 財産台帳 

貯水池 鷹泊ダム 着工年度～竣工年度 昭和 26 年度 

有効貯水量 13,600 千㎥ 

建設事業費 4,834,862,983 円 

管理委託者 北海道 

管理委託年月日 平成 18 年４月１日 

 

このことについて、北海道開発局では、鷹泊ダムは、平成 15 年度以前の調査から漏

れていると説明するのみで、その原因、理由は不明である。 

 

東北 宮城県内に所在する桜場揚水機場について、農業基盤情報基礎調査の「基幹水利施設

の整備状況」の把握から漏れていた。 

関東 埼玉県内に所在する国営造成施設の水管理システムは、平成 17 年度に竣工され、平

成 19 年４月 1 日に大里用水土地改良区が国から委託を受けて管理しているものである

にもかかわらず、農業基盤情報基礎調査の「基幹水利施設の整備状況」の把握から漏れ

ていた。 

 

施設区分 施設名 施設情報区分 財産台帳 

管理設備 水管理システム 着工年度～竣工年度 平成 17 年度 

建設事業費 79,800,000 円 

管理委託者 大里用水土地改良区 

管理委託年月日 平成 19 年４月１日 

 

 このことについて、関東農政局は、理由は不詳であるが、人為的ミスと思われるとし

ている。 
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 長野県内の県営造成施設のうち、貯水池１施設、頭首工３施設、機場２施設、水路６

施設 21km が、農業基盤情報基礎調査の「基幹水利施設の整備状況」から漏れていた。 

  

施設区分 施設名 延長 竣工年度 
受益 

面積 
管理受託者名 

貯水池 横堰 平成２年度 278ha 東御市所沢川水

系土地改良区 

頭首工 上田農水頭首工 平成９年度 1,235ha 上田農水土地改

良区連合 

六ケ郷頭首工 平成元年度 311ha 六ケ郷用水組合 

埴科頭首工 昭和 36 年度 870ha 長野県埴科郡土

地改良区 

機場 第２排水機場 昭和 52 年度 266ha 飯山市 

戸那子排水機場 昭和 45 年度 132ha 木島平村 

水路 六ケ村堰 6,146m 平成 12 年度 1,067 ㏊ 上田市六ケ村堰

土地改良区 

柳原幹線排水路 5,192m 昭和 44 年度 427 ㏊ 長野平土地改良

区 柳原幹線排水路 2,378m 昭和 45 年度 

長沼１号幹線排水路 996m 昭和 45 年度 307 ㏊ 
長沼１号幹線排水路 2,622m 

長沼２号幹線排水路 4,053m 昭和 45 年度 

  

このことについて、長野県は、農業基盤情報基礎調査の報告から漏れた原因は不明で

あるとしており、平成 25 年度の基礎調査には計上するとしている。 

中国四国 島根県の県営造成施設である２施設が、農業基盤情報基礎調査の「基幹水利施設の整

備状況」の把握から漏れていた。 

 

施設区分 施設名 竣工年度 受益面積 

機場 求院揚水機場 平成 14 年度 100.2 ㏊ 

福富排水機場 平成２年度 107.7 ㏊ 

 

このことについて、島根県は、把握漏れであるとしている。 

九州 熊本県の県営造成施設である３施設が、農業基盤情報基礎調査の「基幹水利施設の整

備状況」のそれぞれの把握から漏れていた。 

 

施設区分 施設名 設置年度 受益面積 

頭首工 分田頭首工 平成 11 年度 165 ㏊ 

橋田頭首工 平成３年度 256 ㏊ 

機場 藤井川北地区第２排水機場 平成 20 年度 149.6 ㏊ 

（注）施設名については、山鹿市の回答による。 

 

 このことについて、九州農政局は、当該基礎調査での把握漏れ又は当該基礎調査の結

果をデータベース化した際の入力漏れだと考えられるとしている。 

 宮崎県の県営造成施設である３施設が、農業基盤情報基礎調査の「基幹水利施設の整

備状況」の把握から漏れている。 

 

施設区分 施設名（管理主体） 竣工年度 受益面積 

水門等 正蓮寺樋門（宮崎市） 昭和 56 年度 132.5 ㏊ 

機場 二ツ立排水機場（宮崎市佐土原町） 昭和 63 年度 154.3 ㏊ 

頭首工 平田頭首工（庄内土地改良区） 昭和 52 年度 128 ㏊ 
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この原因について、九州農政局は、不明であるとしている。 

（注）当省の調査結果による。 

 

 

表１-(4)-ｱ-④ 基幹的農業水利施設ではない施設が誤って把握されている事例 

地方農政局 事例の概要 

近畿 京都府の府営造成施設である三俣調整池について、実際の受益面積は 18.8㏊で基幹的農

業水利施設ではないにもかかわらず、農業基盤情報基礎調査の「基幹水利施設の整備状況」

では基幹的農業水利施設として把握されていた。 

このことについて、近畿農政局では、実際の受益面積は 18.8haであるにもかかわらず、

100ha 以上として扱われたところであるが、その原因は不明であり、京都府に確認を行っ

た上で、当該基礎調査の把握内容の修正を行うこととしている。 

九州 宮崎県内に所在する国営造成施設５施設について、受益面積が 100ha 未満であるにもか

かわらず、農業基盤情報基礎調査の「基幹水利施設の整備状況」では、基幹的農業水利施

設として把握されている。 

  

施設区分 管理受託者名 施設名 竣工年度 受益面積 

管理設備 川南原土地改良

区 

岩戸原ポンプ 平成３年度 50 ㏊ 

十文字ポンプ 平成元年度 60 ㏊ 

水門 赤江土地改良区 宮田水門 平成５年度 94 ㏊ 

横市土地改良区 水門（加治屋地

区） 

平成７年度 97 ㏊ 

頭首工 加治屋頭首工 平成７年度 97 ㏊ 

 

 

（注）当省の調査結果による。 

 

 

表１-(4)-ｱ-⑤ 建設事業費などの施設諸元が誤っている事例 

地方農政局 事例の概要 

東北 宮城県内に所在する国営造成施設から農業基盤情報基礎調査の「基幹水利施設の整備状

況」で把握している 19施設を抽出して、法定台帳である土地改良財産台帳と比較したとこ

ろ、着工年度に違いがみられた。 

 

 

管理受託者

名 
施設名 施設情報区分 基礎調査 財産台帳 

迫川上流土

地改良区 

石越揚水機場 着工年度 慶長８年度 

（1603 年度） 

平成２年度 

（1990 年度） 

 

このことについて、東北農政局は、石越揚水機場に係る情報のうち、着工年度を誤って

「不明」としていたため、本省での便宜的な処理により 1603年となっているとしている。 
関東 長野県の県営造成施設である常盤揚水機場の「基幹水利施設の整備状況」の把握内容に

ついて、事業主体を「県営」とすべきところ、「その他」と誤っていた。 

中国四国 岡山県が管理受託する国営造成施設から抽出した５施設について、法定台帳である土地

改良財産台帳の記載内容と農業基盤情報基礎調査の記載内容を比較したところ、竣工年度

に違いがみられた。 
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（単位：年度） 

施設名 基礎調査 土地改良財産台帳 

着工年度 竣工年度 着工年度 竣工年度 管理委託年月日 

妹尾川排水機場 昭和 62 平成４ 昭和 62 平成３ 平成３年９月１日 

七区揚排水機場 平成元 平成４ 平成元 平成３ 平成３年９月１日 

七区排水機場 平成２ 平成７ 平成２ 平成５ 平成５年４月 30 日 

丙川排水機場 平成４ 平成６ 平成４ 平成９ 平成 10 年４月１日 

新田原井堰 昭和 54 昭和 63 昭和 54 昭和 60 昭和 61 年 10 月 1 日 

 

このことについて、中国四国農政局は、当該基礎調査のデータに誤りがあるものと思わ

れるとしている。 

九州 宮崎県内に所在する国営造成施設から「基幹水利施設の整備状況」で把握している７施

設を抽出して、農業基盤情報基礎調査の建設事業費について、法定台帳である土地改良財

産台帳の価格を比較したところ、表１のとおり、違いがみられた。 
 
表１ 建設費の把握に違いのある農業水利施設            

（単位：千円） 

管理受託者名 施設名 基礎調査 財産台帳 

川南原土地改良区 主要幹線水路 6,000 61,316 

  

 このことについて、九州農政局は、当該基礎調査のデータは桁の入力を誤っていたとし

ている。 

 

また、当該基礎調査の竣工年度と土地改良財産台帳に記載されている竣工年度を比較し

たところ、表２のとおり、違いがみられた。 

 

表２ 竣工年度の把握に違いのある農業水利施設     

管理受託者名 施設名 区分 基礎調査 財産台帳 

宮崎市 岩前頭首工 竣工年度 2004 年度 

（平成 16 年度） 

1998 年度 

（平成 10 年度） 

 

 このことについて、九州農政局は、当該基礎調査のデータは、誤って事業完了年度を入

力していたとしている。 

（注）当省の調査結果による。 
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表１-(4)-ｲ-① 「農業水利施設に係る突発的事故の発生状況調査」に関する規程（抜粋） 

○ 平成 23 年度農業水利施設に係る突発的事故の発生状況調査について（平成 24年４月９日農村振興局

水資源課施設保全管理室管理技術班管理技術第２係） 

  １ 調査の目的 

     本調査は、農業水利施設の経年変化に伴って発生する突発的事故の内容等について調査を実施し、

ストックマネジメントの着実な推進等のためのデータベースとするものです。（※本調査は過年度よ

り継続的に実施されている性質のものであり、調査結果は平成５年度からデータベース化されてい

ます。） 

  ２ 調査内容 

（１）国営造成施設における発生状況調査（北海道農政部農業施設管理課は対象外） 

（略） 

   【記入要領】 

     １）本調査の対象とする事故の範囲については、自然災害に起因する事故を除いたもの とします。

ただし、施設の経年的な劣化を背景として、自然災害がきっかけになった事故は対象 とします。 

     ２）～４）（略） 

     ５）本調査の結果は、ストックマネジメントに関する取組の基礎となる重要なデータとなる ため、

遺漏なきよう確実に整理したうえ提出いただきますようお願いいたします。 

    （２）県営、団体営の造成施設における発生状況調査 

      （略） 

    【記入要領】 

     １）本調査の対象とする事故の範囲については、２の（１）の１）に準ずることとし、局から各

都道府県に依頼することによって把握可能な（比較的大きな）事故が発生した施設を調査の対

象とします。 

    （以下略） 

（注）下線は当省で付した。 
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表１-(4)-ｲ-② 「農業水利施設に係る突発的事故の発生状況調査」（平成 21 年～24 年８月）において、

未報告となっている例 

地方農政局 事例の概要 

関東 千葉県が管理委託を受けている国営造成施設において、次表のとおり、平成 21 年度

から 23 年度において４件の事故が発生しているが、いずれの事故も関東農政局から農

林水産省本省に対して、「農業水利施設に係る突発的事故の発生状況調査」による報告

は行われていない。 

 

表 千葉県が管理受託している国営造成施設における事故 

施設名 

（地区名） 

事故発生年月日 事故内容 突発的事故の発

生状況調査 

笹川揚水機場 

(大利根) 

平成 21 年６月

20 日 

電動機３台のうち１台の摩擦による

損傷 

× 

平成 23 年２月

21 日 

平成 21 年６月の事故とは別の電動

機１台の絶縁不良 

× 

手賀排水機場

(手賀沼) 

平成 21 年 10 月

８日 

ポンプ６台のうち１台の羽根車破損 × 

第１排水機場 

(両総) 

平成 23 年３月

４日 

変電所切替機故障 × 

（注） 表中の「突発的事故の発生状況調査」は、「農業水利施設に係る突発的事故の発生状況調

査」である。 

東海 青蓮寺土地改良区が管理受託している青蓮寺用水におけるパイプラインの漏水事故

と、「農業水利施設に係る突発的事故の発生状況調査」による報告内容及び農業水利ス

トック情報データベースの補修等履歴情報を突合したところ、次表のとおり、当該調

査では突発的事故として把握されていない漏水事故が松橋サイフォンと七本木サイフ

ォンで２件みられた。 

 

表 青蓮寺用水に係る事故の報告状況 

青蓮寺用水に係る漏水事故 突発的事故 補修等履歴情報 

発生年月日 サイフォン名 年月日 復旧費 年月日 工事費 

平成 22 年 

９月３日 

松橋 × × 平成 22 年 

９月 10 日 

95 万円 

平成 22 年 

10 月４日 

七本木 × × 平成 23 年 

３月 25 日 

385 万円 

 

 

中国四国 笠岡市が管理委託を受けている国営造成施設について、表１のとおり、平成 23年５

月 29 日に第３号洪水用ポンプが稼働停止となる事故が起こっており、当該事故は突発

的事故の定義と一致する事故でありながら、中国四国農政局から農林水産省本省への

「農業水利施設に係る突発的事故の発生状況調査」において報告されていない。 

 

表１ 寺間排水機場の３号ポンプにおける事故の発生状況 

施設名 管理受 

託者名 

竣工 

年度 

耐用 

年数 

事故発生 

年月日 

事故の内容 

寺間排水機場 笠岡市 平成 

元年度 

20 年 平成 23 年 

５月 29 日 

３号ポンプの原動から煙が発

生、稼働停止 

（同年６月、分解調査の結果、

ピストンのヒビを確認） 

 

また、岡山県が管理委託を受けている国営造成施設について、表２のとおり、平成
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21 年以降に水管理システムの不具合が発生しており、県はその都度、中国四国農政局

に報告をしているが、当該事故は中国四国農政局から農林水産省本省への「農業水利施

設に係る突発的事故の発生状況調査」において報告されていない。 

 

表２ 新田原井堰の水管理システムにおける事故の発生状況 

施設名 管理受 

託者名 

竣工 

年度 

耐用 

年数 

事故の 

発生年月日 

事故の内容 

水管理システム 岡山県 昭和 

61 年度 

10 年 平成 23 年 

 

農業用水管理所の用水管理シ

ステムがダウンし、修理が不能

となった。 

 (注) 事故の発生状況は、岡山県から中国四国農政局への「土地改良財産の管理状況の報告」を基

に記載している。 

九州 玉名平野土地改良区が管理受託している白石頭首工の第３号及び第４号ゲートにお

いて、平成 23年７月 28 日に、自重倒伏が不能となる事故が発生している。 

しかし、当該土地改良区は、当該事故について九州農政局に対して、「農業水利施設

に係る突発的事故の発生状況調査」において報告していない。 

 

表 平成 23 年度に発生した土地改良施設において管理受託者から九州農政局に報告さ

れていない事故 

管理受託者 施設名 竣工年度 

施設の規模 

事故 

発生年月日 

事故の内容 

玉名平野 

土地改良区 

白石頭首工 昭和 47 年度 

コンクリート堰堤 

平成 23 年 

７月 28 日 

第３号及び４号ゲー

トの自重倒伏不能 

 

なお、白石頭首工は、国が 10％、熊本県が 90％の事業出資により造成された施設で

あり、国有財産及び県有財産である。玉名平野土地改良区では、熊本県には白石頭首工

における事故について、県に出向いて報告している。 

このことについて、九州農政局は、玉名平野土地改良区が管理している白石頭首工は

国県共有財産であることから、当該不具合については、国に対しても報告すべきもので

あるとしている。 

（注）当省の調査結果による。 

 

表１-(4)-ｲ-③ 事故発生の誘因を「その他自然現象」として報告したが、農林水産省本省において改め

て確認したところ、施設の機能低下に起因する事故と判断されたものの例 

地方農政局 事例の概要 

九州 川南原土地改良区が管理受託を受けている国営造成施設で発生した事故について、表
のとおり、事故発生の誘因を「その他自然現象」として報告していた。この後、農林水
産省本省において、その内容を精査したところ、トンネルの機能低下に起因する陥没事
故であり、自然災害に起因するものではないと判断されたものがあった。 
 

表 平成 21 年度の「農業水利施設に係る突発的事故の発生状況調査」で事故発生の誘

因を「その他自然現象」として報告された事故 

管理受託者 施設名 造成年度及び施

設の規模 

事 故 の 発

生年月日 

事故の内容 事故発生の誘因 

川南原 

土地改良区 

竹浜幹

線水路 

昭和 30 年度 

延長 9,983ｍ 

（隧道・暗渠は総

延長 5,162.5ｍ） 

平成 21 年

12 月 27 日 

農地陥没 その他自然現象 

 

 

（注）当省の調査結果による。 

 

- 130 -



２ 農業水利施設に係る土地改良法に基づく管理の適正化等 

 ⑴ 国営造成施設の財産管理事務の適正化 

勧          告 説明図表番号 

【制度の概要】 

国営造成施設は、国有財産であり、その管理及び処分については、国有財産法（昭

和 23 年法律第 73 号）の適用を受ける。しかし、国営造成施設は、一定の受益者負担

を伴って造成されたものであること等の特殊性を有しているため、国有財産法の特例

として、土地改良法の規定により、土地改良財産と位置付けられ、管理されている。 

土地改良財産については、土地改良財産台帳を備えておかなければならない（土地

改良法第 94条の５）とされており、その管理については、国の直轄管理（土地改良法

第 85条）、都道府県、土地改良区等への管理委託（土地改良法第 94条の６）及び譲与

（土地改良法第 94条の３）の３つの形態がある。 

なお、県営造成施設の管理についても、直轄管理（土地改良法第 85 条）、管理委託

（土地改良法第 94条の 10及び条例）、譲与（条例）の３つの形態がある。団体営造成

施設については、施設の管理について土地改良区の定款に記載し、管理することとさ

れている（土地改良法第 57条）。 

国営造成施設、県営造成施設及び団体営造成施設の所有主体と管理主体の関係につ

いては、下図のとおりである。 

    

図 国営造成施設、県営造成施設及び団体営造成施設の所有主体と管理主体 

 

 

ア 管理委託等の手続の適正化 

【制度の概要】 

土地改良財産の管理委託は、国営土地改良事業の工事が完了（注１）し、又は施設

完了（注２）したときにおいて、速やかに行うこと（「土地改良財産の管理及び処分

に関する基本通達について」（昭和 60年４月１日付け 60構改Ｂ第 499号構造改善局

 

表２-(1)-① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２-(1)-ｱ-① 
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長通達。以下「基本通達」という。）の第３）とされている。 

管理委託は、土地改良財産取扱規則（昭和 34 年農林省訓令第 23 号）第５条にお

いて、土地改良財産の所在、種類、構造及び規模並びに数量や移管の年月日等の事

項を記載した管理委託協定書によって行うこととされており、基本通達の様式第２

号（同協定書の様式）の別記事項として財産調書（土地改良財産台帳の写し）など

を添付することとされている。 

  また、譲与に係る土地改良財産の用途廃止の手続について、譲与の相手方から施

設の用途を廃止した旨の報告があったときは、直ちに当該財産の現況を確認の上、

当該財産を返還させるとともに、所有権移転登記承諾書を提出させ、速やかに、所

有権移転登記を行うものとする（基本通達の第７）とされている。 

 （注１） 当該事業に係る土地改良事業計画に定められた全ての施設が竣功したとき。 

（注２） 当該事業により造成されるべき施設群の一が竣功し、その効力の全部又は一部を発揮

しているものとして地方農政局長等が認めたとき。 

 

【調査結果】 

  国営造成施設について、土地改良区等に対する管理委託又は譲与に係る手続など

財産管理事務の実施状況を調査した結果、当省の実地調査時点（平成 24年８月～11

月）において、以下のとおり、国営造成施設の管理委託等が適切に実施されていな

い状況がみられた。 

① ８地方農政局等を調査したところ、１地方農政局（北陸）で昭和 44年度に事業

が完了しているにもかかわらず、未だ予定管理者への管理委託がされていないも

のがみられた。 

 

② ８地方農政局等を調査したところ、１地方農政局（関東）で譲与された国営造

成施設が解体・撤去されたにもかかわらず、譲与を受けた土地改良区から地方農

政局に対して報告を行っていなかったため、当該施設の用途廃止の手続が完了す

るまでに 10年以上の期間を要しているものがみられた。 

 

イ 適切な土地改良財産台帳及び管理台帳の整備 

【制度の概要】 

土地改良財産については、国営土地改良事業の施行に係る地域ごとに土地改良財

産台帳を備えておかなければならない（土地改良法第 94条の５第１項）とされてお

り、土地改良財産台帳は国有財産台帳に代わるもの（同条第２項）とされている。

土地改良財産台帳の様式については、土地改良財産取扱規則の第１号様式に定めら

れている。 

また、農林水産省が土地改良財産を管理委託した場合、管理の委託を受けた者（以

下「管理受託者」という。）は、受託に係る土地改良財産について、管理台帳を備え

ておかなければならない（土地改良法施行令（昭和 24 年政令第 295 号）第 62 条）

とされている。国が管理委託した土地改良財産に変更があった場合は、土地改良財

産台帳については、直ちにその変更について記載しなければならない（土地改良財

産取扱規則第 24 条）とされており、管理台帳については、その都度、変更に係る事

項を記載しなければならない（土地改良法施行令第 62条第２項）とされている。 
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【調査結果】 

  土地改良財産台帳及び管理台帳の整備状況を調査した結果、当省の実地調査時点

（平成 24年８月～11月）において、以下のとおり、財産管理が不適切に行われてい

る状況がみられた。 

① 土地改良財産台帳の整備状況について、８地方農政局等を調査したところ、３

地方農政局（東北、中国四国及び九州）において、土地改良財産そのものが土地

改良財産台帳から漏れているものや、土地改良法で記載することとされている委

託年月日、委託先や事業完了年度など同台帳に記載すべき内容が記載漏れになっ

ているものがみられた。 

また、土地改良財産の所在や着工年度などの記載内容が誤っているものもみら

れた。 

 

  ② 管理台帳の整備状況について、69 管理受託者を調査したところ、10管理受託者

において、ⅰ）土地改良法施行令で記載することとされている受託年月日が記載

されていないものや、ⅱ）同令で記載することとされている土地改良財産の所在

地などの記載内容が誤っているものがみられた。 

    

【所見】 

したがって、農林水産省は、国営造成施設の財産管理事務の適正かつ効率的な実施

を図る観点から、以下の措置を講ずる必要がある。 

① 農業水利施設の管理委託・譲与の手続が未着手又は未了になっているものの改善

方策について検討を行い、予定管理者等との間の必要な調整を進めること。 

また、今後、管理委託・譲与等の手続については、手続完了までに長期間を要す

ることのないよう地方農政局等及び手続の相手方に周知徹底を図ること。 

 

② 土地改良財産台帳及び管理台帳は、土地改良財産の管理の基礎となるものである

ことから、早期に記載内容の点検を行い、適正な情報に基づく台帳を整備すること。 

また、管理受託者に対し、管理台帳の適正な整備を指導すること。 
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表２-(1)-① 農業水利施設の財産管理に関する規程（抜粋） 

○ 土地改良法（昭和 24 年法律第 195号） 

   （国有土地物件の管理及び処分）  

第 94 条 次に掲げるものであつて 公共用財産又は普通財産であるもの（以下「土地改良財産」という。）

は、農林水産大臣が管理し、又は処分 する。  

一  国営土地改良事業によつて生じた工作物その他の物件又は水の使用に関する権利  

二  第 87 条の２第１項の規定により国が行う同項第一号の事業によつて生じた土地  

三  国営土地改良事業のために取得した土地、権利又は立木、工作物その他の物件（農地法によつ

て買収した土地、権利及び物件を除く。）  

四  国有の土地、権利又は立木、工作物その他の物件で、政令の定めるところにより、国営土地改

良事業の用に供すべきものと決定されたもの 

第 94 条の３ 農林水産大臣は、政令で定める基幹的な土地改良施設以外の土地改良施設を構成する土

地改良財産たる土地又は工作物その他の物件（次条において「一般土地改良施設に係る土地等」と

いう。）を、当該土地改良施設の用途を廃止したときはこれを無償で国に返還することを条件として、

土地改良区、市町村その他農林水産大臣の指定する者（以下この節において「土地改良区等」とい

う。）に譲与することができる。 

     第 94 条の６ 農林水産大臣は、土地改良財産（第 94条第二号に掲げる土地を除く。）を都道府県又は

土地改良区等に管理させることができる 。 

（都道府県営土地改良事業によつて生じた土地改良施設の管理の委託）  

第 94 条の 10  都道府県は、都道府県営土地改良事業によつて生じた土地改良施設を土地改良区等に管

理させることができる。  

 

○ 土地改良法施行令（昭和 24年政令第 295 号） 

第 56 条 法第 94 条の６第１項の規定により、農林水産大臣が法第 94 条に規定する土地改良財産（以

下「土地改良財産」という。）で法第 94 条の６第１項 に規定するものの管理（維持、保存及び運用

をいうものとし、これらのためにする改築、追加工事等を含む。以下同じ。）を都道府県又は法第

94 条の３第１項 に規定する土地改良区等に委託するには、両当事者の協議により次に掲げる事項

を定めなければならない。  

一  管理を委託する土地改良財産の所在及び種類  

二  移管の年月日  

三  管理の方法  

四  委託の条件  

五  その他必要な事項 

（注）下線は当省で付した。 
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表２-(1)-ｱ-① 国営造成施設の財産管理手続に関する規程（抜粋） 

○ 土地改良法施行令（昭和 24年政令第 295 号） 

 （他目的への使用等）  

第 59 条  管理受託者は、農林水産大臣の承認を受けて、受託に係る土地改良財産をその本来の用途又

は目的を妨げない限度において他の用途又は目的に使用し、若しくは収益し、又は使用させ、若

しくは収益させることができる。  

２  管理受託者は、前項の承認を受けようとするときは、左に掲げる事項を記載した申請書を農林水産

大臣に提出しなければならない。  

一  使用又は収益の対象となる土地改良財産の範囲  

二  他人に使用させ、又は収益させる場合には、その者の氏名又は名称及び住所  

三  使用又は収益の用途又は目的及び方法  

四  使用又は収益の期間  

五  使用又は収益による管理受託者の予定収入  

六  他人に使用させ、又は収益させる場合には、使用又は収益の条件  

 

○ 土地改良財産取扱規則（昭和 34年農林省訓令第 23 号） 

 （管理委託の協定） 

  第５条 部局長は、その管理する土地改良財産について、土地改良法 94 条の６第１項の規定により都

道府県又は土地改良区等（土地改良法第 94 条の３第１項に規定する土地改良区等という。以下

同じ。）に管理を委託するには、次に掲げる事項を記載した協定書によってするものとする。 

    （１）当該土地改良財産の所在、種類、構造及び規模並びに数量 

    （２）移管の年月日 

    （３）管理の方法（管理のための組織及び機会の操作を要するものにあってはその操作の方法を含

む。） 

    （４）委託の条件 

    （５）関係図 

    （６）その他必要な事項（管理に必要な費用及び管理による収入の額の概算額その他必要な事項）  

（土地改良財産の贈与） 

第 20 条 部局長は、土地改良法第 94条の３第１項の規定により一般土地改良施設に係る土地等（同項

の一般土地改良施設に係る土地等を言う。以下同じ。）を土地改良区等に譲与する場合には次に

掲げる事項を記載した契約書によってするものとする。 

    （１）相手方の氏名又は名称及び住所 

  （２）当該土地改良財産の明細 

  （３）譲与の条件 

  （４）引渡の年月日 

  （５）関係図 

  （６）その他必要な事項 

 

○ 土地改良財産の管理及び処分に関する基本通達について（昭和 60 年４月１日 60 構改Ｂ第 499号） 

 （管理委託の時期） 

 ３-土５-三 部局長は、国営土地改良事業の工事が完了し、又は施設完了したときにおいて、次の取扱

- 135 -



いにより 速やかに管理委託を行う ものとする。 

    （１）国営土地改良事業の工事の完了 

        国営土地改良事業の工事が完了したときとは、当該事業に係る土地改良事業計画に定め

られた全ての施設が竣功したときとする。 

     （２）施設完了 

        施設完了したときとは、国営土地改良事業により造成される施設群の一が竣功し、その

効用の全部又は一部が発揮しているものとして地方農政局長の認定があったときをいうも

のとする。 

 ３-土５-５ 取扱規則第５条第１項の協定書は、別紙様式第２号によるものとする。 

 ７-土 20-６ 部局長は、譲与申請書の審査の結果、土地改良財産を譲与することが適当であると認める

ときは、次に掲げる事項について譲与の相手方と協議するものとし、協議が調った後におい

て譲与する場合の取扱規則第 20条第１項の契約書は別紙様式第９号によるものとする。 

     （１）当該財産の譲与契約の内容 

     （２）土地にあっては、所有権移転登記の嘱託手続 

     （３）その他必要な事項 

 ７-土 20-８ 部局長は、譲与の相手方から譲与に係る土地改良財産につき土地改良施設としての用途を

廃止した旨の報告があったときは、直ちに現地において当該財産の現況を確認の上、譲与の

相手方から期日を指定して当該財産を変換するとともに所有権移転登記承諾書を提出させ、

速やかに、所有権移転登記を行う ものとする。 

 

様式第２号〔３-土５-５関係〕 

管 理 委 託 協 定 書 

 

農林水産省（以下「甲」という。）と○○土地改良区（以下「乙」という。）は、土地改良法（昭

和 24 年法律第 195 号）第 94 条の６第１甲及び土地改良法施行令（昭和委 24 年政令第 295 号）第

56 条の規定に基づき国営○○土地改良事業によって造成された土地改良財産の管理について○○

都道府県（及び○○土地改良区連合）を立会人として下記のとおり協定を締結する。 

記 

 

（管理委託の協定） 

  第１条 甲は、別記第１の財産調書及び別記第２の財産図面に記載された土地改良財産（以下「財

産」という。）の管理（維持、保存及び運用をいうものとし、これらのためにする改築、追加

工事等を含む。以下同じ。）を乙に委託する。 

  第２条～第９条（略） 

  別記第１ 財産調書 

    土地改良財産台帳の写しとする 。 

  別記第２ 財産図面 

    事業計画一般図、施設管理図、用地管理図等とする。 

  （以下略） 
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  様式第９号〔７-土 20-６関係〕 

譲  与  契  約  書 

 

       農林水産省（以下「甲」という。）と○○土地改良区（以下「乙」という。）とは、土地改良財産

の譲与契約を下記のとおり締結する。 

                      記 

    （譲与契約） 

    第１条 甲は、土地改良法（昭和 24年法律第 195号。以下「法」という。）第 94条の３第１項の

規定に基づき、第３条に掲げる土地又は工作物その他の物件（以下「物件」という。）を乙

に譲与するものとする。 

    第２条 （略） 

    （譲与物件） 

    第３条 譲与物件は、次のとおりとする。 

区 分 種 目 種 類 所  在 構造及び規模 

（又は地番及 

び地目） 

数    量 

（又は面積） 

備  考 

       

       

    第４条～第９条 （略） 

    （報告の義務） 

第 10 条 乙は、譲与物件が次の各号のいずれかに該当することとなったときは、直ちに、その旨、

その原因その他必要な事項を甲に報告しなければならない。 

 （１） 用途を廃止したとき 

 （２） （略） 

（以下略） 

（注）下線は当省で付した。 
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表２-(1)-ｱ-② 管理委託に係る手続が不適切なものの例 

地方農政局 事例の概要 

北陸 北陸農政局管内において、予定管理者への管理委託が未了となっている国営造成施設が、

次表の小松西部排水路及び旧梯川上流部右岸排水路の２施設みられた。 

 

施設名（距離） 予定管理者 県名 施設竣工年度 事業完了年度 

小松西部排水路 

（２km） 

加賀三湖 

土地改良区 

石川県 昭和 42 年度 昭和 44 年度 

旧梯川上流部右岸排水路 

（１km） 

小松市 石川県 昭和 41 年度 昭和 44 年度 

 

 

（注）当省の調査結果による。 

 

表２-(1)-ｱ-③ 国営造成施設について、譲与対象施設が解体・撤去されているにもかかわらず、譲与契

約の変更までに長期間を要しているものの例 

地方農政局 事例の概要 

関東 長野平土地改良区は、国から 13施設を譲与されている。このうち、屋島排水機場及び柳

原排水機場の２施設については、国庫補助事業によって当該排水機場の排水量を増加させ

る必要が生じたことから、屋島排水機場は平成 14 年に、柳原排水機場は 12 年に解体、撤

去され、新たに２施設の県営排水機場が設置されている。 

しかし、長野平土地改良区は、国から譲与を受けた排水機場２施設の解体、撤去につい

ての報告を関東農政局に行っていなかった。このため、長野平土地改良区と関東農政局は、

当該施設２施設の解体、撤去から 10年以上経過した平成 24 年４月５日付けで譲与財産か

ら当該施設を除外する変更譲与契約を締結している。 

 

表 解体、撤去された国営造成施設名及び時期 

施設名 解体・撤去時期 解体、撤去後 

屋島排水機場 平成 14 年 国庫補助県営事業により屋島排水機場を新設 

柳原排水機場 平成 12 年 国庫補助県営事業により柳原排水機場を新設 

（注）両施設とも、解体・撤去後の施設の名称は、解体・撤去前の施設名と同一である。 

（注）当省の調査結果による。 
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表２-(1)-ｲ-① 土地改良財産台帳及び管理台帳に関する規程（抜粋） 

○ 土地改良法（昭和 24 年法律第 195号） 

第 94 条の５ 農林水産大臣は、土地改良財産につき、国営土地改良事業の施行に係る地域ごとに、左

に掲げる事項を記載した土地改良財産台帳を備えておかなければならない 。  

一  国営土地改良事業の種類及び地域名  

二  土地改良財産の所在、種類、構造及び規模    

三  購入又は収用に係る土地改良財産については、その種類ごとの購入価格又は補償金額  

四  得喪変更（管理の委託を含む。）の年月日及び事由  

五  その他必要な事項  

２ 前項の土地改良財産台帳は、国有財産法（昭和二十三年法律第七十三号）第三十二条に規定する台

帳に代るものとし、その様式は、農林水産大臣が財務大臣と協議して定める。 

 

○ 土地改良法施行令（昭和 24年政令第 295 号） 

第 62 条 管理受託者は 、受託に係る土地改良財産について左に掲げる事項を記載した管理台帳をその

主たる事務所 （地方公共団体にあつては、その事務所）に備えておかなければならない 。  

一 所在  

二  種類  

三  構造及び規模  

四  受託の年月日  

五  その他必要な事項  

２  管理受託者は、管理台帳の記載事項に 変更があったときは、そのつど、変更に係る事項を当該管理

台帳に記載しなければならない。 

 

○ 土地改良財産取扱規則（昭和 34年農林省訓令第 23 号） 

  （土地改良財産台帳） 

第 24条 部局長は、土地改良法第 94 条の５第１項に規定する土地改良財産台帳を備え、その管理し、

又は土地改良法第 94 条の６第１項の規定によりその管理を委託した土地改良財産につき、取得、所

管換、処分その他の理由に基づく 変動があったときは、直ちに、これを当該土地改良財産台帳に記

載しなければならない 。 

２ 土地改良財産台帳の様式は第１号様式のとおりとする。 
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     第１号様式（第 24 条関係） 
      （表紙） 

 
土 地 改 良 財 産 台 帳 

 
口座名         

 
農 林 水 産 省 

 
          部局名 

 
       調製要領（略） 
      （地区概要）（略） 
      （公共用財産：土地の部）（略） 
      （公共用財産：工作物の部） 

区分 工作物 種目  口座名            索引番号  

種類 番号 着工 
竣工 

年度 

所在 構造 
及び 

規模 

数量 価   格 得喪変更 備考 

年月日 事由 

  ～        円    

 
       記載要領 
        １ （略） 
        ２ 「種類」欄には、工作物の名称（○○ダム、○○頭首工、○○用水機場、○○幹線用水

路、○○幹線道路等）を記載する。 
        ３ 「番号」欄には、水路、道路等であって幹線、支線と工作物が多岐にわたる場合は、こ

れらを系統別に整理し一連番号（例：１，２，３…1－1，1－2…2－1，2－2…）を記載す
る。 

        ４ 「所在」欄には、工作物が設置された市町村の所在地（例：○○町大字又は小字○○地
内から○○大字又は小字○○地内まで等）を記載する。 

        ５ 「構造及び規模」欄には、工作物本体の型式、設備のほか、附帯施設、管理施設等を記
載する。 

        ６ 「価格」欄には、決算事業費から工作物一式の設置に要した費用の額を算出して記載す
る。 

        ７ 「得喪変更」欄には、工作物を処分又は所管換した場合その他登録を要する事由が発生
した場合に、その年月日、内容（相手方の氏名又は部局名等）を記載する。 

（以下略） 

 

○ 土地改良財産の管理及び処分に関する基本通達について（昭和 60 年４月１日 60 構改Ｂ第 499号） 

  （管理台帳） 

９－０－１ 令第 62 条の管理台帳は、別紙様式第 21号によるものとする。 

様式第 21 号〔９－０－１関係〕 
管  理  台  帳 

（表紙） 
 

管   理   台   帳 
土 地 改 良 財 産 

 
地 区 名                     

 管 理 者                     
 

 
     （調製要領） 
      １ 本台帳は、管理委託協定書に記載された地区を名称として調製する。 

       ２ 本台帳は、（表紙）のほか、（地区概要）、（土地の部）及び（工作物の部）をもって構成す
るものとし、（表紙）以外のものについては、取扱規則第 24 条第２項に規定する第１号様式
の土地改良財産台帳に準じて調整する 。 

 
（注）下線は当省で付した。
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表２-(1)-ｲ-② 土地改良財産台帳の整備状況       

                        （単位：地方農政局等） 

調査対象 

土地改良財産台帳の整備が不適切 

 
うち 
記載内容に漏れ 

うち 
記載内容の誤り 

8 3 2 2 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 「うち記載内容に漏れ」欄の数値は、土地改良財産の情報が全部又は一部記載されていない土地改良財産

台帳を整備している農政局の数を表す。 

３ この表の事例の詳細については、以下の表２-（１）-ｲ-③のとおりである。 

 

表２-(1)-ｲ-③ 土地改良財産台帳の記載が不適切な事例 

  （ⅰ）土地改良財産台帳の記載内容に漏れがある事例 

地方農政局 事例の概要 

東北 東北農政局が備え付けている土地改良財産台帳の整備状況及び記載状況を調査したとこ

ろ、次表のとおり、土地改良財産台帳への記載漏れがみられた。 

 

表 土地改良財産台帳の記載状況 

県名 施設名 地区名 未記載事項 

宮城県 江尻排水機場 角田地区 委託年月日及び委託先 

宮城県 西館幹線用水路 旧迫川地区 着工～竣工年度 

秋田県 玉川頭首工 仙北平野地区 着工～竣工年度 

山形県 上堰第２揚水機場 最上川下流右岸地区 着工～竣工年度 

 

 

九州 九州農政局が備え付けている土地改良財産台帳の整備状況及び記載状況を調査したとこ

ろ、次表のとおり、土地改良財産そのものが土地改良財産台帳の記載から漏れていた。 

 

表 土地改良財産そのものが記載漏れとなっている事業地区及び管理委託先 

県名 事業名 地区名 管理委託先 記載漏れの内容 

福岡県 国営かんがい排

水事業 

筑後川下流地区 大川市 桶門２か所 

 

 

（注）当省の調査結果による。 

 

（ⅱ）土地改良財産台帳の記載内容に誤りがある事例 

地方農政局 事例の概要 

中国四国 土地改良事業で造成された土地改良施設について、次表のとおり、土地改良財産台帳の

記載内容に誤りがみられた。 

 

表１ 土地改良財産台帳の記載状況 

管理受託者 施設 記載誤りの内容 

岡山県 七区排水機場 機場下部の吸水槽の高さ 

（誤：5.05m→正：7.35m） 

丙川排水機場 ポンプ盤（電気設備）及びコントロールセンタ 

（誤：２面→正：１面） 

妹尾川排水機

場 

吐出水槽の長さ 

（誤：13.37m→正：3.37m） 
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また、田原用水路に関する中国四国農政局の土地改良財産台帳と吉井川下流土地改良区

の管理台帳の記載内容を比較したところ、管理台帳に記載されている施設の更新情報が土

地改良財産台帳に記載されていなかった。 

表２ 田原用水路に関する記載で不一致の内容 

種類 土地改良財産台帳 管理台帳 

７ 付帯設備 

（1） 制水ゲート 

（ｷ） 毘沙門ゲート 

 

（構造及び規模） 

（ｷ） 毘沙門ゲート 

銅製スライ

ドゲート 

 

（構造及び規模） 

 記載削除 

 

 

九州 土地改良事業で造成された土地改良施設について、次表のとおり、構造及び規格、所在

地など土地改良財産台帳の記載内容に誤りがみられた。 

 

表 記載内容に誤りのある事業地区及び管理委託先 

県名 事業名 地区名 管理委託先 記載誤りの内容 

福岡県 国営かんがい排

水事業 

筑後川下流地区 大牟田市 幹線水路の所在地 

（誤：福岡県 大和町 大字

黒崎開地先→正：福岡県

高田町 （現みやま市）大

字黒崎開地先） 

福岡県 国営かんがい排

水事業 

筑後川中流地区 三井郡床島堰土

地改良区 

地区概要の事業完了年月

日 

（誤：平成７年３月 31 日

→正：平成８年３月31日） 

熊本県 国営かんがい排

水事業 

八代平野地区 八代平野北部土

地改良区 

地区概要の事業完了年月

日 

（誤：昭和 48 年３月 28

日→正：昭和 48 年９月 30

日） 

宮崎県 国営かんがい排

水事業 

都城盆地地区 都城市 木之川内ダムの着工年度 

（誤：昭和２年度→正：

平成２年度） 

 

 

（注）当省の調査結果による。 
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表２-(1)-ｲ-④ 管理台帳の整備状況       

                           （単位：管理受託者） 

調査対象 

管理台帳の整備が不適切 

 
うち 
記載内容に漏れ 

うち 
記載内容の誤り 

69 10 7 4 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ この表の事例の詳細については、以下の表２-(1)-イ-⑤のとおりである。 

 

 

表２-(1)-ｲ-⑤ 管理台帳の記載が不適切な事例 

（ⅰ）管理台帳の記載内容に漏れがある事例 

管理受託者 事例の概要 

鶴岡市及び

庄内赤川土

地改良区 

山形県内に所在する国営造成施設 18施設の管理台帳の記載状況をみると、当省の実地

調査時点（平成 24 年８月～11 月）で次表のとおり、鶴岡市及び庄内赤川土地改良区に

おいては、管理受託年月日の未記載や、東北農政局が作成している土地改良財産台帳に

は記載されている改築・追加工事の履歴が記載されていない等、不適切なものがみられ

た。 

 
管理受託者名 施設名 未記載事項 

鶴岡市 三又ダム ・管理受託年月日 

・補修・更新工事の内容 

水呑沢頭首工 ・管理受託年月日 

幹線用水路 ・管理受託年月日 

庄内赤川土地

改良区 

西３号幹線用水路 ・管理受託年月日 

・土地改良区の新設合併による権利承継年月日 

・改築・追加工事 

西４号幹線用水路 ・土地改良区の新設合併による権利承継年月日 

東３号幹線用水路 ・土地改良区の新設合併による権利承継年月日 

・国営赤川二期事業の実施に伴い譲与契約に伴う譲与契約

解除年月日 

・管理受託年月日 

東１号幹線用水路 ・赤川土地改良区連合の解散に伴う管理受託年月日 

成沢川排水路 ・赤川土地改良区連合の解散に伴う管理受託年月日 

 

 

宮城県及び

迫川沿岸土

地改良区 

宮城県及び迫川沿岸土地改良区の管理台帳について、当省の実地調査時点（平成 24年

８月～11月）で次表のとおり、管理受託年月日等の必要事項を記載していない。 

 
管理受託者名 施設名 未記載事項 

宮城県 岩堂沢ダム ・管理受託年月日 

・管理受託後の変更状況等 二ッ石ダム 

小田ダム 

荒砥沢ダム 

沖富調整池 

迫川沿岸土地改良区 西舘揚水機場 ・管理受託年月日 

・管理受託後の変更状況等 米山幹線用水路 

山吉田幹線用水路 

穴山幹線用水路 

南方幹線用水路 

 

 

宇佐市、宇佐

土地改良区

宇佐市、宇佐土地改良区及び大川市の管理台帳について、当省の実地調査時点（平成

24年８月～11月）で次表のとおり、管理受託年月日等の事項を記載していないものがみ
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及び大川市 

 

られた。 

 
管理受託者名 未記載事項 

宇佐市 ・事業完了後当初の管理委託年月日及び委託先 

・管理委託先変更に係る委託年月日及び委託先 

宇佐土地改良区 ・管理委託者が宇佐土地改良区から宇佐市に変更された宇佐西部頭首工及び

平田頭首工の管理委託先変更の旨、変更年月日 

大川市 ・管理委託年月日 

・樋門１か所 

 

 

（注）当省の調査結果による。 

 

（ⅱ）管理台帳の記載内容に誤りがあるものの例 

管理受託者 事例の概要 

大牟田市及

び三井郡床

島堰土地改

良区 

九州農政局から管理委託を受けた土地改良施設について、当省の実地調査時点（平成

24年８月～11月）で次表のとおり、管理台帳の記載内容に誤りがみられた。 

 

県名 事業名 地区名 管理委託先 記載誤りの内容 

福岡県 国営かんが

い排水事業 

筑後川下流地区 大牟田市 幹線水路の所在地 

（誤：福岡県 大和町 大字黒崎開地

先→正：福岡県 高田町（現みやま

市）大字黒崎開地先） 

 

筑後川中流地区 三井郡床島堰

土地改良区 

地区概要の事業完了年月日 

（誤：平成７年３月 31 日→正：平

成８年３月 31 日） 

 

 

宇佐土地改

良区 

 

宇佐土地改良区の管理台帳では、当省の実地調査時点（平成 24年８月～11 月）で、

管理委託者が宇佐土地改良区から宇佐市に変更された宇佐西部頭首工及び平田頭首工

が、削除されずにそのまま記載されており、管理台帳の記載内容に誤りがみられた。 

 

八代平野北

部土地改良

区 

八代平野北部土地改良区が九州農政局から管理委託を受けている大鞘川排水路につい

て、九州農政局の土地改良財産台帳では、当省の実地調査時点（平成 24 年８月～11 月）

で、当該土地改良区に管理委託されている旨記載されているが、一方で、八代平野北部

土地改良区の管理台帳では、大鞘川排水路の記述が誤って二重線により削除されている。 

このことについて、八代平野北部土地改良区は、「九州農政局に報告する際、同局と協

議することなく、管理台帳から削除したことは不適切であり、今後、同局からの指導に

従い、適切に対応したい。」と説明している。 

 

（注）当省の調査結果による。 
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⑵ 管理規程の整備等  

勧          告 説明図表番号 

【制度の概要】 

 上記のとおり、国営造成施設及び県営造成施設については、直轄管理、管理委託及

び譲与の３つの形態があり、団体営造成施設については、土地改良区は施設の管理に

ついて定款に記載し、管理することとされている。 

 また、土地改良区は、国営造成施設、県営造成施設、団体営造成施設の別にかかわ

らず、ダム、頭首工又は都道府県知事が指定する水路の管理を行う場合には、その重

要性に鑑みて、管理規程を定めなければならないとされている（土地改良法第 57条の

２）。 

 同様に、都道府県及び市町村は、ダム、頭首工又は都道府県知事が指定する水路の

管理を土地改良法に基づく土地改良事業として実施する場合には、管理規程を条例に

より定めなければならないとされている（土地改良法第 93条の２及び第 96条の４）。 

 さらに、管理規程には、ダム又は頭首工であれば、貯水、放流又は取水に関する事

項、都道府県知事が指定する水路であれば、施設において保持すべき水質基準に関す

る事項など、施設の管理に関し、必要な事項を定めなければならないとされている（土

地改良法施行規則（昭和 24年農林省令第 75号）第 48条の２）。 

 

【調査結果】 

  地方公共団体又は土地改良区が管理している農業水利施設の維持管理について、当

省の実地調査時点（平成 24 年８月～11月）における規程類の整備状況及び維持管理の

実施状況を調査したところ、以下のような事例がみられた。 

 ① 土地改良法上の管理規程が策定されていないもの（３事例） 

 ② 規程で定める事項が未点検、点検や観測の結果が未記録となっているもの（８事

例） 

 ③ 設備が故障したまま補修が実施されていないもの（１事例） 

 

  農業水利施設の管理者は、施設機能の適切な発揮、安全性の確保等の観点から施設

の維持管理を適切に行う責務を有しており、このため、施設の管理に必要な規程とし

て土地改良法に基づく管理規程等を定めるとともに、これに則した管理を行うことが

重要と考えられる。 

 

【所見】 

  したがって、農林水産省は、地方公共団体及び土地改良区に対して、農業水利施設

の管理に必要な規程を整備するとともに、規程に則した管理を行うことについて、指

導・助言する必要がある。なお、その際、地方公共団体の自主性・自立性が確保され

るように配慮すること。 

 

 

表２-(2)-① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２-(2)-② 

表２-(2)-③ 

 

表２-(2)-④ 
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表２-(2)-① 管理規程に関する規定（抜粋） 

○ 土地改良法（昭和 24年法律第 195 号） 

   （管理規程）  
第 57条の２ 土地改良区は、第２条第２項第１号の事業のうち農業用用排水施設又は農用地の保全

上必要な施設（これらの施設のうち農林水産省令で定めるものを除く。）の管理（委託を受けて

行なうこれらの施設の管理を含む。）を行なう場合には、農林水産省令の定めるところにより、

当該事業の実施の細目について、管理規程を定め、当該事業の実施前に都道府県知事の認可を受

けなければならない。  

２  前項の管理規程において定めるべき事項は、農林水産省令で定める。  

３  土地改良区は、第１項の管理規程を変更し、又は廃止しようとするときは、都道府県知事の認

可を受けなければならない。  

４  都道府県知事は、第１項又は前項の認可をしたときは、農林水産省令の定めるところにより、

遅滞なくその旨を公告しなければならない。  

（管理規程） 

第 93条の２ 国又は都道府県は、第２条第２項第１号の事業のうち農業用用排水施設又は農用地の

保全上必要な施設（これらの施設のうち農林水産省令で定めるものを除く。）の管理（委託を受

けて行なうこれらの施設の管理を含む。）を行なう場合には、農林水産省令の定めるところによ

り、（都道府県にあつては、条例で、）当該事業の実施細目について、当該事業の実施前に管理

規程を定めなければならない。  

２  農林水産大臣は、前項の規定により管理規程を定めたときは、農林水産省令の定めるところに

より、遅滞なくその旨を公告しなければならない。管理規程を変更し、又は廃止したときも、同

様とする。  

（土地改良事業の開始）  

第 96条の２ 市町村は、土地改良事業計画を定めて土地改良事業を行うことができる。 

（準用規定） 

第 96条の４ 第 96条の２第１項の規定により行う土地改良事業には、第 57条の２第１項から第３

項まで（中略）の規定を準用する。（中略）第 57 条の２第１項及び第３項中「都道府県知事の

認可を受けなければ」とあるのは「都道府県知事に協議しなければ」と、同条第１項中「管理規

程を定め」と（中略）読み替えるものとする。 

 

○ 土地改良法施行規則（昭和 24年農林省令第 75号） 

第 48 条の２ 法第 57 の２第１項の管理規程において定めるべき事項は、次の各号の区分に従い、

それぞれ当該各号に掲げるものとする。  

１ 当該施設がダムその他のえん堤である場合  

イ 貯水、放流又は取水に関する事項 

ロ 施設を操作するため必要な機械、器具等の点検及び整備に関する事項 

ハ 干ばつ、洪水時その他緊急事態における措置に関する事項 

ニ ダムにあつては、当該ダムを操作するため必要な気象及び水象の観測に関する事項 

ホ その他施設の管理に関し必要な事項 

２ 当該施設が農業用用排水路である場合  

イ 施設において保持すべき水質基準に関する事項 

ロ 予定廃水（施設に排出されることを予定する廃水をいう。以下同じ。）に関する事項 

ハ 施設に排出される予定廃水以外の廃水に対してとるべき措置に関する事項 

ニ その他施設の管理に関し必要な事項 
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表２-(2)-② 土地改良法上の管理規程が策定されていないもの 

施設管理者名 内容 

宮川用水土地

改良区 

宮川用水土地改良区は、三重県から譲与を受けた県営造成施設である頭首工５施設（①外

城田第１頭首工、②外城田第２頭首工、③外城田第３頭首工、④セチゴ頭首工及び⑤久保頭

首工）について、土地改良法に基づく管理規程を策定していない。 

 

福山市土地改

良区 

福山市土地改良区（当時は、合併前の福山市久松土地改良区と福山市葦陽土地改良区）は、

昭和 37年 11月に広島県から管理委託を受けた県営造成施設である七社頭首工（県営農業水

利改良事業（工期：昭和 36～37年）により造成）について、土地改良法に基づく管理規程

を策定していない。 

 

上伊那郡西天

竜土地改良区 

上伊那郡西天竜土地改良区は、管理する団体営造成施設である西天竜頭首工について、土

地改良法に基づく管理規程を策定していない。 

同区は、その理由について、毎日巡視しているほか、月１回、発電施設でもあるため県企

業局職員と一緒に点検を行い、巡視、点検の都度「頭首工取水設備・幹線水路巡視点検記録」

に記録しているためとしている。 

 

（注） 当省の調査結果による。 

 

 

表２-(2)-③ 規程で定める事項が未点検、点検や観測の結果が未記録となっているもの 

施設管理者名 内容 

鶴岡市 鶴岡市（管理委託協定締結時は羽黒町）は、平成 17年９月 30日から国の委託を受けて国

営造成施設である三又ダム及び水呑沢頭首工の管理を行っているが、次のとおり、規程上、

点検することとされている事項が未実施又は未記録となっている。 

 

表 事例の概要 

施設名 内 容 

三又ダム  三又ダム操作規程（東北農政局）又は三又ダム管理規則（鶴岡市）

で規定されている次の事項について、観測等が未実施又は実施しても

記録されていない。 

① ダムの堆砂状況についての観測・測定結果は記録しておかなけれ

ばならないとされているが、目視で確認しているとしており、記録

されていない。（三又ダム操作規程第 17条第１項及び第３項、三又

ダム管理規則第 25 条） 

② ダムの沈下量についての観測・測定結果は記録しておかなければ

ならないとされているが、目視で確認しているとしており、記録さ

れていない。（三又ダム操作規程第 17 条第１項及び第３項） 

③ かんがい期に測定することとされている貯水池表面付近の水温が

測定されていない。（三又ダム操作規程第 17 条第１項） 

④ ゲートの操作を行った際は、操作理由、操作時間、開度、放流量

を管理日誌に記録することとされているが、管理日誌において、そ

の記録を確認することができない。（三又ダム管理規則第 27条） 

水 呑 沢 頭

首工 

① 水呑沢頭首工管理規則（鶴岡市）において、かんがい期間中、毎

日記録することとされている水温の測定が行われていない。（水呑

沢頭首工管理規則第 17条） 

② ゲートの操作時刻について、記録されていない。（水呑沢頭首工

管理規則第 17条） 

   (注)  三又ダム及び水呑沢頭首工の水温の測定について、鶴岡市は、未実施ではあるが、実施
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する必要性を再度検討し、不要と判断したときは、規程を改正したいとしている。 

  

宇佐市 宇佐市は、平成９年 10 月１日から国の委託を受けて国営造成施設である日出生ダムの管

理を行っている（ただし、同市は、同ダムに係る管理業務について、同日から駅館川土地改

良区連合に委託）が、ダムの点検状況を調査したところ、次の状況がみられた。 

①日出生ダム管理規程（平成 17 年３月）第 31条において１か月に１回（日出生ダム操作

規程（農林水産省制定）第 18 条及び別表第４においては３か月に１回）観測又は測定すべ

き事項とされている「沈下状況」（管理規程では変形）、②操作規程において毎日測定する

こととされている蒸発量については、測定記録が確認できなかった。 

 

一宮市、江南

市、稲沢市及

びあま市 

一宮市、江南市、稲沢市及びあま市は、平成 23 年４月に東海農政局から委託を受けて管

理することとなった大江排水路分流工の操作、日常管理等について、上記４市と宮田用水土

地改良区とが締結した共同管理に関する協定に基づき、同改良区に委託している。 

 東海農政局と４市が締結した管理委託協定書をみると、大江排水路分流工の管理に当たっ

ては、大江排水路分流工操作規則に基づいて行うこととされている。同規則では、施設管理

者について「分流工は農林水産省が所有し、一宮市、江南市、稲沢市及びあま市に管理委託

するものとし、関係市の代表は一宮市とする。ただし、操作については、宮田用水土地改良

区が行うものとする。」（第５条）とされ、また、「分流工の管理者は、ゲート等の操作に

必要な施設を毎月１回以上点検し、常に良好な状態に整備しておくと共に、その結果を記録

するものとする。」（第 14条）とされている。そして、大江排水路分流工の細則である「大

江排水路分流工操作規則の細部運用」において、「分流工点検・整備簿」の様式が定められ

ている。 

しかし、宮田用水土地改良区に保存されている「分流工点検・整備簿」を確認し、大江排

水路分流工に係る点検の実施状況を調査したところ、下表のとおり、平成 23 年度は６回、

24 年度は当省の調査日（平成 24 年 10月 11日）現在で４回実施したのみとなっている。 

なお、同改良区は、所定の様式を用いた点検とは別に、目視による点検は毎月１回以上実

施しているとしている。 

  

 表 大江排水路分流工の点検状況 

年 度 点 検 月 日 

平成 23年度 ４月４日、７月 26 日、８月４日、８月９日、12 月 13 日、12 月 21 日 

計６回 

平成 24年度 ４月４日、６月 12 日、６月 27 日、10 月１日 計４回 

（注）分流工点検・整備簿が記録されているものに限る。 

 

当別土地改良

区 

当別土地改良区は、道営造成施設である茂平沢第二貯水池について、土地改良法に基づく

管理規程である「茂平沢第二貯水池管理規程」に基づき管理を行っている。 

 当該管理規程においては、気象（天気、気温、湿度、風力及び方向、降雨量、積雪量等）

及び水象（水位、流入量、放流量、水温等）の観測結果や点検整備に関する事項等を管理日

誌に記録しなければならないとされている。 

 しかし、茂平沢第二貯水池に係る管理日誌には、湿度、風速、取水位や流入量などが記載

されておらず、当該管理規程のとおりに記録されていない。 

 

 また、同土地改良区は、団体営造成施設である弁ヶ別Ｂダムについて、土地改良法に基づ

く管理規程である「弁ヶ別Ｂダム管理規程」に基づき管理を行っている。 

 当該管理規程においては、気象（天気、気温、降水量等）及び水象（水位、流入量、放流

量、水温等）の観測結果や点検整備に関する事項等を管理日誌に記録しなければならないと

されている。 

しかし、弁ヶ別Ｂダムに係る管理日誌には、流入量及び放流量が記載されておらず、当該

管理規程のとおりに記録されていない。 
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さらに、同土地改良区は、団体営造成施設である茂平沢第１貯水池について、土地改良法

に基づく管理規程である「茂平沢第一貯水池管理規程」に基づき管理を行っている。 

 当該管理規程においては、気象（天気、気温、湿度、風力及び方向、降雨量、積雪量等）

及び水象（水位、流入量、放流量、水温等）の観測結果や点検整備に関する事項等を管理日

誌に記録しなければならないとされている。 

しかし、茂平沢第１貯水池に係る管理日誌には、湿度、風速、流入量及び放流量が記載さ

れておらず、当該管理規程のとおりに記録されていない。 

 

北海土地改良

区 

北海土地改良区は、道営造成施設である宝池ダムについて、土地改良法に基づく管理規程

である「宝池ダム管理規程」に基づき管理を行っている。 

 当該管理規程においては、気象（天気、気温）及び水象（水位、取水量、放流量）の観測

結果や点検整備に関する事項等を管理日誌に記録しなければならないとされている。 

しかし、宝池ダムに係る管理日誌には、気温が記載されておらず、当該管理規程のとおり

に記録されていない。 

 

また、同土地改良区は、団体営造成施設である小野の沢ダムについて、土地改良法に基づ

く管理規程である「溜池管理規程」に基づき管理を行っている。 

 当該管理規程においては、気象（天気、気温）及び水象（貯水位、取水量）の観測結果や

点検整備に関する事項等を管理日誌に記録しなければならないとされている。 

しかし、小野の沢ダムに係る管理日誌は作成されていない。また、小野の沢ダムに係る貯

水池管理記録には、貯水位及び取水量が記載されておらず、当該管理規程のとおりに記録さ

れていない。 

 

（注） 当省の調査結果による。 

 

 

表２-(2)-④ 設備が故障したまま補修等が実施されていないもの 

施設管理者名 内容 

迫川上流土地

改良区 

迫川上流土地改良区は、国から管理委託を受けて国営造成施設である石越揚水機場を管理

しているが、同機場の超音波流量計は、平成 22 年度に故障後、当省の実地調査時点（平成

24 年８月～11月）において、修繕されていなかった。 

石越揚水機場取水規程によると、取水を行った場合は取水量を記録する必要があり（第

10 条）、取水量は流量計により測定する（第５条）とされていることから、上記の超音波

流量計の故障については、できるだけ早期に改修する必要がある。 

このことについて、同土地改良区は、超音波流量計の修繕に約 900万円を要するとしてお

り、修繕予算について栗原市と調整しており、財政的に厳しいものがあるが、できるだけ早

期に補修することを検討している。 

（注） 当省の調査結果による 

- 149 -



３ その他 

 ⑴ 土地改良施設管理円滑化事業の適切な実施 

勧          告 説明図表番号 

【制度の概要】 

  土地改良区は、土地改良法に基づき農業水利施設の管理等を行う団体であるが、そ

の管理が複雑化かつ困難化している状況にあること等を踏まえ、農林水産省では、土

地改良区に対して様々な支援事業を実施している。 

 これら支援事業のうち、土地改良施設管理円滑化事業は、水土総合強化推進事業の

一事業であり、土地改良施設の円滑かつ適切な管理を図るために、地方連合会が土地

改良区等の施設管理者に対して、定期的に実施する土地改良施設の診断・管理指導（以

下｢定期診断｣という。）や施設管理者からの要請に基づいて随時に実施する土地改良施

設の診断・管理指導（以下「要請診断」という。）等を行うものである。 

   

【調査結果】 

  平成 21 年度から 23 年度までの土地改良施設管理円滑化事業の実施状況について調

査した結果、以下のとおり、当該事業が適切に実施されていない状況がみられた。 

  ① 調査した 20 地方連合会のうち１地方連合会で、土地改良施設管理円滑化事業によ

る定期診断を実施し、電気設備の絶縁抵抗値について、地方連合会が補修を要する

レベルと考える１ＭΩ（メガオーム）未満のものについて２年又は３年連続で指導

しているものの、補修されていないものがみられた。 

    これは、当該地方連合会が診断結果を基に施設管理者を指導しているものの、補

修するかどうかの判断が施設管理者に委ねられ、補修の実効性が確保されていなか

ったためと考えられる。 

なお、この点に関して農林水産省は、平成 25年４月に「水土総合強化推進事業実

施要領」（平成 23 年４月１日付け 22 農振第 2319 号農林水産省農村振興局長通知）

を改正し、地方連合会が補助事業の活用を含め適切な指導を行いつつ、国が優先採

択を行う仕組みを設けている。 

   

  ② 「水土総合強化推進事業実施要領」では、診断を実施した管理専門指導員は、診

断を終了した場合、診断・管理指導項目欄に種類ごとに具体的な診断の内容を、所

見欄に診断・管理指導項目ごとに、留意、改善すべき事項等を記載した「土地改良

施設の診断・管理指導結果調書」を交付するとともに、必要な助言・管理指導を行

うものとされている。 

しかし、地方連合会が平成 21 年度から 23 年度までに実施した定期診断及び要請

診断について、当該調書が適切に作成され、施設管理者に交付されていないものが、

調査した 20地方連合会のうち、２地方連合会でみられた。また、その中には、ⅰ）

３年連続で当該調書に記載せず、「大きな事故につながる前に整備補修を実施して下

さい」と口頭のみで指導しているものや、ⅱ）可及的速やかに当該調書を交付すべ

きところ、年度内の診断結果をまとめて交付しているものがみられた。 

 

 

表３-(1)-① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３-(1)-② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３-(1)-③ 
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【所見】 

したがって、農林水産省は、土地改良区等における農業水利施設の管理業務に対す

る支援の適正化を図る観点から、土地改良施設管理円滑化事業について、診断結果を

適切に作成・交付し、施設管理者による補修の実効性を確保させるよう地方連合会を

指導する必要がある。 
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表３-(1)-① 水土総合強化推進事業のうち土地改良施設管理円滑化事業に係る規程（抜粋） 

○ 「水土総合強化推進事業実施要綱」（平成 23 年４月１日付け 22農振第 2318号農林水産事務次官） 

第１ 趣旨 

食料・農業・農村基本計画（平成 22年３月 30日閣議決定）では、良好な営農条件を備えた農地や

農業用水等を確保するため、農業生産基盤の保全管理・整備を効果的・効率的に実施することとし

ているが、近年の農村地域における農業従事者の高齢化や都市化・混住化に伴う集落機能の低下に

起因して土地改良施設の管理が複雑化・困難化している現状にある。 

また、同計画では、意欲ある多様な農業者への農地利用集積を推進することとしており、農業生産

基盤整備の活用等による農地利用集積を効率的に行うには、土地改良区の機能を強化することが課

題である。 

このような状況を踏まえ、土地改良施設の管理や農業生産基盤整備を通じた農地利用集積を担って

いる土地改良区の組織運営基盤の再編整備を進めるとともに、土地改良区役職員等の技術力向上を

図る必要がある。 

このため、土地改良区の統合整備の推進、土地改良施設の管理の円滑化、農地利用集積の推進及び

役職員等の技術力向上等の土地改良区の体制強化対策を総合的に実施する。 

第２ 水土総合強化推進事業の内容 

１ （略） 

２ 土地改良施設管理円滑化事業 

土地改良施設管理円滑化事業は、土地改良施設の円滑かつ適切な管理を図るため、土地改良施設

の診断・管理指導を行うとともに整備補修事例の検討を実施する ほか、土地改良施設の管理等に関

する苦情・紛争等の対策、非補助土地改良事業（「非補助土地改良事業資金融通事務処理要領」（昭

和 40 年 10 月 15 日付け 40農地Ｂ第 3274 号農林省農地局長通知）第２に定める事業のうち、国の補

助の対象とならない事業をいう。）の推進の助言・指導及び農業用用排水路等に係る維持管理費の分

担計画の策定等を実施するものとする。 

３～４（略） 

第３ （略） 

第４ 土地改良施設管理円滑化事業 

１ （略） 

２ 都道府県土地改良事業団体連合会が行う土地改良施設管理円滑化事業 

都道府県土地改良事業団体連合会（以下「地方連合会」という。）は、管内の実情に応じて、次の

（２）又は（３）に掲げる事業を行う場合においては、（１）の委員会を設置するものとする。 

なお、（２）の事業については、土地改良施設維持管理適正化事業（（土地改良施設維持管理適正化

事業実施要綱（昭和 52年４月 20日付け 52構改Ｂ第 600 号農林事務次官依命通知）第１に定義する

ものをいう。）を実施する地方連合会にあっては、必ず行うものとする。 

（１）管理円滑化事業推進委員会の設置 

ア 地方連合会は、国及び都道府県の職員、地方連合会及び土地改良区等の役職員、学識経験者そ

の他必要な者をもって構成する管理円滑化事業推進委員会（以下「管理推進委員会」という。）を

設置するものとする。 

イ 管理推進委員会は、地方連合会が行う土地改良施設管理円滑化事業の内容の検討を行うものと

する。 

 

（２）土地改良施設の診断・管理指導の実施 

ア 地方連合会は、土地改良施設の診断・管理指導等を行う地方連合会の職員（以下「管理専門指

導員」という。）を配置するものとする。 

イ 管理専門指導員は、土地改良施設の点検、整備、操作等土地改良施設の管理に関する専門技術

的な診断・管理指導及び業務遂行上必要な調査等を行うものとする。 
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（３）（略） 

３  （略） 

第５～第６（略） 

第７ 事業実施期間 

水土総合強化推進事業の実施期間は、平成 23 年度から平成 27年度までの５年間とする。 

第８ （略） 

第９ 国及び都道府県による指導等 

国及び都道府県は、水土総合強化推進事業の事業主体に対し適正かつ円滑な実施のための指導及

び協力を行うものとする。 

 （以下略） 

 

○ 「水土総合強化推進事業実施要領」（平成 23 年４月１日付け 22農振第 2319号（農林水産省）農村振

興局長） 

第１ 趣旨 

水土総合強化推進事業の実施については、水土総合強化推進事業実施要綱（平成 23 年４月１日付

け 22 農振第 2318 号農林水産事務次官依命通知。以下「要綱」という。）に定めるもののほか、この

要領に定めるところによるものとする。 

第２ （略） 

第３ 土地改良施設管理円滑化事業 

１ （略） 

２  地方連合会が行う土地改良施設管理円滑化事業 

地方連合会が行う土地改良施設管理円滑化事業は以下のとおりとする。 

（１） 土地改良施設の点検、整備、操作等の管理に関する専門技術的な診断・管理指導 

ア （略） 

イ 土地改良施設の診断・管理指導 

要綱第４の２の（２）の土地改良施設の診断・管理指導は、管理推進委員会の検討結果を

もとに、土地改良施設の診断・管理指導の業務実施計画を作成の上、おおむね次により実施

するものとする。 

（ア）管理専門指導員の配置 

地方連合会は、土地改良施設の診断・管理指導を実施する場合は、次により管理専門指

導員を配置するものとする。 

ａ 土地改良施設の診断・管理指導に対し専任的に従事する常勤の管理専門指導員の配置 

ｂ  必要に応じ、委嘱による臨時的管理専門指導員の配置 

（イ）定期的に実施する土地改良施設の診断・管理指導 

定期的に実施する土地改良施設の診断・管理指導（以下「定期診断指導」という。）の対

象施設は、ダム（ため池を含む。）、頭首工、揚水機場その他の農業水利施設であって、都

道府県内の土地改良施設の数及び地方連合会の執行体制等を勘案の上、地方連合会が定め

るものとする 

（ウ）土地改良区等からの要請に基づいて随時に実施する土地改良施設の診断・管理指導 

土地改良区等からの要請に基づいて随時に実施する土地改良施設の診断・管理指導（以

下「要請診断指導」という。）の対象施設は、（イ）の定期診断指導の対象施設以外であっ

て、土地改良区等から特に診断・管理指導の要請があった土地改良施設とする。 

（エ）地方連合会における土地改良施設の診断・管理指導の業務実施計画の策定 

地方連合会は、業務の効率的な実施を図るため、毎年度業務実施計画を策定するものと

する。 

ａ 定期診断指導対象施設調書の作成 
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地方連合会は、業務実施計画における定期診断指導の計画策定上の基礎資料として、

土地改良区等からの申告及び自らの調査をもとに、別紙様式第４号の例に準じ、定期診

断指導対象施設調書を策定するものとする。 

ｂ 業務実施計画の策定 

土地改良施設診断・管理指導の業務実施計画には、少なくとも次の事項を定めるもの

とする。 

（ａ）定期診断指導については、その対象とする土地改良施設の種目及び当該診断・管理

指導の時期 

（ｂ）要請診断指導については、当該診断・管理指導は土地改良区等から別紙様式第５号

の例により書面で要請のあったものについて速やかに行う旨及び当該診断・管理指導

の対象施設の種目等の範囲を限る場合にあっては、その範囲 

（オ）地方連合会及び管理専門指導員の業務 

地方連合会及び管理専門指導員は、おおむね次により土地改良施設の診断・管理指導等

を行うものとする。 

ａ 管理専門指導員は、定期診断指導の対象施設について、業務実施計画に定められたと

ころに従い、診断・管理指導を行うものとする。 

ｂ 地方連合会は、ａにより診断・管理指導を行うに当たっては、あらかじめ診断・管理

指導の期日を土地改良区等に通知し、その診断・管理指導に際しては、相手方の管理担

当者を立ち合わせるものとする。 

ｃ 管理専門指導員は、診断を了した場合には、別紙様式第６号の例によりその診断結果

調書を２部作成し、１部を該当する土地改良区等に交付するとともに、必要な助言・管

理指導を行うものとする。 

ｄ 地方連合会及び管理専門指導員は、要請診断指導の対象施設について土地 改良区等

から診断・管理指導の申込があったときは、定期診断指導に支障のない限り、これに応

ずるものとし、上記ａ、ｂ及びｃに準じて診断・管理指導を行うものとする。 

（２）（略） 

３ （略） 

第４～第５（略） 

第６ 国及び都道府県による指導等 

国及び都道府県は、水土総合強化推進事業を実施する土地改良区又は地方連合会に対し指導を行

うほか、必要に応じ地方連合会、関係市町村及び関係農業団体等に対し協力を依頼するものとする。 

（以下略） 

（注）下線は当省で付した。 
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表３-(1)-② ２年又は３年連続で土地改良施設管理円滑化事業の診断で補修を要する状況とされている  

例 

地方連合会 事例の概要 

宮崎県土地

改良事業団

体連合会 

宮崎県土地改良事業団体連合会によると、電気設備の絶縁抵抗値については、「公共

建築工事標準仕様書（電気設備工事編）」（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）におい

て示されている基準を参考に、１ＭΩ未満であるものについては補修を要する状況と捉

えている。 

同連合会が平成 21年から 23 年までに実施した定期診断について調査したところ、絶

縁抵抗値のレベルが１ＭΩ未満と診断されたものが、延べ 40 施設みられ、この中には、

２年連続で同じ診断が下されているものが２施設、３年連続では３施設みられ、この間

には、補修されていなかった。 

 

（注）当省の調査結果による。 

 

表３-(1)-③ 土地改良施設管理円滑化事業による定期診断及び要請診断の結果調書が簡略化されて作

成・交付されているなどの例 

地方連合会 事例の概要 

宮崎県土地改

良事業団体連

合会 

宮崎県土地改良事業団体連合会が平成 21 年度から 23 年度までに実施した水土総合

強化推進事業の土地改良施設管理円滑化事業による定期診断の「土地改良施設の診

断・管理指導結果調書」と、同連合会が宮崎県に報告した「水土総合強化推進事業実

績報告書」に記載された定期診断の概要とを比較したところ、表１のとおり、当該調

書の記載内容が当該実績報告書の記載より簡略化されているものなどがみられた。 

また、上記の事例の中には、表２のとおり、診断結果の具体的な内容が、３年連続

で当該調書に記載されず、施設管理者に交付されていないものが３件みられた。なお、

当該指摘内容は、宮崎県に提出された「水土総合強化推進事業実績報告書」には記載

されている。 

 

表１ 「土地改良施設の診断・管理指導結果調書」と「水土総合強化推進事業実績

報告書」の記載が異なる数 

項 目 平成 21年度 22 年度 23 年度 計 

定期診断の実施件数  139 139 144 422 

 うち、「土地改良施設の診断・管理指導結果

調書」の記載内容が「水土総合強化推進事

業実績報告書」の記載より簡略化等されて

いる定期診断の件数 

39 

(28.1％) 

23 

(16.5％) 

41 

(28.5％) 

103 

(24.4％) 

 

   表２ ３年連続で「土地改良施設の診断・管理指導結果調書」に記載されていない

内容 

施設名等 「水土総合強化推進事業実績報告書」には記載されているが、「土地改良施設

の診断・管理指導結果調書」には記載されていない内容 

上寺揚水機場 

上寺土地改良区（高

千穂町） 

 

[定期診断実施日] 

平成 21年５月 19 日 

平成 22年８月 31 日 

平成 23年５月 31 日 

・主ポンプの経年劣化による取水能力の低下が確認され、絶縁抵抗も悪い状

態です。施設は地区内でも基幹的な施設でありますので、機能維持、長寿

命化重大事故防止のためにもポンプと電動機の整備補修が必要です。 

・コンデンサやトランス、開閉器などの電気設備は、旧式であり耐用年数も

経過しています。一部は老朽化による劣化で発錆や腐食がみられますので、

大きな事故につながる前に、整備補修をしてください。 

・施設の電気管理者である電気保安協会の報告書からも電気設備の設備改善

の指摘があります。 

・仕切弁にガタつきがあります。ベアリング不良のためと思われ、ハンドル

操作が大変な労力を要します。管理労力軽減のためにも整備補修を行って

ください。 

・施設の場所が山腹ということもあり、管理道が長く、狭くて急斜面が多く

大変危険なので、事故が起きる前に安全対策を施すようにしてください。 
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枳揚水機場 

枳水利組合（高千穂

町） 

 

[定期診断実施日] 

平成 21年５月 21 日 

平成 22年９月２日 

平成 23年６月２日 

・コンデンサやトランス、開閉器などの電気設備は、旧式であり対応年数も

経過しています。一部には老朽化による発錆や腐食が見られますので、大

きな事故につながる前に、整備計画を策定し、整備補修を行ってください。 

・施設の電気管理者である電気保安協会の報告書からも電気設備の設備改善

の指摘があります。 

・管理室の壁や入口扉に破損している箇所がありますので補修をしてくださ

い。管理室の立地条件から腐食しやすい環境にあるので、整備補修をする

際には腐食対策を考慮してください。 

・施設の場所が山腹ということもあり、管理道が長く、狭くて急斜面が多く

大変危険なので、事故が起きる前に安全対策を施すようにしてください。 

・途中の管理橋は発錆や腐食が著しく大変危険なので、整備するようにして

下さい。 

岩ノ口頭首工 

宮原堰土地改良区

（北川町） 

 

[定期診断実施日] 

平成 21年５月 22 日 

平成 22年９月３日 

平成 23年６月３日 

・固定堰部分については、造成後 50 年近くが経過していることや河川土砂の

影響で、エプロン部や躯体の磨耗が著しく確認されます。本体の劣化は大

災害につながる恐れがあるため、整備計画の中に盛り込み、整備補修を行

うようにしてください。 

・また、操作管理室は老朽化による窓や入口扉などの建具類が発錆により腐

食が著しく見られ、出入に苦慮しています。操作管理室の立地条件から腐

食環境になりやすいため、整備補修をする際には腐食を考慮した整備をす

るようにしてください。 
 

大分県土地改

良事業団体連

合会 

大分県土地改良事業団体連合会が平成 21 年度から 23 年度までに水土総合強化推進

事業の土地改良施設管理円滑化事業により実施した定期診断から 24 施設 40 件の事案

を抽出して、診断結果調書の作成状況及び土地改良区等への交付状況を調査したとこ

ろ、21 年度又は 22 年度のいずれかの年度で、１つの施設の定期診断を、複数日かけ

て実施した 11施設 22件については、年度内の診断結果調書をまとめて交付しており、

速やかに作成、交付していない。 

 

 また、大分県土地改良事業団体連合会が平成 21 年度から 23 年度までに水土総合強

化推進事業の土地改良施設管理円滑化事業により実施した要請診断のうち、11件の事

案を抽出して、診断結果調書の作成状況及び土地改良区等への交付状況を調査したと

ころ、当該地方連合会が土地改良区に対して診断結果調書を交付していないとし、実

際、土地改良区においても保管されていなかったものが、21 年度に和気用水路、和気

２号用水路及び和気３号用水路の３施設で３件みられた。 

 

（注）当省の調査結果による。 
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⑵  農地・水保全管理支払交付金に係る活動実績の適切な確認 

勧          告 説明図表番号 

【制度の概要】 

（農地・水保全管理支払交付金事業の導入の背景等） 

従来、農地周りの農業用用排水路等施設は、集落の地域共同活動により保全管理さ

れていたが、近年の過疎化、高齢化、混住化等に伴う集落機能の低下に伴い、その適

切な保全管理が困難となってきているほか、自然環境や景観の保全・形成等をめぐる

国民の要請への対応が必要となってきている。 

こうした背景を踏まえ、農林水産省は、平成 19 年度から 23 年度までの５か年の事

業として農地・水・環境保全向上対策事業を行い、地域ぐるみで行う農地・農業用水

等の資源の基礎的な保全管理活動（水路の草刈り、泥上げ、農道の砂利補充などの農

地、水路等の資源の日常の管理と、水質保全、生態系保全などの農村環境の保全のた

めの活動。以下、この活動を「共同活動」という。）に対して、交付金（共同活動支援

交付金）を交付している（注）。 

（注） 当該事業では、このほか、平成 22年度まで化学肥料や化学合成農薬の使用を大幅に低減する

など、地域でまとまって環境負荷を低減する先進的な営農活動等を支援する営農活動支援交付

金事業を実施していたが、農地・農業用水等の資源の保全を直接の目的とするものではないた

め、今回の調査では対象としていない。 

 

また、当該事業については、共同活動の強化等を図る観点から平成 22年度に中間評

価が行われ、その結果を踏まえ、23 年度に「農地・水保全管理支払交付金事業」と改

められ、従前の共同活動支援交付金に加え、老朽化が進む農地周りの用排水路等の施

設を長寿命化するための活動等（例えば、水路の補修・更新など。以下、この活動を

「向上活動」という。）に対して、新たに交付金（向上活動支援交付金）が交付されて

いる。 

さらに、平成 24年度からは、28 年度までの５か年の事業として、農地・水保全管理

支払交付金事業を引き続き実施している（以下、平成 19 年度から 23 年度までの事業

を「第１期対策」と、24年度から 28 年度までの事業を「第２期対策」という。）。 

 

（農地・水保全管理支払交付金事業の概要） 

農地・水保全管理支払交付金事業の基本的な枠組みは、第１期対策と第２期対策と

で同じであり、以下のとおりとなっている。 

① 共同活動支援交付金と向上活動支援交付金の対象となる活動に取り組む組織は、

農業者、地域住民、自治会、農業者団体等により構成されること等、一定の要件を

満たして設立された「活動組織」又は「農地・水・環境保全組織」（注）である。 

（注） 農地・水・環境保全組織は、当省の調査開始時の平成 24 年度から交付対象となったもの

であるため、調査対象とはしていない。 

 

② 共同活動支援交付金又は向上活動支援交付金の交付を受けるに当たって、活動組

織等は、地域協議会（注）が定める地域活動指針（第２期対策においては都道府県が

定める。）に基づく活動計画を策定し、市町村長と協定を締結するなどの必要な手続

を経て採択申請を行うこととされている。採択された活動組織は、交付金の交付を
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受け、活動計画に基づく活動を実施し、活動実績の報告を市町村長に毎年度提出す

ることとされている。また、実績報告を受けた市町村長は、当該活動実績について、

活動組織から報告された書類等の審査のほか、必要に応じて現地確認により活動の

実績を確認し、確認結果を地域協議会や地方農政局等に報告することとされている。 

（注） 地域協議会とは、原則、一以上の市町村全域をその区域として、都道府県、関係市町村、

農業者団体、非営利団体等を構成員とし、本対策の実施主体として設置されたもの。 

 

（農地・水保全管理支払交付金制度に基づく活動の状況） 

  全国の共同活動及び向上活動の取組状況は、次表のとおり、平成 23年度においては、

共同活動は 46道府県 19,677組織で、向上活動は 45道府県 5,811組織で行われている。

また、同年度において、共同活動には計 142億 9,700万円が、向上活動には計 47億 3,800

万円が国から交付されている。 

  平成 23 年度から 24 年度にかけての第２期対策への移行の際に、交付金によらずに

活動を行う組織や、活動を継続するために合併した組織などがあることから、共同活

動に取り組む活動組織数は減少している。一方、新たに活動を開始した組織もあるこ

とから取組面積は共同活動及び向上活動の双方で増加傾向にある。 

 

表 全国における共同活動及び向上活動の取組状況     
（単位：活動組織数、ha） 

年度 平成 19 20 21 22 23 24 

共同
活動 

活動組織 17,122 18,973 19,514 19,658 19,677 
18,662 

（520） 

取組面積 1,160,430 1,361,364 1,425,144 1,433,293 1,429,826 1,455,049 

向上
活動 

活動組織 ― ― ― ― 5,811 
7,476 

（309） 

取組面積 ― ― ― ― 236,982 349,290 

（注）１ 農林水産省の資料を基に当省が作成した。 

   ２ 平成 24年度実績は、平成 25年３月 31日時点の数値を取りまとめたものである。 

   ３ 平成 24年度の活動組織数のうち、（ ）内の数は、農地・水・環境保全組織の数を示す。 

 

 ア 書類確認 

  第１期対策及び第２期対策では、活動組織等は、共同活動又は向上活動のいずれ

についても毎年度、市町村長に対して、その活動実績を報告することとされている。  

第１期対策時において活動組織は、共同活動支援交付金については、実施状況報

告書、作業写真整理帳等を、向上活動支援交付金については、実績報告書、活動記

録、金銭出納簿等の書類を市町村長に毎年度報告することとされていた。 

活動実績の報告を受けた市町村長は、当該活動組織と締結した協定に定められた

共同活動又は向上活動が適正に行われているか、書類確認や必要に応じて現地確認

を行い、その確認結果を地域協議会や地方農政局等に報告することとされていた。 

 なお、第２期対策からは、活動組織等の事務負担を軽減するため、申請書類及び

報告書類の大幅な簡素化が図られている。 

 

イ 現地確認 

書類確認を行った市町村では、必要に応じて、現地に直接赴き実施状況の確認を

行うこととされている。 
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また、第２期対策における向上活動では、全ての活動組織等の活動期間中に一回

以上は現地確認を実施することとされている。 

 

【調査結果】 

 ア 書類確認 

第１期対策における活動組織の実績報告について、市町村から示された書類を基

に調査したところ、調査した 40 市町 223組織のうち、約３割の 21市町 56組織にお

いて、以下のような実態がみられた。 

① 活動計画、作業写真整理帳、活動記録、金銭出納簿等において、活動時期や内

容等の記載が整合していないものや記載漏れがみられた（21 市町 56組織）。 

 

② ①のように、実績報告に係る書類の不備により、提出された書類だけでは活動

組織の活動実績が確認できないものについては、確認業務を担う市町村が適切に

補足確認を行う必要があるところ、ⅰ）市が補足確認を行っていないものや、ⅱ）

市が活動組織に対して聞き取り等により活動内容を補足確認したとしているが、

今回示された資料では書類の補正がなされておらず、市が実績確認を行った結果

を書類上確認できないものがみられた（３市４組織）。 

    

市町村による確認は、交付金の適切な交付に欠かせないものであるため、これが

適切に実施されることが求められるが、当省の実地調査時点（平成 24 年８月～11

月）では、市町村から示された実績報告に係る書類では、必要な補正がなされてお

らず、活動組織の活動実績を確実に確認することはできなかった。 

これに対し、農林水産省によると、当省の実地調査後、市町村が改めて活動組織

への聞き取りや領収書等の関係資料との照合等、確認を行ったところ、全て活動実

績が認められたとし、市町村から示された書類の誤記・記載漏れであったとしてい

る。 

しかし、本来、市町村は、不備のある書類の補正を活動組織等に指示し、補正さ

れた書類を当省に示すべきであったと考えられる。 

また、第２期対策においては、農林水産省は、市町村が行う確認業務において、

的確かつ効率的な実施に資するため、確認時の着目点を明確にしたチェックシート

を導入するなど所要の制度改正を行っている。しかし、今回の調査結果でみられた

ような事例は、活動組織からの提出書類（実施状況報告書（向上活動においては実

績報告書）、活動記録及び金銭出納簿）を相互に参照して確認することが十分にでき

ていなかったことによるものと考えられる。 

なお、第２期対策以降、活動組織からの提出書類が削減されたことから、活動組

織に対し、第１期対策に引き続き写真の撮影と保管、必要に応じてその提出を求め、

活動実績の確認に活用するなどして書類確認を慎重に実施しようとしている市町村

もみられた。   

  

 

 

 

 

 

 

 

表３-(2)-⑩ 

表３-(2)-⑪ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３-(2)-⑫ 
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イ 現地確認 

第１期対策において活動組織に対して市町村が行った現地確認の実績について調

査したところ、以下のような状況がみられた。 

① 現地確認は、活動組織が活動を行ったとする現地に直接赴いて調査・確認する

ものであるが、書類のみで確認したものを現地確認の実績として報告しているも

のがみられた（２市）。 

 

② 現地確認の実績報告において、年度内に現地確認を行う目安の数を報告してお

り、実際に現地確認を行っている件数とは異なっている例がみられた（１市）。   

 

   なお、農林水産省によると、②に挙げた事例について、当省の実地調査後、都道

府県が改めて市町村への聞き取りや関係資料との照合等、確認を行ったところ、実

績報告どおりの実績が認められたとしている。 

一方、現地確認により、適切でない活動が行われていたことを把握した場合、文

書による指導を行い、改善結果について報告を求めるなど、活動の是正に役立てて

いる市町村もみられた（２市）。 

 

現地確認は、書類確認のみでは把握し得ない活動組織の活動実績を必要に応じ現

地において調査して確認するものであることから、活動実績を確認する上で有効な

手段といえる。また、上記のとおり、第２期対策においては、活動組織が提出する

書類が簡素化されているなどのため、書類確認に用いる基本的な情報量が従来より

も減少していることから、現地確認がより重要であると考えられる。 

農林水産省は、現地確認についても上記の書類確認と同様に、事業の実施要領に

おいて、第２期対策から現地確認の確認事項に係るチェックシートを定めている。 

 

【所見】 

  したがって、農林水産省は、農地・水保全管理支払交付金の適切な活用を確保する

観点から、提出書類に不備がみられた場合、活動組織等に対する補正の指示及び必要

に応じて補足確認を行うなど、適切な確認を実施するよう、改めて市町村に指導・助

言する必要がある。 

 

 

 

 

表３-(2)-⑬ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３-(2)-⑭ 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ３ -(2)- ⑨

（再掲） 
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表３-(2)-① 農地・水保全管理支払交付金事業の導入に係る閣議決定等 

○ 食料・農業・農村基本計画（平成 17年３月閣議決定）（抜粋） 

 

第３ 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策 

３．農村の振興に関する施策 

（１）地域資源の保全管理政策の構築 

ア 農地・農業用水等の資源の保全管理施策の構築 

農地・農業用水等の資源は、食料の安定供給や多面的機能の発揮の基盤となる社会共通資本

である。しかしながら、こうした資源は、過疎化・高齢化・混住化等の進行に伴う集落機能の

低下により、その適切な保全・管理が困難となってきている。このような状況に対応するため、

地域の農業者だけでなく、地域住民や都市住民も含めた多様な主体の参画を得て、これらの資

源の適切な保全管理を行うとともに農村環境の保全等にも役立つ地域共同の効果の高い取組

を促進する。このため、平成19年度からの必要な施策の導入に向け、地域の実態把握や保全管

理の手法の検討等を行う調査を実施する。 
 

 

○ 食料・農業・農村基本計画（平成 22年３月閣議決定）（抜粋） 

 
第３ 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策 

３．農村の振興に関する施策 

（４）集落機能の維持と地域資源・環境の保全 

③ 農地・水・環境保全向上対策 

農地・水・環境保全向上対策は、農地、農業用水等の資源や環境の適切な保全管理等を促進

することを目的として、「地域ぐるみでの効果の高い共同活動」と「農業者ぐるみでの先進的

な営農活動」に対する支援策として実施されているものである。平成22年度には、本対策につ

いての中間評価を実施し、共同活動の強化や環境保全型農業の推進等を図る観点から、これま

での実績や現場の意見も踏まえ、効果と課題を明確化する。 

その上で、中山間地域等直接支払制度や、環境保全機能の維持・向上に関する直接的な助成

手法（例えば「環境支払」）のあり方も含め、国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全等

の多面的機能の維持の観点から、今後の施策のあり方について検討する。 

 
 
○ 農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成23年４月１日付け22農振第2261号農林水産事務次官依

命通知） 

 
第１ 趣旨 

   

（略） 

また、これまで、「農地・水・環境保全向上対策」や「中山間地域等直接支払制度」の実施によ

り、地域ぐるみで農地・農業用水等の資源の保全管理を行う取組を支援してきたが、農業用用排水

路等の老朽化が進む中、更に、地域においてこれらの施設の長寿命化のための補修・更新等を効率

的に行う仕組みの構築が必要となっている｡ 

このため、地域共同による農地・農業用水等の基礎的な保全管理活動に加え、老朽化が進む農業

用用排水路等の長寿命化のための補修・更新等を行う取組に対して支援する「農地・水保全管理支

払交付金」に係る対策（以下「本対策」という。）を実施する。 
 

（注） 下線は当省が付した。 
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表３-(2)-② 農地・水保全管理支払交付金の経緯 

第
１
期
対
策 

平成 

19 年度 

○農地・水・環境保全向上対策 

 ・共同活動支援交付金 

 ・営農活動支援交付金 

20 
 

21 
 

22 
 

23 

  

 

 

○農地・水保全管理支払交付金 

 ・共同活動支援交付金  

 ・向上活動支援交付金 

 

 

 

 

○環境保全型農業直接支援対策 

 ・環境保全型農業直接支払交付金 

 ・先進的営農活動支援交付金（平成 23 

年度限り） 

   

第
２
期
対
策 

24 年度～ 

28 年度 
  

（注） 農林水産省の資料を基に当省が作成した。 
 
 
表３-(2)-③ 共同活動及び向上活動の概要 

区

分 第１期対策（向上活動は 23 年度のみ） 第２期対策 

共

同

活

動 

地域共同による農地・農業用水等の資源の基

礎的な保全管理活動 

○基礎部分 

・点検活動（遊休農地の発生状況や施設の

劣化状況等の確認） 

・計画策定（点検結果を踏まえた年度計画

の策定） 

・実践活動（点検結果等を踏まえて実施す

る活動。例：水路の草刈・泥上げ、農道

の砂利補充） 

○誘導部分 

・農地・水向上活動（機能診断、補修技術

の研修、施設の長寿命化等に資する活動） 

・農村環境向上活動（農村環境の保全向上

に資する活動） 

 

地域共同による農地・農業用水等の資源の基

礎的な保全管理活動 

○基礎活動 

・点検・機能診断（遊休農地の発生状況や施

設の劣化状況等の確認） 

・計画策定（点検結果等を踏まえた年度計画

の策定） 

・研修（技術力向上や事務手続等に関する研

修の受講） 

・実践活動（点検結果等を踏まえて実施する

活動。例：水路の草刈り・浚渫、農道の砂

利補充） 

 

○農村環境保全活動 

・農村環境の保全に資する活動 

向

上

活

動 

水路、農道等の長寿命化のための補修・更新

等 

（例：水路の老朽化箇所の補修、素掘り水路

からコンクリート水路への更新） 
 

水路、農道等の長寿命化のための補修・更新、

水質や土壌等の高度な保全活動 

（例：水路の老朽箇所の補修、素掘り水路か

らコンクリート水路への更新、水田魚

道の設置等） 

（注） 農林水産省の資料を基に当省が作成した。 
 
 

中 間 評 価 の 実 施 

平成 24年４月 新たな農地・水保全管理支払交付金実施要綱の制定 

平成 23年４月 農地・水保全管理支払交付金実施要綱の制定 
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表３-(2)-④ 農地・水保全管理支払交付金の構成 

 

   共同活動支援交付金  
地域共同による農地・農業用水等の資源の
基礎的な保全管理活動及び農村環境の保全
のための活動に取り組む活動組織等に交付   

    

  
  

      

農地・水保全管理支
払交付金 

 
  

向上活動支援交付金 
  農地周辺の水路・農道等の長寿命化のため

の補修・更新などの活動に取り組む活動組
織等に交付     

 

 
    

      

 
    農地・水保全管理支払

推進交付金（注２） 

  共同活動支援交付金及び向上活動支援交付
金の適正かつ円滑な実施に資するため、地
域協議会（注３）、都道府県又は市町村に
交付 
（共同活動及び向上活動の活動組織等に対
する指導・助言、活動状況の確認等） 

  
  

 

   
  

 

 

（注）１ 農林水産省の資料を基に当省が作成した。 
   ２ 平成 22年度以前は、農地・水・環境保全向上活動推進交付金。 

３ 都道府県、市町村、農業者団体等、地域の実情に応じて構成される。 
 
 

 

表３-(2)-⑤ 農地・水保全管理支払交付金に係る実施体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 地域の推進体制とは、都道府県、市町村、活動組織等から構築されるもの。 
２ 農林水産省の資料を基に当省が作成した。 

  

   

【共同活動支援交付金】  【向上活動支援交付金】 

活動組織 

①
協
定
の
締
結 

②
採
択
申
請
・
交
付
申
請 

④
活
動
実
績 

の
報
告 

⑤

活

動

実

績

の 
 

確
認
・
指
導 

国（地方農政局等） 

活動組織 

①
協
定
の
締
結 

②
採
択
申
請
・ 

交
付
申
請 

④
活
動
実
績 

の
報
告 

③
向
上
活
動
支
援
交
付
金
の
交
付 ⑤

活

動

実

績

の 
 

確
認
・
指
導 

 

国（地方農政局等） 

地域の推進体制 

市町村 

③
共
同
活
動
支
援
交
付
金
の
交
付 

地域の推進体制 

市町村 
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表３-(2)-⑥ 全国における共同活動及び向上活動の取組状況（都道府県別） 

【共同活動】 

道府県 

活動組織数 取組面積（ha） 

平成 
19
年度 

20  21  22  23  24  
平成 

19年度 
20  21  22  23  24  

北海道 476  645  702  705  705  689  257,029  378,722  423,321  425,741  425,577  441,161  

青森県 380  380  380  380  380  362  33,319  33,403  33,376  33,348  33,332  34,778  

岩手県 410  445  449  453  454  348 41,476  43,905  44,220  44,341  44,245  42,220  

宮城県 517  517  517  517  502  512 43,885  43,963  43,949  43,931  42,130  43,865  

秋田県 709  709  709  709  707  648  63,359  63,428  63,359  63,319  63,315  68,198  

山形県 627  641  641  643  644  567  64,106  65,408  65,365  65,686  65,737  64,393  

福島県 594  650  663  673  640  569  36,444  39,398  40,122  40,570  38,149  33,921  

茨城県 229  265  295  300  304  299  13,059  14,559  16,062  16,340  16,555  16,808  

栃木県 266  371  375  378  378  332  21,719  29,768  30,069  30,168  30,130  28,103  

群馬県 142  206  219  222  224  193  8,838  12,161  13,324  13,699  13,897  12,818  

埼玉県 149  207  218  219  219  186  6,673  9,133  9,335  9,416  9,416  6,127  

千葉県 246  309  321  324  326  285  15,277  18,822  19,584  19,795  19,841  18,991  

神奈川県 6  16  16  16  16  18  180  604  628  628  628  674  

山梨県 91  105  111  120  128  144  5,695  5,928  6,106  6,303  6,454  6,554  

長野県 266  309  315  320  325  308  11,647  13,752  13,877  14,105  14,310  14,627  

静岡県 81  143  161  169  174  169  4,600  8,250  9,236  9,633  9,814  10,250  

新潟県 840  879  883  884  884  981  48,708  56,656  56,752  56,848  56,750  74,294  

富山県 546  645  677  689  691  706  20,692  24,175  25,570  26,027  26,238  27,293  

石川県 178  190  199  199  199  206  13,310  13,896  14,208  14,193  14,074  14,547  

福井県 578  645  667  670  674  661  23,181  25,331  26,317  26,396  26,442  26,368 

岐阜県 519  532  533  533  533  396  25,021  25,399  25,405  25,399  25,388  21,439  

愛知県 365  365  365  365  365  317  28,546  28,508  28,407  28,402  28,120  26,794  

三重県 234  292  308  315  315  315  11,295  14,077  14,737  15,129  15,129  16,688  

滋賀県 771  790  791  791  791  742  33,437  34,009  34,118  34,117  33,949  34,008  

京都府 454  493  497  497  497  516  12,982  13,981  14,062  14,059  14,107  14,247  

大阪府 10  10  10  10  10  9  1,008  1,008  1,008  1,008  1,008  1,134 

兵庫県 1,736 1,753 1,757 1,760 1,760 1,721 46,253  46,580  46,659  46,726  46,715  46,264  

奈良県 125  139  141  141  141  131  3,619  3,900  3,923  3,922  3,915  3,815  

和歌山県 85  95  97  97  97  97  3,092  3,396  3,456  3,453  3,445  3,345  

鳥取県 246  327  362  392  396  384  6,112  8,690  9,638  10,135  10,159  9,963  

島根県 438  477  486  486  493  456  19,148  20,095  20,321  20,316  20,553  19,878  

岡山県 262  288  290  290  290  230  9,465  10,942  11,124  11,121  11,124  9,446  

広島県 88  102  119  123  126  237  3,148  3,626  4,081  4,193  4,305  8,310  

山口県 240  281  308  316  317  334  15,231  16,694  17,241  17,403  17,434  18,239  

徳島県 104  104  104  104  104  100  7,812  7,812  7,812  7,812  7,812  7,899  

香川県 171  207  217  219  223  221  6,665  7,526  7,819  7,834  7,981  8,093  

愛媛県 392  416  424  427  427  363  14,856  15,774  16,143  16,308  16,304  14,595  

高知県 141  175  190  194  199  193  4,133  5,200  5,654  5,705  5,914  5,921  

福岡県 620  672  685  690  692  701  29,885  31,960  32,366  32,621  32,659  32,839  

佐賀県 742  771  771  771  771  755  29,762  30,744  30,735  30,724  30,670  32,204  

長崎県 346  423  442  443  444  368  11,844  15,286  15,799  15,921  15,553  14,124  

熊本県 690  712  730  733  741  611  47,677  48,700  49,240  49,510  49,570  47,898  

大分県 353  476  493  493  493  504  11,755  15,333  15,870  15,803  15,767  16,926  

宮崎県 197  261  298  301  301  254  10,347  12,763  14,552  14,702  14,710  13,258  

鹿児島県 416  489  530  529  529  485  25,400  29,290  30,786  31,081  31,098  30,838  

沖縄県 46  46  48  48  48  39  8,745  8,809  9,405  9,402  9,402  10,895  

全国計 17,122 18,973 19,514 19,658 19,677 18,662 1,160,430 1,361,364 1,425,144 1,433,293 1,429,826 1,455,049 

（注）１ 農林水産省の資料を基に当省が作成した。 
   ２ 「取組面積」は、道府県別数値の小数点以下を四捨五入しているため、合計値と一致しない場合がある。 
   ３ 平成 24年度実績は、平成 25年３月 31日時点の数値を取りまとめたものである。 
   ４ 平成 24年度の活動組織数は、農地・水・環境保全組織（計 520組織）を含む。 
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【向上活動】 

道府県 

活動組織数 取組面積（ha） 補修・更新等整備施設 

平成 23年度  24  平成 23年度 24  

水路（km） 農道（km） ため池（か所） 
平成

23 年

度 
24 

平成

23 年

度 
24 

平成

23 年

度 
24 

北海道 28  52  2,924  16,189  14  18 3  7 1  2 

青森県 30  33  1,136  1,266  5  4 0  0 1  1 

岩手県 134  4  12,047  78  35  - 0  - 0  - 

宮城県 66  2  2,289  -  11  - 0  - 2  - 

秋田県 59  109  2,032  4,097  15  27 1  4 0  0 

山形県 198  240  10,690  16,887  24  46 3  7 0  3 

福島県 31  33  1,360  1,350  7  5 1  1 0  1 

茨城県 111  128  3,691  5,685  11  15 1  1 12  17 

栃木県 109  120  6,516  7,245  19  25 4  8 4  0 

群馬県 48  75  3,008  5,149  4  4 0  0 5  3 

埼玉県 33  42  635  872  1  4 0  0 1  1 

千葉県 84  102  4,893  6,729  13  17 4  4 6  8 

神奈川県 3  4  54  125  0  0 0  0 0  0 

山梨県 43  75  1,192  2,258  9  3 1  2 1  3 

長野県 118  166  4,676  6,765  10  15 2  4 2  5 

静岡県 25  46  2,494  5,277  7  8 0  2 0  0 

新潟県 230  373  10,890  26,421  42  56 12  26 7  11 

富山県 150  150  5,665  5,681  15  13 4  3 3  0 

石川県 32  40  1,250  1,675  3  6 1  2 0  0 

福井県 346  438  13,296  16,851  61  61 11  18 8  9 

岐阜県 140  295  6,357  14,114  12  36 4  6 1  8 

愛知県 75  97  5,676  8,808  12  16 2  1 4  4 

三重県 47  54  2,078  2,071  14  17 1  1 3  2 

滋賀県 61  103  2,820  4,520  6  8 0  0 0  0 

京都府 378  463  9,891  11,904  31  30 16  18 30  18 

大阪府 - -  - -  - - - - - - 

兵庫県 932  1,032  26,675  29,312  66  80 27  32 54  118 

奈良県 29  96  1,295  2,721  1  6 2  3 4  5 

和歌山県 61  66  1,954  2,149  3  4 2  1 9  7 

鳥取県 397  423  9,408  10,117  29  40 9  10 13  19 

島根県 145  288  5,486  13,112  16  31 8  17 10  12 

岡山県 47  91  1,740  4,016  3  8 2  6 5  2 

広島県 40  57  1,216  3,140  1  5 3  4 5  2 

山口県 127  162  6,543  8,783  15  19 6  8 13  15 

徳島県 35  36  1,141  1,169  3  2 0  0 1  5 

香川県 91  124  3,454  4,450  6  7 2  2 5  11 

愛媛県 126  145  3,843  7,041  9  12 1  2 3  5 

高知県 82  157  2,221  4,609  7  12 2  7 0  2 

福岡県 59  99  3,998  7,155  10  16 2  3 4  6 

佐賀県 277  347  9,796  12,440  33  33 5  9 2  7 

長崎県 144  206  6,413  8,639  8  18 5  6 16  18 

熊本県 323  489  17,522  36,010  46  96 32  34 11  21 

大分県 28  79  983  3,392  2  7 0  0 0  0 

宮崎県 133  159  4,835  6,162  12  10 5  11 2  2 

鹿児島県 142  159  7,101  8,901  12  13 8  10 4  1 

沖縄県 14  17  3,800  3,954  3  1 6  5 26  20 

全国計 5,811  7,476  236,982  349,290  665  853 199  285 278  374 

（注）１ 農林水産省の資料を基に当省が作成した。 
   ２ 「取組面積」及び「補修・更新等施設」は、道府県別数値の小数点以下を四捨五入しているため、合計

値と一致しない場合がある。 
   ３ 平成 24年度実績は、平成 25年３月 31日時点の数値を取りまとめたものである。 
   ４ 平成 24年度の活動組織数は、農地・水・環境保全組織（計 309組織）を含む。 
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表３-(2)-⑦ 活動組織が毎年度、市町村長に提出する活動実績報告書類 

区分 第１期対策（向上活動は 23 年度のみ） 第２期対策 

共同

活動 

・実施状況報告書 

・基礎支援対象活動実施状況報告書（※） 

… 活動計画において実施することとした活動項目

について、対象施設ごとに、計画どおり実施した項

目や実施する必要のない項目に、「○」印等を付し

て活動実施状況を報告（実施する活動項目数の割合

が活動実施の要件にもなっており、国においては、

それぞれの活動において要件を定めている。） 

・実施状況調書（※） 

… 支出入の実績を記載 

・作業写真整理帳（※） 

… 活動時の実施状況を写真で記録し、活動日や対象

施設、活動項目等を記載して整理 

 

・実施状況報告書 

・活動記録 

・金銭出納簿 

向上

活動 

・実績報告書 

  … 交付金の精算額（国・地方別）、交付決定日、事

業完了日、対象施設別（水路、農道等）の補修・更

新を行った量及びその金額等を記載 

・活動記録 

  … 活動日時、参加者数、対象施設、活動内容（設計、

施工等）、日当の支出の有無等を一覧にして記録 

・作業日報（※） 

  … 活動内容について、作業記事、写真、参加者名簿

も記載するなど、日報単位で詳細に記録 

・金銭出納簿 

  … 支出入の状況について、支出入日、支出入の内容、

対象施設別（水路、農道等）の支出内訳、当該支出

に係る領収書の番号等を記載 

 

・実績報告書 

・活動記録 

・金銭出納簿 

（注）１ 農林水産省の資料を基に当省が作成した。 
   ２ 上記の第１期対策における実施状況報告書以外の書類は、実施状況報告書に添付して提出するよう定め

られている。これらのうち、※印を付した書類は第２期対策において整理・削減され、実施状況報告書（向
上活動は実績報告書）、活動記録及び金銭出納簿に記載内容が統合された。 
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表３-(2)-⑧ 市町村による現地確認の方法 
区分 第１期対策（向上活動は 23 年度のみ） 第２期対策 

共同

活動 

１ 事前準備 

（１） 現地確認計画（確認の時期、体制、

方法等）の策定 

（２） 関係機関（土地改良区等）への協力

要請（必要に応じて要請） 

 

２ 現地確認の方法 

（１） 現地において、協定に規定された対

象活動の実施状況について、調査及び

確認を行う。 

（２） 市町村のみで確認を行うことが困難

と判断される場合は、対象活動組織の

構成員、土地改良区等の関係機関の立

会いを求める。 

 

１ 事前準備 

（１） 現地確認計画（確認の時期、体制、

方法等）の策定 

（２） 関係機関（土地改良区等）への協力

要請（必要に応じて要請） 

 

２ 現地確認の方法 

（１） 現地において、対象組織の構成員の

立会いの下、協定に規定された対象活

動の実施状況について、調査及び確認

を行う。 

（２） 市町村のみで確認を行うことが困難

と判断される場合は、対象活動組織の

構成員、土地改良区等の関係機関の立

会いを求める。 

（３） チェックシート（注２）により確認

を行い、実施状況報告書に添付の上、

事業実施主体に提出するとともに、確

認通知書に添付の上、対象活動組織に

送付する。 

 

向上

活動 

１ 事前準備 

（１） 現地確認計画（確認の時期、体制、

方法等）の策定 

（２） 関係機関（土地改良区等）への協力

要請（必要に応じて要請） 

 

２ 現地確認の方法 

（１） 現地において、活動組織の構成員の

立会いの下、協定に規定された対象活

動の実施状況について、調査及び確認

を行う。 

（２） 市町村のみで確認を行うことが困難

と判断される場合は、対象活動組織の

構成員、土地改良区等の関係機関の立

会いを求める。 

 

 

 

１ 事前準備 

（１） 現地確認計画（確認の時期、体制、

方法等）の策定 

（２） 関係機関（土地改良区等）への協力

要請（必要に応じて要請） 

 

２ 現地確認の方法 

（１） 現地において、活動組織の構成員の

立会いの下、協定に規定された対象活

動の実施状況について、調査及び確認

を行う。 

（２） 市町村のみで確認を行うことが困難

と判断される場合は、対象活動組織の

構成員、土地改良区等の関係機関の立

会いを求める。 

（３） チェックシート（注２）により確認

を行い、実施状況報告書に添付の上、

都道府県知事が定めた者を経由して

地方農政局長等に提出するとともに、

確認通知書に添付の上、対象活動組織

に送付する。 

 

（注）１ 「農地・水・環境保全向上対策実施要領」（平成 19年３月 30日付け 18農振第 1778号農林水産省生産局
長、農村振興局長通知）並びに「農地・水保全管理支払交付金実施要領」（平成 23年４月１日付け 22農振
第 2262 号農林水産省農村振興局長通知及び平成 24 年４月６日付け 23 農振第 2343 号農林水産省農村振興
局長通知）を基に当省が作成した。 

   ２ 平成 24年４月に制定された上記「農地・水保全管理支払交付金実施要領」において、様式が規定された
（表２-(1)-③参照）。 
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表３-(2)-⑩ 活動組織が提出する活動実績報告書類に関する不備等がみられたもの 

都道府県 市町村 
不備がみられた活動組織数 

 
① ② 

北海道 
深川市 ３ ３ ０ 

新十津川町 ５ ５ ０ 

秋田県 横手市 １ １ ０ 

山形県 小国町 １ １ ０ 

千葉県 野田市 ２ ２ ０ 

長野県 飯山市 １ １ ０ 

三重県 
津市 ４ ４ １ 

伊勢市 ２ ２ ２ 

奈良県 橿原市 １ １ ０ 

京都府 
京都市 ２ ２ ０ 

亀岡市 ３ ３ ０ 

広島県 
三原市 ３ ３ ０ 

安芸高田市 ３ ３ ０ 

島根県 
出雲市 ２ ２ ０ 

雲南市 ４ ４ ０ 

岡山県 
笠岡市 ２ ２ ０ 

美作市 ３ ３ ０ 

福岡県 大牟田市 １ １ ０ 

熊本県 山鹿市 １ １ ０ 

大分県 
宇佐市 ５ ５ １ 

臼杵市 ７ ７ ０ 

合計 21 56 56 ４ 

（注）１ 当省の調査結果による。 
２ 表頭の記号は、以下の内容を示す。 

     ① 活動計画、作業写真整理帳、活動記録、金銭出納簿等において、活動時期や内容等の
記載が整合していないもの、記載漏れが見られたもの。    

      ② 実績報告書類の不備等により追加の確認を要すると思われるものについて、市が補足
確認を行っていないもの、又は、活動組織への聞き取りや関係資料との照合等により補
足確認を行ったとしているが、市町村が補足確認を行った結果を書類上確認できないも
の。 

   ３ 同一の活動組織において、①欄及び②欄の両方に該当する場合があるため、内訳と計は
一致しない。 
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表３-(2)-⑪ 活動組織が提出する活動実績報告書類に関する不備等がみられたものの例 

ⅰ） 活動計画、作業写真整理帳、活動記録、金銭出納簿等において、活動時期や内容等の記載が整合していな

いもの、記載漏れがみられたもの 

市町村 活動組織 概要 

小国町 田沢頭グ
リーンネ
ット 

平成 22 年度の金銭出納簿において、活動実施日欄及び領収書番号欄が記載さ
れていない。このため、「活動記録」と照合しても活動実績の確認ができない状
況となっている。 

また、活動組織が保管している金銭出納簿においては、領収書番号欄の記載は
あり領収書との照合が可能だが、活動実施日欄の記載はなく、「活動記録」との
照合による活動実績の確認ができない状況となっている。 
⇒ これについて、当省の調査後、農林水産省によると、町が改めて活動組織へ

の聞き取りや活動記録簿、納品書等との照合、確認を行ったところ、実績報告
どおりの実績が認められたとしている。 

出雲市 入南・鑓ヶ
崎農地・水
保全活動
組織 

金銭出納簿において、平成 23年 12月 29日に「舗装工事委託費」として 124
万 9,658 円を支出しているが、活動実施日欄には工事日が記載されていない。 
⇒ これについて、当省の調査後、農林水産省によると市が改めて活動組織への

聞き取りや活動記録簿、納品書等との照合等、確認を行ったところ、実績報告
どおりの実績が認められたとしている。 

大牟田
市 

大牟田昭
和開環境
委員会 

 金銭出納簿において、平成 24 年１月 10 日に「護岸工事費（コンクリート柵工）」
として委託費 257 万 2,500 円、「護岸工事用土代金」として購入・リース費５万
円を支出しているが、活動実施日欄には工事日が記載されていない。 

また、活動記録には、該当する工事を実施した記録、立会いや完了確認の記録
もない。作業写真整理帳には写真が添付されていない。 
⇒ これについて、当省の調査後、農林水産省によると市が改めて契約書や工事

写真等との照合等、確認を行ったところ、実績報告どおりの実績が認められた
としている。 

（注） 当省の調査結果による。  

 

ⅱ）実績報告書類の不備等により追加の確認を要すると思われるものについて、市が補足確認を行っていないもの 

市町村 活動組織 概要 

伊勢市 一色資源
等保全協
議会 

基礎支援対象活動実施状況報告書において、農用地、開水路、ため池及び農道
に係る「機能診断・補修技術の研修」を実施したと記載しており、当該研修の資
料として「用水路補修計画図」が添付されている。 

上記の事例について、伊勢市は、作業写真整理帳に付された会合の写真で研修
が実施されたと判断していたが、研修内容までは確認していないとしており、確
認を十分に行っていない。 
⇒ これについて、当省の調査後、農林水産省によると、市が改めて活動組織へ

確認を行ったところ、研修資料、活動組織への聞き取りにより研修会の実施が
確認されたとしている。 

 
津村町地
区農地・
水・環境保
全会 

  基礎支援対象活動実施状況報告書（誘導部分－農地・水向上活動）において、
「年度活動計画の策定」並びに、農用地、開水路、ため池及び農道に係る「機能
診断・補修技術の研修」を実施したとし、各活動に該当する写真は作業写真整理
帳に付された５番目の写真であるとしている。 

しかし、当該写真に付された説明表の活動区分欄をみると、「農地・水向上活
動」にはチェックがなく、同表の活動項目欄には、「共同作業計画の策定 景観
形成・生活環境保全計画の策定」との記載はあるが、上記の「機能診断・補修技
術の研修」は記載されていない。 

また、当該写真からは、機能診断・補修技術の研修を実施したかどうかの判断
が困難となっている。 
 上記の事例について、伊勢市は、当該写真（会合の写真）から研修と判断した
が、研修内容までは確認していないとしており、確認を十分に行っていない。 
⇒ これについて、当省の調査後、農林水産省によると、市が改めて活動組織へ

確認を行ったところ、研修資料、活動組織への聞き取りにより研修会の実施が
確認されたとしている。 

（注） 当省の調査結果による。   
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表３-(2)-⑬ 現地確認を適切に行っていない例 

 

○事例１ 書類による確認や、日常業務の中での訪問を現地確認と誤認していた例 

市町村 概要 

京都市 京都市は、推進事業実績報告書（欄外注）において、平成 19 年度から 23 年度までに
市内で活動した全ての共同活動組織及び向上活動組織について現地確認を実施したと報
告している。 

また、向上活動実施状況報告書においても、平成 23年度に同市内で向上活動を実施し
た全ての活動組織について現地確認を実施したと報告している。 

 
表１ 推進事業実績報告書及び向上活動実施状況報告書における現地確認の実施状況 

（単位：活動組織） 

年度 19  20  21  22  23  

共同活動実施組織数 15 16 18 18 18 

 現地 

確認数 

推進事業実績報告書記載 15 16 18 18 18 

 要綱・要領に基づく実際の現地確認実績 ０ ０ ０ ０ ０ 
向上活動実施組織数     ８ 

 
現地 

確認数 

推進事業実績報告書記載     ８ 
 向上活動実施状況報告書記載     ８ 
 要綱・要領に基づく実際の現地確認実績     ０ 

（注） 京都市に対する調査結果、京都府から提出された推進事業実績報告書及び京都府協議会か

ら提出された向上活動実施状況報告書に基づき当省が作成した。 
 

しかし、同市では、平成 19 年度以降、活動組織が保管する領収書等の書類確認を現地
確認として認識していたとしており、向上活動実施状況報告書及び推進事業実績報告書
において、現地確認を実施したと記載していた。また、近畿農政局が示す内容（共同活
動及び向上活動の対象である施設の補修・更新実施時又は実績報告書提出時点・提出後
に補修・更新した施設の出来映え等の確認。表２参照）に該当する現地確認については、
平成 19年度以降、未実施であるとしている。 
 
表２ 「現地確認」に関する近畿農政局が指導している「現地確認」の内容 

項目 内 容 

確認時点 施設補修・更新実施時又は実績報告書提出時点・提出後 

確認対象 当該年度及び過年度に補修・更新した施設 

確認方法 実績報告書記載の実施数量・出来映えを現地確認 
なお、書類確認のみの場合は現地確認には該当しない。ただし、地中の
施設等、現地で確認できないものは工事写真等による確認も可とする。 

（注）近畿農政局への調査結果に基づき当省が作成した。 

 
亀岡市 亀岡市は、推進事業実績報告書において、平成 19 年度から 23 年度までに市内で活動

した共同活動組織及び向上活動組織について現地確認を実施した旨を報告している。こ
のうち、平成 22 年度及び 23 年度の実績をみると、市内全ての活動組織に対して現地確
認を実施した旨を報告している。 
 
表 推進事業実績報告書と向上活動実施状況報告書における現地確認の実施状況 

（単位：活動組織） 

年度 19  20  21  22  23  

共同活動実施組織数 47 57 57 57 57 

 現地 

確認数 

推進事業実績報告書記載 ２ ３ ５ 57 57 

 要綱・要領に基づく実際の現地確認実績 ０ ０ ０ ０ ０ 

向上活動実施組織数     47 

 現地 

確認数 

推進事業実績報告書記載     47 

 向上活動実施状況報告書記載     ９ 
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 要綱・要領に基づく実際の現地確認実績     ９ 

（注） 亀岡市に対する調査結果、京都府から提出された推進事業実績報告書、京都府協議会から

提出された向上活動実施状況報告書に基づき当省が作成した。 

 
しかし、同市では、平成 19 年度以降、日常業務の際の活動組織への訪問及び他の交付

金に係る確認の際に併せて行ったものを現地確認として認識していたとしており、向上
活動実施状況報告書及び推進事業実績報告書において、現地確認を実施したと記載して
いた。また、近畿農政局が示す内容（共同活動及び向上活動の対象である施設の補修・
更新実施時又は実績報告書提出時点・提出後に補修・更新した施設の出来映え等の確認。
表２参照）に該当する現地確認については、平成 19年度以降、未実施であるとしている。 

なお、平成 23年度に現地確認を実施したとする向上活動の９組織については、向上活
動実施報告書に実施要領（平成 24年度）に基づく「実施状況確認チェックシート（現地
確認用）」が添付されており、実施要綱・要領に基づく現地確認が行われたことが確認で
きる。 

 

○事例２ 現地確認の実績報告が不正確な例 

 

珠洲市は、下表のとおり、推進事業実績報告書及び向上活動実施状況報告書において、現地確認実

績を報告している。 

 共同活動については、推進事業実績報告書において、平成 19 年度から 23 年度までの毎年度、10

組織の現地確認を行った旨報告している。しかし、珠洲市は、他業務で市内各地域を訪問する際に合

わせて現地確認を実施しているため、10 組織という数字は目安であり、年度によって 10 組織より多

いことも少ないこともあると説明しており、不正確な実績報告が行われている。 

 
表 推進事業実績報告書と向上活動実施状況報告書による現地確認の実施状況 

（単位：活動組織） 

年度 19  20  21  22  23  

共同活動実施組織 16 16 16 16 16 

 現地確認数 推進事業実績報告書記載 10 10 10 10 10 

向上活動実施組織     ２ 

 
現地確認数 

推進事業実績報告書記載     ２ 
 向上活動実施状況報告書記載     ２ 

 
 

（注）１ 当省の調査結果による。 
   ２ 推進事業実績報告書とは、農地・水保全管理支払交付金事業において、共同活動支援交付金及び向上活

動支援交付金の適正かつ円滑な実施に資するため、市町村長が農地・水保全管理支払推進交付金により行
う、活動状況の確認事務の実績（市町村長が活動状況を確認した活動組織数等）を都道府県知事に報告す
るものである。 

 

表３-(2)-⑭ 現地確認の結果を基に活動組織に是正させている例 

市町村 概要 

深川市 深川市は、共同活動の現地確認において、ⅰ）畦畔・農用地法面等の草刈りについて、

現地の草の長さがおおむね 20cm以上である場合、ⅱ）畦畔の崩落、用排水路の破損、野

焼きがみられるなど改善を要すると判断した場合に、活動組織に対して文書により通知

し、改善対応後の結果報告（写真の送付）を求めている。 

同市が平成 23年７月に現地確認を行った際、活動組織において、畦畔・農用地法面等

の草刈りが適切に行われていない箇所がみられたため、改善指導を行った。 

出雲市 出雲市は、共同活動の現地確認を行った際、共同活動支援交付金の対象農用地内に農

業用小屋等が建っていることを確認したため、その分の対象面積を減じ、当該活動組織

への当該交付金を精算したことがある。 

（注） 当省の調査結果による。 
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